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当行のリテール戦略の軌跡

平成３年４月、あさひ銀行は、首都圏を中心として中堅・中小企業取引および個人取引に独自の強み

をもつ協和銀行、埼玉銀行という２つの都市銀行の合併により、誕生しました。

この合併以降、私どもは、旧協和、旧埼玉両行の強みを活かし、首都圏を中心とする「リテールトッ

プバンク」をめざして、リテール分野に経営資源を大胆にシフトさせていく独自の戦略を推し進めて

まいりました。

現在私どもは、経営資源の８割以上を首都圏に投入しており、首都圏全体に占めるマーケットシェ

アは預金・貸出金それぞれで１割近くを占めるに至っております。特に、私どもがもっとも強みをもつ

埼玉県では、預金・貸出金とも３割を超えるシェアを誇っており、地域密着型の戦略の成果が、如実に

数字に表れてきております。

また、リテール分野での強みを表す指標についても、中小企業等貸出比率、住宅ローン比率、個人

預金比率のいずれをとっても上位都銀平均を大きく上回っており、合併以降一貫してリテール分野強

化を志向してきた戦略が、他都銀とは大きく異なる事業ポートフォリオという形で結実しております。

特に、住宅ローン業務については近年大きな成果をあげており、この３年間でのローン増加額は約

１兆６千億円と、民間金融機関ではナンバーワンの実績をあげ、住宅ローン残高総体でみても、この

期間に都銀間シェアを１１％から１４％へと大きく伸ばしております。

当行のリテール分野でのこうした強みが、地域、業務両面での特性を活かした戦略の優位性にある

ことは言うまでもありませんが、私は、こうした戦略上の優位性を支えるコーポレートカルチャー自体

に当行の強みの源泉があると考えています。

すなわち、多くの行員が、中堅・中小企業のお客さまや個人のお客さまとの取引推進にこそ、当行の

存在意義があることを認め、リテール業務に邁進する姿勢、そしてその分野での成果を行員各自の評

価に色濃く反映させる業績考課体系、こうした、リテール重視に根差したコーポレートカルチャーが確立

しているからこそ、この分野での強みを維持し、実績を積み上げてこれたのだと考えております。
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あさひ銀行は、
リテールバンクの原点から
新たな枠組みを構築してまいります。
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その一方で、現状の課題として認識しているのは、リテール業務の効率性をいかに改善するかとい

うことです。

リテール業務は大企業取引などと比べ、収益性が高く、しかも小口取引に分散されているため、リ

スクも分散されることとなり、結果として安定的に高い収益力をもたらすことになりますが、小口取

引に分散されているがゆえに業務にかかるコストも必然的に増してくるということになります。

したがって、ホールセールを主体とする金融機関などと比較すると、事業ポートフォリオの違いに

より、必然的に経費率は高くなります。

ただし、このリテール業務に特有のコストの高さを、何らかの方法で改善することができれば、当

行のリテール分野での強みはさらに際立ったものとなるはずです。

我々はこの何年かの間、リテール業務自体の効率性の問題を解決すべく、さまざまな選択肢を模索

してまいりました。

その選択肢の１つが、他の金融機関とのアライアンスです。

顧客基盤を飛躍的に拡大する一方で、システム投資などのインフラ構築にかかるコストを共有し、

規模の利益を活かした抜本的な効率化が図れることがこの選択肢のメリットです。この場合、当行と

同様にリテール業務に強く、今後もその分野を伸ばしていこうと考える金融機関と組むことが前提と

なります。

当行は平成１０年９月に東海銀行との提携をスタートさせ、共通の持株会社の下に地域密着型の銀行

子会社を配し、地域金融機関等へも門戸を開放するという特色をもった、マルチリージョナルバンク

構想を打ち出し、我々のアライアンス戦略の一歩を踏み出しました。

その後このマルチリージョナル構想の精神に賛同した三和銀行を加え、３行統合へ向けて協議を続

けてまいりましたが、３行間で話し合いを進めるなかで、統合方法に関する意見の相違が明らかとなっ

たため、本年６月に入り、両行との経営統合を見送る決定をいたしました。



Manage
6

経
営
メ
ッ
セ
ー
ジ

この決定は、当行がこれまで培ってきたリテールバンキングのビジネスモデル、すなわち地域密着

型で、中小企業育成、個人のライフステージに応じたサービスのご提供を身上とするビジネスモデル

を、十二分に活かせるベストの統合方式を選択したいとの考えによって行いました。

その意味で、私どもが三和・東海両行との統合を見送ったことは、これまで当行が進めてきたリ

テール特化戦略の方向性と決して矛盾するものではありません。

あさひ銀行の９年間の歩みは、「選択と集中」の歴史であると言っても過言ではありません。リテー

ルでの強みを増すために、強化すべき業務分野、重視すべき地域を選択し、そこに限られた経営資源

を集中する。これが上位都銀に比べて資産規模や収益の絶対額の少ない当行が、リテールに関しては

トップクラスの実績を残せてきた理由です。

当行は、金融サービスに関するすべての機能を自前で備えようとは考えておりません。足りない部

分については、積極的にアウトソーシングを行い、そのかわりに提携先には当行の厚い顧客基盤での

ビジネスの機会を提供するという、共存共栄のリレーションシップが、当行のようなタイプの金融機

関には非常に重要であると考えております。

したがって、アライアンス自体は引き続き重要なテーマであると考えており、志が一致する金融機

関とは積極的に協力関係の構築を探っていきたいと考えております。

収益力強化とコスト競争力強化に向けた取り組み

では、アライアンス以外で、当行のビジネスモデルを改善していく方策とは何でしょうか。

私どもは、東海銀行や三和銀行との統合戦略と並行して、当行独自の収益力強化とコスト競争力強

化に向けた取り組みを進めてまいりました。

それには大きく分けて４つの柱があります。

第１点目は利鞘の改善です。国内での預金・貸出業務からの資金収益が利益の太宗を占める当行に

とって、利鞘の改善は収益力強化に直結する重要な課題であり、現下の景気低迷を背景に企業の需資

が冷え込むなか、唯一収益性を確実に向上させる手段であるとも言えます。
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当行では、現在２種類の方法でこれを進めております。すなわち、１つがポートフォリオの再構築に

よるアセット全体としての収益性の向上であり、もう一方が、信用リスクに応じた適正な金利運営の

実行です。

ポートフォリオの再構築とは、簡単に言えば、投資株式や採算の低い大企業取引、海外向けアセット

を縮小し、個人向けローンなどの良質資産を増やしていくことを意味しています。

当行は住宅ローンに着目し、これを大幅に増加させる一方で、採算の低い資産を圧縮し、ポートフォ

リオの収益性を高めてまいりました。現在の第４次長期経営計画のなかでも、平成１０年度から１４年度

までの５年間で約３兆円の資産の入れ替えを行うことを目標としており、実際に平成１１年度までの累

計で、個人や中堅・中小企業向け貸出を中心に１兆円を超える良質資産を増加させ、一方で不良債

権、海外資産、投資株式を中心として約２兆円の資産圧縮を行いました。

また、信用リスクに応じた金利運営についても、リスク計量手法の向上や行内格付制度の精度向上

と併せて、適正なプライシングの実施を全支店で奨励しています。

２点目は新たなビジネスモデルの構築です。当行は第４次長期経営計画のなかで、個人、法人それ

ぞれの事業システムの構築をめざしており、現在、既存の収益の柱である住宅ローン業務のさらなる

増強と、新たな収益の柱となるビジネスモデルの構築を中心にさまざまな試みを開始しております。

まず、住宅ローン業務の増強については、前年度中に住宅ローン推進の要である住宅ローンセン

ターを国内最大の９０拠点にまで拡大したほか、本年６月には、インターネットを活用して、住宅専門ポー

タルサイト「ｈｏｕｓｅ@あさひ」を立ち上げ、ワン・ツー・ワン・マーケティングによるニーズへのきめ細

かい対応を通じて、ローンセンターや支店などの既存チャネルだけでは捕捉できない住宅ローンニー

ズに対応する体制を整えました。

また、個人業務の新たな柱として、７月には住宅ローン顧客を主要ターゲットとする消費性ローンの

販売をスタートしました。

さらに、保険事業や、いわゆる日本版４０１ｋである確定拠出年金市場への参入などについても、多

様化する個人のライフサイクルに沿った金融サービス提供の機会ととらえ、これに積極的に対応すべ

く、検討を進めております。

法人向けビジネスへの取り組みとしては、本年４月に、スコアリングモデルを活用したスモールビ

ジネスローン『リテール４８』の全店販売を開始したほか、急成長ベンチャー企業向けの投資ファンド

を新設するなど、今後成長の可能性を秘めたニュービジネス企業群へのサポート機能を強化してい

ます。また、リテール強化に資する証券業務・国際業務についても、アライアンスなどによる展開の

可能性も含めて、さらに強化を図ってまいります。大企業取引につきましては、コスト・リターンの考

え方を徹底する一方で、親密な関係にある優良なお取引先とのリレーションシップはいっそう深めて

まいりたいと考えております。
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３点目の収益力強化策は、個人のお客さまとのリレーションシップ強化です。取引担当者が対面で

交渉を行う法人取引とは異なり、一般の個人のお客さまとのリレーションシップ強化のためには、ＩＴ

（情報技術）を活用したマーケティングノウハウの高度化が必須となります。

当行では、こうしたお客さまとのリレーションシップ強化を目的として、データベースマーケティン

グに関するノウハウの蓄積に努め、平成１０年８月には８百万先に及ぶ巨大なデータベースを完成させ

ました。

現在では、テレマーケティングやダイレクトメールなど、本部からのダイレクトチャネルを通じた

セールスプロモーションが個々のお客さまの取引内容に応じて自動的に行えるようになるなど、ワ

ン・ツー・ワン・マーケティングにおけるデータベース活用が本格化しており、個人のお客さまへの商

品・サービスのご提供に顕著な成果をあげるに至っております。

今後は、窓口テラーのセールス支援機能として個々の営業店にてマーケティングデータベースを活

用していく予定です。具体的には、今年度中に試行開始予定の次期営業店システムとの連携により、

既存店舗の軽量化を進めると同時に、高度なマーケティングデータベースの活用による対面チャネル

でのセールス力強化を実現し、コストパフォーマンスの高い営業体制の構築を図ってまいります。

最後の４点目は、活動基準原価計算システム（ＡｃｔｉｖｉｔｙｰＢａｓｅｄ Ｃｏｓｔｉｎｇ=ＡＢＣ）の導入です。こ

こまで、収益力強化に向けた当行の現在の取り組みについて述べてまいりましたが、こうした取り組

み自体にコストが必要以上にかかってしまっては、当行全体としてのビジネスの収益性は改善するこ

とはありません。

冒頭でも申し上げましたように、リテール業務がその特性上、相当程度のコストがかかるものであっ

たとしても、コストの所在を詳細に把握できれば、それを改善する手だてを講じることが可能となり

ます。

当行のようにリテール業務に資源を傾斜配分している金融機関では、コストの源泉はそのほとんど

が従業員の営業活動から生じます。したがって、行員一人ひとりの業務活動の、どのプロセスで余剰

なコストがかかっているかを把握できれば、業務自体のプロセスを見直すことや、情報テクノロジー

の活用によって、必要最小限のコストに抑えることが可能となります。

当行では、このような考えから、ＡＢＣの導入検討をスタートし、本年度より本格的にシステムを稼働

させております。今後は、さまざまな収益力強化のための施策と併せて、コストパフォーマンスの極大

化を追求し、リテールビジネスにはコストがつきものだとの常識を覆していきたいと考えております。

リテール戦略の新たな展開

私どもは、当行の企業価値の増大のため、これまで培ってきた当行のビジネスモデルとコーポレー

トカルチャーを礎として、引き続きリテール分野に経営資源を傾斜配分していく戦略を継続してまい

ります。そして今後は、これまでのリテール特化戦略をより多様な形で展開してまいります。
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今私どもがやるべきことは、既成の概念にとらわれないダイナミックな発想、よりスピーディーな

経営体制の構築により、これまで培ってきた当行固有のビジネスモデルを、大きく発展拡大させるこ

とにほかなりません。

めざすものは、ローコストで、安定した高収益性を併せもつという、これまでのリテールバンキン

グの常識を覆す新たなビジネスモデルの構築であり、そのための具体策を他に先んじて進めていく

こと、これを私どものもっとも重要な課題としてまいります。

また中長期的には、こうした具体策による収益力向上をベースとして、公的資金の早期返済や自社

株消却を含めた資本構成の再構築を行い、資本効率の抜本的な改善を図っていきたいと考えており

ます。

さらに、今般の執行役員制度導入を手始めとして、経営の意思決定のスピードと透明性の確保を重

視するコーポレートガバナンスの仕組みも構築していきます。

当行にとって今がまさに正念場であることは間違いありません。しかしながら一方で、我々の進む

べき方向は今やいっそう明快となったことも事実であります。今後、大手金融機関同士の合従連衡や

異業種からの金融業参入が現実のものとなるなか、個々の金融機関が明瞭なアイデンティティを保っ

ていくことはいよいよ困難となってくるかもしれません。

そのようななか、我々はリテールに根差したコーポレートカルチャーと厚い顧客基盤を強みとし、

今後とも、当行の存在意義である、地域に密着したリテールバンキングへの取り組みを引き続き推進

し、それをさらに深化させていくことで、我々のアイデンティティをしっかりと守っていきたいと考え

ております。

当行では今後、具体的な方策を、皆さまの前にお示ししていこうと考えております。新事業立ち上げ、

アライアンスを含め、積極的なプランを公表していきたいと考えております。合併後１０年目を迎えた

あさひ銀行の一挙手一投足にぜひご注目ください。
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平成１１年度においては、前期の抜本的な不良債権処理により向上いたしました財務体質の一層の強

化を図るため、第４次長期経営計画「リテール・イノベーション・プラン」で掲げている資産の再構築に積

極的に取り組んできました。

具体的には、リテール分野への注力を引き続き推進することにより、顧客ニーズに積極的にお応えし

つつ、住宅ローンの増強をはじめとした良質資産を積み増して収益基盤の拡充に努めました。それと同

時に、不良債権の最終処理や非効率株式の圧縮等を進めるなど、資産入れ替えによるポートフォリオの

リストラクチャリングを今まで以上のスピードで進めました。

また、グローバルスタンダードを意識した昨今の会計制度の変革にも前向きに対応し、平成１２年度か

ら適用される金融商品会計基準を視野に入れた保有株式の内容改善を大幅に進めるなど、財務の健全

性と透明性の向上に努めてきました。

さらに資金の効率的運用調達や経営の効率化に注力した結果、一般貸倒引当金繰入前の業務純益は

ほぼ前期並みとなり、経常利益および当期純利益につきましては、３期ぶりの黒字化を果たしました。連

結決算につきましても、同様に黒字計上となりました（詳しくは、Ｐ．３２以降の業績分析をご覧ください）。

業
績
ハ
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ト

■ 連結業績の推移

12,032

8年3月期 9年3月期 10年3月期 11年3月期 12年3月期

－1,621
－734

12,267

240
146

11,602

940
314

9,504

－4,120

－2,540

10,231

－1,886
－1,059

連結経常収益

連結当期純利益（損失）

連結経常利益（損失）

（単位：億円）
■ 単体業績の推移

2,045

8年3月期 9年3月期 10年3月期 11年3月期 12年3月期

－1,620
－1,397

1,529

244
214

1,570

880

315

1,448

－1,898 －1,839

1,570

－4,075

－2,200

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 経常利益（損失）

当期純利益（損失）

（単位：億円）
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■ 預金の推移（連結）

231,548

8年3月期

215,972
227,886

9年3月期

210,514
221,713

10年3月期

204,378
212,108

11年3月期

197,939

218,975

12年3月期

199,214

預金（譲渡性預金を含む） 預金（譲渡性預金を含まない）

（単位：億円）
■ 貸出金の推移（連結）

212,060

8年3月期

215,260

9年3月期

209,993

10年3月期

208,066

１１年3月期

205,817

12年3月期

（単位：億円）

■ 純資産額の推移（連結）

9,845

8年3月期

2,820

9,845

9年3月期

2,828

9,620

10年3月期

3,328

13,703

11年3月期

6,052

13,881

12年3月期

6,053

純資産額 資本金

（単位：億円）
■ 連結自己資本比率（国際統一基準）

8年3月期 9年3月期 10年3月期 11年3月期 12年3月期

（単位：％）

9.05

8.70

9.38

11.90
11.80
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リテール・イノベーション・プランへの取り組み
当行は、平成１１年４月からスタートした第４次長期経営計画「リテール・イノベーション・プラン」に取

り組んでいます。

この計画は、経営環境がめまぐるしく変化するなかで、勝ち残ることのできる金融機関となるため、収

益力と経営効率の向上を図ることを狙いとして策定したものです。

内容は主に、経営の基本的考え方を示した「コーポレートビジョン」とそれを実現するための「新リ

テールシステム」の構築で構成されています。

コーポレートビジョン

当行のコーポレートビジョンは、「経営理念・めざすべき銀行像・組織行動の指針」の３つで構成され

ています。

経営理念・・・『堅実・健全にして革新』

これは、平成３年４月の合併以来、当行が掲げている基本理念であり、普遍的な価値観として役職員

全員で共有していきます。

めざすべき銀行像・・・『圧倒的に存在感のあるリテールトップバンク』

お客さまとのリレーションシップを深めながらも従来のリテール業務の高コスト性を克服し、これま

でのリテール業務の概念をくつがえす、「高い競争力」と「存在感」をもった銀行をめざします。

組織行動の指針・・・『「はやさ」の追求』

意思決定や行動の「速さ」と、役職員一人ひとりが他企業より少しでも先に行動する「早さ」、この２

つの「はやさ」を追求していきます。

リテール・
イノベーション・

プラン

コーポレート
ビジョン

経営理念　堅実・健全にして革新

めざすべき銀行像　圧倒的に存在感のあるリテールトップバンク

組織行動の指針　「はやさ」の追求

新リテール
システム

Retail Innov第4次長期経営計画について
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新リテールシステム

当行では、コーポレートビジョンを具体的に実現し

ていくために、「新リテールシステム」を構築します。

この新しいシステムは、当行が強みをもつリテー

ル分野に経営資源を集中（「企業ドメインの明確化」）

させるとともに、お客さまのニーズに応じた商品・サービス・販売チャネルなどの最適な組み合わせ

をもつ事業システムの構築（「２つの事業システムの構築」）をめざすもので、当行の強みであるリテー

ル分野をさらに強化することを目的としています。

当行では現在、既存の収益の柱である住宅ローン業務のさらなる増強と、新たな収益の柱となる

新事業を構築すべく、さまざまな試みを開始しています。

住宅ローン業務の増強については、住宅ローンセンターを国内最大の９０拠点にまで拡大したほ

か、本年６月には、インターネットを活用して、住宅専門ポータルサイトを立ち上げ、マーケティング手

法を活用した顧客ニーズへのきめ細かい対応を通じて、既存チャネルだけでは捕捉できない住宅ロー

ンニーズに対応する体制を整えました。

また、新たな事業としては、本年４月には、スコア

リングモデルを活用したスモールビジネスローン『リ

テール４８』の全店販売を、７月には住宅ローン顧客を

主要ターゲットとする消費性ローンの販売をスタート

したほか、保険事業や、いわゆる日本版４０１k確定拠出

年金市場への参入などについても、多様化する個人

のライフプランに沿った金融サービス提供の機会と

とらえ、これに積極的に対応すべく、検討を進めています。

新事業の展開については、今後の経済情勢や規制緩和・制度改革の方向性によって、適切な舵取り

をしていく必要がありますが、規制の時代から競争の時代へと移り行くなかで、当行では今後とも積

極かつスピーディーな対応を行っていきたいと考えています。

ation Plan
■新リテールシステムの構築

企業ドメインの
明確化

経営の健全性
透明性の確保

企業風土
組織行動の変革 人材育成の強化

2つの事業
システムの構築
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Ⅰ. ポートフォリオ・リストラクチャリング

ポートフォリオの再構築
当行は、第４次長期経営計画において、リテール分野を中心とした良質資産を増加させるとともに、

非効率資産を圧縮する資産の再構築により、資産効率を高め、収益力の大幅な改善をめざしています。

具体的には、大企業取引、海外資産、投資株式、不良債権の大幅な圧縮などにより捻出した資金を、

個人や中堅・中小企業などのリテール分野へ再配分し、平成１０年度から平成１４年度までの５年間で

約３兆円の資産の入れ替えを行い、３２０億円の増収効果を見込んでいます。

増加資産は、個人向け貸出金の増加約８,９００億円を中心に、平成１０年度から平成１１年度の累計で

約１兆１,５００億円となり、圧縮資産は、不良債権・海外資産の圧縮を中心に、平成１０年度から平成１１年

度の累計で約２兆１,２００億円となっています。

今後も引き続き、国内リテール分野の優良資産の増強を推進していきます。

Ⅱ-１. 既存業務の強化

住宅ローン事業のさらなる強化
当行は、住宅ローン事業におけるブランドイメージを確固たるものとすべく、お客さまのニーズを

反映した商品・サービスの提供や、ご相談窓口の充実に努めています。

ローン推進の要である住宅ローンセンターについては、前年度大幅な増設を行い、９０センター体

制を構築しました。

平成９年３月末以降の３年間の住宅ローン増加額は自己居住用ローンを中心として１兆５,６５６億円と、

都市銀行中ナンバーワンとなりました。これによっても、当行のさまざまな取り組みの成果が顕著に

実績として表れていることが、おわかりいただけると思います（次ページ図表参照）。

今後は、住宅に対するお客さまのニーズが質・量ともに変化する一方で、住宅ローンマーケットを

めぐる競争も激化していくことが予想されます。当行は、このような認識のもと、引き続きお客さまの

ニーズへの迅速かつ正確な対応と、商品・サービス内容の充実に努めていくと同時に、インターネット

など、新たなチャネルを利用した試み（P.６８参照）を通じて、今まで以上に多くのお客さまに「あさひ

の住宅ローン」をご利用いただけるよう努めていきます。
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投信販売への取り組み
当行は、『投資信託』がお客さまの資産運用ニーズに応える有力な商品であると考え、中長期かつ

安定的な大型運用商品として育成していきます。

「投資信託の窓口販売」については平成１０年１２月か

ら、当行全支店において開始していますが、お客さま

の多様化・高度化する資産運用ニーズに対応するため

に、順次商品を充実させ、現在では２４本を取りそろえ

ています（P.１４１参照）。投資相談の専用窓口もほぼ全

店（３１６カ店）に設置していますほか、『投資信託』に興

味のあるお客さま向けには、『投資信託セミナー』を首

都圏・関西をはじめ全国的に開催しています。

また、個人資産運用に関するより具体的な相談につきましては、『個人資産相談センター』のファイ

ナンシャルプランナーが、お客さまの立場に立ったご提案を行っています。

さらにこの秋には、お客さまの利便性向上という観点から、テレフォンバンキングやインターネッ

ト・バンキングによる投資信託のお取引をスタートさせる予定です。

■自己居住用住宅ローンの推移� （単位：億円）�

10／3 11／3 12／3�

48,325

31,936

5,661

5,352

13.3％�

20.1％�

9／3

42,664

26,583

2,723

2,921

6.8％�

12.3％�

54,260

37,831

5,934

5,895

12.3％�

18.5％�

58,320

41,663

4,059

3,832

7.5％�

10.1％�

�
住宅ローン末残�

�
自己居住用�

�
年間増加額�

�
自己居住用�

�
年間増加率�

�
自己居住用�

■住宅ローンの実績

９年３月期

残高 国内貸出金に占める比率

（単位：億円）

42,664

24.2％

１０年３月期

48,325

27.1％

１１年３月期

54,260

29.8％

１２年３月期

58,320

30.1％
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シルバー・プレシルバー向けビジネスへの取り組み
高齢化が進展するなか、さまざまな分野でシルバー層が注目されています。当行では、老後の生

活をより安心で豊かなものとしていただくために、平成１１年７月にシルバー層（６０歳以上）とプレシ

ルバー層（５０歳代）のお客さまを担当する専門部署を設け、事業展開を推進しています。

シルバー・プレシルバー層におけるライフステージを、「老後の準備段階」、「プレシルバーからシル

バーへ転換する退職時の段階」、さらに「老後の生活段階」の３つに分け、各段階にふさわしいサポー

トを行っています。

具体的には、「商品・サービスの提供」と「チャネルの拡充」という２つを柱としています。第１の柱

は、シルバー・プレシルバー層のお客さまのニーズが高い商品・サービスを豊富に取りそろえるとと

もに、お客さまの金融行動が変化するタイミングを的確にとらえ、ニーズにマッチした商品・サービ

スをスピーディーに提供することがあげられます。

第２の「チャネルの拡充」については、新たに年金をお受け取りになるお客さま向けに「年金相談窓

口」を開設し、形態などの面から改善を図りつつ、シルバー・プレシルバー層のお客さまが「誰でも、

いつでも、どこからでも」年金や資産運用について相談できる体制を整備しています。

Ⅱ-２. 新たな事業への取り組み

消費者向けローンに対する対応について
当行では、住宅ローンに続く収益の柱として、消費性ローン事業への取り組みを強化しています。

すなわち、無担保ローンの販売推進により、資金ストックの積み上げならびに利益率の向上を通じた

高収益事業化を図っています。

各ライフステージにおいて発生する教育資金、自動車購入資金、日常生活における出費など、さま

ざまな資金ニーズにタイムリーにお応えするため、郵送・ファックス・インターネットなど利便性の高

い申込方法の提供や、よりスピーディーな審査体制の構築などを行います。

また、お客さまとの長期的・継続的なお取引関係を築くため、あさひポイントバンクのご契約によ

り、各ステージに応じた金利優遇を実施しているほか、住宅ローンなど一定以上のお取引をされて

いるお客さま向けには、より低金利の商品を提供しています。

さらに、本事業においては、お客さまのデータベース（ＭＣＩＦ）を活用したデータベースマーケティ

ング、営業店業務のセンター集中化ならびにセンター業務の効率化によるローコスト・オペレーショ

ンの実現、信用リスク計量モデルを用いたリスク・コントロール手法の高度化などにより、競争優位

性のあるビジネスモデルの構築をめざしていきます。
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中小企業向け小口融資商品の開発について
当行では、法人顧客セグメントごとの取り組みを強化するため、中小企業のお客さまに対応した新

事業システムの構築を進めています。

事業システム構築のため、「迅速・簡便な事務手続の融資商品をリーズナブルな条件でタイムリー

に提供すること」を基本コンセプトに商品開発に取り組んでいます。そして、運転資金など短期事業

性資金の調達ニーズにお応えし、お客さまのビジネスチャンスに適時・適確に対応する商品として

『リテール４８』を開発し、平成１２年４月から全店で取り扱いを開始しています。

本商品は、従来から当行と取引のあるお客さまに限り提供していますが、今後、お取引のない中小企

業のお客さま向けにも、迅速でかつ利便性の高い商品の提供をめざしています。さらに、マーケティ

ングの展開、商品内容の改善・充実に取り組み、長期事業性資金のニーズへもきめ細かくお応えできる

ように努めていきます。

Ⅲ. お客さまとのリレーションシップ強化

データベースの構築について
お客さまのニーズに即したスピーディーなサービス提供を心がける当行では、お客さまに役立つ

具体的なご提案を行うために、お客さまのデータベース（ＭＣＩＦ）を構築しています。これにより、お

客さまのニーズに合った商品ならびにサービスをもっとも効果的なチャネルやタイミングで提供し、

お客さまとの関係性・継続性を強めていきたいと考えています。従来の支店窓口・ＡＴＭでの対応に

加え、ＤＭ・テレマーケティングなどを活用した営業展開により、お客さま一人ひとりのニーズに沿っ

た、タイミングのよい、スピーディーな商品・サービスの提供を実現しています。今後、こうしたマー

ケティング手法（ＣＲＭ*）を一層幅広く取り入れ、より多くのお客さまとより具体的な接点をもつこと

で、リテール分野での当行ブランド力を強化、浸透していきます。
*CRM＝Customer Relationship Managementの略で、お客さまとのお取引の履歴などについて情報を共有・管理することを通じ、つねに個々のお客さま

に最適なサービスを提供するための新しいビジネス・コンセプトを意味しています。

クロスセリングの実践について
これからの銀行サービスは、お客さまとの限られた接点のなかで、いかに効率的にニーズに合った

情報・サービスを提供するかが課題となります。そのため当行では、データベースマーケティングの強

化を図っており、現在はＤＭやテレマーケティングなどを中心としたダイレクトチャネルにおいてクロ

スセルを実施しています。例えば、『あさひポイントバンク』におけるステージアップへの誘導や定期預

金・投資信託などの運用商品のセールスなどを行っており、具体的な成果として、平成１１年度は､ダイ

レクトチャネルにおける実績が個人預金増加額全体の約２２％を占めるまでになりました。さらにポイ

ントバンクの高いステージのお客さまには、お客さまにふさわしい内容のＤＭを定期的に送付し、お

客さまとの良好な関係を保ちながら、お客さまのニーズに即したクロスセル活動を行っています。
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また、当行では、住宅ローンのご利用がお客さまとのお取引拡大への重要な契機ととらえ、より多

面的なお取引をいただけるように積極的なセールスを行っています。

具体的には、営業店と住宅ローンセンターが一体となって、住宅ローンご契約時などに、『あさひ

ポイントバンク』「給与振込」「公共料金の自動振替」ならびに「貸金庫」などのお取引を中心に一括して

セールスしています。また、ご契約後もデータベースマーケティングに基づき、お客さまとのあらゆる

接点のなかで、必要な時に必要な商品・サービスをご提供することで、生涯にわたりお取引いただけ

るように努力しています。

さらに高度なマーケティングを展開するために
金融基礎研究所のマーケティング・グループでは、お客さまの声を新しい商品やサービスの開発に

役立てる「マーケティング・リサーチ」と、マーケティングを効率的・効果的に行っていくための「マー

ケティング・モデルの研究」を行っています。

例えば､平成１０年１１月に発売された『あさひポイントバンク』の開発においては、個人事業第一部と

共同して、発売１年以上前からお客さまの取引データを詳細に分析するとともに、アンケートやイン

タビューなどを通じて事前調査を十分行い、発売しました。その結果、平成１２年３月にはご契約数

が１００万件を超える大きなヒット商品に育ちました。発売１年がたった段階で『あさひポイントバン

ク』ご利用者と未利用者それぞれにアンケート調査を実施し、『あさひポイントバンク』に対するさま

ざまなご意見をいただきました。これらのご意見を参考にさらなるレベルアップを図り、お客さまの

声にきめ細かくお応えしていく考えです。

また、お客さまの取引データからライフステージを推定する「マーケティング・モデルの研究」も積

極的に行っています。これらの研究は、お客さまのニーズに合った商品・サービスをご案内すること

や、タイミングよくダイレクトメールをお送りするといったことなどに活用されています。

当行のシステム戦略について
情報化社会の進展にともなう、お客さまの多様なニーズにお応えしつつ、質の高いサービスを提

供していくためにはIT（情報技術）の活用が必要不可欠となっています。当行では、コア業務であ

るリテール分野でのITの活用が有用であるとの判断から、この分野を中心に積極的なシステム投資

を行っています。

具体的には、お客さまとのリレーションシップ強化やサービス・利便性の向上を目的としたものを

主体に、マーケティングシステムの充実や、業務の革新及びリスク管理を支援するシステムなどの構

築を推進し、テレフォンバンキング、インターネット・バンキング、ATMなどの機能向上などに活用し

ています。

特に、今後リテール分野における業務・サービスの拡大・変化に対応し、高品質・低コストの事務
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運営を行っていくことを目的として、当行の第４次オンラインシステムである次期システム構築を進め

ています。同システムは来年より試行を開始する予定ですが、これにより、リテール業務を支える拡張

性の高いインフラを整え、２４時間のオンラインサービスや、今後のさまざまなチャネルへの接続、

ビジネスモデルの取り込みなどにさらにスピーディーに対応していく考えです。

Ⅳ. コスト競争力強化に向けた取り組み

新原価計算システムについて
当行は、ローリスクで安定的に収益をもたらすリテール業務に着目し、他に先駆けてこの分野へ

の取り組みを強化してきました。その一方で、リテール業務は少量多数のお取引を多くの店舗・行員

で行うという業務特性があり、高コストになりがちです。お客さまの満足度を維持しながら、いかに

ローコストの業務運営体制を構築し、収益力を高めていくかが、大きな経営課題の１つでした。

そのため、当行は平成１１年１０月にＡＢＣ（Ａｃｔｉｖｉｔｙ-ＢａｓｅｄＣｏｓｔｉｎｇ＝活動基準原価計算手法）に基

づく新原価計算システムを導入し、平成１２年４月から本格稼働させました。これは欧米の先進銀行が

導入している最新の経営管理手法で、「経費」をあらかじめ選定した「活動」として集計し、商品・サー

ビスの提供がその「活動」をどれだけ消費するかによって「活動原価」を積み上げ、「商品・サービスの

原価」を算定するものです。

あさひ銀行では、このシステムを、コスト管理のためだけでなく、銀行の収益構造を経営レベルで

多面的に把握し「選択と集中」など経営資源の再配分を行う際の戦略的意思決定の判断材料として活

用するとともに、現場レベルでは付加価値の高い活動を進める指針としています。

担い手の変革への取り組みについて
当行では、お客さまのニーズに合わせた価値あるサービスを提供するため、「担い手の変革」に着

手しています。

「担い手の変革」とは、人材育成の強化などを通じた、「専門性の高いプロフェッショナル」への変革で

す。このため、各々の分野ごとに必要な知識・スキルのレベルを明確にし、行員一人ひとりのキャリアプ

ランに応じた育成プログラムの導入をめざしています。具体的には、人材育成の基礎固めとして、入行

後一定期間の基礎習得研修の設置や、キャリアプランに応じて、多彩なプログラムから自由にメニュー

を選べる選択型研修制度の導入を行いました。こうした取り組みにより、例えば、昨年度のファイナン

シャルプランナー認定試験（労働省認定・金融渉外技能審査１級）には約１００名が合格しています。

また、難易度が比較的低い業務を中心に、積極的にパートタイマーの活用を図るなど、「業務内容

に応じた最適な担い手」の配置にも取り組んでいます。

今後もこうした「担い手の変革」をより一層推進することにより、専門性の高いサービスをローコス

トでお客さまに提供し、お客さまの満足度を高めていきたいと考えます。
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チャネル革新への取り組みについて
お客さまのニーズが高度化・多様化するなか、お

客さまへのサービス提供力の強化とローコスト経営

を同時に実現するため、既存の店舗の役割を明確に

し、従来の全店「フルバンキング」体制から、地域特性

に沿って、法人取引を中心とした地域中核店舗と個

人取引を中心とした個人特化店舗に分化する「チャ

ネル革新」を積極的に進めています。

具体的には、平成１１年度下期から本格展開を開始

し、平成１２年６月末現在、１８のエリアにおいて移行を

完了しており、今後も拡大を図っていく予定です。

また、住宅ローンセンターや個人資産相談セン

ターなどの専門チャネルの強化を図るとともに、インストアブランチなどの新しい形態の店舗やイ

ンターネット・バンキングなどのリモートチャネルのサービス拡充にも積極的に取り組み、チャネル

を最適に組み合わせることにより、お客さまへのサービス提供力と利便性を一段と高めていきます。

インターネット・バンキングへの取り組み
ＩＴ技術が急速な進展を見せるなか、インターネットなどの新しいチャネルでお客さまにより便利に

ご利用いただけるサービスをいち早くご提供するための取り組みを行っています。

平成１１年９月より、邦銀で初めてインターネット上で外貨両替の申し込みを受け付ける『インター

ネット外貨宅配サービス』を開始しました。

また、平成１２年６月からは、『あさひダイレクト』としてインターネット・バンキング・サービスの大

幅なレベルアップを行い、これまでの「振込・振替」「残高・入出金明細照会」といった機能に加え、お

客さまからご要望の多かった「定期預金」および「公共料金自動引落の受付」の各機能を追加しまし

た。引き続き平成１２年９月からは「投資信託」および「外貨預金」の取り扱いを開始する予定です。

さらに『あさひダイレクト』では、従来のパソコンか

らのご利用に加え、携帯電話（ｉモード）からのご利用

も可能としました。また、今後普及が予想されるＢＳ

デジタル放送や簡易なインターネット接続端末でも同

様のサービスをご利用いただけるよう順次対応してい

く予定です。

インターネットホームページアドレス
ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ａｓａｈｉｂａｎｋ.ｃｏ.ｊｐ

■2つの事業システム

個人業務

チャネル革新 担い手の変革業務革新

法人業務

DBマーケティングなどの活用

チャネル

商品サービス

担い手 プロモーション
最適な

組み合わせの
追求
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資産健全化に向けた取り組み

不良債権の処理状況について
当行では、戦略分野に経営資源を集中し、収益力を強化して最大の効果を得るには、財務内容の健

全性を確固たるものとすることが最重要課題であると考えています。こうした視点に立ち、平成１０年

度に不良債権の抜本的処理を行った結果、当期の一般貸倒引当金繰入額を含む不良債権処理額

は２,０４３億円と、前期比４,４７６億円の大幅減となりました。

具体的には、臨時損益において前期比３,７６０億円の減少となる２,０２７億円の処理を実施し、一般

貸倒引当金繰入額についても前期大幅な予防的引当を行ったことにより７１６億円減少し、１６億円の

繰入となりました。処理の内容としては、債務者の業況悪化にともなう引当の増加や、不動産担保

価値の下落にともなう追加引当の実施、ならびに最終処理の加速などです。今後、経済全体の回復

速度や産業界の淘汰・再編などの懸念材料はありますが、大幅な資産の健全化が図れたものと考え

ています。

【破産更生債権及びこれらに準ずる債権】
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産、

会社更生、和議等の事由により経営破綻に陥っている

債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権をいい

ます。

【危険債権】
危険債権とは、債務者が経営破綻の状況には至って

いないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に

従った債権の元本の回収および利息の受け取りがで

きない可能性の高い債権をいいます。

【要管理債権】
要管理債権とは、元金または利息の支払いが３カ月

以上遅延している貸出債権（以下「３カ月以上延滞

債権」）のうち、上記２項目に該当する債権を除いた

ものと、経済的困難に陥った債務者の再建または支

援を図り、当該債権の回収を促進することなどを目

的に、債務者に有利な一定の譲歩を与える約定条件

の改定などを行った貸出債権から上記２項目に該当

する債権および３カ月以上延滞債権を除いたものの

合計をいいます。

【正常債権】
正常債権とは、債務者の財政状態および経営成績に

特に問題がないものとして、破産更生債権及びこれら

に準ずる債権、危険債権、要管理債権以外のものに区

分される債権をいいます。

【破綻先債権】
破綻先債権とは、元本の回収が不可能となる蓋然

性が高い債権のことです。具体的には、税法基準に基

づいて、未収利息の収益不計上が認められる貸出金の

うち、会社更生法、破産法、和議法、商法の整理開始、

または特別清算などの法律上の手続きの開始申立の

あった債務者、または手形交換所の取引停止処分を受

けた債務者に対する貸出金をいいます。

【延滞債権】
延滞債権とは、将来において償却すべき債権に転換

する可能性の高い債権のことです。具体的には、税法

基準に基づいて、未収利息の収益不計上が認められる

貸出金のうち、破綻先債権と金利棚上げ債権を除く貸

出金をいいます。なお、これらの債権のすべてが回収

不能となって損失となるわけではありません。これら

の債権に対しては、担保などの保全措置がとられてい

るほか、回収不能性を検討したうえで相応の貸倒引当

金を引き当てています。

【リスク管理債権】
リスク管理債権とは、未収利息を収益不計上として

いる貸出金（従来の破綻先債権・延滞債権）に、３カ月

以上延滞債権、貸出条件緩和債権を加えた合計です。

【３カ月以上延滞債権】
元本または利息の支払いが、約定支払日の翌日を

起算日として３カ月以上延滞している貸出金で、貸借対

照表の注記対象となっている破綻先債権および延滞

債権に該当しないものをいいます。

【貸出条件緩和債権】
経済的困難に陥った債務者の再建・支援を図り、当

該債権の回収を促進することなどを目的に、債務者に

有利な一定の譲歩（金利減免、金利の支払猶予、元本

の返済猶予、債権放棄、現金贈与、代物弁済の受入な

ど）を実施した貸出金で、当該債権には貸借対照表の

注記対象となっている金利減免等債権および経営支

援先に対する債権を含みます。

用　語　解　説
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開示債権の状況等について
リスク管理債権

平成１０年３月期より、管理を要する債権としてリスク管理債権について開示しています。当期の

当行単体ベースのリスク管理債権額は合計８,５７６億円で、対前期比６２４億円減少しました。リスク管

理債権の貸出金に占める比率は対前期比０.２４％減少し、４.１７％となりました。また、貸倒引当金合

計によるリスク管理債権の引当率は４６.４％で、対前期比１.５％増加しています。

連結ベースのリスク管理債権額は対前期比１６５億円減少し、合計で９,０８１億円となりました。貸出

金に占める比率は４.４１％で、対前期比０.０３％減少しています。また、貸倒引当金合計による引当率

は５０.５％で、対前期比４.２％増加しています。

（単位：百万円）■リスク管理債権の状況

１１年９月末１１年３月末
１２年３月末　　　　単体ベース

増減

８２,７９９９６,７７１▲　　２３,３３９７３,４３２破綻先債権

５２５,７１４６６２,３０４▲　　５１,２８５６１１,０１９延滞債権

１０９,６３４５０,５８７３４,３３３８４,９２０３カ月以上延滞債権

１０２,７７２１１０,４３２▲　　２２,１７０８８,２６２貸出条件緩和債権

８２０,９２１９２０,０９６▲　　６２,４６１８５７,６３５合計リスク管理債権

２０,５９９,００２２０,８４３,５０９▲　２９６,０８４２０,５４７,４２５貸出金残高（末残）

３.９８４.４１▲　　　 ０.２４４.１７リスク管理債権／貸出金残高（％）

（単位：百万円）

１１年９月末１１年３月末
１２年３月末　　　　連結ベース

増減

８２,８５８９７,０９５▲　　２０,５６５７６,５３０破綻先債権

５２８,１３３６６５,３４１▲　　１７,８８１６４７,４６０延滞債権

１０９,８２６５０,８０５３７,９８５８８,７９０３カ月以上延滞債権

１０３,５４２１１１,４９０▲　　１６,０９２９５,３９８貸出条件緩和債権

８２４,３６１９２４,７３１▲　　１６,５５１９０８,１８０合計リスク管理債権

２０,５７８,４２０２０,８０６,６８３▲　２２４,９４９２０,５８１,７３４貸出金残高（末残）

４.００４.４４▲　　　 ０.０３４.４１リスク管理債権／貸出金残高（％）

（単位：百万円）■貸倒引当金等の状況

１１年９月末１１年３月末
１２年３月末　　　　単体ベース

増減

３８３,７９２４１３,１９５▲　　１４,４１５３９８,７８０貸倒引当金

１２３,６００１２６,１００１,６００１２７,７００一般貸倒引当金

２５５,８６８２８２,７４５▲　　１６,０１７２６６,７２８個別貸倒引当金

４,３２４４,３５０１４,３５１特定海外債権引当勘定

７３,５６５７７,７８０▲　　１３,７０７６４,０７３債権売却損失引当金

１３,２７１―６,６０３６,６０３特定債務者支援引当金

４,２３２６,０４０▲　　　６,０４０―投資等損失引当金

４７４,８６２４９７,０１６▲　　２７,５６０４６９,４５６合計

（単位：百万円）

１１年９月末１１年３月末
１２年３月末　　　　連結ベース

増減

４２５,８３３４２８,０３０３０,７５６４５８,７８６貸倒引当金

１３１,３２２１２６,４５１１８,８２６１４５,２７７一般貸倒引当金

２９０,１８５２９７,２２９１１,９２７３０９,１５６個別貸倒引当金

４,３２４４,３５０１４,３５１特定海外債権引当勘定

７３,５６５７７,７８０▲　　１３,７０７６４,０７３債権売却損失引当金

１３,２７１―６,６０３６,６０３特定債務者支援引当金

――――投資等損失引当金

５１２,６７０５０５,８１１２３,６５１５２９,４６２合計

■リスク管理債権の状況

■貸倒引当金等の状況
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（単位：%）

１１年９月末１１年３月末
１２年３月末　　　　連結ベース

増減

６７.３６１.４５.６６７.０部分直接償却前

５１.６４６.３４.２５０.５部分直接償却後

■金融再生法開示債権

■金融再生法開示債権の保全状況

（単位：%）■リスク管理債権に対する引当金（貸倒引当金合計による）

１１年９月末１１年３月末
１２年３月末　　　　単体ベース

増減

６３.８６０.４３.７６４.１部分直接償却前

４６.７４４.９１.５４６.４部分直接償却後

（単位：百万円）■金融再生法開示債権

１１年９月末１１年３月末
１２年３月末　　　　単体ベース

増減

１５１,１７１１６９,８７０１６,８９５１８６,７６５破産更生債権及びこれらに準ずる債権

４６４,７６６５５３,３５３▲　４９,６９１５０３,６６２危険債権

２１２,４０６２０６,７３９▲　３３,５５６１７３,１８３要管理債権

８２８,３４４９２９,９６２▲　６６,３５１８６３,６１１小計金融再生法開示債権

２１,１９７,４４５２１,４６８,９８８▲ ４０１,３８８２１,０６７,６００正常債権

２２,０２５,７８９２２,３９８,９５１▲ ４６７,７４０２１,９３１,２１１合計金融再生法開示債権

３８３,７９２４１３,１９５▲　１４,４１５３９８,７８０貸倒引当金合計

４６.３%４４.４%１.７%４６.１%引当率

（単位：百万円）

１１年９月末１１年３月末
１２年３月末　　　　　連結ベース

増減

１５５,４６０１７３,４３４４０,７７１２１４,２０５破産更生債権及びこれらに準ずる債権

５０４,０２３５９３,８４４▲　３７,８３８５５６,００６危険債権

２１３,３６９２０８,０１４▲　２３,８２６１８４,１８８要管理債権

８７２,８５３９７５,２９２▲　２０,８９３９５４,３９９　計金融再生法開示債権

（単位：億円、%）■金融再生法開示債権の保全状況

保全カバー率
　　引当
（カバー率）

担保保証等
（カバー率）

保全等カバー
（カバー率）開示債権額

単体ベース
１２年３月末

１００.０
１２３　

（　６.６）
１,７４４　
（　９３.４）

１,８６７　
（１００.０）

１,８６７
破産更生債権及び
これらに準ずる債権

７７.０
２,４９１　
（　４９.５）

１,３８８　
（　２７.６）

３,８７９　
（　７７.０）

５,０３６危険債権

４６.９
２１１　

（　９.４）
８４０　

（　３７.５）
１,０５１　
（　４６.９）

２,２４２要管理先債権（注）

７４.３
２,８２５　
（　３０.９）

３,９７３　
（　４３.４）

６,７９８　
（　７４.３）

９,１４６合計

（注）要管理債権がある債務者の債権額全額に対する保全。

■リスク管理債権に対する引当金（貸倒引当金合計による）

金融再生法による開示債権

平成１１年３月期より「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（以下、金融再生法）に基づ

き、資産の査定の結果について開示しています。金融再生法に基づく開示債権のうち要管理債権ま

での合計額は８,６３６億円で、対前期比６６４億円減少しました。貸倒引当金合計による引当率は対前期

比１.７％増加し、４６.１％となっています。

なお、金融再生法に基づく開示債権は、単体ベースのみ開示が義務づけられています。ご参考とし

て述べれば、連結ベースの要管理債権までの合計額は９,５４４億円で、前期比２０９億円減少しています。

■リスク管理債権に対する引当率（貸倒引当金合計による）

■金融再生法開示債権

■金融再生法開示債権の保全状況
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リスク管理体制のあり方について
金融の自由化・国際化が進展し、金融技術が高度化するとともに、銀行業務はますます多様化し、

複雑化しています。その結果、市場性リスク・信用リスク・流動性リスク・事務リスク・システムリスク

など銀行の抱えるさまざまなリスクを適切に管理することが、従来にも増して重要となっています。

リスク管理においては、必ずしも各種のリスクを一概に抑制すればよいというわけではありませ

ん。例えば、貸出業務には貸し倒れのリスク（信用リスク）がともなうように、金融機関はリスクを取

ることによって、対価としての収益を得ているわけで、リスクは「収益の源泉である」ともいえるから

です。リスク管理にあたっては、各リスクの特性を考えたうえで、「取るべきリスク」と「発生を抑制す

べきリスク」とに峻別して管理することが必要です。

また、リスク管理は、個別のリスクごとに所管部署が的確に対応して管理の高度化を図っていく

ことはもちろん、銀行全体のリスク状況、管理状況を的確かつ一元的に把握・管理することも欠か

せません。

当行がめざすリスク管理は、各種リスクを一元的に把握し、リスク総量を経営耐力（自己資本）の

範囲内に抑制するとともに、適切なリスクコントロールを通じて収益の最大化を図る、総合的なリス

ク管理体制の構築にあります。

当行では、バリューアットリスクなどの統一的な尺度で各種リスクを計測すると同時に、リスクに

応じてどれだけの収益をあげているかを的確に把握し、リスクをより効率的に配分すべく、管理の高

度化を進めています。

また、リスク管理は全行の各レベルで実施されており、各リスクそれぞれの管理部署の設置、全行

のリスクを総合的に管理するリスク統括部の設置、そして経営層をメンバーにした各種リスク関連

諸会議の設置などにより、内部統制を強化しています。リスク管理体制を含む各業務に関しては、

検査部による内部検査を実施するとともに、外部監査を活用して問題点を明確にし、その改善を図っ

ています。

リスク管理体制の強化
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計画関係� 報告体制�

ALM委員会協議� 取締役会・経営会議� 全行リスク・リターンの状況報告�

（経営会議・ALM委員会：月次、取締役会；四半期）�

�
市場性リスクの状況報告・協議�

（経営会議・ALM委員会：月次）�

�
経営会議�

�

①資金収益計画の策定、自己資本比率計画の策定�

②リスク限度・許容損失限度などの設定�

③リスク管理・運営方針の策定�

　�

ALM委員会� 経営会議報告・協議�

ALM委員会�

リスク統括部（市場リスク管理室）�

担当（執行）役員�

各部�

�

担当（執行）役員�

�

①資金収益計画フォロー�

②リスク・収益に関する方針協議�

③ALM・月次計画の協議�

ALM小委員会協議�

①資金収益計画フォロー�

②ALM・月次計画の協議�

期
次�

月
次�

週
次�

日
次�

月次�

月次�

日次� 日次�

日次�

■リスク管理にかかわる組織運営

金利や為替、株価などの市場変動によ
り生じるリスク�
　銀行で行っているディーリング取引
における市場性リスク�
　預金や貸出金など銀行のバンキン
グ勘定における金利リスク�
　銀行で長期間、投資目的で保有す
る株式の価格変動リスク�

リ
ス
ク
統
括
部
　�

検
査
部
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
統
括
部�

経
営
に
よ
る
リ
ス
ク
管
理�

経営によるリスク管理�
リスク統括部署（リスク統括部）�

内部監査部署�
（検査部・コンプライアンス統括部）�

リスク管理部署�

管理対象リスク�

●与信業務全般の計画�
：融資企画部�
●審査所管部�
：融資第一部～第四部、リテール融資部�
�

●資金証券業務全般の企画�
：市場企画部、ALM部�
●取引実施部署（フロントオフィス）�
：ALM部、市場営業部、国際業務部�
（海外拠点）�
●リスク管理部署（ミドルオフィス）： リスク統括部市
場リスク管理室�
●取引管理部署（バックオフィス）： 市場企画部市場
業務管理室�

●資金繰り管理部署：国際業務部、市場企画部、�
　ALM部、市場営業部�
●リスク管理部署：リスク統括部�

●事務部�

●企画部システム企画室�

●コンプライアンス統括部�

●管財部�

●コンプライアンス統括部、企画部IR室、�
支店統括部お客さまサービス室�

取引相手の経営悪化などにより貸出金
などが回収できなくなるリスク�

銀行が資金不足に陥るリスク�

銀行の事務面における事故や不正に
かかわるリスク�
コンピュータシステムに係わる事故や
不正などにより生じるリスク�
契約について、法律的な不確実性など
により損失が生じるリスク�
地震など災害のリスク�

銀行の対外的な評判が落ちることで
生じるリスク�

信用リスク�

流動性リスク�

事務リスク�

システムリスク�

法務リスク�

大規模災害など�

レピュテーショナルリスク�

市場性リスク�

① ディーリングリスク�

② バンキング勘定�
 金利リスク�

③ 投資株式の�
 価格変動リスク�

②�

①�

③�

■リスクの種類と当行の所管する管理部署
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取引先別格付制度と自己査定、償却・引当との関係�

債務者区分� 分類� 償却・引当�格付�

�
�

正常先�

�
�

非�

�
�

貸倒実績率�

A�
B�
C�
D�
E�
F

要注意先�              II 貸倒実績率�

破綻懸念先�        III 必要額を引当�H

実質破綻先・破綻先�     IV 償却・引当�I

�G

■取引先別格付制度と自己査定、償却・引当との関係

信用リスクの管理について
●基本方針

信用リスクは、取引先の経営悪化などにより、貸出金や有価証券などの元本・利息が回収不能とな

るリスクのことで、銀行業務の根幹をなすリスクであるといえます。

当行では、「堅実・健全」という経営理念のもと、資産の健全性確保を経営の最重要課題と位置づ

け、信用リスク管理体制の強化に努めています。

●審査体制

「信用リスク管理の基本」として、取引先別格付制度と自己査定制度を位置づけ、信用リスクの計

量化や各種融資政策へ活用しています。平成11年6月には、当行のクレジットポリシーとして「融資

要領」を制定し、融資の基本方針や審査基準・信用リスク管理手法などを全行的に徹底して実施して

います。

個別案件の審査体制については、迅速かつ十分な審査を行うため、①営業店での審査スタッフの

育成に努めるとともに、営業店長決裁案件に対する検査・指導を実施、②営業店の決裁権限を超え

る案件については、業務推進部門から独立した本部の専門スタッフが厳正な審査を実施するなど、

体制の整備を図っています。

●自己査定制度

資産の自己査定については、年2回実施しています。審査部門から独立した与信監査室が厳重な

チェックを行ったうえで、査定結果に基づき、適正な償却・引当を行っています。
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市場性リスクの管理について
●基本方針

市場性リスクとは、金利、為替、有価証券価格などが変動することにより、銀行が損失を被るリス

ク（および市場取引の相手方に対する信用リスクなどを含む）のことをいいます。当行では、市場性

取引は多大な損失を及ぼす可能性を内在している、との認識のもと厳格な管理を実施しています。

●管理体制

具体的には､市場性取引にかかわるリスク量（各取引担当部署が取り扱い可能なリスクの最大量、

損失の限度）を取締役会および経営会議にて決定しています。各取引担当部署は、経営会議の決定に

基づき配分された各種限度の範囲内で取引を実施し、その運営状況や損益の状況については、毎日

担当（執行）役員に報告されるとともに、月次で経営会議にも報告される体制となっています。

さらに、個々の取引を実施する部署（フロントオフィス）と事務管理を行う部署（バックオフィス）を

分離するとともに、それとは別に、市場部門から独立した市場リスク管理室（ミドルオフィス）を設置

し、牽制に当たる体制をとっています。また、検査部においても市場関連業務の担当者を置き、業務

の遂行・管理について厳正な検査を行っています。

■VaRの実績値

※時価会計の対象となる「トレーディング取引」の金融商品および外国為替取引のリスク量合計�
�
［当行のVaRの定量基準］�
①信頼区間 片側99％（標準偏差の2.33倍）�
�
②保有期間 10営業日�
�
③市場データの観測期間 1年�
�
④商品間の価格変動の相関 考慮�

最 大 値 �最 小 値 �平 均 値対 象 期 間 �

18億円� 2億円� 7億円�平成1１年4月1日～平成12年 3月31日�

ストレステストの状況�

想定最大損失額�

3億円�VaR値�

5億円�ストレス損益�

※ブラックマンデー時の市場変動を想定�
　（平成１２年３月３１日基準）�

■ストレステストの状況 ■バックテスティングの状況
静態的バックテスティング（金利＆為替 VaR、９９％、１日）
［対象期間：平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日］

－600
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－400

－300

－200

－100

0
0
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400
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100100 200200 300300 400400 500500 600600100 200 300 400 500 600

VaR（百万円）�

損益（百万円）�
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流動性リスクの管理について
●基本方針

流動性リスクとは、金融機関に対する信用低下、運用・調達期間の極端なギャップから資金不足に

陥ったり、市場実勢と比較して著しく高い金利で資金を調達せざるを得なくなるリスクのことをい

います。当行では、流動性リスク管理を基本的かつ重要な管理と位置づけ、万全の体制で臨んでい

ます。

●具体的な取り組み

具体的には、まず、当行の運用・調達構造を定期的に点検し改善を図っています。また、資産規模

や調達能力などを考慮のうえ、資金ギャップ（要調達額）に対しガイドラインを設定することなどに

より、不測の事態を未然に防止する体制を築いています。

●管理体制

資金ギャップや市場環境などの流動性リスクに関する各種情報は、各資金繰り管理部署から全行

資金繰りの統括管理部署である「リスク統括部」に集中する体制が構築されています。また、全行資

金繰りの状況については、定期的に経営会議に報告されています。

当行では、市場調達環境の急変などにより流動性リスクが顕在化した場合に備え、その緊急度合

いに応じ機動的な対応が図れるよう、緊急時レベル別の対応策をあらかじめ策定しています。

事務リスクの管理について
●基本方針　

事務リスクとは、事務処理面における事故や不正にかかわるリスクのことを指し、代表例として

預金や現金残高の不一致、お客さまとのトラブルなどがあげられます。正確かつ迅速な事務処理は

銀行にとって信頼の基礎というべきものであり、銀行業務が多様化するなか、事務リスクの軽減・極

小化に向けた適切な管理は欠かすことができません。

●管理体制

当行では、事務リスク管理の統括部署として事務部を設置し、事務手続きの整備やシステム面の

改善を行うとともに、営業店に対しては、臨店などにより個別具体的な指導を行っています。また、

内部牽制組織として、検査部を設置し、海外拠点や事務センターを含めて業務運営や事故防止につ

いての検証・指導を行っています。
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●具体的な取り組み

最近では高度な金融技術を用いた新しい金融サービスが次々と開発されるなど、事務リスクも複

雑かつ増大していく傾向にあります。当行では、事務リスクについても信用リスクや市場性リスク

と同様に計量化を通じた高度な管理が必要であるとの認識のもと、リスク量を定量的に把握・管理

していく体制づくりに取り組んでいます。

システムリスクの管理について
●基本方針と管理体制

システムリスクとは、コンピュータシステムにかかわる事故や不正などのため、損失や不利益を被

るリスクのことをいいます。特にシステムへの依存度が高い金融機関にとっては、リスクが顕在化

した場合には社会的な影響にまで拡大する可能性があり、システムリスクは経営の根幹を揺るがし

かねないリスクの１つとなっています。

こうした認識のもと、当行では、システムリスクを単なるシステム上の問題・技術的な問題として

でなく、経営リスクとしてとらえ、統合的に管理し、全行的なマネージメントを行っています。

●具体的な取り組み

具体的には、オンライン回線の二重化、バックアップセンターの設置など、システムの障害や災害

対策の強化に努めるとともに、管理の統括部署を企画部内に設置し、全行的なシステムリスク管理

の基本方針のもと、定期的なモニタリングを実施しています。

特に、情報化の進展により、情報にかかわるリスクは一層高まってきており、当行では適正なセキュ

リティ水準を明確にするためのセキュリティポリシーを制定し、全行員に徹底することにより情報資

産の適切な保護に努めています。

以上に加え、あらかじめ有事での対応計画を策定するなど、万が一に備えた対策の充実も図って

います。

なお、コンピュータの西暦２０００年問題については、従来から経営の最重要課題として取り組んで

きた結果、もっとも注意を要する年末年始および閏日においても、特に問題は発生せず、業務運営、

顧客サービスなどへの支障はありませんでした。



Compliance 法令遵守体制の強化
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法令遵守体制強化の進捗状況について
●基本方針

当行は、「コンプライアンス（法令・ルールはもとより社会規範を遵守する）体制の確立」を経営の重

要課題と位置づけ、これを実現するための具体的な実践計画として「コンプライアンスプログラム」

を年度ごとに取締役会の協議を経て策定し、体制の整備、役職員のコンプライアンス意識の向上な

ど、全力で取り組んでいます。

●体制強化に向けた具体的な取り組み

具体的には、コンプライアンス統括部が統括管理を担い、各部店に配置したコンプライアンス責

任者との連携による本部営業店一体となった取り組みを行うとともに、各部店におけるコンプライ

アンス実践状況に関して検査部が内部検査を実施するなど、内部管理体制の強化に努めております。

また、経営会議における決議事項、お客さまとの契約書、新商品などについては、適法性などの観点

から事前にコンプライアンス統括部が検証を行うなど、法務リスクの低減を図っています。

その他、コンプライアンスに対する評価と罰則の明確化、全役職員を対象としたコンプライアン

ス研修の充実など、コンプライアンスに関する機能の充実を図るとともに、当行のコンプライアン

ス体制全般について外部機関の監査を受け、改善すべき事項を明確にし、より実効性の高い体制構

築を図っています。



System
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●今後の取り組み

コンプライアンス統括部の指導・助言のもと、多様化・高度化する銀行業務を企画推進する本部

各部門が既存のコンプライアンス体制をさらに高いレベルのものにするため、業務部門ごとにコン

プライアンス体制の構築をし、その業務に応じたコンプライアンスマニュアルの整備を進めていき

ます。また、役職員に対する研修内容をさらに充実し、法令遵守の重要性を徹底するなどの取り組

みを行います。

これらを計画的に推進していくために、平成１２年４月、取締役会にて今年度の「コンプライアン

スプログラム」を策定し、現在、このプログラムに従って行内体制の強化を進めております。これか

らも外部の監査などを通じ、定期的にプログラムの実施状況を点検し、問題点の把握・改善を行う

プロセスを構築していくことで、コンプライアンス重視の企業風土を醸成し、株主の皆さまやお客

さまの信用・信頼にお応えしていきます。

基準の明確化�

これまでの取り組み� 今後の取り組み�

コンプライアンス�
体制の整備�

コンプライアンス�
意識の向上�

研修の充実�

コンプライアンス�
機能の充実強化�

コンプライアンス�
プログラムの高度化�

・本支店連携の強化などによるコン�
 プライアンス体制の強化充実�

基準�
�

『倫理綱領』�
平成10年2月制定�

・役職員向けコンプライアンス研修�
 の充実などによる体制の定着化�

・実効性を高めるためのフォロー�
 アップ体制の構築�

�

■コンプライアンス体制確立への取り組み
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連結範囲の判定については、前期より議決権の所有割合以外の要素も加味した支配力基準・影響力基準に

より行っています。平成１１年度における連結子会社は２７社、持分法適用関連会社は４社となっています。前

期と比較すると、連結子会社は証券子会社および海外現地法人の清算、ならびに連結子会社間の合併によ

り３社減少し、一方、持分法適用関連会社のうち２社が連結子会社に変更となったため、連結子会社は全体

では１社減少しています。また、上述のとおり、持分法適用関連会社は前期比２社減少しています。

当企業集団は、銀行業のほか、信託業、金融関連業務などを行っていますが、経常収益などにおける事業

の種類別の状況では、当行を主体とした銀行業がその大宗を占めています。また、所在地別の状況では、当

行をはじめ、わが国に中心をおいた事業活動を行っています。

連結決算

業績分析

（単位：百万円）

平成１２年 ３ 月期平成１１ 年 ３ 月期平成１０年 ３ 月期平成９年 ３ 月期平成 ８ 年 ３ 月期

１,１６０,２６５９５０,４８７１,０２３,１５５１,２２６,７１６１,２０３,２０１連結経常収益
９４,０５１△　４１２,０４０△　１８８,６０５２４,０２９△　１６２,１８１連結経常利益（△は連結経常損失）

３１,４０４△　２５４,０６５△　１０５,９５７１４,６５８△　　７３,４９９連結当期純利益（△は連結当期純損失）

１,３８８,１０４１,３７０,３２５９６２,０７９９８４,５４５９８４,５６５連結純資産額

２８,７８８,１３１２９,２９６,１９２２９,１７６,６１０２９,７２９,１６３２９,５８１,１１８連結総資産額

３４７.９５３４１.０２３７１.０８４２３.８０４２４.０３連結ベースの１株当たり純資産額（円）

９.３９△　１０６.１１△　４５.８２６.３１△　３１.６５
連結ベースの１株当たり当期純利益（円）
（△は連結ベースの１株当たり当期純損失）

８.６９――――
連結ベースの潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

１１.８０１１.９０９.３８８.７０９.０５連結自己資本比率（国際統一基準）　 （％ ）
（注）１. 平成１1年３月期以降の連結財務諸表における子会社・関連会社の範囲及び税効果会計につきましては、それぞれ「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正す

る省令」（平成１０年大蔵省令第１３６号）附則第２項及び「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する省令」（平成１０年大蔵省令第１７３号）附則第３項に基づき、
これらの省令により改正された連結財務諸表規則を適用しております 。

２. 当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております 。
３. 連結ベースの１株当たり純資産額は、期末連結純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価格」を控除した金額を、期末発行済普通株式数（「自己株式」及び「子会社の所有する親会社株
式」を除く）で除しております 。

４．連結ベースの１株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、連結当期純利益（又は連結当期純損失）から当期優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株式数（「自己株式」
及び「子会社の所有する親会社株式」を除く）で除しております 。

５．連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平成８年３月期及び平成１０年３月期、平成１１年３月期は、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。また、平成９
年３月期は、潜在株式を調整した計算により１株当たり当期純利益金額は減少しないため、記載しておりません。

６. 連結自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき作成しております 。 なお、当行は国際統一基準を採用しております 。

主な経営指標（連結）

当企業集団の業容については、経常収益は、国内金利が低水準で推移したことなどにともない、貸出金利息

をはじめとした資金運用収益は減少しましたが、株式等売却益が増加したことなどから、２,０９７億７８百万円増加

して１兆１,６０２億６５百万円となりました。一方、資金調達費用や不良債権処理額の減少などにより、経常費用が

２,９６３億１３百万円減少して１兆６６２億１４百万円となった結果、経常利益は９４０億５１百万円、当期純利益は３１４

億４百万円となり、３期ぶりの黒字計上となりました。また、１株当たり当期純利益は９円３９銭となりました。

純資産については、前連結会計年度末に比べ１７７億７９百万円増加して１兆３,８８１億４百万円となり、１株当たり

純資産額は６円９３銭増加して３４７円９５銭となりました。

なお、国際統一基準による連結自己資本比率は１１.８０％となりました。



（単位：億円）

単体決算比前期比増減１２年３月期１１年３月期

７７２２,０９７１１,６０２９,５０４経常収益
９６△　　　６６５５,８９１６,５５７うち資金運用収益
２７６１１２８６４７５２役務取引等収益
―△　　　１９１７３６特定取引収益

△　２１△　　　２４３２４２４８５その他業務収益
４２０２,９１３４,５８６１,６７３その他経常収益
７１２△　２,９６３１０,６６２１３,６２５経常費用
８△　　　８７５２,０８４２,９６０　うち資金調達費用

△　７０２２２１１１８９役務取引等費用
―△　　　０００特定取引費用
２△　　　６１２３８２９９その他業務費用
１１９△　　　６３２,７５４２,８１７営業経費
６５３△　１,９８５５,３７３７,３５８その他経常費用
５９５,０６０９４０△　４,１２０経常利益

△　９１４９２△　　１５５３３７特別損益
△　３１４,５６８７８５△　３,７８２税金等調整前当期純利益
１５８１４５１８０３５法人税、住民税及び事業税

△　１８５１,５４２２９４△　１,２４７法人税等調整額
４△　　　２６　　　４　　　３０少数株主損失

△　　１２,８５４３１４△　２,５４０当期純利益
（注）１. 経常利益、税金等調整前当期純利益、当期純利益の△は、おのおの、経常損失、税金等調整前当期純損失、当期純損失を表します 。
　　２. 単体決算比は、平成１２年３月期における連結決算と単体決算の差異です 。
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連結損益計算書（主要内訳）

当連結会計年度の資金運用収支は、国内を中心として３,８０６億円となりました。このうち親会社において

は、金利低下にともなう資金調達費用の減少を主因として、資金運用収支は増加傾向となっています。また、

親会社の為替業務のほか、住宅ローンの取り扱いにともなう連結子会社の保証業務などにより、役務取引等

収支は６５３億円となりました。なお、特定取引収支は、１７億円となったほか、その他業務収支は主として親

会社における債券関係損益の減少等により３億円にとどまりました。

（単位：百万円）●国内・海外別収支（連結ベース）

１２年３月期
合計相殺消去額（△）海外国内

３８０,６５８１５９３２,１３７３４８,６７９資金運用収支
５８９,１４８１２,５８２７８,６２７５２３,１０４資金運用収益
２０８,４９０１２,４２３４６,４８９１７４,４２４資金調達費用
６５,３３５５９３０２６５,０９２役務取引等収支
８６,４５３９,１２６１,０３０９４,５４９役務取引等収益
２１,１１７９,０６６７２８２９,４５６役務取引等費用
１,７８４―０１,７８４特定取引収支
１,７８７―０１,７８７特定取引収益
３――３特定取引費用 
３４９２８１２,７８５△　２,１５４その他業務収支

２４,２０７２,４６０３,０４５２３,６２２その他業務収益
２３,８５７２,１７９２６０２５,７７７その他業務費用

（注）１.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内に本店を有する連結子会社（以下、「国内連結子会社」という）であります 。「海外」とは、当行の海外店及び海外に本店を
　　　有する連結子会社（以下、「海外連結子会社」という）であります 。
　　２.「相殺消去額」とは、連結会社間の内部取引等によるものであります 。



（単位：億円）

単体決算比前期比増減１２年３月期１１年３月期

６４３,５４６１１,８７７８,３３０現金預け金
２０４７６１,５３５１,０５９コールローン及び買入手形
０４４―買入金銭債権
―１,５５８４,３８９２,８３０特定取引資産
―１,２６６２,１００８３３金銭の信託
１９２△　２,７４８３６,３９１３９,１４０有価証券
３４３△　２,２４９２０５,８１７２０８,０６６貸出金

△　　　　　０△　　　４４７６５１１,０９９外国為替
１,３８９１１６４,１９８４,０８１その他資産
１７６△　　　　２５４,７８３４,８０８動産不動産
２０５△　　　３２５３,０３６３,３６１繰延税金資産
８１８１８１―連結調整勘定

４,９８１△　１,７４７１７,６０１１９,３４９支払承諾見返
△　　６００△　４,５８７△　４,５８７―貸倒引当金
６,８５４△　５,０８０２８７,８８１２９２,９６１資産の部合計

△　２,２４７１,２７５１９９,２１４１９７,９３９預金
△　　　１１０５,５９１１９,７６０１４,１６９譲渡性預金

―△　１０,７４２１２,７８８２３,５３０コールマネー及び売渡手形
―５００１,２００７００コマーシャル・ペーパー
―５９４０３３４３特定取引負債

△　２,８７４２２５８,２３４８,００９借用金
０△　　　　１２４７６０外国為替

３,７０６△　　　　１４３,７０６３,７２０社債
―△　　　　３１―３１転換社債

３,３１６４,０６５９,１０４５,０３９その他負債
―△　　４,２８０―４,２８０貸倒引当金
１９１５２７２２５６退職給与引当金
―△　　　１３７６４０７７７債権売却損失引当金
―６６６６―特定債務者支援引当金
―△　　　　　０００特別法上の引当金
―△　　　　７３８７２９４６再評価に係る繰延税金負債
―△　　　　　４―４連結調整勘定

４,９８１△　　１,７４７１７,６０１１９,３４９支払承諾
６,７９１△　　５,２４４２７３,９１４２７９,１５９負債の部合計
８６△　　　　１３８６９９少数株主持分

△　　　　２３１７７１３,８８１１３,７０３資本の部合計
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連結貸借対照表（主要内訳）

当連結会計年度の財政状態については、総資産は前期比５,０８０億円減少して２８兆７,８８１億円に、総負債は

５,２４４億円減少して２７兆３,９１４億円に、資本勘定は１７７億円増加して１兆３,８８１億円になりました。預金は前

期比１，２７５億円増加して１９兆９,２１４億円となり、譲渡性預金は５,５９１億円増加して１兆９,７６０億円となりました。

また、貸出金は２,２４９億円減少して２０兆５,８１７億円となりました。
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（単位：億円）●開示債権額 （連結決算ベース）

金融再生法
基準

リスク管理債権金融再生法
基準

リスク管理債権

１２年３月期１２年３月期１１年３月期１１年３月期
破産更生債権２,１４２７６５１,７３４９７０破綻先債権額
危険債権５,５６０６,４７４５,９３８６,６５３延滞債権額

要管理債権１,８４２
８８７

２,０８０
５０８３カ月以上延滞債権額

９５３１,１１４貸出条件緩和債権額

合計９,５４４９,０８１９,７５３９,２４７合計
貸倒引当金合計４,５８７４, ５８７４,２８０４,２８０貸倒引当金合計
同上による引当率４８.１５０.５４３.９４６.３同上による引当率（%）

―４.４１―４.４４貸出金に占める比率（%）
（注）金融再生法基準での開示債権額については、単位未満四捨五入しています 。

なお、連結ベースでのリスク管理債権は前期比１６５億円減少して９,０８１億円に、金融再生法基準での開示債

権については前期比２０９億円減少して９,５４４億円になりました。
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当連結会計年度における、資金運用勘定の平均残高（相殺消去前）は、国内で２３兆８,３２５億円、海外で２兆

４,３６５億円となりました。また、資金調達勘定の平均残高（相殺消去前）は国内で２４兆４３２億円、海外で

１兆６.９６７億円となりました。ともに国内での預貸金が大宗を占めています。

利回りにつきましては、資金運調利差は１.４７％、預貸金利差は１.８６％となり、うち国内の資金運調利差は

１.４７％、預貸金利差は１.８９％となっています。

国内・海外別資金運用／調達の状況（連結ベース）

（単位：百万円、%）

１２年３月期
合計相殺消去額（△）海外国内

２５,５０５,２５５７６３,７９７２,４３６,５１６２３,８３２,５３６平均残高資金運用勘定
　 ５８９,１４８１２,５８２７８,６２７５２３,１０４利息

２.３０―３.２２２.１９利回り
２０,６０１,８７４５３３,６２４２,２０３,２０１１８,９３２,２９７平均残高うち貸出金
４５８,６８８１１,７０３５６,５７３４１３,８１８利息
２.２２―２.５６２.１８利回り

３,９８８,８９０５１,６５９　７８,７４７３,９６１,８０２平均残高有価証券
５６,１３６１５９１,６９４５４,６０１利息
１.４０―２.１５１.３７利回り

３９０,３０１―５,９７９３８４,３２１平均残高コールローン
及び買入手形 ６９０―２７２４１７利息

０.１７―４.５５０.１０利回り
４２７,２７０１７８,４８６１２５,７０４４８０,０５３平均残高預け金
１２,８５９７１９６,３８１７,１９７利息
３.００―５.０７１.４９利回り

２５,０４０,３１４６９９,６２４１,６９６,７３３２４,０４３,２０５平均残高資金調達勘定
２０８,４９０１２,４２３４６,４８９１７４,４２４利息
０.８３―２.７３０.７２利回り

２０,３７１,２１４１６９,６２９９２３,８６５１９,６１６,９７９平均残高うち預金
７４,０００６９５１７,５５１５７,１４４利息
０.３６―１.８９０.２９利回り

１,７５７,２１４１１,８００２０,９３９１,７４８,０７４平均残高譲渡性預金　
　 ３,７４８２３１,２２８２,５４４利息

０.２１―５.８６０.１４利回り
１,３５８,０５３―８４４１,３５７,２０９平均残高コールマネー

及び売渡手形 ２,４９０―４５２,４４５利息
０.１８―５.３５０.１８利回り

２３０,１０９――２３０,１０９平均残高コマーシャル・
ペーパー ４７７――４７７利息

０.２０――０.２０利回り
７８６,８９５４２９,９２９３７９,８２７８３６,９９７平均残高借用金
２０,４５６１１,７０３１０,６６９２１,４９０利息
２.５９―２.８０２.５６利回り

（注）１. 平均残高は、原則として日々の残高の平均に基づいて算出しておりますが、金融業以外の国内連結子会社については、半年毎の残高に基づく平均残高を利用し
　　　ております 。海外連結子会社の平均残高は、原則として半年毎の残高に基づく平均残高を利用しております 。
　　２. 「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります 。「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります 。
　　３. 「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります 。
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当連結会計年度の役務取引等収益は、８６４億円となりました。このうち為替業務や保証業務など国内での

収益が大宗を占めております。一方、役務取引等費用は２１１億円となりました。この結果、役務取引等収支は

６５３億円となりました。

国内・海外別役務取引の状況（連結ベース）

（単位：百万円）

１２年３月期
合計相殺消去額（△）海外国内

８６,４５３９,１２６１,０３０９４,５４９役務取引等収益
１４,６０９―２７４１４,３３４うち預金 ･ 貸出業務
２５,８９３２１３１３２５,６０１うち為替業務
４,１５６―１１４,１４４うち証券関連業務
３,９７６――３,９７６うち代理業務
２,４５９――２,４５９うち保護預り ･ 貸金庫業務
１５,３５８８,１６６３３４２３,１９１うち保証業務
２１,１１７９,０６６７２８２９,４５６役務取引等費用
４,９９２０４４,９８７うち為替業務

（注）１.「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります 。
　　　 「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります 。
　　２.「相殺消去額」とは、連結会社間の内部取引等によるものであります 。

当連結会計年度の特定取引収益は、１７億円となり、大宗を国内で占めています。

特定取引収益・費用の内訳（連結ベース）

（単位：百万円）

１２年３月期
合計相殺消去額（△）海外国内
１,７８７―０１,７８７特定取引収益
４５８――４５８うち商品有価証券収益
――――うち特定取引有価証券収益
５２７―０５２７うち金融派生商品収益
８０１――８０１うちその他の特定取引収益
３――３特定取引費用
――――うち商品有価証券費用
３――３うち特定取引有価証券費用
――――うち金融派生商品費用
――――うちその他の特定取引費用
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当連結会計年度末の国内の特定取引資産は、その他の特定取引資産のうち商品ＣＰを中心に４,３５４億円と

なりました。また、海外の特定取引資産は３５億円となりました。特定取引負債は、国内で金融派生商品を中

心に３７４億円、海外では２８億円となりました。

特定取引資産・負債の内訳（末残、連結ベース）

（単位：百万円）

１２年３月期
合計相殺消去額（△）海外国内

４３８,９６２―３,５１２４３５,４５０特定取引資産
１２,２９９――１２,２９９うち商品有価証券

――――うち商品有価証券派生商品
――――うち特定取引有価証券
――――うち特定取引有価証券派生商品

３７,１４４―３,５１２３３,６３２うち金融派生商品
３８９,５１８――３８９,５１８うちその他の特定取引資産
４０,３１０―２,８８０３７,４２９特定取引負債
４,００８――４,００８うち売付商品債券
１７――１７うち商品有価証券派生商品
――――うち特定取引売付債券
――――うち特定取引有価証券派生商品

３６,２８３―２,８８０３３,４０２うち金融派生商品
――――うちその他の特定取引負債

（注）「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります 。
　　「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります 。

預金の種類別残高（末残、連結ベース）

（単位：百万円）

１２年３月期
合計相殺消去額（△）海外国内

７,１１４,６６０２３２,７５７３１,２７９７,３１６,１３８　流動性預金
預　
　

金

１２,１２２,８６９２,８８９６１０,５４１１１,５１５,２１７定期性預金
６８３,９３５―１１,０２８６７２,９０６その他

１９,９２１,４６５２３５,６４６６５２,８４９１９,５０４,２６１合計
１,９７６,０９１１１,０００２６,６３１１,９６０,４６０譲渡性預金
２１,８９７,５５６２４６,６４６６７９,４８１２１,４６４,７２１総合計

 （注）１. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
　 　 ２. 定期性預金＝定期預金＋定期積金
   　  ３. 「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります 。
　　　  「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります 。
   　  ４. 「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります 。
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業種別貸出金（連結ベース）

１２年３月期

１９,６０７,４３４（１００.００）国内（除く特別国際金融取引勘定分）
２,６１２,０６２（１３.３２）製造業
１７,８７４（　０.０９）農業
１,７４１（　０.０１）林業
２,１３１（　０.０１）漁業
２５,７３４（　０.１３）鉱業

１,１２６,３６６（　５.７４）建設業
９３,１２７（　０.４８）電気・ガス・熱供給・水道業
５２９,５２３（　２.７０）運輸・通信業
２,７６７,５２７（１４.１２）卸売・小売業、飲食店
１,０３９,８２２（　５.３０）金融・保険業
２,２４１,２６６（１１.４３）不動産業
１,８８５,０４８（　９.６１）サービス業
４２８,９７６（　２.１９）地方公共団体
６,８３６,２３３（３４.８７）その他
１,１１０,８０９（１００.００）海外及び特別国際金融取引勘定分
１８,３９９（　１.６６）政府等
９７,３４６（　８.７６）金融機関
９９５,０６３（８９.５８）その他
１３６,５０９　　　 相殺消去額（△）

２０,５８１,７３４   　　　　合計
（注）１. 「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります 。
　　　   「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります 。
   　 ２. 「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります 。

 （単位：百万円、 ％）

外国政府等向け債権残高（国別、連結ベース）

（単位：百万円）

外国政府等向け債権残高国別期別

２２,６６３インドネシア

平成１２年３月３１日

８４ブラジル
１４ブ ルガリア
９ア ルゼンチン
５アルジェリア

２２,７７７合計
（０.０７％）　（資産の総額に対する割合）

（注） 日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号に規定する特定海外債権引当勘定を計上している国の外国政府等の債権残高を掲げております 。　

有価証券残高（末残、連結ベース）

（単位：百万円）

合計相殺消去額（△）海外国内

７３３,６７３――７３３,６７３　国債
有　

価　

証　

券

２７４,０３２――２７４,０３２地方債
３５９,１７５――３５９,１７５社債
２,１０２,１３８２４,８１２―２,１２６,９５１株式
１７０,０９３３,０５８６４,４６５１０８,６８７その他の証券

――――貸付有価証券
３,６３９,１１２２７,８７１６４,４６５３,６０２,５１９合計

 （注）１. 「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります 。
　　　   「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります 。
   　 ２. 「その他の証券」には、外国債券及び外国株式を含んでおります 。
   　 ３. 「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります 。
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そ の 他 の 業 務 �

銀 行 業 務 �

㈱

あ

さ

ひ

銀

行

�

�

〈親　 会　 社〉�

●あさひ銀リース株式会社� （総合リース業務）�

★株式会社あさひ銀総合研究所� （コンサルティング業務）�

（総合リース業務）�

（抵当証券業務）�

●昭和リース株式会社�

●共同抵当証券株式会社�

★あさひ信託銀行株式会社�

株式会社あさひ銀行�

〈主な関係会社〉�

★加州あさひ銀行�

　（Asahi Bank of California）�

（一般商業銀行業務）�　　　（海　外）�

〈主な関係会社〉�

　　　（国　内）� （信託・銀行業務）�

★あさひファイナンス（ケイマン）�

　（Asahi Financ (Cayman) Ltd.）�

　　　（海　外）� （金融業務）�

（ベンチャーキャピタル業務）�

（ファイナンス業務）�

★あさひ銀事業投資株式会社�

★あさひ銀リテールファイナンス株式会社�

（ファクタリング業務）�★あさひ銀ファイナンスサービス株式会社�

（投信委託・投資顧問業務）�★あさひ東京投信株式会社�

（クレジットカード業務）�★あさひカード株式会社�

（ローン保証業務）�★あさひ銀保証株式会社�

（情報処理サービス業務）�★あさひ銀総合システム株式会社�

★は連結子会社、●は持分法適用関連会社�

国　内　　本支店３２９、出張所３０、代理店２�
海　外　　支　店９、出張所１、駐在員事務所１０�
�

あさひ銀行グループの概況
●あさひ銀行グループの事業系統図

あさひ銀行グループは、銀行業務を中心に、信託業務、リース業務などの金融サービスを提供しています。



区分
子会社等
出資割合
（％）

当行出
資割合
（％）

設立年月日主要業務内容資本金所在地会社名

連
結
子
会
社

０.００１００.００平成 ８ 年 ３ 月 ６ 日信託業務１０,０００百万円浦和市高砂２‐６‐５あさひ信託銀行㈱

国　

内　
　
　

社

２３

０.００１００.００平成 ７ 年 １ 月 １２ 日
担保不動産の競落および保有・
管理

３００百万円中央区京橋３‐１‐３あさひ総合管理㈱

０.００１００.００昭和 ５８ 年 １０ 月 １ 日ソフトウェア開発業務８０百万円浦和市北浦和４‐５‐５あさひ銀ソフトウェア㈱

０.００１００.００昭和 ６２ 年 １０ 月 ２ 日人材派遣業務６０百万円千代田区神田駿河台２‐１‐９あさひ銀 キャリアサービス㈱

０.００１００.００昭和 ４８ 年 ５ 月 ７ 日
福利厚生業務・
物品調達管理業務 

５０百万円板橋区板橋３‐１‐１あさひ銀総合サービス㈱

　０.００１００.００昭和 ６３ 年 ３ 月 ５ 日不動産賃貸管理業務５０百万円千代田区大手町１‐１‐２あさひ銀ビルディング㈱

　０.００１００.００昭和 ５５ 年 ４ 月 ３ 日
現金精査  ・ メール ・印刷などの  
事務代行業務

３０百万円浦和市仲町１‐４‐１０あさひ銀ビジネスサービス㈱

　０.００１００.００昭和 ５５ 年 ７ 月 ２５ 日
事務センターなどの
一般事務代行業務

３０百万円中央区京橋３‐７‐８あさひ銀事務サービス㈱

　０.００１００.００昭和 ５９ 年 ８ 月 １ 日不動産担保調査・管理業務１０百万円港区芝大門１‐１４‐６あさひ銀プロパティ㈱

　０.００１００.００平成 ７ 年 ７ 月  ６ 日ローン関連事務代行業務１０百万円浦和市高砂２‐９‐１５あさひ銀ローンビジネス㈱

　０.００１００.００昭和 ５４ 年 ９ 月 ２０ 日ビル管理業務１０百万円目黒区上目黒３‐２‐３あさひ銀ビル管理 ㈱

　２７.３０４８.２５昭和 ６３ 年 ３ 月 ２９ 日ベンチャーキャピタル業務４,４５０百万円中央区京橋１‐３‐１あさひ銀事業投資㈱

　１.００３９.５０昭和 ５４ 年 ７ 月 ５ 日ファイナンス業務２００百万円豊島区南池袋１‐２１‐５あさひ銀リテールファイナンス ㈱

　１０.００３９.００昭和 ５３ 年 １０ 月 ２５ 日ファクタリング業務２００百万円中央区日本橋茅場町１‐１０‐５あさひ銀ファイナンスサービス㈱

　２６.９３２６.６９昭和 ６２ 年 １１ 月 １８ 日投資信託委託業務・投資顧問業務７８０百万円中央区日本橋室町３-２-１５あさひ東京投信㈱　

　６２.５０　５.００昭和 ５８ 年 ２ 月 １２ 日クレジットカード業務２００百万円中央区日本橋室町１‐２‐６あさひカード㈱

　４５.６０　５.００昭和 ５０ 年 ５ 月 ８ 日ローン保証業務３００百万円浦和市常盤１０‐１３‐１０あさひ銀保証 ㈱

　４１.５０　５.００昭和 ４６ 年 ７ 月 １ 日情報処理 サー ビ ス業務６５０百万円
港区南青山３ ‐１０‐４３
（登記上：浦和市針ヶ谷４‐２‐２０）

あさひ銀総合システム ㈱

　６１.２５　５.００昭和 ６１ 年 １０ 月 １ 日コンサルティング業務 ４００百万円中央区京橋１‐３‐１㈱あさひ銀総合研究所

関
連
会
社

　２０.３８　５.００昭和 ５１ 年 ４ 月 ２ 日総合リ ース業務７１０百万円中央区日本橋小網町１３‐７あさひ銀リース㈱

　９.２４　５.００昭和 ４４ 年 ４ 月 ２ 日総合リ ース業務７,１９９百万円新宿区四谷３‐１２昭和リース㈱

　４.０８　５.００昭和 ５９ 年 ２ 月 ９ 日抵当証券業務２,４００百万円中央区日本橋本町２‐１‐７共同抵当証券 ㈱

　７.０４２.７２昭和 １８ 年 ３ 月 １８  日倉庫業務８１６百万円中央区京橋３‐６‐１７富士倉庫運輸 ㈱

連
結
子
会
社

０.００１００.００昭和４９年２月　　
銀行業務、証券業務２０４.４

百万香港
 ドル

Level 32, One Pacific Place
88 Queensway, Hong Kong
The People’s Republic of China

旭日財務（香港）有限公司※
Asahi Finance （Hong Kong） 
Ltd.

海　

外　

８　

社

０.００１００.００昭和６０年９月　　金融先物取引業務
０.５百万
シンガポー
ル ドル

1 Temasek Avenue
# 40-01 Millenia Tower
Singapore 039192, Singapore

あさひフィ ナンシャル・
フュ ーチャー ズ（シンガポール）※
Asahi Financial Futures 
（Singapore） Pte. Ltd.

０.００１００.００昭和５３年６月　　銀行業務
９.２百万
米 ドル

350 South Grand Avenue, Suite 
3810 Los Angeles, California 
90071, U.S.A.

加州 あさひ 銀行
Asahi Bank of California

０.００１００.００平成６年２月　　金融業務
１０.０
千米 ドル

George Town, Grand Cayman
British West Indies

あさひファ イナンス（ケ イマン）
Asahi Finance （Cayman） Ltd.

０.００１００.００昭和６２年７月　　
証券業務４５.０百万 

英ポ ン ド
Princes House 95 Gresham Street 
London EC2V 7NA, U.K.

あさひファ イナンス（英国）※
Asahi Finance （U.K.） Ltd.

０.００１００.００昭和５６年３月　　銀行業務、証券業務
６１.２百万
オランダ
ギル ダ ー

Strawinskylaan 3029
1077 ZX Amsterdam
The Netherlands

オランダあさひ 銀行※
Asahi Bank （Nederland） N.V.

０.００９９.２０昭和６０年６月　　銀行業務、証券業務
５０百万
ス イス
フラン

Talacker 41
8001 Z ü  rich
Switzerland

ス イス あさひ 銀行※
Asahi Bank （Schweiz） AG

０.００１００.００平成３年２月　　銀行業務、証券業務

５０.４
百万 ドイツ 
マル ク

Messe Turm, 27 th Floor, Friedrich-
Ebert-Anlage 49, 60308 Frankfurt 
am Main The Federal Republic of 
Germany

ドイツあさひ 銀行※
Asahi Bank（Deutschland） 
GmbH

※印の会社は清算手続中です 。
（注）あさひ銀リテールファイナンス㈱は、平成１２年６月２９日にあさひ銀ファクター㈱より社名変更したものです 。

●連結子会社および関連会社（３１社） （平成 １２年３月末現在）
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平成１１年度決算においては、リテール分野への経営資源の集中により、住宅ローンや個人預金が引き続

き順調に増加するとともに、利鞘面での改善が進んだ結果、収益の主柱である資金利益を大きく伸ばすこと

ができました。その一方、債券関係損益が減少したことなどにより、一般貸倒引当金繰入前の業務純益は、

ほぼ前年度と同水準となりました。また、前年度に抜本的な処理を行い、向上した財務の健全性を維持・促
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（単位：百万円）

平成１２年 ３ 月期平成１１ 年 ３ 月期平成１０年 ３ 月期平成９年 ３ 月期平成 ８ 年 ３ 月期

１,０８３,０３８８９８,８８５１,０１７,４１８１,２２２,４６８１,１９０,７１９経常収益

１５５,４０８８３,８８３１５６,４０１１５２,６５６２０３,４４７業務純益

　８８,０９１△　４０７,５００△　１８９,８４１２４,４５０△　１６２,０２０経常利益

　３１,５５８△　２２０,０１４△　１８３,９８７２１,４４１△　１３９,７０２当期純利益

２０,５４７,４２５２０,８４３,５０９２０,９６６,３４７２１,４９８,６７９２１,１２４,４２４貸出金残高

２０,１４６,２６３１９,９１６,６０９２０,４３４,０５３２１,０４３,５９６２１,５３１,３３１預金残高

３,６１９,９１２３,９５０,８９４３,８８７,４４４３,５６７,４３３３,３４７,１５０有価証券残高

６０５,３５６６０５,２８７３３２,８４５２８２,８４５２８２,０６２資本金

１,３９０,４１３１,３７２,４４８７５３,７５５８５４,２５４８４７,５０４純資産額

２８,１０２,６７６２８,６３７,３７９２９,２６７,３３０２９,７８８,６６８２９,５３７,５８０総資産額

３４８.７６３４１.７７２８１.４１３６７.７１３６４.９９１株当たり純資産額　　　　（円）

 普通株式　　６.００ 普通株式　　６.００普通株式　６.００

７.００７.００
１株当たり配当額　　　　　　

（円）
第１回優先株式　 　 １０.００
第１回第２種優先株式      １４.３８
第２回第２種優先株式 　   １８.５０

第１回優先株式　 　 １０.００
第１回第２種優先株式 　 　 　  ０.０４
第２回第２種優先株式　 　 　  　 ０.０６

第１回優先株式　 
１０.００

（普通株式　 ３ .００）（普通株式　 ３ .５０）（普通株式  ３.５０）

（３.５０） （３.５０） 
（うち１株当たり中間配当額）　

（円）
（第１回優先株式　５.００）
（第１回第２種優先株式    ７.１９）
（第２回第２種優先株式   ９.２５）

（第１回優先株式　５.００）
（第１回第２種優先株式  　―）
（第２回第２種優先株式    ―）

（第１回優先株式  ５.００）

　９.４５△　　９１.９１△　　７９.４１９.２３△　　６０.１６１株当たり当期純利益　　　（円）

６３.５５――７５.８４―配当性向　　　　　　　　　（％）

１２,１４８１２,５９４１２,６８８１３,０７２１３,６８８従業員数　　　　　　　　　（人）

１１．９７１２.０１―――単体自己資本比率（国際統一基準）　 （％ ）

収益状況

主な経営指標（単体）

 （単位：億円）●利益総括表

増減率前期比増減１２年３月期１１年３月期１０年３月期

４.７%１７０３,７２７３,５５６３,５２６資金利益
△　　１.４%△　　　４３０５３１０３５２役務取引等利益

１.９%０１７１７４特定取引利益
△　 ８６.９%△　　１８３２７２１１１８６その他業務利益

△　　０.４%△　　　１７４,０７８４,０９６４,０７０業務粗利益

△　　０.６%△　　　１７２,５０８２,５２５２,６２２経費（除く臨時経費）（△ ）

△　　０.０%△　　　０１,５７０１,５７０１,４４８業務純益（一般貸倒引当金繰入前）
△　９７.８%△　　７１６１６７３２△　　１１５一般貸倒引当金繰入額（△ ）

８５.２%７１５１,５５４８３８１,５６４業務純益

―４,２４０△　　６７３△　４,９１３△　３,４６２臨時損益

―４,９５５８８０△　４,０７５△　１,８９８経常利益（△は経常損失）

―△　　３８８△　　　６３３２５９６特別損益
△　１０.３%△　　　２２１２４３７法人税、 住民税及び事業税（△）

―２,０５３４７９△　１,５７３―法人税等調整額（△）
―２,５１５３１５△　２,２００△　１,８３９当期純利益 （△は当期純損失）

単体決算



（単位：億円）●資金利益（国内業務部門）

利回り利息平均残高
１２年３月期１１年３月期１２年３月期１１年３月期１２年３月期１１年３月期

２.００％２.１１％４,６７３４,８４７２３２,８４２２２８,８４４資金運用勘定
２.１４％２.２５％３,９９８４,１２２１８６,２１６１８２,６６７うち貸出金
１.３２％１.５６％５１１５７０３８,５４２３６,５６２有価証券
０.２８％０.５４％９３８３,４２７７,２１０円資金の国際業務部門への運用
０.４７％０.６６％１,０９０１,４８７２２７,８１０２２２,７５１資金調達勘定
０.２１％０.３８％４１２６６３１８７,５９８１７４,３４３うち預金
０.１４％０.６０％２５９９１７,４８０１６,６３３譲渡性預金
１.０２％１.１０％２１６３２４２１,０３９２９,３９９外部負債

３,５８３３,３６０資金利益
１.９３％１.８７％( ＝貸出金利回り－預金利回り )預貸金利回り差
１.５２％１.４５％( ＝資金運用利回り－資金調達利回り )運用調達利回り差
０.５１％０.４１％( ＝資金運用利回り－資金調達原価 )総資金利鞘

（注）外部負債＝コールマネー＋売渡手形＋借用金

（単位：億円）●部門別粗利益

国際業務部門国内業務部門
増減率前期比増減１２年３月期１１年３月期１０年３月期増減率前期比増減１２年３月期１１年３月期１０年３月期

△　２６.５%△　５２１４３１９６２１５６.６%２２２３,５８３３,３６０３,３１１資金利益
△　１６.５%△　　４２０２４２８△　０.１%△　　０２８５２８５３２３役務取引等利益
３７.０%０２２△　３△　２.６%△　　０１５１５７特定取引利益

△　３６.９%△　４０６９１０９１１６△ １４０.８%△　１４３△　　４１１０１６９その他業務利益
△　２８.８%△　９６２３６３３２３５７２.０%７８３,８４２３,７６３３,７１２業務粗利益

業務粗利益については、全行で４,０７８億円、前期比１７億円(０.４%)の減少となりました。これを部門別に

みると、国内業務部門では、債券関係損益は減少したものの、預貸金利鞘の拡大などによる資金利益の増加

により、前期比７８億円(２.０%)増加して３,８４２億円となり、国際業務部門では、資産の減少による資金利益

の減少などにより、前期比９６億円(２８.８%)減少して２３６億円となっています。

全行の資金利益は、前期比１７０億円(４.７%)増加して３,７２７億円となりました。

進するため、債務者の内容劣化や担保不動産の価格下落などにともなう不良債権処理を行ったうえで、経

常利益・当期利益は３期ぶりに黒字を確保することができました。

財政面では、資産ポートフォリオの再構築を進めるとともに、会計制度の変革を踏まえて株式の価格低下

に応じた損失計上を行うなど、金融商品会計基準などにも前向きに配慮しました。

平成１１年度の業務純益は１,５５４億円、前期比７１５億円(８５.２%)の大幅な増益となりました。これは、前年

度において、将来の予防的見地から大幅な引当を行い、一般貸倒引当金の繰入額が７１６億円(９７.８%)減少

したことによるものです。

一般貸倒引当金繰入前の業務純益は、ほぼ前期と同額となっています。その内訳では、資金利益が前期比

１７０億円(４.７%)の増加、債券関係損益や外為売買益などのその他業務利益が１８３億円(８６.９%)の減少、ま

た、経費については、前期比１７億円(０.６%)の減少となりました。
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国際部門の資金利益は、前期比５２億円(２６.５%)減少して１４３億円となりました。これは、資産ポートフォ

リオの再構築を通じた資産効率向上の観点から、海外を中心とした資金取引の圧縮にともない、運用・調達

の資金量が前期に引き続き減少したことによるものです。なお、国際部門の運用調達利回り差も０.０７%ほ

ど改善しています。
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このうち、国内業務部門における資金利益は、前期比２２２億円(６.６%)増加して３,５８３億円となりました。

これは、日銀のゼロ金利政策を背景に、資金運用・調達勘定ともに利回りが低下するなかで、預貸金利回り

差が拡大したこと、また、資金量面で、前期に引き続き住宅ローンや中小企業向け貸出金を中心に貸出金が

増加したことによるものです。

まず、資金運用勘定における平均残高は、国際部門における運用資産の減少にともない、円資金の国際業

務部門への運用は減少しましたが、住宅ローンや中小企業向け貸出金などのリテール分野に注力しました

結果、全体では、前期比４,０００億円弱の増加となりました。利回りについては、前期に引き続いて低金利が

浸透した結果、有価証券で０.２４%、貸出金で０.１%の低下となり、全体では０.１１%低下しました。以上の結

果、資金運用収益としては、前期比１７４億円(３.５%)の減少となりました。

一方、資金調達勘定については、平均残高は、市場からの調達である外部負債は減少しましたが、安定し

た調達源である個人預金や流動性を中心とした法人預金の増加などにより、全体では５,０００億円強の増加

となりました。利回りについては、市場金利の低下により、譲渡性預金の利回りが０.４６%低下したのをはじ

めとし、全体でも０.１９%の低下となり、これらの結果、資金調達費用は、前期比３９６億円(２６.６%)の減少と

なりました。

利鞘の状況をみますと、預貸金利回り差は０.０６%、資金運用調達利回り差は０.０７%それぞれ改善を示した

ほか、経費を加味した後の総資金利鞘でも前期比０.１%改善し、０.５１%となっています。

（単位：％）●資金利鞘などの推移（国内業務部門）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期９年３月期

２.１４２.２５２.３５２.５０貸出金利回り
０.２１０.３８０.４７０.５９預金利回り
１.９３１.８７１.８８１.９１預貸金利回り差
２.００２.１１２.２０２.３２資金運用利回り
０.４７０.６６０.７６０.８５資金調達利回り
１.５２１.４５１.４４１.４７資金運用調達利回り差
０.５１０.４１　０.３５　０.３５総資金利鞘

（単位：億円）�●資金利益�（国際業務部門）�

利回り�平均残高�
１�２�年�３�月期�１�１�年�３�月期�１�２�年�３�月期�１�１�年�３�月期�１�２�年�３�月期�１�１�年�３�月期�

４�.�５�２�%�４�.�２�９�％�１�,�１�３�１�１�,�６�８�６�２�５�,�０�１�３�３�９�,�２�９�５�資金運用勘定�
２�.�６�４�%�２�.�９�５�％�５�１�１�９�１�６�１�９�,�３�７�０�３�１�,�０�３�４�うち貸出金�
３�.�０�５�%�３�.�１�９�％�４�１�５�４�１�,�３�６�５�１�,�７�１�８�有価証券�
３�.�７�２�%�５�.�１�６�％�１�２�０�２�５�５�３�,�２�４�７�４�,�９�４�９�預け金�
３�.�９�２�%�３�.�７�５�％�９�８�７�１�,�４�９�０�２�５�,�１�８�０�３�９�,�６�６�３�資金調達勘定�
１�.�８�５�%�３�.�０�０�％�３�２�７�８�３�２�１�７�,�６�５�０�２�７�,�７�３�４�うち預金�
５�.�８�６�%�６�.�３�９�％�１�２�２�３�２�０�９�３�６�１�譲渡性預金�
２�.�８�６�%�３�.�３�７�％�１�１�０�１�４�５�３�,�８�４�６�４�,�３�２�０�外部負債�
０�.�２�８�%�０�.�５�４�％�９�３�８�３�,�４�２�７�７�,�２�１�０�円資金の国内業務部門からの調達�

１�４�３�１�９�６�資金利益�
０�.�６�０�%�０�.�５�３�％�(�＝資金運用利回り－資金調達利回り�)�運用調達利回り差�

△　�０�.�１�７�%�△０�.�０�１�％�(�＝資金運用利回り－資金調達原価�)�総資金利鞘�
（注）�外部負債�＝�コ�ールマネー�＋�売渡手形�＋�借用金�

利息�



（単位：億円）●債券関係損益な ど （全行）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期

△　１７１３１１１４国債等債券関係損益
△　３４９７８６（うち売却損益）
１７３７３０（うち償還損益）

△　０△　　２△　　２（うち償却）
１.９０%２.６６％３.１４％債券（国債・地方債・社債）利回り
９９２７３３５２債券含み損益

（単位：億円）●特定取引利益

国際業務部門国内業務部門
１２年３月期１１年３月期１２年３月期１１年３月期

０△　０４１商品有価証券利益
　△　０―△　０―特定取引有価証券利益

２２２１金融派生商品利益
――８１２その他の特定取引利益
２２１５１５特定取引利益

（単位：億円）●役務取引等利益

国際業務部門国内業務部門
１２年３月期１１年３月期１０年３月期１２年３月期１１年３月期１０年３月期

１９２０２４１８９１８７１８９為替手数料
０４３９６９８１３４その他手数料等
２０２４２８２８５２８５３２３役務取引等利益

役務取引等利益は、前期比４億円(１.４%)減少し、３０５億円となりました。

このうち、国内業務部門では、住宅ローンの増加などにより貸出関係支払手数料は増加しましたが、投資

信託関係の受入手数料などが好調であったため、ほぼ前期と同水準を確保しました。また、国際業務部門で

は、前期比４億円の減少となりました。

トレーディングに係る特定取引利益につきましては、前期同様１７億円となりました。

国内・国際業務部門別にみても、前期と著変はありません。

その他業務利益は、前期比１８３億円(８６.９%)減少し、２７億円となりました。

このうち、国債等債券関係損益は、売却損益を中心に、前期比１４９億円減少して△１７億円となりました。

当行の債券運用は、従来より堅実な運営姿勢をとっていますが、当期においても、安易に売却益を計上する

ことなく、利回りや後年度への収益影響を総合的に勘案した慎重な運用を行いました。この結果、当行の債

券ポートフォリオは依然として１００億円程度の含み益を確保しています。

また、外国為替売買益については、前期比３５億円減少し、４４億円となっています。
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特定取引利益

その他業務利益

（単位：億円）●その他業務利益

国際業務部門国内業務部門
１２年３月期１１年３月期１０年３月期１２年３月期１１年３月期１０年３月期

２４２９４５△　４１１０２６９国債等債券関係損益
４４８０７１―――外国為替売買益
６９１０９１１６△　４１１０１６９その他業務利益



（単位：億円）●臨時損益

増減率前期比増減１２年３月期１１年３月期１０年３月期

２０４.９%２,７５７４,１０２１,３４５１,８７０株式等売却益
７９０.３%１,４２７１,６０７１８０１８２株式等売却損（△）
７１４.６%８４７９６５１１８１９６株式等償却（△）
４６.１%４８２１,５２８１,０４５１,４９１株式等関係損益

△ ６４.９%△　３,７６０２,０２７５,７８８４,８９０不良債権処理額（△）
△ １.６%△　　　２△ １７４△ １７１△ ３,４６３その他臨時損益
８６.３%４,２４０△ ６７３△　４,９１３　△　３,４６２臨時損益

（単位：億円）●経費

増減率前期比増減１２年３月期１１年３月期１０年３月期

△　３.５%△　３９１,０８７１,１２７１,１９７人件費
２.１%２７１,２７０１,２４３１,２６８物件費
１６.４%３１２２３１９１２０７うち減価償却費
３.０%７２４８２４０２３５土地建物機械賃借料
２.６%３１３９１３６１３５預金保険料

△　２.２%△　 １５６５９６７４６８９その他
△　２.８%△　 　４１４９１５４１５６税金
△　０.６%△　１６２,５０８２,５２５２,６２２経費

△　　０.１%６１.５%６１.６%６４.４%業務粗利益に対する比率
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経費については、引き続き徹底した経営の効率化を進め、平成１１年度については、前期比１６億円(０.６%)

減少し、２,５０８億円となり、業務粗利益に対する経費の割合は、６１.５%となりました。

内訳では、まず人件費については、期末従業員数（在籍人員ベース）で４４６人減少したことなどにより、前

期比３９億円の減少となりました。物件費については、全行的な削減努力や店舗統廃合の効果は表れている

ものの、リテール業務向けを中心としたシステム関連投資の増強や、これにともなう減価償却費の増加など

により、前期比２７億円増加しました。また、税金については、固定資産税の減少などにより、前期比４億円

の減少となりました。

一般貸倒引当金については、資産の自己査定結果に基づき、正常先債権・要注意先債権に対してそれぞれ

必要額を計上しています。前期において、要注意先債権のうち一部（要管理先債権の保全されていない部分）

に対して１５%の引当を実施したほか、潜在的なリスクの程度に応じてより精緻で合理的な予想損失額に基

づき引当を行うこととし、大幅な積み増しを行いました。これに対し、当期については、予想損失率の若干

の上昇を踏まえ、さらに１６億円を積み増したものです。

経費

一般貸倒引当金

臨時損益



（単位：億円）●不良債権処理額

内　容１２年３月期処理額の内訳
回収不能債権の簿価減額（直接償却）６５６貸出金償却
破綻懸念先の無保全部分への７０％以上引当など５００個別貸倒引当金繰入額
売却済物件にかかる確定損１５８共同債権買取機構への売却損
売却済み物件にかかる確定損に備えた引当２２５債権売却損失引当金繰入額
お取引先への支援に備えた引当６６特定債務者支援引当金繰入額
アジア向け債権に対する積み増し５特定海外債権引当勘定繰入額
延滞債権などの一括売却による最終処理３５延滞債権売却損等
お取引先への支援３８０債権放棄

２,０２７不良債権処理額（臨時損益段階）
１６一般貸倒引当金繰入額

２,０４３不良債権処理額　合計
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臨時損益は、前期における過去最大規模の不良債権処理額が、当期は大幅に縮小したことを主因として、

損失額が前期比４,２４０億円減少して６７３億円の損失となりました。

株式等関係損益については、前期比４８２億円増加して１,５２８億円となりました。このうち、株式等売却益

は、資産再構築の観点から、低収益で不採算な株式の処分を促進したことを含め、前期比２,７５７億円増加の

４,１０２億円を計上しました。株式等売却損は前期比１,４２７億円増加して１,６０７億円を、株式等償却は前期比

８４７億円増加して９６５億円を計上しました。これは、平成１２年度から適用される金融商品会計基準を視野

に、価額下落の著しい株式について、下落の程度に応じた処理を積極的に進めたことが主な内容です。

次に、不良債権処理額については、抜本的な不良債権処理を行った前期に比べ３,７６０億円と大幅に減少

し２,０２７億円となりました。これは、景気回復の緩慢さや総じて地価下落が続いていることなどにともなう、

一部お取引先の業況悪化や担保不動産価値の低下に対する処理を行ったほか、関連会社の業務統合に伴う

処理や、バルクセールなどの最終処理を促進したことによるものです。

このほか、退職金などを含めたその他臨時損益は、損失額が前期比２億円増加して１７４億円の損失となっ

ています。

経常利益・当期純利益

業務純益１,５５４億円から、以上のような臨時損益△６７３億円を差し引き、経常利益は８８０億円と、３期ぶ

りに黒字転換することができました。

特別損益は、前期比３８８億円減少して６３億円の損失となっていますが、これは、不動産の売却益が前期比

減少したことによるものです。

また、前期より税効果会計を適用していますが、平成１１年度においては、繰越欠損金の減少などにともな

い、法人税等調整額を４７９億円計上しています。なお、このうちには、「東京都における銀行業等に対する事業

税の課税標準等の特例に関する条例」が平成１２年３月３０日に可決・成立したため、実効税率を従来の４１.８６%

から３９.９１%に変更したことによる影響額として、１３８億円を含んでいます。

以上の結果、当期利益は３１５億円となりました。
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税効果会計とは、課税所得から算出される法人税などについて、会計上の税引前利益に対応した税金費

用に調整し、より期間損益の実態を反映することにより、財務諸表の有用性を高めようとする会計処理です。

企業会計上の収益費用と、税務上の益金損金とで、認識時点が異なることなどにより生じる差異がある場

合（一時差異など）について、法人税を企業会計の立場から、適切に期間配分し、将来の法人税等を増減する

効果があると認められる金額を、繰延税金資産または繰延税金負債として、貸借対照表に計上することとな

ります。

当行は、税効果会計の適用にあたっては、企業会計審議会「税効果会計に係る会計基準の設定に関する意

見書」や日本公認会計士協会「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い」などを踏まえ、

将来の収益予測などに基づき、その回収可能性を厳密に検証したうえで、繰延税金資産を計上しています。

当期の繰延税金資産は、前期比５１０億円減少して２,８３０億円となっていますが、これは、一時差異等の減

少による回収や、東京都における事業税への外形標準課税導入に伴う実効税率引下げによる減少です。

税効果会計について

（単位：億円）●税効果相当額

１２年３月期１１年３月期
税効果相当額一時差異等税効果相当額一時差異等

２,０４１５,１１６１,９３７４,６２９貸倒引当金損金算入限度超過額
２５５６４０３２５７７７債権売却損失引当金
５３３１,３３６１,０７８２,５７６その他
２,８３０７,０９３３,３４１７,９８３合計

（単位：%）●実効税率

１２年３月期１１年３月期
３９.９１４１.８６実効税率



（単位：億円）●資産 ・ 負債 ・ 資本

増減率　前期比増減
１２年３月期１１年３月期

（平成１１年３月３１日現在）
１０年３月期

（平成１０年３月３１日現在） （平成１２年３月３１日現在）

４４.９%３,６６１１１,８１３８,１５１１４,１２２現金預け金
４４.６%４６７１,５１５１,０４７９５４コールローン

―４４――買入金銭債権
５５.０%１,５５８４,３８９２,８３０１,３４８特定取引資産
１５２.９%１,２６９２,１００８３０２,６００金銭の信託
△　８.３%△　３,３０９３６,１９９３９,５０８３８,８７４有価証券
△　１.４%△　２,９６０２０５,４７４２０８,４３５２０９,６６３貸出金
△　４０.７%△　　４４８６５１１,０９９１,４４４外国為替
３.３%９１２,８０９２,７１７３,９６８その他資産

△　１.０%△　　　４８４,６０６４,６５４５,０７２動産不動産
△　１５.２%△　　５１０２,８３０３,３４１―繰延税金資産
△　８.２%△　１,１３４１２,６２０１３,７５５１４,６２３支払承諾見返

―△　３,９８７△　　３,９８７――貸倒引当金
△　１.８%△　５,３４７２８１,０２６２８６,３７３２９２,６７３資産の部合計
１.１%２,２９６２０１,４６２１９９,１６６２０４,３４０預金
４０.０%５,６７７１９,８７０１４,１９３１７,３５５譲渡性預金

△　４６.２%△ １０,８９２１２,６３８２３,５３０１７,７２９コールマネー
―１５０１５０――売渡手形

７１.４%５００１,２００７００―コマーシャル・ペーパー
１７.４%５９４０３３４３２３２特定取引負債

△　２.６%△　　３０３１１,１０８１１,４１２１２,３０７借用金
△　２１.６%△　　１３４７６０４９外国為替
△ １００.０%△　　３１―３１３１転換社債
７５.７%２,４９３５,７８８３,２９４８,４５２その他負債

△１００.０%△　４,１３１―４,１３１６,６６５貸倒引当金
３.１%７２５２２４４２４１退職給与引当金

△　１７.６%△　　１３７６４０７７７４５１債権売却損失引当金
―６６６６――特定債務者支援引当金

△ １００.０%△　　６０―６０―投資等損失引当金
△　１７.７%△　　　００００特別法上の引当金
△　７.７%△　　７３８７２９４６―再評価に係る繰延税金負債
△　８.２%△　１,１３４１２,６２０１３,７５５１４,６２３支払承諾

――――２,６５３再評価差額金
△　２.０%△　５,５２６２６７,１２２２７２,６４９２８５,１３５負債の部合計
０.０%０６,０５３６,０５２３,３２８資本金
０.６%３６５,８０６５,７６９３,０１６法定準備金

△　０.０%△　　　０１,３１４１,３１４―再評価差額金
２４.３%１４２７２９５８６１,１９２その他の剰余金
１.３%１７９１３,９０４１３,７２４７,５３７資本の部合計
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平成１１年度の財政状態を前期と比較しますと、総資産は５,３４７億円の減少、貸倒引当金の表示方法変更

の影響を除くと、約１,３００億円の減少となっています。内訳では、不良債権のバランスアウトや、海外を主と

した国際業務部門の貸出金の圧縮を進めたうえで、国内業務部門の貸出金の大幅な増加や、非効率株式の

圧縮など、資産の再構築が進展しました。

(注)「銀行法施行規則」の改正により、貸倒引当金の表示方法を負債の部へ計上する方法から、資産から一括控除する方法に、当期より変更しています。

財政状態



（単位：億円）●国内業務部門・国際業務部門別の資産・負債の移動

国際業務部門国内業務部門

前期比増減１２年３月期
（平成１２年３月３１日現在）

前期比増減１２年３月期
（平成１２年３月３１日現在）

３,２６３４,６７８３９７７,１３４現金預け金
△　１４,１０３１１,９８９１１,１４２１９３,４８４貸出金
△　１２,４３２２４,９２７△　　　　８７２５６,５２９資産の部
△　３,３１３１５,１８０５,６１０１８６,２８２預金

２２２６６５,６５５１９,６０４譲渡性預金
△　　　１２６△１０,８７９１２,６３２コールマネー
△　１２,４２３２４,９７６△　　　２７６２４２,５７６負債の部

（注）資産・負債には、円資金の国際業務部門への運用を含ん でいます 。
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平成１１年度末における資産の部の主な内訳をみてみましょう。貸出金は前述のとおり、国際業務部門に

おける減少を主因として、前期比２,９６０億円(１.４%)減少の２０兆５,４７４億円となりました。ただし、当行の

収益の柱となっているリテール部門の貸出金については大幅に増加しています。すなわち、個人・中小企業

向け貸出金は前期比１兆円以上増加し１４兆９,６７７億円となり、国内店貸出金に占める比率は７６.９%となっ

たほか、住宅ローンは前期比４,０５９億円増加し当期末残高は５兆８,３２０億円となりました。

有価証券については、前期比３,３０９億円(８.３%)減少し３兆６,１９９億円となりましたが、このうち、非効率

な持ち合い関係の見直しなどにともなう株式の簿価の減少は１,６９１億円となっています。

貸倒引当金については、前述のとおり当期より資産の部から一括して控除する方式により表示しています

が、このうち、一般貸倒引当金は前期比１６億円増加し１,２７７億円に、個別貸倒引当金は前期比１６０億円減少

し２,６６７億円に、特定海外債権引当勘定は前期同様４３億円になっています。

資産

（単位：億円）●個人 ・中小企業向け貸出金等

国内店貸出金に占める比率残高
１２年３月期１１年３月期１０年３月期１２年３月期１１年３月期１０年３月期

７６.９%７４.８%７６.５%１４９,６７７１３７,４７９１３６,０４３個人 ・中小企業向け貸出金
（注）国内店貸出金は、特別国際金融取引勘定分を含ん でおりません。また、中小企業基本法の改正にともない、１２年３月期の残高及び比率は、改正後の中小企業の範囲

により記載しています 。
　　　　　　　　　　　　         （単位：億円）　　

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
６１,０１５５７,１９６５１,５６７消費者ローン
５８,３２０５４,２６０４８,３２５　うち住宅ローン

（単位：億円）●貸倒引当金

前期比増減１２年３月期１１年３月期１０年３月期

１６１,２７７１,２６１５２８一般貸倒引当金
△ １６０２,６６７２,８２７６,１３６個別貸倒引当金

０４３４３０特定海外債権引当勘定
△　１４４３,９８７４,１３１６,６６５貸倒引当金合計

●貸倒引当金



（単位：億円）●預金の内訳（国内業務部門）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期

７３,１６１６４,１０４６１,５４２流動性預金
１０９,５５２１１２,８６３１０９,６０７定期性預金
３,５６９３,７０４３,２４３その他の預金
１８６,２８２１８０,６７２１７４,３９３預金

（注）流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
　　定期性預金＝定期預金＋定期積金
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続いて負債の部の内訳では、預金は前期比２,２９６億円(１.１%)増加して２０兆１,４６２億円となりました。こ

のうち、国内業務部門の預金は５,６１０億円増加して１８兆６,２８２億円となっています。さらに内訳を細かくみ

ますと、個人預金が前期比３,８２５億円増加しています。法人預金についても流動性預金を中心に増加してい

ますが、これは市場金利が過去最低水準となるなか、待機性の資金が滞留しているものと考えられます。

また、譲渡性預金についても同様に前期比５,６７７億円(４０.０%)増加して、１兆９,８７０億円となっています。

以上のように、預金と譲渡性預金を合わせた資金量は前期比７,９７４億円増加しています。これにともない、

市場からの調達であるコールマネーは、前期比１兆８９２億円(４６.２%)減少して１兆２,６３８億円となりました。

なお、㈱共同債権買取機構向け売却済債権の将来損失見込み額に対する引当である、債権売却損失引当金

については、前期末の残高７７７億円から６４０億円となり、㈱共同債権買取機構向け債権に対する割合は、前期

末の４３.４%から５５.１%へと向上しました。また、投資等損失引当金については全額取り崩したほか、お取引

先に対する今後の支援予定額について特定債務者支援引当金を新設し、６６億円の繰り入れを行いました。

負債

資本の部の期末残高は、前期比１７９億円(１.３%)増加して１兆３,９０４億円となりました。

これは、当期利益の計上により、剰余金が増加したことによるものです。

資本
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（単位：億円）●開示債権額 （当行単体ベース）

金融再生法基準リスク管理債権金融再生法基準リスク管理債権
１２年３月末１２年３月末１１年３月末１１年３月末

破産更生債権１,８６８７３４１,６９９９６７破綻先債権額
危険債権５,０３７６,１１０５,５３４６,６２３延滞債権額

要管理債権１,７３２
８４９

２,０６７
５０５３カ月以上延滞債権額

８８２１,１０４貸出条件緩和債権額
合計８,６３６８,５７６９,３００９,２００合計
貸倒引当金合計３,９８７３,９８７４,１３１４,１３１貸倒引当金合計
同上による引当率４６.１４６.４４４.４４４.９同上による引当率（%）

―４.１７―４.４１貸出金に占める比率（%）
（注）金融再生法基準での開示債務額については、単位未満四捨五入しています 。

●開示基準について
1. 開示基準の推移

開示内容対象債権決算期
　「破綻先債権」「延滞債権」「金利減免等債権」「経営支援先に対する債権」を開示　貸出金平成１０年３月期

以前
　「破綻先債権」「延滞債権」「３カ月以上延滞債権」「貸出条件緩和債権」を「リスク
管理債権」として、上記と併せ、開示（但し、旧基準による）

　貸出金平成１０年３月期

　同上「リスク管理債権」を開示（但し、新基準による）　貸出金平成１１年３月期
以後 　「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律（以下、金融再生法）」に基づき、

「破産更生債権及びこれらに準ず る債権」「危険債権」「要管理債権」「正常債権」
を開示

　貸付有価証券
　貸出金
　外国為替
　未収利息
　仮払金
　支払承諾見返

２. リスク管理債権の定義

未収利息不計 上貸出金のうち、会社更生法、破産法、和議法、商法の会社整理開始、または特別清算
などの法律上の手続きの開始申立のあった債務者、または手形交換所の取引停止処分を受けた債
務者に対する貸出金

破綻先債権

未収利息不計 上貸出金のうち、破綻先債権および金利棚上げ債権を除く貸出金延滞債権
元本また は利息の支払いが、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金３カ月以上延滞債権
債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済
猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金貸出条件緩和債権

開示債権
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不良債権の残高については、その処理の峠を越えたことや、景気回復の兆しもみえていることから、減少

の傾向にあります。

リスク管理債権については、全体で前期比６２４億円減少して８,５７６億円となりました。貸出金全体に占める

割合は０.２４%減少して４.１７%に、貸倒引当金による引当率は１.５%増加して４６.４%となっています。

金融再生法基準の開示債権についても、前期比６６４億円減少して８,６３６億円に、貸倒引当金による引当率

は１.７%増加して４６.１%となりました。

平成１２年３月末における有価証券の含み損益は、上場・非上場合わせて前期比４,３０５億円増加して５,５０４億

円となりました。

これは、株式相場の回復によるところが大きいのですが、株式のグロス含み益・損別にみると、含み益が

前期比２,７８１億円増加しているのに対し、含み損は前期比１,７１４億円減少し、５８３億円となりました。これ

は、金融商品会計基準導入を視野に、潜在的な相場下落リスクを積極的に縮少したことによるものです。

有価証券含み損益

●金融再生法による開示基準

　破産、会社更生、和議等の事由により、経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ず
る債権

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

　債務者が経営破綻の状況には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債
権の元本の回収及び利息の受け取りができない可能性の高い債権

危険債権

要管理債権とは、元金または利息の支払いが３月以上遅延している貸出債権（以下「３月以上延滞
債権」）のうち、上記２項目に該当する債権を除いたものと、経済的困難に陥った債務者の再建また
は支援を図り、当該債権の回収を促進することなどを目的に、債務者に有利な一定の譲歩を与え
る約定条件の改定等を行った貸出債権から上記２項目に該当する債権及び３月以上延滞債権を除
いたものの合計をいいます 。　

要管理債権

　債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記以外に区分される債権正常債権
（注）対象債権は、貸付有価証券、貸出金、外国為替、未収利息、仮払金、支払承諾見返で、債務者ごとに区分します。
　　（但し、要管理債権のみは、貸出金だけを対象とし、貸出金単位）

（単位：億円）●有価証券含み損益

前期比増減１２年３月期１１年３月期１０年３月期

▲　１７４９９２７３３５２債券
４,４９６５,３２９８３３５２３株式
４,４１３５,１２１７０７５１８（うち上場株式）
▲　　１６７４９１１３９その他
４,３０５５,５０４１,１９８１,０１５有価証券
４,３８０５,１９９８１８８５０（うち上場有価証券）
▲　　７５３０４３７９１６４（うち非上場有価証券）
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個人向け業務

ご就職・ご結婚

お客さまから「選ばれる銀行」となるために
リテールマーケットを取り巻く環境は、規制緩和や情報通信技術の進化により歴史的な

転換期を迎え、今や国境、業態そして業界をも超えた、まさに大競争の時代が到来してい

ます。お客さまにとっては､さまざまな金融サービスに対する選択肢が広がっていきます。

あさひ銀行では、お客さまから「選ばれる」銀行となるため、「お客さまの賢い金融行動

をサポートし続けるパートナー」をめざしています。そして、お客さまの人生を豊かにする

パートナーであり続けるために、お客さまとのあらゆる接点における継続的な対話から、

お客さまをより深く知り、お客さまの好みに合ったもっとも使いやすい金融サービスを他

に先駆けて提供することを考えています。お客さまに合わせて、便利でお役に立てる商品

やサービスを提供するとともに、ライフステージにともなって表れる生活のさまざまな

ニーズや相談にお応えしています。これからも、お客さまの生活がより魅力的で喜びのあ

るものになるよう、生涯を通じてサポートし続けていきます。

人生の新たなスタートをサポート

あさひリテール口座は、おサイフがわりにお使いいただく『くらしの通帳』（普通預金・

貯蓄預金）、資産づくりにお使いいただく『ゆとりの通帳』（積立・定期預金）をご用意して

います。一般デザイン、アートデザイン、人気のディックブルーナのキャラクターデザイン

のうち、お好きな通帳・キャッシュカードをお選びいただけます。このほか、「公共料金自

動支払い」『くらしの自動計算サービス』『くらしのお知らせサービス』「給与振込指定」「財

形預金」など、新社会人・新生活のスタートにお役に立てていただけるサービスを用意し

ています。

「毎日のマネーライフ」便利で豊かな暮らしをサポート

当行の普通預金のキャッシュカードには、ショッピングでの支払時にお客さまの口座か

ら代金を引き落としてお店へのお支払いを完了させる、デビットカード機能がついていま

す。さらに、お買い物に便利なように、キャッシュカードとクレジットカードが一枚になっ

た『あさひツーウェイカード』を発行しています。

業務のご案内

毎日の
マネーライフ
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ポイント合計とお取引項目によりさまざまな

特典や優遇が受けられる『あさひポイントバン

ク』では、お取引状況をポイントに換算し、当行

とのお取引を増やしていただいたお客さまに「あり

がとう」の気持ちをポイントにして表しています。また、

他行ＡＴＭご利用手数料のキャッシュバックや住宅ローン新規ご契約時のギフト券プレゼ

ントなど、邦銀初の画期的な特典や優遇がラインアップされています。ご契約者数も１３０

万人を突破いたしました（平成１２年５月１０日現在）。

さらに、海外旅行や海外出張には、外貨をご自宅やお勤め先などのご指定場所まで配

達する『インターネット外貨宅配サービス』が便利です。インターネットでいつでもどこから

でもお申し込みができ、取扱い外貨も３７通貨と豊富で便利なサービスを提供しています。

お子さまの教育資金づくりをサポート

お子さまの教育資金のお借り入れをお考えの方には、『あさひ教育ローン』サービスを

提供しています。ご融資額は無担保で最高３００万円、有担保型では３,０００万円で、学校納

付金のほか、お子さまの生活必需品の購入などにもご利用いただけるものです。

また、無担保型（変動金利）では、お取引状況に応じた金利優遇サービスもあり、一層有

利になっています。

『住宅ローンのあさひ』ならではの多彩なラインアップ

マイホームの新築、購入、増改築をお考えの方に、あさひの『住宅ローン』をご提供し､

お客さまの幅広いニーズにお応えしています。

住宅ローン商品には、『あさひ住宅ローン』『あさひ固定金利特約付住宅ローン』のほか、

『所得補償保険付住宅ローン』『あさひ借換えローン』『あさひ住みかえローン』『あさひ建

てかえローン』があります。また、ご自宅の増改築をされる方には便利な『あさひリフォー

ムローン』をおすすめしています。このローンには、無担保で最高５００万円、さらには当

行とのお取引状況に応じて金利を優遇するサービスがあります。

また、当行では「住宅ローンセンター」を全国９０カ所（平成１２年３月末現在）に設置し、

専門スタッフが、住まいの資金づくりのご相談にお応えしています。さらに土・日曜日に

は、町田と南浦和の住宅ローンセンター、浦和住宅展示場のローン相談コーナーで、ご相

談を承っています。

お子さまの
教育

マイホーム
づくり
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あさひカードローン�
あさひカード（クレジットカード）�

普通預金�
財形預金�
給与振込�

就 職 �

ライフステージ�

�

　 ロ ー ン 商 品 　 �　 預 金 商 品 　 � 各種サービス・パッケージ

あさひアパート・マンションローン�
あさひ固定金利特約付�
アパート・マンションローン�

資 産 の 有 効 活 用 � あさひ個人資産相談センターで�
ご相談�

�あさひ自由金利型定期預金�
あさひ利息分割受取型定期預金�
「お利息Q（クイックリー）」�

定 年 ・ 退 職 � ゆうゆうらいふハンドブック�

�あさひ年金定期「シルバー100」�
あさひ年金積立「ヘルシーライフ」�

年 金 受 給 � 年金相談窓口�
年金ハンドブック�
年金請求パック�

�積立�結 婚 � あさひ公共料金自動支払いサービス�
あさひ自動送金サービス�

あさひ教育ローン�積立�子 供 誕 生 ・ 就 学 � �

�

あさひ住宅ローン�
あさひ固定金利特約付住宅ローン�
所得補償保険付住宅ローン�
あさひ借換えローン�
あさひ住みかえローン�
あさひ建てかえローン�
あさひリフォームローン�

�住 宅 取 得 � あさひ住宅ローンセンターで�
　ご相談�

�

�

　 投 資 信 託 　 �

�

�

�定期預金�
あさひスーパー定期�
あさひ一部解約可能型�
　定期預金「自由さプラス」�
あさひ満期選択型�
　定期預金「満期Ｆ（フリー）」�
貯蓄預金�
あさひ貯蓄預金スーパー�
積立�
外貨預金�
金利優遇型米ドル�
　定期預金「アイドル」�
　あさひマイレージ外貨預金�
　　「スカイデポ」�
国債�

資 産 形 成 � �

�

�

*ライフステージおよび主な商品・サービスは一例として示したものです。�

公
社
債
投
信
・
株
式
投
信�

あさひの積立投資信託�
（定時定額購入サービス）�

あさひの積立投資信託�
（定時定額購入サービス）�

公
社
債
投
信
・
株
式
投
信�

あさひの積立投資信託�
（定時定額購入サービス）�

�

あ
さ
ひ
リ
テ
ー
ル
口
座�

■ ライフステージに応じた主な商品・サービスのイメージ
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資産形成のための幅広いニーズをサポート

お客さまの資産形成プランを応援するため、さまざまな商品をご用意しています。定

期預金は、『あさひスーパー定期』、『あさひスーパー定期３００』、『あさひ自由金利型定期預

金』をはじめ、お客さまのニーズに合わせてご自由にお選びいただけます。６カ月経過後は

いつでも自由にお引き出しでき、お預入期間に応じて最長５年まで金利が６段階にわたっ

てステップアップする『満期Ｆ（フリー）』。据置期間が経過すれば一部解約が可能な『自由

さプラス』。利息を分割してお受け取りいただける『お利息Ｑ（クイックリー）』。市場金利

に応じて金利が変動する『あさひ変動金利定期預金』。金額階層別に金利優遇のある米ド

ル定期預金『アイドル』。利息に加えてＪＡＬマイレージバンクのマイルがたまる外貨預金

『スカイデポ』などです。

また、多少のリスクを取っても好収益を期待したい

お客さまには「投資信託」をおすすめします。あさ

ひの「投資信託」はリスクと収益性に応じ、さま

ざまな商品を取りそろえています。

今後も、さらなる「投資信託」商品を充実させ

てまいります。また、あさひ銀行では「資金運用

セミナー」「投信セミナー」を通じて、資産運用に関す

る知識や情報をお客さまに提供しております。

新しいアクセス・新しい決済手段でスマートなライフスタイルをサポート

お客さまの生活スタイルの進化にともない、当行とお取引いただくことが「賢い選択

（スマート・チョイス）」であると実感していただくため、独自の価値を提供しています。

例えば､銀行の窓口に行かなくても、さまざまな方法で利用できる商品やサービスが

あります。郵送で住所変更や公共料金の自動振替などのお手続きができる「ポストサービ

ス」、電話やインターネットを利用して振込・振替や口座開設ができる「テレフォンバンキ

ング」や、「あさひダイレクト（インターネット・バンキング）」などです。

今後とも、各種携帯電話でのご利用サービスや取り扱い商品の追加など、さらに利便

性を向上させていきます。また、高度情報通信社会、電子商取引の進展のなか、あさひ銀

行では電子マネー実験などに積極的に取り組み、新しい決済サービスの構築を進めてい

ます。

すべての
ライフステージ
に向けて

資産形成



大切な資産の活用をしっかりサポート

個人資産にかかわる問題は複雑かつ高度化しており、資金運用、相続・事業承継、不動

産有効活用の問題など「一人では解決しかねる」とおっしゃるお客さまが増えています。

当行ではこうしたお客さまの声にお応えするため、ご相談の専門窓口として『個人資産相

談センタ－』を設置しています。当センタ－は東京・埼玉・神奈川・千葉・愛知・京都・大

阪・兵庫に合計３０カ所あり、専門知識の豊富なファイナンシャルプランナ－が常駐し、お

客さま本位の立場で最新の情報に基づいたご提案をしています。

ゆとりあるくらしをサポート

退職後のくらしをより充実したものとしていただくために、退職に備えて知っておくと

役に立つ情報や知識をコンパクトに整理した「ゆうゆうらいふハンドブック」や年金の知識

をわかりやすく解説した「年金ハンドブック」を準備しています。また、お客さまの大切な

退職金を安全・有利に運用していただくため、さまざまな運用商品・運用プランをご用意

しています。

充実した毎日をサポート

年金は、退職金とともに退職後のくらしの土台

となる大切な資金ですが、その仕組みは複雑で

よくわからないことが多く、各営業店で開催し

ている「年金相談窓口」のご活用をおすすめし

ています。そこでは、専門の年金コンサルタント

が、皆さまのご相談にわかりやすくお応えしていま

す。また、年金の自動受け取りを当行でご利用のお客さま

には、スーパー定期（１年）の金利に１％上乗せした有利な定期預金「あさひ年金定期『シ

ルバー１００』」・年金のお受け取り月のみの積立を可能とすることで、無理なく計画的に積

み立てできる『あさひ年金積立「ヘルシーライフ」』（電話による無料健康相談の特典があ

ります）をご用意しています。
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シルバーライフ

資産活用

ご退職
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資金のご調達

法人向け業務

企業の成長ステージに応じた的確なサポート
日本の産業構造が大きく変わろうとしているなか、企業に必要な情報やノウハウ、企業

の銀行に対するニーズも加速度的に多様化・高度化しています。

当行では、特に、中堅・中小企業のお客さまの多様なニーズに的確にお応えするため

に、企業の成長サイクルを「創業期」・「成長期」・「飛躍期」という３つのステージに分けて

考え、それぞれのステージに特有なニーズを調査・分析したうえで、お取引先企業のニー

ズに最適な商品・サービス・機能をご提供しています。

また、私ども行員一人ひとりが、それぞれの得意分野でより専門性を高めるとともに、

関連会社を含めたあさひ銀行グループの総合金融機能を活かして、幅広いニーズに対応

するとともに、お客さまの立場に立った情報提供・相談業務など、的確なサポートを行っ

ています。

中堅・中小企業のお客さまに重点を置いたサポート体制

資金のご調達をきめ細かくサポート

当行では、企業の資金ニーズにお応えするため、手形割引・手形貸付・証書貸付・当座

貸越によるご融資をご用意し、商品の改善・充実にも積極的に取り組みつつ、中堅・中小

企業のお客さまのニーズにきめ細かく対応していきます。

例えば長期資金のご調達では、「将来の金利上昇リスクを回避したい」、あるいは「一定

限度内に抑えたい」、といったニーズをおもちのお客さまには最低取扱金額１,０００万円の

国内円長期固定金利貸出金『セーフティプラン〔固定型〕』を、また、「当初の変動金利での

お借り入れを固定金利に切り替えたい」というお客さまには最低取扱金額３,０００万円の

『変動固定切替ローン（随時型）』を、それぞれご用意しています。

短期資金のご調達では、最低取扱金額２,０００万円の固定金利貸出『国内円短期スプレッド

貸出（募集扱）』を、また、当行との融資取引１年以上で年商１０億円以下の中小企業のお客

さまには、融資のお申込受付後４８時間以内（銀行休業日を除く）に審査結果をご回答する

『リテール４８』をご用意し、「速さ」と「簡便さ」により、お客さまがビジネスチャンスを逃さ

ないようサポートしています。
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事業のスタートアップをサポート

飛躍的な成長の可能性を秘めた、いわゆる「ニュービジネス企業群」が、規制緩和、価格

破壊、少子高齢化などの社会構造の変化や、ＩＴ（情報技術）革新、ポスト工業化などによる

産業構造の変化からビジネスチャンスを見出し、数多く誕生しています。

当行では、「あさひ銀１号投資事業組合」「あさひマザーファンド」「あさひ中小企業振興

財団」「ベンチャー財団」などの活用により、高い技術力や独創的な経営ノウハウ、斬新

なアイディアを備えた成長業種・分野の企業の皆さまとのお取引にも重点的に取り組み、

ニュービジネスの創出と成長をご支援し、産業の発展に貢献できるよう努力しています。

事業に必要な情報・ノウハウの提供によるサポート

金融に関するサービスだけでなく、お客さまのあらゆるニーズの実現にお応えしてい

くよう、提案・情報サービスの充実に積極的に取り組んでいます。

経営情報サービス分野では、平成１１年１０月に、お客さま間で情報交換・交流ができる

ビジネス・インフラのご提供を目的として、インターネットを利用した会員制法人クラブ

『あさひコーポレートクラブｅ』を開設し、中小企業向けビジネスポータルとして、コンテ

ンツの充実と会員増強に努めていきます。

ニューエコノミー
への支援

経営情報提供・
相談サービス

●資金調達の多様化（私募債）�
●海外進出�
●事務などの合理化�
●株式公開�

●事業計画書の作成�
●資金調達�

主 な 企 業 ニ ー ズ�

企業成長ステージ�

●株式公開�
●資金調達の多様化（外債など）�
●事務などの合理化�
●提携・M&A

　 　 �　 創 業 期 　 � 　 飛 躍 期 　 　 　 　 �

●テレホンサービス、ファクシミリサービス、テレライン、EB専用端末機、パソコンサービスなど�

●社内キャッシュレスサービス、マネー特急便、消込パック、あさひネット、公共料金事前通知サービ
ス、給太郎、あさひグローバルCMS、あさひトレードブレイン、あさひ自動振分システムなど�

�

�

●私募債の提案�
●海外進出支援�
●営業情報の提供�
●あさひ銀総合研究所によるコンサル
ティング（ISO認証取得など）�

●あさひコーポレートクラブ e�
●株式公開支援など�

●あさひマザーファンド�
●あさひ銀１号投資事業組合�
●ベンチャー財団�
●あさひ銀総合研究所による�
　コンサルティングなど�

各種サービス・提案・
機能など�

●株式公開支援�
●外債などの提案�
●SI提案�
●債権流動化提案�
●顧客相互の交流会�
（サクセスクラブ）など�

�●信用保証協会保証付貸出　　 ●リテール48　　　　　　　                主 な 貸 出 商 品 �

�

�

株式公開�
成 長 期�

株式公開�

●セーフティプラン（固定型）�
●国内円短期スプレッド貸出（募集扱）�
●変動固定切替ローン（随時型）�
●固定金利特約付き一般貸出など�

�

エレクトロニック・�
バンキング�
（EB商品）�

メディア�
商品�

機能�
商品�

■ 企業の成長ステージに応じた主な商品・サービス・機能のイメージ
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さらに当行グループ関連会社とのタイアップにより、多彩な情報提供や各種コンサル

ティングサポートを積極的に実施しています。特に国際規格としての「ＩＳＯ９０００」や「ＩＳＯ

１４０００」シリーズ認証取得については、３００社にのぼる認証取得のお手伝いをさせてい

ただいています。

また、当行独自の情報サービスとして、お客さまの経営課題や多様なニーズにスピー

ディーにお応えし、ご満足いただくため、約１,２００メニューの提案書・レポートをご用意し、

営業活動を進めていきます。

今後もお客さまの発展を最大限にサポートし、幅広い分野で当行をご利用いただける

よう、努力していきます。

経営戦略としてのＭ＆Ａをサポート

オーナー経営者の後継者問題を解決するための手法として、また、企業の不足する経

営資源を獲得したり、リストラするための手法としてＭ＆Ａ（「企業提携」）が広く利用され

ています。

最近では、平成１１年の商法改正により創設された「株式交換」による買収、会社内部の

経営陣がオーナーから会社を買収するＭＢＯ（マネジメント バイ アウト）など、新しい手

法によるＭ＆Ａが新聞紙上を賑わしています。

当行では長年培ったノウハウと各種Ｍ＆Ａ手法を駆使して、案件のご相談からクロージ

ングまでをサポートするとともに、当行の全国に広がるネットワークや、東京商工会議所・

大阪商工会議所のＭ＆Ａ市場などを活用し、お客さまの経営課題実現を支援しています。

資本市場での資金調達をサポート

当行では、お客さまの資本市場からの資金調達ニーズにお応えするために、信用保証

協会保証付を含む私募債をはじめ、国内および海外市場における社債発行に関するアド

バイス、またセキュリタイゼーションの一環として債権流動化などについてのご提案・ご

支援に積極的に取り組んでいます。

企業提携の
ご支援

証券市場での調達・
運用サポート
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株式公開への総合的なサポート

企業の株式公開気運が高まり、新規公開企業数は４年ぶりに増加し、今や株式公開会社

は３,４００社を超えています。また、公開基準の緩和や東証マザーズなど新市場の設立の

影響により、今後も新規公開企業数のさらなる増加が予想されています。

株式公開は未公開企業にとって、経営政策上の大きな課題の１つであり、その公開目的

は資本市場からの資金調達だけでなく、知名度の向上、事業承継対策に至るまで多岐に

わたっており、公開希望企業もいわゆるオーナー企業をはじめ、上場会社の子会社から設

立直後のベンチャー企業にまで幅広い層に広がってきています。

当行では、新市場への株式公開をめざす急成長ベンチャー企業向けに、新たな投資事

業組合として「あさひマザーファンド」を設立する一方で、国内だけではなく、米国ＮＡＳ

ＤＡＱへの株式公開ニーズにも対応するために、ＣＩＢＣワールドマーケッツとの間で協力

関係を結びました。さらに、MBOファンドへの出資を行い、急速な普及が予想されるMBO

市場に参入するなど、株式公開に関するさまざまなニーズに対応しています。

これからも当行は、公開準備の初期段階から当行関連会社の「あさひ銀事業投資㈱」、

「㈱あさひ銀総合研究所」とともに、公開目的に沿って、全面的に支援していきます。

株式公開支援

■ 新規上場および新規店頭登録企業に占める当行取引先数の推移
（単位：会社数）

新規上場および新規店頭登録企業 当行お取引先

平成7年 平成8年 平成9年 平成10年 平成11年

204

50 47

31 30
40

193

172

117

160
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地方公共団体向け業務

地元をもつ都市銀行として

当行は、埼玉県をはじめ、１０４の地方公共団体の指定金融機関になっています。そして、

地元をもつ都市銀行として、地方公共団体との取引を重要な分野と考え、ニーズに的確

に対応するとともに、当行のもつあらゆる銀行機能を提供して積極的に協力しています。

また、長年にわたる地方公共団体の指定金融機関としてのおつきあいから、地域住民

の皆さまの利便性向上、地方公共団体の事務の効率化へのお手伝いに積極的に取り組ん

でいます。その一環として、全国で初めて税金・公共料金の納付ができるATMを開発し、

設置しました。取扱時間は午後６時までと、お勤め帰りの方も利用しやすくなっています。

地域住民の皆さまの利便性向上に役立つよう、これからも順次設置を拡大していく予定

です。

事業化が相次ぐ埼玉県の大型プロジェクト

埼玉県では、２１世紀に向けた大型プロジェクトが数多く進行しています。主なものだ

けでも、３万７千人収容の多目的スタジアムである「さいたまスーパーアリーナ」、国の

１８機関を中心に本年５月に街びらきした「さいたま新都心」整備事業、２００２年ワールド

カップの会場となる「埼玉スタジアム２００２」の建設、埼玉高速鉄道線（地下鉄７号線）や首都

圏中央連絡自動車道の整備があります。当行では、これら地元のさまざまな地域開発プロ

ジェクトの事業化に積極的に協力しています。

また、民間からの資金調達を基本とした社会資本整備の手法として注目されるPFI

（ＰｒｉｖａｔｅＦｉｎａｎｃｅＩｎｉｔｉａｔｉｖｅ）への取り組みをはじめ、効率的な社会資本整備の促進への

協力に努めています。

指定金融機関の
経験を活用

大型プロジェクト
への積極的な参画
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海外向け業務

お客さまのグローバルな事業展開をサポート

当行は海外の主要な金融市場で業務を展開しており、現地日系企業のお客さまを対象

に各地で高度で広範なサービスを提供しています。

特に多くのお客さまが進出しているアジア地域では、香港、シンガポール、上海などの

各支店とその他の拠点などを通じて、現地でのさまざまな金融サービスと情報を提供し

ています。

当行では、本社ならびに海外子会社のパソコンで、お客さまが当行の海外支店におも

ちの口座の管理ができる最新型エレクトロニック・バンキング・システム『あさひグローバ

ルＣＭＳ』の取り扱いを開始し、好評を博しています。国内外に事業展開するお客さまが

資金を一元管理できることで、資金の効率化、コストの消滅およびリスク管理強化への

ニーズに対応できる商品です。ネッティングサービス機能も追加され、機能面でも充実し

たものとなっています。

また、中堅・中小企業のお客さまの貿易業務を支援するＥＢサービス『あさひトレードブ

レイン』は、従来のデータ伝送サービスに、貿易業務処理機能を大幅に付加した高い機能

を有する為替エレクトロニック・バンキング・サービスとして、取り扱い開始以来、お客さ

まより幅広いご支持をいただいています。

加えて、海外関連のビジネスをされているお客さまへの情報提供の一環として海外情

報セミナーを実施しています。昨年度は「アジア経済の新時代」や「関西経済とアジアの

経済動向」などのタイムリーなテーマについてセミナーを開催し、たいへん好評でした。

今後も、お客さまのニーズに合った情報の提供、アドバイスなど、総合的なご支援を通

じて皆さまのお役に立てるよう努めていきます。

海外事業支援
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各種金融関連サービスのご提供
ビジネスや生活を取り巻く環境がめまぐるしく変化するなか、当行およびグループ各社

はより専門性の高い金融関連サービスの提供を通じて、お客さまの多様なニーズに的確

にお応えしたいと考えています。

とりわけ、株式公開をめざす成長企業への各種サポート、ＩＳＯの取得など企業経営に

関するコンサルティングや、不動産の有効活用手段としての土地信託、投資信託をはじめ

とする豊富な資産運用商品など、グループ一体となってきめ細かいサービスを提供して

います。

信　託
あさひ信託銀行（株）

アセットマネジメント
あさひ東京投信（株）

ベンチャーキャピタル
あさひ銀事業投資（株）

クレジットカード
あさひカード（株）

コンサルティング
（株）あさひ銀総合研究所

情報処理サービス
あさひ銀総合システム（株）

ファクタリング
あさひ銀ファイナンス

サービス（株）

ファイナンス
あさひ銀

リテールファイナンス（株）

抵当証券
共同抵当証券（株）

信用保証
あさひ銀保証（株）

リース
昭和リース（株）

あさひ銀リース（株）

あさひ銀行
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「緑のトラスト運動」を支援

埼玉県では、優れた自然や貴重な歴史的環境を、県民が力を合わせて保全していこう

という「緑のトラスト運動」を推進しています。幅広く募った寄付をもとに土地や建物を

取得し、自然や歴史的環境を県民の共有財産として残していく運動で、当行は埼玉県の指

定金融機関として、この運動への参加を広く各方面に呼びかけています。そして、運動推

進のために設置されている「さいたま緑のトラスト基金」への寄付や、平成１１年８月から

取り扱いを開始した「さいたま緑のトラストカード」による利用額の０.５％相当の同基金

への寄付を通じて、「彩の国さいたま」のふるさとづくりを応援しています。

全国盲・ろう・養護学校文化祭の後援

平成１１年１１月２９日から１２月４日まで、ならびに平成１２年１月２４日から１月２９日まで

の２回にわたり、東京の国立教育会館において第６回全国盲・ろう・養護学校文化祭が開

催されました。

この文化祭は、盲・ろう・養護学校児童・生徒のクラブ活動および日常学習の成果であ

る作品の展示・発表を通じて、芸術・創造活動の充実向上を図ることを目的に、平成６年

から毎年開催されているものです。

当行では、第１回文化祭から優秀作品に対して「あさひ銀行賞」を贈呈し、文化活動へ

の後援を行っています。

天然ガス車の導入

当行では環境問題対策の一環として、天然ガス車を営業用車両として３台導入しまし

た。この天然ガス車は、一酸化炭素・炭化水素・窒素酸化物などの排出ガスがガソリン車

に比べ大幅に削減されるため、「環境にやさしい車」として注目を集めています。今後も順

次導入を拡大し、環境問題の改善に寄与していきたいと考えています。

社会貢献活動
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点字併用カレンダー

当行では、目の不自由な方にもご利用いただける点字カレンダーを作成し、国内営業

店全店の店頭で配布したほか、「社会福祉法人日本盲人会連合」に加盟する約６０の団体な

どに寄贈しました。

この活動は､平成１２年用をもって１７年目を迎えましたが、今後も社会貢献活動の一環

として、制作を継続していきたいと考えています。

財団法人あさひ中小企業振興財団の活動

財団法人あさひ中小企業振興財団は、中小企業の皆さまの技術振興と経営の高度化に

寄与するさまざまな事業を行っています。

日刊工業新聞社と共催している「中小企業優秀新技術・新製品賞」は第１２回を迎えまし

た。今回、４４４件という多数の応募をいただき、技術製品・ソフトウェアの両部門におい

て３５件を表彰しました。さらに､見本市「テクノピア’９９東京」への出展事業、さらに、経営

講演会や地域ごとの技術懇親会の開催なども行いました。

財団法人あさひ埼玉産業協力センターの活動

あさひ埼玉産業協力センターでは、主として埼玉県内の中堅・中小企業の皆さまに経営

上の各種サービスを提供し、産業・経済の発展に寄与することを目的としています。１７回

目を迎えた平成１１年度の「経営者セミナー」では「２１世紀を展望する中堅・中小企業の経

営戦略」をメインテーマとして、各界一流の講師の方々による講演会を開催しました。

また、定期的な調査活動として、企業経営や設備投資の動向調査などを行い、調査結果

を新聞紙上に発表するとともに、企業経営者の方々へも配布しています。
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「住まいの計画応援サイト」の開設

平成１２年６月より、インターネット上に『住まいの計画応援サイト』を開設しました。

『住まいの計画応援サイト』は、「マイホームを買いたい」「住宅ローンの借り換えを考えたい」など、「住宅」に関し

てご検討されるお客さまに対して真にお役に立つ情報を総合的に提供することを基本コンセプトとしています。

このサイトでは、物件選び・現地見学・購入手続き・入居の際の注意点など、当行が蓄積してきたマイホーム取

得に関するさまざまな情報やノウハウを個々のお客さまのニーズに合わせて、インターネットのＯｎｅｔｏ Ｏｎｅコ

ミュニケーションを活用してご提供します。また、資金計画に関する各種シミュレーション、不動産物件を探すため

のリンク集、住宅ローンのお借り入れに関するご相談サービスなど、あらゆる角度からお客さまの「住宅」に関する

サポートを行っています。

「住まいの計画応援サイト」のホームページアドレス
ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ａｓａｈｉｂａｎｋ.ｃｏ.ｊｐ/house/

第１４回全日本ＤＭ大賞「金融・保険・不動産部門」で銅賞

金融基礎研究所と個人事業第一部が共同で企画・実施した、ビギンキャンペーン・フォローアップＤＭ「新春お年

玉付きお金講座ＤＭ“お正月初もうけ”」が、郵政省および（社）日本ダイレクトメール協会主催の第１４回全日本Ｄ

Ｍ大賞の「金融・保険・不動産部門」において銅賞に入賞しました。

同大賞は全国のさまざまな企業、団体から応募があった４,６０８作品のうち、企画力に優れ、効果的なアピール力

と創意工夫がみられる優秀な作品に対し贈られる賞です。このＤＭは、前年春に給与振込口座を開設した新社会

人へのフォローアップＤＭの第一弾で、お正月を機にお金とのつきあい方を考えていただこうと、「いろはかるた」形

式で当行のサービスを紹介し、特典を用意してクレジットカード入会などを呼びかけたものです。

金融基礎研究所および個人事業第一部は、お客さまに対するリサーチやデータ分析を基本としたデータベース・

マーケティングにより、「どのような顧客に、どのような方法・タイミングで、どういった商品・サービスを提供する

か」を重視した効果的かつ効率的なマーケティング手法に取り組んでいます。今回のＤＭの企画・実施も、その試み

の一環です。

「デビットカードサービス」の取り扱い開始

平成１２年３月６日から、「デビットカードサービス」の取り扱いを開始しました。

「デビットカードサービス」は、百貨店や家電量販店でのお買い物のときなどに、現金ではなくお手持ちのキャッ

シュカードでその場で代金の決済ができるサービスで、当行を含む６１７の金融機関発行のキャッシュカードがその

サービスの対象となります（平成１２年３月６日現在）。

本サービスはお客さまの決済手段の多様化を目的としたもので、しかも、お申し込み手続きが不要でかつ手数

料も無料であるため、新たなキャッシュレス決済サービスとしての普及が見込まれます。

当行は、お客さまにとってさらに便利なサービスとするため、「デビットカードサービス」の利用可能加盟店の拡大

に積極的に取り組んでいます。
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住宅ローンの機能がさらに充実

当行では、「住宅のあさひ」として社会からご評価いただくために、お客さまの利便性を高める商品・サービスの

提供を行っています。

平成１１年６月には『あさひ住みかえローン』の、平成１２年５月には『あさひ借換えローン』の利用条件をそれぞれ

変更しました。『あさひ住みかえローン』については、既存住宅ローンの借入後経過年数の条件を、５年以上から３年

以上に引き下げたもので、『あさひ借換えローン』については、いわゆる「担保割れ」となる金額の上限を最大１,０００

万円以内から最大２,５００万円まで拡大しました。これにより、さらに多くのお客さまにご利用いただけるようになりま

した。

さらに平成１２年４月より、介護保険制度の実施に合わせ、「痴呆性高齢者グループホーム」を建築されるお客さま

の専用商品として『あさひグループホームローン』の取り扱いを開始しました。

住まいの資金づくりに関するお客さまのご相談専門窓口「住宅ローンセンター」については、平成１１年度に３２カ

所を増設し、平成１２年３月末現在、全国銀行で最多の９０カ所となっています。

また、平成１１年９月より、お客さまの利便性の飛躍的向上を狙いとして、相談窓口そのものが移動する、特殊装

備の大型バスを使った『住宅ローン移動相談コーナー』を導入しました。

個人資産相談センタ－を３０カ所に拡大

個人資産相談センターは、お客さまの資産に関するさまざまな相談にお応えする専門窓口として、平成２年から

順次拡大してきました。近年、お客さまのご相談件数が大きく増加してきたことから、平成１１年度には新たに１６セ

ンターを開設、全体で３０センター体制となりました。これにより、今まで以上にお客さまの身近な場所で、お気軽

に相談できるようになりました。

個人資産相談センターでは、ファイナンシャルプランナーなどの専門スタッフが常駐し、資金運用・相続・不動産

の有効活用・ライフプランをはじめとしたお客さまのさまざまなご相談をじっくりとお伺いし、ご提案を行っていま

す。各センターには最新の相談システムがあり、お客さまの必要な情報をタイムリーにご提供することが可能です。

個人資産相談センターは、お客さまの夢や希望を実現するためにお役立ていただけるコーナーです。

『あさひツーウェイカード』の取り扱い開始

平成１２年３月１５日より、個人のお客さま向けに、普通預金のキャッシュカードとあさひカード株式会社の発行す

るクレジットカードが１枚になった、『あさひツーウェイカード』の取り扱いを開始しました。

ＶＩＳＡ・ＵＣ・ＪＣＢと豊富な提携ブランドを取りそろえ、カードデザインもスタンダードデザインのほか、ご好評

いただいているミッフィーのイラストデザインもご用意しています。

平成１１年３月から全国的に取り扱いの始まった“デビットカード”としてもご利用いただけることから、お客さま

のライフスタイルに合った多様な決済のお取引にお応えする、たいへん便利なカードになっています。

さらに、『あさひツーウェイカード』をお持ちのお客さまには、普通預金に年間３００万円までのキャッシュカード盗

難保険を付保し、クレジットカード盗難保険と合わせて万一の際の安全にも配慮しています。
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マイルがたまる外貨預金の取り扱いを開始

平成１１年１０月１日より、日本航空株式会社と提携して「あさひマイレージ外貨預金『スカイデポ』」の取り扱いを

開始しました。

『スカイデポ』は、お預け入れいただくと、外貨預金の金額・期間に応じて、利息に加えて、「ＪＡＬマイレージバン

ク(ＪＭＢ)」の「マイル」がたまる新型米ドル定期預金です。お預け入れは２千米ドルから１００万米ドルまで「マイル」

が積算され、預金が増えれば「マイル」もどんどんたまります。

「マイル」は、３カ月ごとに自動的にＪＭＢ会員口座に積算されます。従来型の「マイル」獲得方法が、飛行機の搭

乗やショッピングによる「行動型・消費型」であるのに対し、『スカイデポ』は、預金が貯まると「マイル」も自然にた

まる新しい型（「貯蓄型」）の「マイレージサービス」です。

外貨定期預金金利でしっかり外貨建資産を増やしながら、お楽しみの「マイル」がついてくる『スカイデポ』は、海

外旅行やビジネスで飛行機をよく利用されるお客さま向けのサービスとしてたいへんご好評をいただいています。

「あさひコーポレートクラブｅ」

平成１１年１０月より、取引先企業の成長をバックアップすることをコンセプトに、インターネット版会員制法人ク

ラブ「あさひコーポレートクラブｅ（以下、クラブｅ）」を他行に先駆けて開設しました。クラブｅは、インターネット

の双方向性を利用して、クラブｅに各種情報の受・発信基地的な役割をもたせ、効果の高い情報サービスを展開し

ています。

クラブｅのコンテンツには、次のような特徴があります。

第１に、会員企業間の交流の場を提供します。会員間の営業情報・人的交流を主な目的に、「ビジネス広場」「会員

ホームページ検索」「オフビジネス」を提供しています。

第２に、「あさひマーケットフラッシュ」「資本市場ニュース」「経営基礎講座」「ニュースマーケット」「信用情報」「経

費購買支援」「ヘルスケア」など有益な経営・営業情報を提供しています。

当行では、充実したコンテンツを会員企業とともに作りあげ、クラブｅを取引先の「経営情報のポータルサイト」

として早期に会員１万社にまで拡大したいと考えています（平成１２年５月末 会員数約２,５００社）。

中堅・中小企業のお客さま向けの新たな融資商品

当行は、中堅・中小企業のお客さまの多様な資金調達ニーズに対して柔軟にお応えするため、既存商品の改良や

新たな融資商品の開発に鋭意取り組んでいます。

平成１１年９月には、固定金利期間を当初の一定期間に限定した商品『固定金利特約付き一般貸出』に、元利均等

による返済方法を追加するなどの条件拡充を行いました（ご融資金額１億円以上）。この商品は、「事業計画に合わ

せて固定金利期間を設定できる」などの柔軟性があることに加え、低金利のメリットをお客さまに還元できる時期

に商品内容の拡充を行い、従来以上に多くのお客さまにご利用いただけるようになりました。

また、平成１２年３月には、『変動固定切替ローン（随時型）』の取り扱いを開始しました（ご融資金額３千万円以

上）。この商品のお借入金利は変動金利ですが、お申し出があれば、固定金利へ切り替えることが可能です。
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中小企業向け小口融資商品『リテール４８』の販売開始

当行では、法人顧客セグメントごとの取り組みを強化するため、中小企業のお客さまに対応した新事業システム

の構築を進めており、システム構築の一環として「専用融資商品」の開発を行っています。

第一弾として、当行とお取引をいただいているお客さま向け商品『リテール４８』の全店での取り扱いを平成１２年

４月２４日から開始しました。

当商品は、運転資金などの短期事業性資金の調達ニーズに対して、お申し込みから４８時間以内（銀行営業日

ベース）に審査結果を回答する「迅速さ」と、必要書類の「簡便さ」をあわせもち、お客さまのビジネスチャンスにタ

イムリーに、さらにリーズナブルな条件でご利用いただける商品です。

入金消込サービス『消込革命』取り扱い開始

平成１２年２月７日から、法人のお客さまの入金消込業務効率化に役立つ商品『消込革命』の取り扱いを開始しま

した。

この商品は、当行の振込入金専用支店に開設した振込専用口座を利用することにより、振込依頼人を口座番号

で特定できる仕組みです。この商品を利用することにより、振込依頼人の特定が容易になり、法人のお客さまの入

金消込業務が効率化されます。大量に振込入金がある企業にとって、入金消込作業の効率化は最大の懸案事項と

なっていましたので、ご契約いただいた法人のお客さまから、大変ご好評をいただいています。

経理事務効率化のお役に立つ『あさひ自動振分システム』

『あさひ自動振分システム』は、振込先の銀行ごとに振込データを作成（振り分け）する機能や、複数の振込デー

タを一括して銀行へ伝送する機能などがある企業向けシステムで、これまでの「Ｗｉｎｄｏｗｓ版パソコンサービス用

ソフト」を改良したものです。企業の会計システムとも連動し、経理事務の大幅な効率化が実現とご好評をいただ

いています。

本システムは、支社や営業所などで行っていた仕入代金や経費などの支払業務を本社へ集中させる経理事務効

率化に対応した商品で、営業所や店舗など出先機関が多い企業にご活用いただけます。

「あさひマザーファンド」を設立

平成１２年１月、東証マザーズおよびナスダック・ジャパンなどの新市場への株式公開をめざす急成長ベンチャー

企業向けに、新たな投資事業組合として「あさひマザーファンド」を設立しました。

投資事業組合はこれまで、主に中長期的に公開を指向するお取引先を対象としていました。今回新設した「あさ

ひマザーファンド」は、新市場への公開をめざす成長企業（特にIT・インターネット関連のベンチャー企業）を主な

対象先とし、当行とのお取引がない先についても投資を行うなど、新たなコンセプトのもとに運営を行っています。

今後も、あさひ銀事業投資やあさひ銀総合研究所とともに、企業の株式公開ニーズに積極的に応えるため、長い

目で技術や発想のある会社を応援していきます。
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上海支店での現地通貨（人民元）取扱認可

平成１２年３月、当行は中国当局より現地通貨（人民元）取扱業務に関する認可を取得し、これにともなって上海

支店を移転しました。

上海は中国における物流・生産・金融の中心地であり、これまでも同地に進出するお客さまからの人民元に対す

るニーズは高いものがありました。このたび、中国当局から人民元取扱いに関する認可を取得したことにより、上

海支店での人民元による預金・融資・外為・保証業務が可能となり、中国に進出しているお客さまのニーズにより

幅広くお応えできるようになりました。

中国のＷＴＯ加盟をにらみ、同地におけるビジネスチャンスはこれまで以上に拡大すると予想されます。当行は、

業務範囲の拡大する上海支店と北京駐在員事務所の連携で、お客さまの中国におけるビジネスを力強くサポート

していきます。

現在、上海支店では人民元業務開始に向けての準備を進めており、近く人民元の取り扱いを開始する見込み

です。

『はやさ』の追求に向けた取り組み

意思決定の『はやさ』を実現するため、インフラ整備の一環として行内の稟議制度を電子化しました。これは、従

来、書類で回付されていた稟議書をワークフロー・システムで自動化し、本部内での一人１台配備されたパソコン

上で、協議・決裁される仕組みを導入したものです。平成１２年４月には、当行の最高意思決定機関である経営会議

宛ての稟議書（書面提出のもの）、営業店から提出される本部宛ての稟議書について電子化が完了しました。その

結果、稟議の起案から決裁までの期間を従来の半分以下に短縮するなど、意思決定の『はやさ』が実現しました。こ

れには、ペーパーレス化や、案件のデータベース化による情報の共有による業務の質的向上を図る狙いもありま

す。当行では、引き続き『はやさ』を実現するＩＴの活用に努めていきます。

新店舗の開設

平成１１年７月以降、「さいたま新都心支店」、「振込集中第一支店」および「東川口支店」を開設しました。「さいたま

新都心支店」は、官民複合都市として今後大きな発展が期待される「さいたま新都心」において民間企業のトップを

きって開設したものであり、同地区に移転および新設された１８政府機関すべての国庫金出納事務などを取り扱う

日銀代理店となっています。

平成１２年６月末時点での国内有人拠点（振込集中第一支店を含む）は、３２６本支店、２５出張所、２代理店の計３５３

拠点となっており、また、無人店舗（店舗外現金自動設備）を６０８カ所に設置しています。
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●連結貸借対照表 ������������������������������������������������ （単位：百万円）

１２年３月期
（平成１２年３月３１日現在）

１１年３月期
（平成１１年３月３１日現在）

１０年３月期
（平成１０年３月３１日現在）

１,１８７,７６９８３３,０８５現金預け金１,４２３,２７５現金預け金資産の部
１５３,５６３１０５,９５６コールローン及び買入手形１０３,７４２コールローン及び買入手形
４２９―買入金銭債権―買入金銭債権

４３８,９６２２８３,０８８特定取引資産１５３,６５２特定取引資産
２１０,０００８３,３１６金銭の信託２６０,０３４金銭の信託
３,６３９,１１２３,９１４,００８有価証券※ １、６３,８３８,４２４有価証券
２０,５８１,７３４２０,８０６,６８３貸出金※ ２、３、４、５、６２０,９９９,３７５貸出金
６５,１４１１０９,９３２外国為替１４４,４５５外国為替
４１９,８２０４０８,１３１その他資産※ ６４４７,７２１その他資産
４７８,３４２４８０,８８８動産不動産※ ７、８５０８,９７３動産不動産

２０９,２７３繰延税金
３０３,６５７３３６,１９８繰延税金資産
８,１９２―連結調整勘定

１,７６０,１９２１,９３４,９０３支払承諾見返１,０８７,６７９支払承諾見返
△４５８,７８６―貸倒引当金
２８,７８８,１３１２９,２９６,１９２資産の部合計２９,１７６,６１０資産の部合計
１９,９２１,４６５１９,７９３,９０６預金※ ６２０,４３７,８１８預金負債の部
１,９７６,０９１１,４１６,９４４譲渡性預金１,７３３,５３５譲渡性預金
１,２７８,８３６２,３５３,０９５コールマネー及び売渡手形※ ６１,７７２,９８８コールマネー及び売渡手形
１２０,０００７０,０００コマーシャル・ペーパー
４０,３１０３４,３３２特定取引負債３６,２１３特定取引負債
８２３,４５８８００,９４４借用金※ ６、９８７９,３６０借用金
４,７７５６,０６８外国為替５,０３９外国為替

３７０,６１５３７２,０５５社債※１０３７３,２１０社債
―３,１２７転換社債３,１２７転換社債

９１０,４９０５０３,９４１その他負債※ ６８８３,６１７その他負債
―４２８,０３０貸倒引当金６６７,１９４貸倒引当金

２７,２２４２５,６９８退職給与引当金２４,１８９退職給与引当金
６４,０７３７７,７８０債権売却損失引当金４５,１５６債権売却損失引当金
６,６０３―特定債務者支援引当金
０２特別法上の引当金１特別法上の引当金

８７,２７２９４,６５４再評価に係る繰延税金負債※ ７
―４１４連結調整勘定

４２少数株主持分
１,７６０,１９２１,９３４,９０３支払承諾１,０８７,６７９支払承諾

２６５,３５５再評価差額金
２７,３９１,４０９２７,９１５,９０１負債の部合計２８,２１４,５３１負債の部合計

少数株主持分
８,６１７９,９６５少数株主持分

６０５,３５６６０５,２８７資本金３３２,８４５資本金資本の部
５０９,４８６５０９,４１６資本準備金２３６,９７５資本準備金

６４,６８６利益準備金
３２７,５７６その他の剰余金

１３１,４００１３１,４６６再評価差額金※ ７　
１４１,８８６１２４,１８３連結剰余金
１,３８８,１３０１,３７０,３５４　　計９６２,０８４　　計

９１２自己株式４自己株式
１６１６子会社の所有する親会社株式　

１,３８８,１０４１,３７０,３２５資本の部合計９６２,０７９資本の部合計

２８,７８８,１３１２９,２９６,１９２負債、少数株主持分及び
資本の部合計２９,１７６,６１０負債及び資本の部合計

連結情報

　連結貸借対照表、 連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき監
査法人の監査証明を受けてお り ます 。 また、 銀行法第２１条第１項後段の規定により公衆の縦覧に供する書類については、株式会社の監査等に関する
商法の特例に関する法律 （昭和４９年法律第２２号）による会計監査人の監査を受 けております 。
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●連結損益計算書 ������������������������������������������������ （単位：百万円）

１２年３月期
（平成 １１ 年 ４ 月 １ 日から １２ 年 ３ 月 ３１ 日まで）

１１年３月期
（平成 １０ 年 ４ 月 １ 日から １１ 年 ３ 月 ３１ 日まで）

１０年３月期
（平成 ９ 年 ４ 月 １ 日から １０ 年 ３ 月 ３１ 日まで）

１,１６０,２６５９５０,４８７経常収益１,０２３,１５５経常収益
５８９,１４８６５５,７０５資金運用収益７３６,１９５資金運用収益
４５８,６８８５０６,５６０貸出金利息５３１,４１７貸出金利息
５６,１３６６４,６７２有価証券利息配当金７６,６８７有価証券利息配当金
６９０１,８２３コールローン利息及び買入手形利息６,１１８コールローン利息及び買入手形利息

１２,８５９２６,９５９預け金利息６８,２７４預け金利息
６０,７７４５５,６８９その他の受入利息５３,６９６その他の受入利息
８６,４５３７５,２４９役務取引等収益５９,８２３役務取引等収益
１,７８７３,６８９特定取引収益１,４３６特定取引収益
２４,２０７４８,５２４その他業務収益３０,４５０その他業務収益
４５８,６６８１６７,３１８その他経常収益※１１９５,２４９その他経常収益
１,０６６,２１４１,３６２,５２８経常費用１,２１１,７６０経常費用
２０８,４９０２９６,０１０資金調達費用３８２,２１５資金調達費用
７４,０００１４９,４８５預金利息２１９,９３０預金利息
３,７４８１２,２８４譲渡性預金利息２３,２４７譲渡性預金利息
２,４９０１５,０２４コールマネー利息及び売渡手形利息１８,０９５コールマネー利息及び売渡手形利息
４７７２５３コマーシャル・ペーパー利息

２０,４５６２１,６２２借用金利息１５,４３９借用金利息
１０,５３０１１,０１８社債利息８,５８１社債利息
２９５０転換社債利息４９転換社債利息

９６,７５７８６,２７０その他の支払利息９６,８７１その他の支払利息
２１,１１７１８,９０３役務取引等費用２２,０３１役務取引等費用

３１２特定取引費用２１０特定取引費用
２３,８５７２９,９７８その他業務費用１１,６９３その他業務費用
２７５,４３７２８１,７９３営業経費２７５,０２６営業経費
５３７,３０８７３５,８３１その他経常費用５２０,５８３その他経常費用
３２,１２１２２５,４８１貸倒引当金繰入額２９１,２２５貸倒引当金繰入額
５０５,１８７５１０,３４９その他の経常費用※２２２９,３５７その他の経常費用
９４,０５１△４１２,０４０経常利益（△は経常損失）△１８８,６０５経常利益（△は経常損失）
４８９３６,９５４特別利益１３,３０９特別利益
２２１３５,３８１動産不動産処分益２,９７９動産不動産処分益
２６４２６６償却債権取立益１９償却債権取立益
４１,３０６その他の特別利益４,５１６国債価格変動引当金取崩額

５,７９３商品有価証券売買損失等引当金取崩額
０金融先物取引責任準備金取崩額
０証券取引責任準備金取崩額

１６,０１１３,２１３特別損失３,６５３特別損失
１５,９５７３,２１２動産不動産処分損３,６５３動産不動産処分損

―０証券取引責任準備金繰入額
５３―その他の特別損失

７８,５２９△３７８,２９９税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失）△１７８,９５０税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失）
１８,０６９  ３,５４２法人税、住民税及び事業税  ４,１３４法人税及び住民税
２９,４６２△１２４,７５０法人税等調整額△７７,１２６法人税等調整額
４０７  　３,０２６少数株主損失

△ ０少数株主損益
３１,４０４△２５４,０６５当期純利益（△は当期純損失）△１０５,９５７当期純利益（△は当期純損失）

●連結剰余金計算書 ����������������������������������������������� （単位：百万円）

１２年３月期
（平成 １１ 年 ４ 月 １ 日から １２ 年 ３ 月 ３１ 日まで）

１１年３月期
（平成 １０ 年 ４ 月 １ 日から １１ 年 ３ 月 ３１ 日まで）

１０年３月期
（平成 ９ 年 ４ 月 １ 日から １０ 年 ３ 月 ３１ 日まで）

１２４,１８３３９２,２６２連結剰余金期首残高４５３,３５１その他の剰余金期首残高
―３２７,５７６その他の剰余金期首残高
―６４,６８６利益準備金期首残高

４,３２９１,７５４連結剰余金増加高
４,３２９―再評価差額金取崩に伴う剰余金増加高
―１,７５４連結子会社の範囲拡大に伴う剰余金増加高

１８,０３１１５,７６７連結剰余金減少高１９,８１７その他の剰余金減少高
１７,９９６１４,４２６配当金１６,５１１配当金
３５―連結範囲変更に伴う剰余金減少高３,３０６利益準備金繰入額
―１,３４１持分法適用会社の範囲拡大に伴う剰余金減少高

３１,４０４　　　△２５４,０６５当期純利益（△は当期純損失）△１０５,９５７当期純利益（△は当期純損失）
１４１,８８６１２４,１８３連結剰余金期末残高３２７,５７６その他の剰余金期末残高



●連結キャッシュ・フロー計算書����������������������� （単位：百万円）

１２年３月期
（平成 １１ 年 ４ 月 １ 日から １２ 年 ３ 月 ３１ 日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー�

７８,５２９税金等調整前当期純利益
２３,１７９減価償却費
６,５５５連結調整勘定償却額
３８５持分法による投資損益（△）

△１８,２０１貸倒引当金の増加額
△１３,７０６債権売却損失引当金の増加額
６,６０３特定債務者支援引当金の増加額
１,５１１退職給与引当金の増加額

△５８９,１４８資金運用収益
２０８,４９０資金調達費用

△２５２,５３７有価証券関係損益（△）
△３６５金銭の信託の運用損益（△）
１２,９６１為替差損益（△）

△１５,７３６動産不動産処分損益（△）
△１５５,８７３特定取引資産の純増（△）減
５,９７７特定取引負債の純増減（△）
３９０,６２８貸出金の純増（△）減
１２７,５５８預金の純増減（△）
５５９,１４７譲渡性預金の純増減（△）

△２２３,６６４預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減
△４７,６０６コールローン等の純増（△）減

△１,０７４,２５８コールマネー等の純増減（△）
５０,０００コマーシャル・ペーパーの純増減（△）
１１,３６４債券貸付取引担保金の純増減（△）
４４,７９１外国為替 (資産 ) の純増（△）減
△１,２９３外国為替 (負債 ) の純増減（△）
１３３,９７７信託勘定借の純増減（△）
５８８,７６８資金運用による収入

△２３４,７０４資金調達による支出
２６７,０７２その他

△１０９,５９６　　小計
△３,４１５法人税等の支払額

△１１３,０１２営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー�

△６,７８６,３０５有価証券の取得による支出
６,５９１,０９２有価証券の売却による収入
６１０,３９９有価証券の償還による収入

△１９０,０００金銭の信託の増加による支出
６３,３１６金銭の信託の減少による収入

△２４,９６５動産不動産の取得による支出
５,４１６動産不動産の売却による収入
△３３連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得に伴う支出

２６８,９２０投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー�

△２５,０００劣後特約付借入金の返済による支出
△２,９８８転換社債の償還による支出
△１７,９９６配当金支払額
△１８０少数株主への配当金支払額

△４６,１６５財務活動によるキャッシュ・フロー
△１８９ 現金及び現金同等物に係る換算差額�

１０９,５５３現金及び現金同等物の増加額�

６０２,５６３現金及び現金同等物の期首残高�

４新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額�

７１２,１２０現金及び現金同等物の期末残高�
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連結財務諸表作成のための基本となる事項         　   （平成１２年３月期）

１. 連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社　２７社
主要な連結子会社名は、P４０～４１に記載しているため省略しました。
なお、あさひ銀ファクター株式会社及びあさひ銀ファイナンスサービス株
式会社は、前連結会計年度では持分法適用の関連会社でしたが、株式の
追加取得により当連結会計年度から連結しております。
あさひ証券株式会社及び Asahi   Trust (Nederland)   B.V.は当連結会
計年度において清算いたしましたが、同社の損益はすべて連結財務諸表
に含めております。
また、あさひ投資顧問株式会社は当連結会計年度においてあさひ東京投
信株式会社と合併いたしました。

（２）非連結子会社
主要な会社名
  山文証券株式会社、埼栄地所株式会社
非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）及び
剰余金（持分に見合う額）からみて、連結の範囲から除いても企業集団の
財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性
が乏しいため、連結の範囲から除外しております 。

２. 持分法の適用に関する事項
（１）持分法適用の非連結子会社はありません。
（２）持分法適用の関連会社　４社
主要な会社名
  昭和リース株式会社、あさひ銀リース株式会社

（３）持分法非適用の非連結子会社
主要な会社名
  山文証券株式会社、埼栄地所株式会社

　（４）持分法非適用の関連会社
主要な会社名
  Siam City-Showa Leasing Co.,Ltd.
  Asahigin Leasing （U.S.A） Inc.
持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合
う額）及び剰余金（持分に見合う額）からみて、持分法の対象から除いても
連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いてお
ります 。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
（１）連結子会社の決算日は次のとおりであります 。
 １２月末日　　９社
　 ３月末日　１８社

（２） 上記の子会社については、それぞれの決算日の財務諸表により連結してお
ります。連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引について
は、必要な調整を行っております 。

４. 会計処理基準に関す る事項
（１）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期
的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取
引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸借対照表
上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引か
らの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計
上しております 。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等につ
いては連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生
商品については連結決算日において決済したものとみなした額により行っ
ております 。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、連結会計年度中の
受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連結会計年度末と当連
結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前連結
会計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの損益相当額の
増減額を加えております 。

（２）有価証券の評価基準及び評価方法
（イ） 有価証券の評価は、主として移動平均法による原価法により行ってお

ります 。
（ロ）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財

産として運用されている有価証券の評価は、取引所の相場のある有
価証券については移動平均法による低価法（洗替え方式）により行っ
ており、上記以外の有価証券については移動平均法による原価法によ
り行っております 。

（３）減価償却の方法
１. 動産不動産
 動産不動産は、それぞれ次の方法により償却しております。
  建　物 主として定額法を採用し、税法基準の償却率による。
  動　産 主として定率法を採用し、税法基準の償却率による。
  その他 主として税法の定める方法による。

２.ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、当行及び国内連結子会社で定める
利用可能期間（主として５年）に基づく定額法により償却しております 。
なお、従来「その他資産」に計上していた自社利用のソフトウェアについ
ては、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本
公認会計士協会会計制度委員会報告第１２号　平成１１年３月３１日）にお
ける経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採用してお
ります。また、同報告では上記に係るソフトウェアの表示については、無形

固定資産に計上することとされておりますが、連結財務諸表の資産の分
類等は「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第１０号）によることとされ
ておりますので、引き続き「その他資産」に計上しております 。

（４）貸倒引当金の計上基準
当行及び国内信託銀行連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償
却・引当基準により、次のとおり計上しております 。　　　　　　　　　　
破産、和議等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻
先」という）に係る債権、及び法的に経営破綻の事実が発生していないもの
の実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に係
る債権については、下記直接減額後の帳簿価額から担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を減算した残額を計上しております 。　
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後、経営破綻に陥る可能性が大
きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を減算した残額のうち、債務
者の支払能力を総合的に判断して必要額を計上しております 。上記以外
の債権については、合理的な方法により算出した貸倒実績率等に基づく
予想損失額を計上しております 。
また、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生
ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定（租税特別措置法第５５条の２の
海外投資等損失準備金を含む）として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が実施し
た資産査定を、当該部署から独立した資産監査部署が監査し、その査定
結果に基づいて、上記の引当を行っております 。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債
権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除
した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金
額は４７２,５１８百万円であります 。
その他の連結子会社の貸倒引当金は、過去の貸倒実績等を勘案して必要
と認めた額を引き当てております 。

（５）退職給与引当金の計上基準
当行及び国内連結子会社の退職給与引当金は、自己都合退職による期末
要支給額に相当する額を引き当てております 。
なお、当行は退職金制度の一部に調整年金制度を採用しており、また、連
結子会社の一部も年金制度を採用しております 。

（６）債権売却損失引当金の計上基準
( 株 ) 共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権について、将来発生す
る可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております 。

（７）特定債務者支援引当金の計上基準
再建支援を行っている特定の債務者に対し、将来発生する支援額を合理
的に見積もり、必要と認められる額を計上しております 。

（８）特別法上の引当金の計上基準
特別法上の引当金は、次のとおり計上しております 。
　　　金融先物取引責任準備金　              ０百万円
金融先物取引等に関して生じた事故による損失の補てんに充てるため、
金融先物取引法第８２条及び同法施行規則第２９条の規定に定めるところ
により算出した額を計上しております 。

（９）外貨建資産・負債の換算基準
当行の外貨建資産・負債については、連結決算日の為替相場による円換
算額を付しております 。
ただし、①外国法人に対する出資（但し外貨にて調達したものを除く）、②
外貨建転換社債、③その他当行が直物外貨建資産残高に算入することが
適当でないと定めた外貨建資産は取得時、直物外貨建負債残高に算入す
ることが適当でないと定めた外貨建負債については発生時の為替相場
によっております 。
海外支店勘定については、連結決算日の為替相場による円換算額を付し
ております。
連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替
相場により換算しております 。

（１０）リース取引の処理方法
当行及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取
引に準じた会計処理によっております 。

（１１）消費税等の会計処理
当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主とし
て税抜方式によっております 。

 　５. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、部分時価評価法を採用して
おります 。

 　６. 連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定の償却については、原則５年間で均等償却することとしており
ますが、重要性の乏しいものは発生年度において一括償却しております 。

 　７. 利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて
作成しております 。

 　８. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の
「現金預け金」のうち現金および日本銀行への預け金であります 。
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追加情報 ����������������������（平成１２年３月期）
（連結貸借対照表）
前連結会計年度まで負債の部に掲記しておりました「貸倒引当金」は、「銀行法
施行規則」（昭和５７年大蔵省令第１０号）別紙様式が改正されたことに伴い、当
連結会計年度より資産の部の最後に対象資産から一括控除する方法により表示
しております 。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、資産の部は
４５８,７８６百万円、負債の部は４５８,７８６百万円それぞれ減少しております 。

注　記　事　項������������������� （平成１２年３月期）

連結貸借対照表関係
※　１. 有価証券には、 非連結子会社及び関連会社の株式４,７８１百万円及び出資

金２１３百万円が含まれております 。

※　２. 貸出金のうち、破綻先債権額は７６,５３０百万円、延滞債権額は６４７,４６０百万
円であります 。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続して
いることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みが
ないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分
を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令
（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事
由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります 。　
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債
務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した
貸出金以外の貸出金であります 。

※　３. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は８８,７９０百万円であります 。
なお、３カ月以上延滞債権とは、 元本又は利息の支払が、約定支払日の翌
日から３月以上遅延している貸出金で、破綻先債権及び延滞債権に該当し
ないものであります 。

※　４. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は９５,３９８百万円であります 。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その
他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権
及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります 。

※　５.破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権
額の合計額は９０８,１８０百万円であります 。
なお、上記２.から５.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であり
ます。

※　６. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
   有価証券�������������������３５,７１３百万円
   貸出金�������������������３２３,０８０百万円
担保提供資産に対応する債務
   預金��������������������１３４,３４８百万円
コールマネー及び売渡手形�������������２３５,０００百万円
   借用金��������������������２１,５７５百万円
その他負債���������������������２２４百万円
上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用
として、有価証券３１８,９３２百万円、貸出金１３,０４１百万円、その他資産４百万
円を差し入れております 。

※　７. 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布　法律第３４号）に基
づき、当行の事業用土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価
差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に
計上し、これを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上して
おります 。
再評価を行った年月日�������������平成１０年３月３１日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９
号）第２条第１号に定める地価公示法により公示された価格（平成１０年１
月１日基準日）に基づいて、地点の修正、画地修正等、合理的な調整を行っ
て算出しております 。
同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末
における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計
額との差額��������������������５３,８３６百万円

※　８. 動産不動産の減価償却累計額は２２８,８００百万円であります 。
　
※　９. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付さ

れた劣後特約付借入金６４２,０００百万円が含まれております 。
※１０. 社債は全額、劣後特約付社債であります 。

連結損益計算書関係
※　１. その他経常収益には、株式等売却益４１５,４５６百万円を含んでおります 。
　
※　２. その他の経常費用には、

  株式等売却損  �����������������１６１,１７４百万円
  株式等償却  �������������������９３,２７３百万円
  貸出金償却  �������������������６８,０９７百万円
  債権売却損失引当金繰入額  ������������２２,５５６百万円

（ 株 ） 共同債権買取機構へ不動産担保付
  債権を売却したことにかかわる損失  ���������１５,８９９百万円
を含んでおります 。

連結キャッシュ ・ フロー計算書関係
　１. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目
の金額との関係

  平成１２年３月３１日現在
   現金預け金勘定  ����������������１,１８７,７６９百万円
   日本銀行以外の金融機関への預け金  ������△　４７５,６４８百万円
   現金及び現金同等物  ���������������７１２,１２０百万円

　２.株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳
株式の取得により新たにあさひ銀ファクター株式会社及びあさひ銀ファイナ
ンスサービス株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の
主な内訳並びに両社株式の取得価額と両社取得のための支出 （純額） との
関係は次のとおりであります 。

   貸出金  ���������������������１６５,６７９百万円
   借用金  �������������������△　１４９,７８９百万円
   上記以外の資産及び負債  �����������△　　２４,０２４百万円
   既取得株式の持分法による評価額　  ������△　　　１１０百万円
   少数株主持分  ����������������△　　　２５９百万円
   連結調整勘定  �������������������８,５４１百万円
   新たに連結子会社となった会社の株式の取得価額  �����３７百万円
   新たに連結子会社となった会社の現金及び現金同等物  ���４百万円
   差引：新たに連結子会社となった会社の取得のための支出  �３３百万円

　３. 重要な非資金取引の内容
   転換社債の転換による資本金増加額  �����������６９百万円
   転換社債の転換による資本準備金増加額  ���������６９百万円
   転換による転換社債減少額  ��������������１３９百万円

リース取引関係
　１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン　
ス・リース取引

  �リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び年度末残高
　　相当額
  ��������������������� 動産　　　　　　　 合計

   取得価額相当額　　　　　　　　　２３,００４百万円　　　２３,００４百万円
   減価償却累計額相当額　　　　　　　６,１５６百万円　　　　６,１５６百万円
   年度末残高相当額　　　　　　　　　　１６,８４７百万円　　　１６,８４７百万円
  

  �未経過リース料　　　　　　 　１年内　　　　　 １年超　　　　　　合計
   年度末残高相当額  ��４,４６６百万円　　１２,５５３百万円　　１７,０１９百万円

  �支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
   支払リース料  ������������������� ４,５１８百万円
   減価償却費相当額  �����������������４,２０８百万円
   支払利息相当額  ������������������� ２６２百万円
  �減価償却費相当額の算定方法
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております 。
  �利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額と
し、各連結会計年度への配分方法については、利息法によっております 。

　２. オペレーテ ィング・リース取引
  ��������������１年内　　　　　　　１年超　　　 　　　 合計

  �未経過リース料  ����７３０百万円　　２,０４４百万円　　２,７７５百万円

税効果会計関係
　１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　　　　繰延税金資産
　　　　　　貸倒引当金損金算入限度超過額  ���������２１３,８５７百万円
　　　　　　株式等償却否認  ���������������� ２６,２０７百万円
　　　　　　債権売却損失引当金  �������������� 　 ２５,５６３百万円
　　　　　　その他  ���������������������４０,２０６百万円
　　　　繰延税金資産小計  ����������������　 ３０５,８３４百万円
　　　　評価性引当額  ���������������　　 △　　２,１７４百万円
　　　　繰延税金資産合計  ����������������　３０３,６６０百万円
　　　　繰延税金負債　
　　　　　　海外投資等損失準備金  �����������　 △　　　　 ３百万円
　　　　繰延税金資産の純額  ��������������� ３０３,６５７百万円

　２. 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項
目別の内訳
　法定実効税率　  ���������������������４１.８%
　（調整）
　　税率変更による影響額　  ����������������１７.６%
　　永久差異による影響額　　  ���������������０.６%
　　住民税均等割額　　　　　　  �������������　０.５%
　　持分法投資損益　　　　　　  �������������　０.２%
　　連結調整勘定償却　　　　　  �������������　３.５%
　　評価性引当額の増減　　　  ������������　△　４.７%
　　その他　　　　　　　　　　  ��������������１.０%
　税効果会計適用後の法人税等の負担額　  ����������６０.５%
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　３.「東京都における銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条
例」（平成１２年４月１日東京都条例第１４５号）が平成１２年３月３０日に可決・
成立し、当行の東京都に係る事業税の課税標準が同４月１日以後開始する事
業年度より従来の所得から業務粗利益に変更されることにより、当該事業税
は税効果会計の計算に含められる税金でなくなることから、繰延税金資産及
び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を、当連結会計年度より前
連結会計年度の４１.８６％から３９.９１％に変更しております 。
この変更により、繰延税金資産は１３,８３３百万円減少し、当連結会計年度に計
上された法人税等調整額は同額増加しております 。
また、再評価に係る繰延税金負債は４,２６４百万円減少し、再評価差額金は同
額増加しております 。

　４.「大阪府における銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条
例」（平成１２年６月９日大阪府条例第１３１号）が平成１２年６月９日に公布さ
れ、平成１３年４月１日以後開始する事業年度より施行されることにより、繰延
税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は 、当連結会計
年度の３９.９１％から３９.５２％に変更されます 。
この変更により、繰延税金資産及び「再評価に係る繰延税金負債」を 、当連結
会計年度末における一時差異等を基礎として再計算した場合、それぞれ
２,７６６百万円の減少及び８５２百万円の減少となります 。
なお、実際の影響額は、翌連結会計年度末における一時差異等を基礎として
計算されるため、上記の金額とは異なることになります 。

関連当事者との取引 ������������������ （平成１２年３月期）
関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

１株当たり情報
   連結ベースの１株当たり純資産額 ������������ ３４７.９５円
   連結ベースの１株当たり当期純利益 ������������ ９.３９円
   連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ����� ８.６９円

（注）１.  連結ベースの１株当たり純資産額は、期末の純資産額から「期末発行済
優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末の発行済普通株式数
（自己株式及び連結子会社の所有する親会社株式を除く）　で除しており
ます 。　　　

　　　　　　　　　　　　
  ２. 連結ベースの１株当たり当期純利益は、当期純利益から当期優先株式配

当金総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株式数（自己株式及び
連結子会社の所有する親会社株式を除く）で除しております 。
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●セグメント情報

１. 事業の種類別セグメント情報
連結会社は銀行業以外に一部で信託等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグ メントに占める割合が僅少であるため、事業の種
類別セグ メント情報は記載しておりません。

２. 所在地別セグ メント情報

連結消去又は全社計アジア・オセアニア地域欧州地域米州地域日本
�　経常収益
　

年
３
月
期

１０
１,０２３,１５５― １,０２３,１５５１１１,５０１２６,５３９６２,０８２８２３,０３１（１）外部顧客に対する経常収益

―（３７,９２３）３７,９２３１,３７０１,５１０１,２００３３,８４１（２）セグ メント間の内部経常収益
１,０２３,１５５（３７,９２３）１,０６１,０７８１１２,８７２２８,０４９６３,２８２８５６,８７３　　計
１,２１１,７６０（３７,７２８）１,２４９,４８９１０６,６７２２８,６２５７１,１１６１,０４３,０７４経常費用
△１８８,６０５（１９４）△１８８,４１０６,１９９△５７５△７,８３４△１８６,２００経常利益（△は経常損失）
２９,１７６,６１０ （１,４４５,５８１）３０,６２２,１９１３,０９２,６２０３５２,２４２６６８,３４８２６,５０８,９８０�　資　産

�　経常収益
　

年
３
月
期

１１
９５０,４８７― ９５０,４８７８１,８２７１４,８６３３１,３６０８２２,４３６（１）外部顧客に対する経常収益

―（５５,３４３）５５,３４３７８９６９４１１,０４０４２,８１９（２）セグ メント間の内部経常収益
９５０,４８７（５５,３４３）１,００５,８３１８２,６１６１５,５５８４２,４００８６５,２５５　　計
１,３６２,５２８（５５,３１１）１,４１７,８３９８４,８９３１６,７７７４１,１５７１,２７５,０１０経常費用
△４１２,０４０（３２）△４１２,００８△２,２７７△１,２１８１,２４２△４０９,７５５経常利益（△は経常損失）
２９,２９６,１９２ （５,６３５,７０２）３４,９３１,８９５２,３１２,９６０５４９,０５１８０２,５５７３１,２６７,３２６�　資　産

�　経常収益
　

年
３
月
期

１２
１,１６０,２６５―１,１６０,２６５４７,６９９４,１３６１９,３８５１,０８９,０４５（１）外部顧客に対する経常収益

―（６７,５５４）６７,５５４４,８２５３,９３１２２,０２１３６,７７７（２）セグ メント間の内部経常収益
１,１６０,２６５（６７,５５４）１,２２７,８２０５２,５２４８,０６７４１,４０６１,１２５,８２２　　計
１,０６６,２１４（７０,９１４）１,１３７,１２９５３,６５７８,８０５４４,３６６１,０３０,２９９経常費用
９４,０５１３,３５９　９０,６９１△ １,１３３△ ７３７△ ２,９６０９５,５２２経常利益（△は経常損失）

２８,７８８,１３１（７６９,７２１）２９,５５７,８５３１,３７１,２３５５４５,８１５６９４,６１９２６,９４６,１８２�　資　産

（単位：百万円）

（注）１.   当行の本支店及び連結子会社について、地理的近接度、経済活動の類似性、事業活動の相互関連性等を考慮し て国内と国又は地域ごとに区分の上、一般企業の売上高及び営業利益に代
えて、それぞれ経常収益及び経常利益（△は経常損失）を記載し ております 。

 ２ ． 米州地域にはア メリカ合衆国等が属し ております 。欧州地域にはイギリス、ドイツ等が属しております 。アジア・オセアニア地域には、香港、オー ストラリア等が属しております 。
 ３ ． 会計処理基準等の変更
　（当連結会計年度）
（１）銀行法施行規則の改正に伴う表示の変更

　　　　　 前連結会計年度まで負債の部に掲記しておりました「貸倒引当金」は、「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第１０号）別紙様式が改正されたことに伴い、当連結会計年度より資産の
部の最後に対象資産から一括控除す る方法により表示 し ております 。この変更に伴い、従来と同一の表示 によった場合 に 比べ、資産は「日本」について４３４,８５２百万円、「米州地域」につ
いて２,８３０百万円、「欧州地域」について８８百万円、「アジア・オセアニア地域」について２１,０１４百万円それぞれ減少 し て おります 。

　（前連結会計年度）
（１）動産不動産の減価償却方法の変更

当行は、当連結会計年度より建物については、法人税法に定める定額法を採用しております 。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、「日本」について経常費用及び経常損失
はそれぞれ２,９７５百万円減少しており、資産は同額増加し ております 。

（２）動産不動産の耐用年数の変更
当行は、当連結会計年度より建物の耐用年数の短縮を行っております 。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、「日本」について経常費用及び経常損失はそれぞれ２８０百万
円増加しており、資産は同額減少しております 。

（３）連結財務諸表規則の改正に伴う表示区分の変更
連結財務緒表規則の改正に伴い、「事業税」の表示区分を変更しております 。この変更に伴い、従来と同一の区分によった場合に比べ、「日本」について経常費用及び経常損失はそれぞ
れ１２５百万円減少しております 。また、「連結調整勘定償却額」及び「持分法による投資損益」の表示区分も変更しておりますが、この変更による影響はありません。

３. 海外経常収益  �����������������������������（単位：百万円）

１２年３月期
７１,２２０海外経常収益 　　　（ A ）

１,１６０,２６５連結経常収益 　　　（ B ）
６.１（A）／（B） 　　　（％）

（注） １. 一般企業の海外売上高に代えて 、 従来、「国際業務経常利益」を記載しておりましたが、海外取引の実態をより正確に反映させ
るため、当連結会計年度からは海外経常収益を記載 し てお ります 。　

　　２.海外経常収益は、親会社の海外店取引、並びに海外連結子会社の取引に係る経常収益（ただし、連結会社間の内部経常収益を
除く）で、こうした膨大な取引を相手先別に区分していないため、国又は地域毎のセグメント情報は記載しておりません。

　　３.なお、前連結会計年度の「国際業務経常収益」は次のとおりであります。

１１年３月期
１８９,８１６国際業務経常収益　　（ A ）
９５０,４８７連結経常収益 　　　（ B ）
１９.９（A）／（B） 　　　（％）

（注） １. 一般企業の海外売上高に代え て 、 国際業務経常利益を記載 し てお ります 。　
　　２. 国際業務経常収益は、国内での外貨建諸取引、円建貿易手形取引、円建対非居住者諸取引、特別国際金融取引勘定におけ る

諸取引、親会社の海外店取引、並びに海外連結子会社の取引に係る経常収益（ただし、連結会社間の内部経常収益を除く）で 、
こうし た 膨大な取引を相手先別に区分 し ていないため、国又は地域毎のセグ メント情報は記載 し ておりませ ん。
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●市場性ある有価証券に係る時価情報��������������������������������������� （単位：百万円）

連結ベース単体ベース
１２年３月期１２年３月期１１年３月期１０年３月期

有価証券
６６,７０３６６,６８２２６３,８８５　　５７９,８４２　　貸借対照表価額債　券
６７,１８８６７,１６１２６５,８６５　　５９９,１０９　　時価
４８４４７８１,９８０　　１９,２６６　　評価損益
４８４４７８１,９８０　　１９,４５２　　うち評価益
―０―　　１８５　　評価損　　

２,００２,６４８１,９９０,１８５２,１２３,９９３ （１２）２,１０９,１４７ （　４）貸借対照表価額株　式
２,５１５,３５４２,５０２,３０６２,１９４,７６１ （１３）２,１６０,９６１ （　４）時価
５１２,７０６５１２,１２０７０,７６８ （　０）５１,８１４ （△ ０）評価損益
５７２,２８１５６９,５８４２９４,０３５ （　０）２５１,１４２ （ ―）うち評価益
５９,５７４５７,４６４２２３,２６７ （ ―）１９９,３２８ （　０）評価損
４７,２３６４７,２２６８２,１５１　　１２５,９１２　　貸借対照表価額その他
５４,５８２５４,５７２９１,２９２　　１３９,８８９　　時価
７,３４６７,３４６９,１４０　　１３,９７６　　評価損益
７,４０３７,４０３９,６２２　　１４,００６　　うち評価益
５７５７４８１　　２９　　評価損

２,１１６,５８８２,１０４,０９４２,４７０,０３０　　２,８１４,９０２　　貸借対照表価額小　計
２,６３７,１２５２,６２４,０３９２,５５１,９１９　　２,８９９,９６０　　時価
５２０,５３６５１９,９４５８１,８８９　　８５,０５７　　評価損益
５８０,１６９５７７,４６６３０５,６３８　　２８４,６０１　　うち評価益
５９,６３２５７,５２１２２３,７４９　　１９９,５４３　　評価損

２,１１６,５８８２,１０４,０９４２,４７０,０３０　　２,８１４,９０２　　貸借対照表価額合　計
２,６３７,１２５２,６２４,０３９２,５５１,９１９　　２,８９９,９６０　　時価
５２０,５３６５１９,９４５８１,８８９　　８５,０５７　　評価損益
５８０,１６７５７７,４６６３０５,６３８　　２８４,６０１　　うち評価益
５９,６３２５７,５２１２２３,７４９　　１９９,５４３　　評価損

（注 ）１. 本 表 記 載の 有価証券は、 上場有価証券 （債券は、 国債、 地方債、 社債であります 。） を対象とし ております 。 なお、上場債券の時価は、 主とし て東京証券取引所の最終価格又は日本証券業協会
が発表する公社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格によっております 。 その他の上場有価証券の時価は、主として東京証券取引所の最終価格によっ
ております 。ただし、１０年３月期の上場有価証券の時価は、主と して東京証券取引所における最終価格によっております 。

  ２.  （　）内は自己株式であります 。
  ３. 非上場有価証券のうち時価相当額とし て価格等の算定が可能なものは、次のとおりであります 。　　

有価証券の時価等情報

��������������������������������������（単位：百万円）

連結ベース単体ベース

１２年３月期１２年３月期１１年３月期１０年３月期

有価証券
８２８,６５８８２０,１５２９０９,６８０４５６,６６１貸借対照表価額債　券
８３８,５７１８２９,６２３９３５,０６７４７２,６１０時価相当額
９,９１２９,４７１２５,３８７１５,９４９評価損益
１１,６９４１１,２５３２５,５２７１６,６４５うち評価益
１,７８１１,７８１１４０６９５評価損
３８,９９７３７,４４１３４,２７５４１,９６２貸借対照表価額　　株　式
６２,９８８５８,３０８４６,８８３４２,５１０時価相当額
２３,９９１２０,８６７１２,６０８５４８評価損益
２５,０１１２１,７２５１９,０８８１０,８１０うち評価益
１,０２０８５８６,４８０１０,２６２評価損
８,６０１７,１３４９０４―貸借対照表価額その他
８,６７１７,２７３９０２―時価相当額
６９１３８△　　　２―評価損益
２７６２７６――うち評価益
２０６１３８２―評価損

８７６,２５７８６４,７２８９４４,８５９４９８,６２３貸借対照表価額小　計
９１０,２３１８９５,２０５９８２,８５２５１５,１２１時価相当額
３３,９７４３０,４７６３７,９９３１６,４９７評価損益
３６,９８２３３,２５５４４,６１６２７,４５５うち評価益
３,００８２,７７８６,６２３１０,９５８評価損
８７６,２５７８６４,７２８９４４,８５９４９８,６２３貸借対照表価額合　計
９１０,２３１８９５,２０５９８２,８５２５１５,１２１時価相当額
３３,９７４３０,４７６３７,９９３１６,４９７評価損益
３６,９８２３３,２５５４４,６１６２７,４５５うち評価益
３,００８２,７７８６,６２３１０,９５８評価損

非上場有価証券の時価相当額は、 店頭売買有価証券については日本証券業協会が公表する売買価格等、公募債券につい ては日本証券
業協会が発表する公社債店頭（基準）気配表に掲載され ている銘柄の利回りに基づい て計算した価格、 証券投資信託の受益証券につい
 ては基準価格、 米国の店頭売買有価証券については全米証券業協会のNASDAQによる売買価格等によっ ております 。

 ４. 本表及び 上記   （注）  ３.  記載の ｢ 債券 ｣ 、｢ 株式 ｣ 、｢ その他 ｣ の区分は 、貸借対照表科目に合わせております 。
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連結ベース単体ベース

１２年３月期１２年３月期１１ 年 ３ 月期１０ 年 ３ 月期
有価証券

４７１,５１８　債券 � ４７１,５１８２９２,２１９３７６,７４０公募債以外の内国非上場債券
６０,４９２　株式 � ６０,４９２３９,３９７６,９７１残 存 償 還 期 間 １ 年 以 内 の 公 募 非 上 場 債 券
１１４,２５５　その他  １１４,２５５２５,０７７４２,６４３内 国 債 以 外 の 非 上 場 債 券

５１,４４５４７,６３０非 上 場 の 関 係 会 社 株 式
２６,７３４２７,３０１非 上 場 の 関 係 会 社 外 国 株 式
３０,０００―クローズド期間中の投資信託受益証券

（単位：百万円）

６.  特定取引勘定にて経理 しております商品有価証券及び特定取引有価証券につきましては、 時価評価を行い、 当該評価損益を損益計算書に
計 上し ておりますのでここでの記載を省略し ております 。

５. 時価情報開示対象有価証券から除いた有価証券の主なものの貸借対照表価額は、次のとおりであります 。

連結ベース単体ベース
１２年３月期１２年３月期１１ 年 ３ 月期１０ 年 ３ 月期

金銭の信託
２１０,０００２１０,０００８３,０３４２６０,０３４貸借対照表価額
２１０,０００２１０,０００８３,０３４２６０,２７６時価等

――０２４１評価損益
――０２８２うち評価益
―――４１評価損

（注）時価等の算定は、以下により金銭の信託の受託者が合理的に算出した価格によっております 。
   １. 上場有価証券については、主として東京証券取引所における最終価格又は日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格

によっております 。
   ２. 店頭売買株式については、日本証券業協会が公表する売買価格等によっております 。

 （単位：百万円）

金銭の信託の時価等情報
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●単体自己資本比率（国際統一基準）���������������������������������������� （単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期
６０５,３４７６０５,２７４資本金　　　　　　　　基本的項目　
２０３,９１０２０６,７３５　うち非累積的永久優先株

――新株式払込金
５０９,４８６５０９,４１６資本準備金
７３,３７９６９,００２利益準備金
４４,１００３１,１００任意積立金
１５,７５２１９,１１１次期繰越利益

――その他
――営業権相当額（△）  

１,２４８,０６６１,２３３,９０６計 ����������������������� （A）
――有価証券含み益の４５％相当額補完的項目

９８,４０２１０１,７５４土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額
１２７,７００１２６,１００一般貸倒引当金
７９９,６１５８７２,８５５負債性資本調達手段等
１,０２５,７１７１,１００,７０９計
１,０２５,７１７１,１００,７０９うち自己資本への算入額 ������������� （B）

――短期劣後債務準補完的項目
――　うち自己資本への算入額 ������������ （C）
９９９―他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額 �� （D）控除項目

２,２７２,７８４２,３３４,６１５（A）＋（B）＋（C）－（D） �������������� （E）自己資本          　　　

１８,０４６,８０７１８,４５７,９６０資産（オンバランス）項目リスク・アセット等
９０８,９５２８８２,５８５オフバランス取引項目

１８,９５５,７５９１９,３４０,５４６信用リスク・アセットの額 ������������ （F）
３０,６４６８２,５１８マーケット・リスク相当額に係る額（（H）／８％） ��� （G）
２,４５１６,６０１（参考）マーケット・リスク相当額　 �������� （H）

１８,９８６,４０６１９,４２３,０６５計（（F）＋（G）） ����������������� （ I ）

１１.９７ %１２.０１%（国際統一基準）＝E/I ×１００単体自己資本比率　
（注） 金融システム改革のための関係法律の整備等に関する法律の施行により平成１０年１２月１日に銀行法第１４条の２が改正されたことに伴い、１１年３月期から、自己資本比率は、銀行法第１４条

の２の規定に 基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき、単体ベースと連結ベースの双方について算出しております 。なお、当行は、国際統一基準を適用のうえ、マーケット・リスク規制を導
入しております 。　

自己資本比率

83

デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル



●連結自己資本比率（国際統一基準）���������������������������������������� （単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期

６０５,３３１６０５,２５８資本金　　　　　　　　基本的項目　
２０３,９１０２０６,７３５うち非累積的永久優先株

――新株式払込金
５０９,４８６５０９,４１６資本準備金
１３０,９２１１１７,１２１連結剰余金
８,６１７９,９６５連結子会社の少数株主持分

――
うち海外特別目的会社の発行する
優先出資証券

――営業権相当額（△）
８,１９２―連結調整勘定相当額（△）

１,２４６,１６３１,２４１,７６２９５６,０６３計 ������������� （A）

―――有価証券含み益の４５％相当額補完的項目

９８,４０２１０１,７５４１１９,４１０
土地の再評価額と再評価の直前の
帳簿価額の差額の４５％相当額

１４５,２７７１３０,７９０５３,５２５一般貸倒引当金

７９９,６１５８７２,８５５８６５,８１０負債性資本調達手段等

１,０４３,２９５１,１０５,３９９１,０３８,７４５計

１,０４３,２９５１,１０５,３９９９５６,０６３うち自己資本への算入額 ��� （B）

―――短期劣後債務準補完的項目

―――うち自己資本への算入額 �� （C）

９９９――
他の金融機関の資本調達手段の
意図的な保有相当額 ������ （D）

控除項目

２,２８８,４５９２,３４７,１６１１,９１２,１２７（A）＋（B）＋（C）－（D）　計 �� （E）自己資本   

１８,２２４,６３９１８,５３４,４７７１９,１３０,８１６資産（オンバランス）項目リスク・アセット等

１,１３６,９６８１,１２１,５５４１,１５９,０７６オフバランス取引項目

１９,３６１,６０７１９,６５６,０３２２０,２８９,８９２信用リスク・アセットの額 �� （F）

３０,４８２６７,６４０７９,９２３
マーケット・リスク相当額に
係る額（（H）／８％） ����� （G）

２,４３８５,４１１６,３９３（参考）マーケット・リスク相当額  （H）

１９,３９２,０８９１９,７２３,６７３２０,３６９,８１６計（（F）＋（G）） ������� （ I ）

１１.８０ ％１１.９０％９.３８％（国際統一基準）＝E/I ×１００連結自己資本比率
（注）１. 上記は、 銀行法第１４条の２の規 定 に 基づ く 大蔵省告示 に定め ら れ た 算式に基づ いて算出した も のであ り、 連結ベ ースの計数 となっております 。 
　　２. 貸倒引当金につきましては個別貸倒引当金 ･ 特定海外債権引当勘定を除いております 。
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デリバテ ィブ取引情報

●金利関連取引���������������� ���������������� ����������������（単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
評価損益時価うち１年超契約額等評価損益時価うち１年超契約額等評価損益時価うち１年超契約額等

取引所
金利先物

２０９１４４,５６０―１４４,７６９△１,３３６４３７,７９５―４３６,４５８△２２３１４０,３２６―１４０,１０２売建
△１１９６４,５０２―６４,６２２４４５４,１８４―５４,１４０１２３７６,９５７―７６,８３４買建

金利オプション
―― ��� ――――売建　コール

――） ���� （ ―――）（ ―――）（ ―
―――２４,９４５――プット　　　

――） ���� （ ―１０２）（１２――）（ ―　　
――――――買建　コール

――） ���� （ ―――）（ ―――）（ ―　　　
―――２４,９４５――プット　　　

――） ���� （ ――２）（２――）（ ―
店頭
金利先渡契約

――――――――――――売建
――――――――――――買建

金利スワップ
９２,３４８９２,３４８３,０４７,７５９５,０６３,８７７１１５,４９９１１５,４９９２,３３２,２２４４,５５０,７８０９４,１６０９４,１６０１,３６０,６４２２,３６４,９６３受取固定・支払変動

△ １１１,６１７△ １１１,６１７３,６９８,９３８６,４０９,１６２△１１５,２０４△１５５,２０４３,６８４,９１８５,１５８,４６８△１３７,２５９△１３７,２５９２,３６２,５９１３,６７２,８１２受取変動・支払固定
△７０３△７０３７３５,７８８９６５,７８８１,６７４１,６７４６５７,５９６７８２,５９６△３６９△３６９３１９,４１４３１９,４１４受取変動・支払変動
――――――――――――受取固定・支払固定

金利オプション
――――――売建　コール

― �  � ―） ���� （ ―――）（ ―――）（ ―　　　
――――――プット

――） ���� （ ―――）（ ―――）（ ―
――――――買建　コール

――） ���� （ ―――）（ ―――）（ ―
――――――プット

――） ���� （ ―――）（ ―――）（ ―
キャップ

３１,３００３６,３００６,３００１７,４００１７,４００４２,４００売建
２３６５） ���� （８８７８３）（８２△２３３４１５）（１８２　　

３５３,０００４２８,０００４２８,０００５１８,３００１４８,３００１９０,９５０買建
△１,１４０１,３９５） ���� 　（２,５３５△１,８８８２,０８３）　（３,９７１５６０１,２６０）（６９９　

フロアー
―――――５,０００売建

――） ���� （ ―――）（ ―△１７１７）（ ―　　
――――――買建

――） ���� （ ―――）（ ―――）（ ―　
その他

―５３０６０２５０,６０２６６０４３２,６６０売建
△１３１３） ���� （ ―△３８９０）（５１△６５６１,２６４）（６０７　　

―――――９０,０００買建
――） ���� （ ―――）（ ―２４２５３６）（２９４

△２１,０１４△　４１,１６１△４３,６７３合計
（注）１. 時価の算定
　　　取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終価格によっております。
　　　店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。
　　２.（　）内は貸借対照表に計上したオプション料であります。
　　３. 金利スワップにかかる残存期間別の想定元本及び平均金利は以下のとおりであります。

取引の時価等に関す る事項

（単位：百万円、 ％）

     １２年３月期     １１年３月期      １０年３月期

３年超１年～３年１年内３年超１年～３年１年内３年超１年～３年１年内残存期間
１,４２４,４１０１,６２３,３４８２,０１６,１１７１,４３７,８２６８９４,３９８２,２１８,５５６ ７９８,８０７５６１,８３５１,００４,３２０受取固定・支払変動

２.１６１.１４３.３１２.２４１.５９３.２７３.０２１.９８４.０８平均受取固定金利
１.６２１.０３２.５７１.２４０.９３２.５９１.６２０.９８３.３７平均支払変動金利

１,８２３,４２１１,８７５,５１６２,７１０,２２３１,４３３,７２８２,２５１,１８９１,４７３,５５０１,１１２,１４０１,２５０,４５１１,３１０,２２０受取変動・支払固定
１.３７０.８２１.３４１.４２０.６８２.３５１.８５１.０６１.８６平均受取変動金利
２.０７１.３９１.９８３.００１.９７３.２６３.１０２.３６２.６９平均支払固定金利

４８５,７８８２５０,０００２３０,０００５６７,５９６９０,０００１２５,０００３１９,４１４――受取変動・支払変動
１.５１１.１９０.３２１.２４０.４２０.２４２.１８――平均受取変動金利
１.４８１.１７０.４０１.２３０.４２０.２９１.８８――平均支払変動金利
―――――――――受取固定・支払固定
―――――――――平均受取固定金利
―――――――――平均支払固定金利
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（単位：百万円、 ％）

     １２年３月期     １１年３月期      １０年３月期

３年超１年～３年１年内３年超１年～３年１年内３年超１年～３年１年内残存期間
３４２,８６６８７５,３５６７２３,０２６４２６,６１５６６６,４８５３９２,５３９４５９,２９２４１６,９０６７４９,２５７受取固定・支払変動
１.７６１.７７３.２７１.６５１.６１３.９５１.８２２.２３４.３９平均受取固定金利
１.４７１.５３３.２８１.０４０.８９３.２５１.４８１.９６３.９２平均支払変動金利

３３９,４５０８８３,９３６８６０,０３９４２９,２００６３９,０８９４０５,４１８４４１,２００４５６,２９９６４６,６３７受取変動・支払固定
１.４３１.５３３.６４１.０５０.９２３.４１１.４８２.５８４.７８平均受取変動金利
１.５６１.８３３.６６１.６７１.６３４.１０１.８２２.５９４.４２平均支払固定金利
―１,０００――１,０００２,０００―２,０００―受取変動・支払変動
―０.７９――０.６１０.２１―０.８０―平均受取変動金利

０.８２――０.６００.２７―０.８０―平均支払変動金利
――――１００――――受取固定・支払固定
――――４.１１――――平均受取固定金利
――――４.３９――――平均支払固定金利

（単位：百万円）

１２ 年 ３ 月期１１年３月期１０年３月期

時価契約額等時価契約額等時価契約額等
取引所
金利先物

１６７,１２８１６７,１２５１４０,０３９１３９,９７１１１０,０３３１１０,０２７売建
２１２,６２０２１２,８８１５１,９６６５１,９３９９０,４６８９０,３９４買建

金利オプション　
―――売建　コール
） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―
―――プット　　　
） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―　　
―――買建　コール
） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―　　　
―――プット　　　
） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―

店頭
金利先渡契約

△１７４５,９０５１５８５４,１２６８２１０６,２５６売建
３３１１８,５３５９１６,２６６△７７１４９,０３４買建

金利スワップ
１９,８２０１,９４１,２４８２９,７８６１,４８５,６４０２３,６２３１,６２５,４５５受取固定・支払変動
△１８,６８３２,０８３,４２６△３１,４８６１,４７３,７０８△２１,３０４１,５４４,１３６受取変動・支払固定

△２１,０００△７３,０００△１２,０００受取変動・支払変動
――４１００――受取固定・支払固定

金利オプション　
―――売建　コール
） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―　　　　
―――プット
） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―
―――買建　コール
） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―
―――プット
） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―

キャップ
２３,４６６２０,４６６１９,３６６売建

） ������ ９３（２３３） ������ ９２（２５７） ������ １９６（３２４　　
３３,５００３３,５００３３,５００買建

） ������ ３３（５４） ������ ４２　（９１） ������ ９７（１２８　
フロアー

―――売建
） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―　　
―――買建
） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―） ������ ―（ ―　

その他
―１８,０００―売建
） ������ ―（ ―） ������ １８１（１３３） ������ ―（ ―　　
―２２,０００―買建
） ������ ―（ ―） ������ １７７（１２２） ������ ―（ ―

（注）１. （　）内は契約額等に係る当初の受払オプシ ョン料であ ります 。
　　２. 金利スワップにかかる残存期間別の想定元本及び平均金利は以下のとおりであります 。

４. 特定取引（ トレーデ ィング取引）に含まれますデリバテ ィブ取引につきまし ては、時価評価を行い、その評価損益を損益計算書に計上し てお り ますので
　上記記載から除いてお ります 。
　特定取引に含まれますデリバテ ィブ取引の契約額等は下記のとおりであります 。　　
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●通貨関連取引���������������� ���������������� ����������������（単位：百万円）

１２ 年 ３ 月期１１年３月期１０年３月期
評価損益時価うち１年超契約額等評価損益時価うち１年超契約額等評価損益時価うち１年超契約額等

店頭
△ １,４５３△ １,４５３３９,８０７３６０,７８０△１６１△１６１６２,８５９８２２,０４３△２,４０３△２,４０３１５０,０８４２０８,０１８通貨スワップ

△ １,２２７△ １,２２７２８,８１０３１５,６６０△６８３△６８３３５,３８５６８２,９２４△２,６８３△２,６８３８６,５９４１２３,９６３うち米ドル

△２０５△２０５―１５,９８５１５１５１７,７７６２５,５４８３０３０２０,８０７３５,０２９うちスイスフラン

△ ５△ ５８,１８０１３,６３３△６２△６２６,２２２５９,８０２△１５７△１５７２４,７２５２４,７２５うち香港ドル

△ １３△ １３２,８１６１５,５００５６９５６９３,４７４５３,７６７４０５４０５１７,９５６２４,３００うちその他

（注） １. 時価の算定
　　　割引現在価値により算定 し ております 。
　　 ２. 特定取引（トレーデ ィング取引）に含まれます デリバテ ィブ取引につきましては、時価評価を行い、その評価損益を損益計算書に計上しておりますので 、上記記載から除いております 。
　　　特定取引に含まれますデリバテ ィブ取引の契約額等は下記のとおりであります 。　

（単位：百万円）

１２年３月期１１ 年 ３ 月期１０ 年 ３ 月期

時価契約額等時価契約額等時価契約額等

店頭

６１５９,４２９２２３４,１９８１１３３,２１７通貨スワップ

４７３１,６２５６８,３３８△０６,４６２うち米ドル

１１２３,１７９１６２５,８５９１１２６,７５４うちスイスフラン

１４,６２４――――うちその他

３.先物為替予約、通貨オプション等につきまし ては、 期末日に引直しを行い、その損益を損益計算書に計上しておりますので 、上記記載から除いてお
ります 。引直しを行っている通貨関連のデリバテ ィブ取引の契約額等は下記のとおりであります 。　

（単位：百万円）

１２ 年 ３ 月期１１年３月期１０年３月期

契約額等契約額等契約額等
取引所
通貨先物

―――売建
―――買建

通貨オプション　
―――売建　コール

）（ ―）（ ―）（ ―

―――プット　　　

）（ ―）（ ―）（ ―　　

―――買建　コール

）（ ―）（ ―）（ ―　　　

―――プット　　　

）（ ―）（ ―）（ ―

店頭
為替予約

７２２,５９９９９９,９０５１,５７０,８８９売建
７３０,０９３９６３,９５６１,６６９,８８１買建

通貨オプション　
１５,１０８９２,５０７７４,３１９売建　コール

）（１０２）（７８７）（１,２９９　　　　

１２,０４０１０４,６７０１２８,３６１プット

）（２３１）（７３８）（１０４

１６,２７３１１６,４４３９８,５０７買建　コール

）（１８５）（１,０６４）（１,５０５

１１,５２３９２,６７８１３１,１０２プット

）（２５１）（６１４）（１３１

その他
―――売建
―――買建

（注）（　）内は貸借対照表に計上したオプション料であります 。

●株式関連取引　該当ありません。
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●債券関連取引� （単位：百万円）�

１�２年３月期�１�１�年�３�月期�１�０�年�３�月期�
評価損益�時価�うち１年超�契約額等�評価損益�時価�うち１年超�契約額等�評価損益�時価�うち１年超�契約額等�

取引所�
債券先物�

△１�７�８�８�０�,�２�１�５�―�８�０�,�０�３�６�△２�８�６�５�３�,�０�０�０�―�５�２�,�７�１�４�２�２�６�,�０�３�６�―�２�６�,�０�３�８�売建�
―�―�―�―�―�―�―�―�―�―�―�―�買建�

債券先物オプション　�
―�―� �  �―�―�―�―�売建　コール�

―�―�）�（―�―�―�）�（―�―�―�）�（―�
―�―�―�―�―�―�プット�　　　�

―�―�）�（―�―�―�）�（―�―�―�）�（―�　　�
―�―�―�―�―�―�買建　コール�

―�―�）�（―�―�―�）�（―�―�―�）�（―�　　　�
―�―�―�―�―�―�プット�　　　�

―�―�）�（―�―�―�）�（―�―�―�）�（―�
店頭�
債券店頭オプション�

―�２�０�,�０�１�６�―�―�―�―�売建　コール�
１�９�４�）�（�２�３�―�―�）�（―�―�―�）�（―�　　　　�

―�１�９�,�８�７�６�―�２�９�,�９�５�２�―�３�０�,�４�７�３�プット�
２�５�―�）�（�２�５�８�７�―�）�（�８�７�△５�４�１�０�８�）�（�５�４�

―�―�―�―�―�―�買建　コール�
―�―�）� �  �（―�―�―�）�（―�―�―�）�（―�

―�２�４�,�８�９�７�―�―�―�―�プット�
△３�７�２�６�）� �  �（�６�３�―�―�）�（―�―�―�）�（―�

その他�
―�―�―�―�―�―�―�―�―�―�―�―�売建�
―�―�―�―�―�―�―�―�―�―�―�―�買建�

△１�７�０�△１�９�９�△５�２�合計�
（注）�１�.�時価の算定�
　　　取引所取引�に�つ�き�ま� �し�て�は、�東京証券取引所等�に�お�ける�最終の価格�に�よ�っ�て�お�り�ま�す 。�
　　　店頭取引�に�つ�き�ま� �し� �て�は、�オ�プシ�ョ�ン価格計算モ�デル�等�に�よ�り�算定 し� �て�お�り�ま�す 。�
　　 ２�.�（　）�内�は貸借対照表�に�計上�し�たオ�プシ�ョ�ン料で�あ�り�ま�す 。�　�
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 � � �３�. �特定取引�（�ト�レーデ�ィ�ン�グ�取引）�に�含�ま�れ�ま�す�デ�リ�バ�テ� �ィ�ブ�取引�に�つ�き�ま�し�て�は、�時価評価�を行�い、�その評価損益�を損益計算書�に�計 上 し� �て�お�り�ま�すの�で 、�上記記載か�ら�除�いて�お�り�ま�す 。�　�
 �　　特定取引�に�含�ま�れ�ま�す�デ�リ�バ�テ� �ィ�ブ�取引の契約額等�は下記の�と�お�り�であ�り�ま�す 。�

（単位：百万円）�

１�２�年�３�月期�１�１�年�３�月期�１�０�年�３�月期�

時価�契約額等�時価�契約額等�時価�契約額等�
取引所�
債券先物�

４�,�２�０�８�４�,�１�９�０�７�９�５�７�９�１�４�,�１�５�５�４�,�１�７�８�売建�
５�２�６�５�２�５�１�,�５�９�０�１�,�５�７�７�３�,�９�０�５�３�,�９�２�３�買建�

債券先物オプション　�
―�―�―�売建　コール�

―�）�（―�―�）�（ ―�―�）�（ ―�

―�―�―�プット�　　　�

―�）�（―�―�）�（ ―�―�）�（ ―�　　�

―�―�―�買建　コール�

―�）�（―�―�）�（ ―�―�）�（ ―�　　　�

―�―�―�プット�　　　�

―�）�（―�―�）�（ ―�―�）�（ ―�
店頭�
債券店頭オプション　�

―�―�―�売建　コール�

―�）�（―�―�）�（ ―�―�）�（ ―�　　　　�

―�―�―�プット�

―�）�（―�―�）�（ ―�―�）�（ ―�

―�―�―�買建　コール�

―�）�（―�―�）�（ ―�―�）�（ ―�

―�―�―�プット�

―�）�（―�―�）�（ ―�―�）�（ ―�
その他�

―�―�―�―�―�―�売建�

―�―�―�―�―�―�買建�

（注）�（　）�内は契約額等�に係る�当初の受払オプ�シ�ョ�ン�料であ�り�ます� �。�

●商品関連取引�　�該当ありません。�
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●単体貸借対照表������������������������������������������������ （単位：百万円）

１２年３月期
（平成１２年３月３１日現在）

１１年３月期
（平成１１年３月３１日現在）

１０年３月期
（平成１０年３月３１日現在）

資産の部

１,１８１,３５８８１５,１９８１,４１２,２４１現金預け金

２９３,８４２２９９,９８６３９９,０１４現金

８８７,５１６５１５,２１１１,０１３,２２７預け金

１５１,５１５１０４,７５０９５,４４７コールローン

４０１――買入金銭債権

４３８,９６２２８３,０８８１３４,８５５特定取引資産

１２,２９９２,９３３１０,５２９商品有価証券

――４商品有価証券派生商品

―１０―特定取引有価証券派生商品

３７,１４４３２,７２３２５,５５３金融派生商品

３８９,５１８２４７,４２１９８,７６７その他の特定取引資産

２１０,０００８３,０３４２６０,０３４金銭の信託

３,６１９,９１２３,９５０,８９４３,８８７,４４４有価証券※ ７

７３３,６５０９８４,６４８７７６,１４９国債

２６６,１８７１７２,１６５２４４,２１１地方債

３５８,５１５３５０,４３２４００,０１７社債

２,０９２,２３７２,２６１,３７０２,２５３,２３６株式※ １

９１２４自己株式※ ２

１６９,３１２１８２,２６５２１３,８２４その他の証券※ １

２０,５４７,４２５２０,８４３,５０９２０,９６６,３４７貸出金※ ３、４、５、６、７

４３０,４９３４１５,０８８５０６,２６０割引手形

２,４４９,３３７２,５０６,５０２２,６１７,０３６手形貸付

１４,５７０,５７１１５,５２２,８６２１５,２３７,１０２証書貸付

３,０９７,０２２２,３９９,０５５２,６０５,９４７当座貸越

６５,１４７１０９,９５５１４４,４３２外国為替

４,７４４４,０７０３,２９８外国他店預け

２,４０８４,８６５５,３０７外国他店貸

２７,４９４４３,０２２５７,８３９買入外国為替

３０,４９９５７,９９７７７,９８６取立外国為替

２８０,９１３２７１,７２１３９６,８６０その他資産※ ７

２,８６０３,３５３２,０１９前払費用

１００,１６２１００,６６４１２１,６５５未収収益

３７７１７３２６３先物取引差入証拠金

３０４１,６８３６先物取引差金勘定

３,１１９１２５１２０,１５０保管有価証券等

１７４,０８９１６５,７２０１５２,７６４その他の資産

４６０,６５９４６５,４７９５０７,２９０動産不動産※ ８、９、１０

４３３,５７６４３６,４５２４７７,２３６土地建物動産

２５７５６４９２８建設仮払金

２６,８２５２８,４６３２９,１２６保証金権利金

２８３,０９７３３４,１９５―繰延税金資産

１,２６２,０６１１,３７５,５５０１,４６２,３７６支払承諾見返

△３９８,７８０――貸倒引当金

２８,１０２,６７６２８,６３７,３７９２９,２６７,３３０資産の部合計

単体情報

貸借対照表、損益計算書及び利益処分計算書については、証券取引法第１９ ３条の２の規定に基づき監査法人の監査証明を受けております 。また、
銀行法第２１条第１項後段の規定により公衆の縦覧に供する書類については、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律（昭和４９年法律
第２２号）による会計監査人の監査を受けております 。

単体情報
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（単位：百万円）�　�

１�２�年�３�月期�
（平成�１�２�年�３�月�３�１�日現在）�

１�１�年�３�月期�
（平成�１�１�年�３�月�３�１�日現在）�

１�０�年�３�月期�
（平成�１�０�年�３�月�３�１�日現在）�

負債及び資本の部�
２�０�,�１�４�６�,�２�６�３�１�９�,�９�１�６�,�６�０�９�２�０�,�４�３�４�,�０�５�３�預金�※ ７�
１�,�０�３�７�,�９�０�０�８�７�６�,�９�７�８�９�５�８�,�４�９�８�当座預金�
５�,�３�１�２�,�４�９�５�４�,�５�６�０�,�８�４�１�４�,�２�６�０�,�２�８�７�普通預金�
７�０�７�,�１�１�６�７�３�９�,�１�８�５�７�３�３�,�２�２�６�貯蓄預金�
２�８�９�,�８�９�８�２�６�３�,�５�１�１�２�３�９�,�９�７�３�通知預金�

１�２�,�１�２�５�,�６�９�２�１�２�,�７�０�７�,�６�３�２�１�３�,�３�３�２�,�１�７�５�定期預金�
１�２�１�５�２�８�定期積金�

６�７�３�,�１�４�６�７�６�８�,�４�４�４�９�０�９�,�８�６�３�その他の預金�
１�,�９�８�７�,�０�９�１�１�,�４�１�９�,�３�４�４�１�,�７�３�５�,�５�３�５�譲渡性預金�
１�,�２�６�３�,�８�３�６�２�,�３�５�３�,�０�９�５�１�,�７�７�２�,�９�８�８�コールマネー�※ ７�
１�５�,�０�０�０�―�―�売渡手形�※ ７�
１�２�０�,�０�０�０�７�０�,�０�０�０�―�

―�

コマーシャル・ペーパー�
４�０�,�３�１�０�３�４�,�３�３�２�２�３�,�２�４�３�特定取引負債�
４�,�０�０�８�―�売付商品債券�
１�７�１�―�商品有価証券派生商品�

３�６�,�２�８�３�３�４�,�３�３�１�２�３�,�２�４�３�金融派生商品�
１�,�１�１�０�,�８�９�８�１�,�１�４�１�,�２�１�１�１�,�２�３�０�,�７�４�８�借用金�
１�,�３�４�４�１�,�５�７�９�１�,�８�８�９�再割引手形�

１�,�１�０�９�,�５�５�３�１�,�１�３�９�,�６�３�２�１�,�２�２�８�,�８�５�８�借入金※ １�１�
４�,�７�６�４�６�,�０�７�８�４�,�９�８�２�外国為替�
１�,�７�７�９�１�,�８�６�７�１�,�７�４�２�外国他店預り�
１�,�０�９�６�５�５�３�３�５�外国他店借�
１�,�０�０�９�１�,�１�４�３�１�,�５�４�８�売渡外国為替�
８�７�８�２�,�５�１�４�１�,�６�５�７�未払外国為替�
―�３�,�１�２�７�３�,�１�２�７�転換社債�

５�７�８�,�８�３�９�３�２�９�,�４�４�２�８�４�５�,�２�５�７�その他負債�
４�,�５�９�２�６�,�４�１�１�６�,�６�６�８�未決済為替借�
１�,�３�６�４�１�,�３�６�９�１�,�８�４�９�未払法人税等�
８�１�,�３�７�９�９�９�,�１�５�７�１�１�９�,�３�２�３�未払費用�
１�６�,�９�９�４�１�７�,�８�２�０�１�８�,�８�１�１�前受収益�

―�―�２�６�,�８�４�１�従業員預り金�
０�０�０�給付補てん備金�
１�２�５�１�４�１�１�６�６�先物取引受入証拠金�
―�―�３�,�３�０�５�先物取引差金勘定�

３�,�０�０�０�―�―�借入商品債券�
―�―�１�２�０�,�０�０�０�借入有価証券�

７�２�,�８�１�１�６�１�,�４�４�７�４�４�９�,�０�０�７�債券貸付取引担保金�
３�３�８�,�９�７�６�６�９�,�８�８�３�３�５�,�２�３�１�特定取引未払金�
５�９�,�５�９�４�７�３�,�２�１�０�６�４�,�０�５�０�その他の負債�

―�４�１�３�,�１�９�５�６�６�６�,�５�５�９�貸倒引当金�
２�５�,�２�４�６�２�４�,�４�６�６�２�４�,�１�８�９�退職給与引当金�
６�４�,�０�７�３�７�７�,�７�８�０�４�５�,�１�５�６�債権売却損失引当金�
６�,�６�０�３�―�―�特定債務者支援引当金�
―�６�,�０�４�０�―�投資等損失引当金�
０�０�０�特別法上の引当金�
０�０�０�金融先物取引責任準備金�

８�７�,�２�７�２�９�４�,�６�５�４�―�再評価に係る繰延税金負債�※ ８�
１�,�２�６�２�,�０�６�１�１�,�３�７�５�,�５�５�０�１�,�４�６�２�,�３�７�６�支払承諾�

―�―�２�６�５�,�３�５�５�再評価差額金�
２�６�,�７�１�２�,�２�６�２�２�７�,�２�６�４�,�９�３�０�２�８�,�５�１�３�,�５�７�４�負債の部合計�
６�０�５�,�３�５�６�６�０�５�,�２�８�７�３�３�２�,�８�４�５�資本金�※ １�２�
５�０�９�,�４�８�６�５�０�９�,�４�１�６�２�３�６�,�９�７�５�資本準備金�
７�１�,�１�８�９�６�７�,�５�８�２�６�４�,�６�８�６�利益準備金�
１�３�１�,�４�０�０�１�３�１�,�４�６�６�―�再評価差額金�※ ８�
７�２�,�９�８�０�５�８�,�６�９�４�１�１�９�,�２�４�７�その他の剰余金�※ １�３�、�１�４�
３�１�,�１�０�０�９�８�,�６�０�０�２�９�９�,�５�９�９�任意積立金�

４�４�３�海外投資等損失準備金�
１�,�０�１�９�１�,�０�１�９�１�,�０�１�９�行員退職給与基金�
３�０�,�０�７�６�９�７�,�５�７�６�２�９�８�,�５�７�６�別途積立金�
４�１�,�８�７�９�△３�９�,�９�０�５�△１�８�０�,�３�５�１�当期未処分利益（△は当期未処理損失）�

１�,�３�９�０�,�４�１�３�１�,�３�７�２�,�４�４�８�７�５�３�,�７�５�５�資本の部合計�
２�８�,�１�０�２�,�６�７�６�２�８�,�６�３�７�,�３�７�９�２�９�,�２�６�７�,�３�３�０�負債及び資本の部合計�
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●損益計算書�������������������������������������������������� （単位：百万円）

１２年３月期
（平成 １１ 年 ４ 月 １ 日から １２ 年 ３ 月 ３１ 日まで）

１１年３月期
（平成 １０ 年 ４ 月 １ 日から １１ 年 ３ 月 ３１ 日まで）

１０年３月期
（平成 ９ 年 ４ 月 １ 日から １０ 年 ３ 月 ３１ 日まで）

１,０８３,０３８８９８,８８５１,０１７,４１８経常収益
５７９,５４１６４９,５１１７３３,２６１資金運用収益
４５１,０５８５０３,９２０５３０,８１８貸出金利息
５５,３１８６２,５５２７５,５０２有価証券利息配当金
５６６１,５９５５,５２４コールローン利息
７０１３２１買入手形利息

１２,４１０２６,４７１６８,１６３預け金利息
４８,５７３３６,４０２３５,５００金利スワップ受入利息
１１,５４４１８,５５４１７,７２８その他の受入利息
５８,７７８５６,０９８５８,１０６役務取引等収益
２５,９１２２５,８１２２６,７１４受入為替手数料
３２,８６５３０,２８６３１,３９１その他の役務収益
１,７８７１,７６３６５１特定取引収益
４５８１５７２８５商品有価証券収益
５２７３９１―金融派生商品収益
８０１１,２１４３６５その他の特定取引収益

２６,３５１５０,８８６３０,３１７その他業務収益
４,４７７８,０４１７,１６６外国為替売買益
１８,８８８３８,６８９１８,１５７国債等債券売却益
２,９７７４,１２７４,８８２国債等債券償還益
７２８１１１その他の業務収益

４１６,５７９１４０,６２５１９５,０８１その他経常収益
４１０,２４７１３４,５１２１８７,０４０株式等売却益
３６５９８７１,４７０金銭の信託運用益
５,９６６５,１２５６,５７０その他の経常収益
９９４,９４７１,３０６,３８５１,２０７,２５９経常費用
２０７,６８７２９５,１２４３８２,４０９資金調達費用
７３,９９０１４９,５８１２１９,８７１預金利息
３,７７２１２,２９６２３,２３９譲渡性預金利息
２,４７９１４,９２１１７,８１１コールマネー利息
１０１０２３０８売渡手形利息
４７７２５３―コマーシャル・ペーパー利息

３０,１９９３２,００７３２,４８９借用金利息
２９５０４９転換社債利息

８７,９０９６２,６３９６７,５４３金利スワップ支払利息
８,８１８２３,２７２２１,０９６その他の支払利息
２８,１８７２５,０５３２２,９０３役務取引等費用
４,９９２５,０６０５,３２１支払為替手数料
２３,１９５１９,９９３１７,５８１その他の役務費用

３１２１７６特定取引費用
３１２―特定取引有価証券費用
――１７６金融派生商品費用

２３,５８３２９,７３４１１,６６８その他業務費用
２２,３５２２８,９２２９,４９５国債等債券売却損
１,２０４４０７１,８４１国債等債券償還損
２６２９０２６４国債等債券償却
―１１５６６その他の業務費用

２６３,５１１２６９,１３０２６９,５５５営業経費
４７１,９７４６８７,３３０５２０,５４７その他経常費用
５３,６５１２１９,９１９２９１,２０７貸倒引当金繰入額
６５,６６２１４３,４７０４３,３０３貸出金償却
１６０,７８１１８,０５７１８,２２４株式等売却損
９６,５７３１１,８５４１９,６３２株式等償却

０１１３５０１金銭の信託運用損
――２５事業税

９５,３０５２９３,９１４１４７,６５２その他の経常費用※１
８８,０９１△４０７,５００△１８９,８４１経常利益（△は経常損失）
２８５３５,５３５１３,３０５特別利益
１７３３５,３４４２,９７６動産不動産処分益
１１１１９０１９償却債権取立益
――４,５１６国債価格変動引当金取崩額
――５,７９３商品有価証券売買損失等引当金取崩額
０―０金融先物取引責任準備金取崩額
――０証券取引責任準備金取崩額

６,６６１３,０２０３,６５２特別損失
６,６６１３,０２０３,６５２動産不動産処分損
８１,７１５△３７４,９８６△１８０,１８９税引前当期純利益（△は税引前当期純損失）

――３,７９８法人税及び住民税
２,１７５２,４２７―法人税、住民税及び事業税
４７,９８０△１５７,３９９―法人税等調整額
３１,５５８△２２０,０１４△１８３,９８７当期純利益（△は当期純損失）
１９,１１１１３,３６６１３,６９３前期繰越利益
４,３２９――再評価差額金取崩額
―１７６,７９６―過年度税効果調整額
―３―税効果会計適用に伴う海外投資等損失準備金取崩額

１０,９３３８,３８０８,３８０中間配当額
２,１８６１,６７６１,６７６中間配当に伴う利益準備金積立額
４１,８７９△３９,９０５△１８０,３５１当期未処分利益（△は当期未処理損失）
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１２年３月期
（株主総会承認日  平成１２年６月２８日）

１１年３月期
（株主総会承認日  平成１１年６月２９日）

１０年３月期
（株主総会承認日  平成１０年６月２６日）

４１,８７９△３９,９０５△１８０,３５１当期未処分利益（△は当期未処理損失）

―６７,５００２０１,０００任意積立金取崩額

―６７,５００２０１,０００別途積立金取崩額

４１,８７９２７,５９４２０,６４８　　計

２６,１２７８,４８２７,２８２利益処分額

２,１９０１,４２０１,２２０利益準備金
（１ 株につき ５ 円）    ��� １９（１ 株につき ５ 円）   ����  ３３（ １ 株につき ５ 円） ��� ２５０第 １ 回優先株式配当金
（１ 株につき ７ 円 １９ 銭）    １,７２５（１ 株につき ４ 銭）   ���� ９―第１回第２種優先株式配当金
（１ 株につき ９ 円 ２５ 銭）   � ７４０（１ 株につき ６ 銭） ������ ４―第２回第２種優先株式配当金
（１ 株につき ３ 円 ）   �� ８,４５２（１ 株につき ２ 円 ５０ 銭）  � ７,０１４（ １ 株につき ２ 円 ５０ 銭） � ５,８０７普通株式配当金

１３,０００―４任意積立金

０―４海外投資等損失準備金

１３,０００――別途積立金

１５,７５２１９,１１１１３,３６６次期繰越利益

　　　　　　　　　　　　　　　（特定取引に係る評価利益額　　２,５５３百万円　　　 　　　　　　―  百万円　  　　　　　　１,０５８ 百万円）

●利益処分計算書 （単位：百万円）

重要な会計方針�  � �（平成�１�２�年�３�月期）�

１�.�特定取引資産�・�負債の評価基準及び収益�・�費用の計上基準�
金利、�通貨�の価�格、�有価�証券�市場�に�お�ける�相場�その�他�の指�標�に�係る�短期�的な�
変�動、�市�場�間�の�格�差�等�を�利�用�し�て�利�益�を�得�る等�の�目�的 （以�下 「特�定�取�引�目�
的」�）�の取引�に�つ�いて�は、�取引の約�定時点を基準�と�し�、�貸借対照�表上�「特定取引�
資�産」�及び�「特�定�取�引�負�債」�に計 上�する�と�と�も�に�、�当�該�取�引�か�らの�損�益�を�損�益�
計算書上�「特定取引収益」�及�び�「特定取引費用」�に�計 上 し� �て�お り� �ま�す� �。�
特�定�取�引�資�産�及び�特�定�取�引�負�債�の�評�価は�、� �有�価�証�券�及び�金�銭�債�権�等�につ�い�
て�は決算日の時価�に�よ�り�、�ス�ワ�ッ�プ�・�先物�・�オ�プシ�ョ�ン取引等の派生商�品�に�つ�い�
て�は決算�日�に�お�いて�決済�し�た�も�の�と�みな�し�た額�に�よ�り�行�っ�て�お�り�ま�す� �。�
また�、� �特�定�取�引�収�益�及び�特�定�取�引�費�用�の�損�益�計 上は�、�期�中�の�受�払�利�息�等�に�、� �
有�価�証�券、� �金�銭�債�権�等�に�つ�い� �て�は�前�期�末�と�当�期�末�に�お�け�る�評�価�損�益の増�減�額�
を� �、�派�生�商�品�に�つ�いて�は前�期�末�と�当�期�末�に�お�ける�み�な�し�決�済か�ら�の�損�益�相�当�
額の増減額�を加え�て�お り�ま�す� �。�

２�．�有価証券の評価基準及び評価方法�
　�（�１�）� �有価証券の評価�は、�移動平均法�に�よ�る�原価法�に�よ�り�行�っ�て�お�り�ま�す� �。�　�
（�２�）� �有価�証券�運用を主目的�と�す�る�単独�運用�の金銭�の信託�に�おい�て信託財産�と�
し�て運用さ�れて�いる�有価�証券�の評�価�は、取引所の�相場�のあ�る�有価�証券�に�
つ�いて�は移動�平均法�に�よ�る�低価法�（洗替え�方式）�に�よ�り�行�っ�て�お�り�、�上記以�
外の有価証券�に�つ�いて�は移動�平均法�に�よ�る�原価法�に�よ�り�行�っ�て�お�り�ま�す� �。�

　�
３�．�減価償却の方法�
（�１�）�動産不動産�

建　物　定額法�を採用�し�、�税法基準の償却率�に�よ�る�。�
動　産　定率法�を採用�し�、�税法基準の償却率�に�よ�る�。�
その他　税法の定�め�る�方法�に�よ�る�。�　　　　　�

（�２�）�ソ�フ�ト�ウ�ェ�ア�　　　　　　　　　　　　　　　�
自�社�利�用�の�ソ�フ�ト�ウ�ェ�ア�につ�いては�、�行�内�に�おける利�用�可�能�期�間�（�５�年）�に�
基�づ�く�定額法�に�よ�り�償却�し�て�お�り�ま�す� �。�　　　　　　　　　　　　　�
なお、�従来�「そ�の他�資産」�に�計上�し�て�いた�自社�利用�の�ソ�フ�ト�ウ�ェ�ア�に�つ�いて�
は、�「研�究�開�発�費�及びソ�フ�ト�ウ�ェ�アの�会�計�処�理�に関する�実�務�指�針」�（日�本�公�
認�会�計�士�協�会�会�計�制�度�委�員�会�報�告�第�１�２�号�平�成�１�１�年�３�月�３�１�日）�に�おけ�る�
経過�措置�の適用�に�よ�り�、�従来�の会計�処理�方法を継続�し�て採用�し�て�お�り�ま�す�
 �

。�
 �ま�た、�同�報�告では上記�に�係る�ソ�フ�ト�ウ�ェ�アの表�示�に�つ�いて�は、�無�形�固�定�資�
産�に�計�上する�こ�と�と�されてお�り�ま�すが、�財�務�諸�表の�資�産の�分�類�等�は�「銀�行�
法�施�行�規�則」�（昭�和�５�７�年�大�蔵�省�令�第�１�０�号）�に�よる�こ�と�と�されてお�り�ま�すの�
で、�引�き�続�き�「その他資産」�に�計上�し�て�お�り�ま�す� �。�

　�
４�.�外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準�
外貨建の�資産 ･ �負債�に�つ�い�て�は� �、� �決算日の�為替相場�に�よ�る�円換算額�を�付�し� �て�お�り�
ま�す� �。� �た�だ�し�、�①外国法人�に�対�す�る�出資�（�た�だ�し�、�外貨�に�て�調達�し�た�も�の�を�除�く�）�、�

②外貨建転換社債、�③�そ�の�他当行�が直物外貨建資産残高�に�算入�す�る�こ�と�が適�
当�で�な�い�と�定�め�た�外貨�建資�産�は�取得�時、直物�外貨�建負�債残�高�に�算入す�る�こ�と�
が�適当�でな�い�と�定め�た外�貨建�負債については�発生�時の�為替�相場に�よ�っ�てお�
り�ま�す 。�海外支店勘定�について�は、決算日の為替相場�に�よる�円換算額を付�し�
てお�り�ま�す 。�

５�.�引当金の計上基準�
（�１�）�貸倒引当金�
貸倒�引当�金�は、�予め定め�て�いる�償却�・�引当�基準�に�よ�り�、�次の�と�お�り�計上�し�て�
お�り�ま�す� �。�
破�産、�和�議�等、�法�的�に経�営�破�綻�の�事�実�が�発�生�して�い�る�債�務�者�（以�下�「破�綻�
先」�と�い�う�）�に�係る�債権、�及�び�法的�に�経営破綻の事実�が発生�し�て�いな�い�も�の�
の�実�質�的�に�経�営�破�綻�に�陥�っ�て�いる�債�務�者�（以�下�「実�質�破�綻�先」�と�い�う�）�に�係�
る�債�権�に�つ�いて�は、�下�記�直�接�減�額�後�の帳�簿�価�額か�ら�担�保�の処�分�可�能�見�込�
額及�び�保証�に�よ�る�回収可能見込額�を減算�し�た残額�を計上�し�て�お�り�ま�す� �。�
ま�た、�現在�は経営破綻の状況�に�な�い�が、�今後経営破綻�に�陥る�可能性が大き�
い�と�認め�ら�れる�債務者�に�係る�債権�に�つ�いて�は、�債権額か�ら�担保の処分可能�
見�込�額�及び�保�証�に�よる�回�収�可�能�見�込�額を�減�算�した残�額�の�う�ち、�債�務�者�の�
支払能力�を総合的�に�判断�し�て�必要額�を計上�し�て�お�り�ま�す� �。�
上記以外の債権�に�つ�いて�は、�合理的な方法�に�よ�り�算出�し�た貸倒実績率等�に�
基�づ�く�予想損失額�を計上�し�て�お�り�ま�す� �。�
ま�た、�特定海�外債権�に�つ�いて�は、�対象国�の政治�経済情�勢等�に�起因�し�て生�ず�
る�損失見�込額を特定海外債�権引当�勘定�（租税特�別措置�法第�５�５�条の�２�の海�
外投資等損失準備金�を含�む�）�と�し�て�計上�し�て�お�り�ま�す� �。�
す�べて�の債権�は、�資産の自己査定基準�に�基�づき�、�営業関連部署が実施�し�た�
資産査�定を�、�当該部�署か�ら�独立�し�た資産監査�部署が�監査�し�、�その査定�結果�
に�基�づい�て�、�上記の引当�を行�っ�て�お�り�ま�す� �。�
なお、�破�綻�先�及び�実�質�破�綻�先�に�対する�担�保�・�保�証�付�債�権�等�に�つ�いて�は、�債�
権額か�ら�担保�の評�価額�及び保�証�に�よ�る�回収が�可能�と�認め�ら�れる�額を控除�
し�た残額を取立�不能�見込�額�と�し�て債権額か�ら�直接�減額�し�て�お�り�、�その�金額�
は�４�３�９�,�９�４�０�百万円で�あ�り�ま�す� �。�

（�２�）�退職給与引当金�
自己都合退職�に�よ�る�期末要支給額�に�相当す�る�額�を引�き�当て�て�お�り�ま�す� �。�

（�３�）�債権売却損失引当金�
㈱�共�同�債�権�買�取�機�構�に�売�却�し�た不�動�産�担�保�付�債�権�に�つ�いて�、�将�来�発�生す�
る�可能性のあ�る�損失�を見積�も�り�、�必要�と�認め�ら�れる�額�を計 上 し� �て�お り�ま�す� �。�

（�４�）�特定債務者支援引当金�
再�建�支�援を�行�っ�て�いる�特�定�の�債�務�者�に対�し�、�将�来�発�生�する�支�援�額を�合�理�
的�に�見積�も�り�、�必要�と�認め�ら�れる�額�を計上�し�て�お�り�ま�す� �。�

（�５�）�金融先物取引責任準備金�
金融先�物取引�等�に�関�し� �て生�じ�た事故�に� �よ�る�損失の�補て� �ん�に�充て�る�ため�、�金�
融�先�物�取�引�法�第�８�２�条�及び�同�法�施�行�規�則�第�２�９�条�の�規�定�に定める�と�こ�ろ�に�
よ� �り�算出�し�た額�を計 上 し� �て�お り� �ま�す� �。�　�
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６.リー ス取引の処理方法
リー ス 物件の所有権が借主に移転 す ると認められるもの以外のフ ァ イ ナン ス ･
 リー ス 取 引に つ い ては 、通常 の 賃貸借 取 引 に準 じ た 会 計 処 理 に よ っ て お ります 。 

７. 適格退職年金（又は調整年金）制度の採用
昭和４６年９月より、退職金制度の一部について 、調整年金制度を採用 し ており
ます 。平成１１年３月３１日現在の過去勤務費用の現在額は３３,１３０百万円であ
り、内訳は次のとおりであります 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 現　在　額　　　 残存掛金期間
　評価損償却過去勤務費用　　　　　　　１５,４７７百万円　  ���１８年 １ 月
　その他一般の過去勤務費用　　　　　　１７,６５２百万円　　　   １６年２月
なお、移行に伴う退職給与引当金超過額は税法の累積限度超過額の取崩し割
合により取崩しております 。

８. 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております 。

表示方法の変更
特定取引未払金
特定取引未払金は、資産総額の１００分の１を超えたため、区分掲記することとい
たしました。なお、前期は「その他の負債」に６９,８８３百万円含まれております 。

追加情報（貸借対照表）
前事業年度まで負債の部に掲記しておりました「貸倒引当金」は、「銀行法施行規
則」（昭和５７年大蔵省令第１０号）別紙様式が改正されたことに伴い、当事業年度
より資産の部の最後に対象資産から一括控除する方法により表示しております 。
この変更により、従来の方法によった場合に比べ、資産の部は３９８,７８０百万円、負
債の部は３９８,７８０百万円それぞれ減少しております 。

注　記　事　項    �����������������　 （平成１２年３月期）

貸借対照表関係
※　１. 子会社の株式及び出資総額  �������������１５,６６２百万円

なお、本項の子会社は、銀行法第２条第８項に規定する子会社であります。
　
※　２. 自己株式の うち、 商法第  ２１０条 ノ２第２項第３号に定める自己株式はあり

ません。

※　３. 貸出金のうち、破綻先債権額は ７３,４３２百万円、 延滞債権額は６１１,０１９百万
円であります 。
 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続してい
ることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがない
ものとして未収利息を計上しなかった貸出金 （貸倒償却を行った部分を除
く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０
年政令第９７号） 第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項
第４号に規定する事由が生じている貸出金であります 。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務
者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出
金以外の貸出金であります 。

※　４. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は８４,９２０百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌
日から３月以上遅延している貸出金で、破綻先債権及び延滞債権に該当し
ないものであります 。

※　５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は８８,２６２百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その
他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権
及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります 。

※　６．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権
額の合計額は８５７,６３５百万円であります 。
なお、上記３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であり
ます 。

※　７. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
  有価証券　　　　  ���������������３５,４８８百万円
  貸出金　　　　　  ���������������２９９,３４４百万円
担保提供資産に対応する債務
  預金　　　　　　  ���������������１３４,３４８百万円
  コールマネー　　　  ��������������２２０,０００百万円
  売渡手形　　　　　  ��������������１５,０００百万円
上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用
として、有価証券３１８,９１８百万円、貸出金１３,０４１百万円、その他資産　４百
万円を差し入れております 。

※　８. 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布　法律第３４号）に基
づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額
に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しており
ます 。 
　　再評価を行った年月日  ������������平成１０年３月３１日
　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布　政令第１１９
号）第２条第１号に定める地価公示法により公示された価格（平成１０年１
月１日基準日）に基づいて、地点の修正、画地修正等、合理的な調整を行っ
て算出しております 。
同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における
時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との
差額　　  ��������������������５３,８３６百万円

※　９. 動産不動産の減価償却累計額  ������������２１８,４８６百万円

※１０. 動産不動産の圧縮記帳額  ��������������６２,７８４百万円
　　　（当期圧縮記帳額  �������������������―百万円）

※１１. 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付さ
れた劣後特約付借入金１,０１２,６１５百万円が含まれております 。

※１２. 会社が発行する株式の総数
  普通株式  �������������������６,０００,０００千株
  優先株式  ��������������������５３,９１０千株
  第２種優先株式  �����������������６００,０００千株
  第３種優先株式  �����������������１００,０００千株
発行済株式総数　　
  普通株式  �������������������２,８１７,３５４千株
  第１回優先株式  ������������������３,９１０千株
  第１回第２種優先株式  ��������������２４０,０００千株
  第２回第２種優先株式  ���������������８０,０００千株

※１３.その他の剰余金のうち、銀行法第１７条の２第４項により利益の配当に充当
することを制限されている金額は、１,０５８百万円であります 。

※１４. 当行の定款の定めるところにより、平成９年８月８日発行の第１回優先株
式所有の株主に対しては、優先配当金（１株につき年１０円）を、平成１１年３
月３１日発行の第１回第２種優先株式所有の株主に対しては、優先配当金
（１株につき年１４円３８銭）を、平成１１年３月３１日発行の第２回第２種優先
株式所有の株主に対しては、優先配当金（１株につき年１８円５０銭）を超え
て配当することはありません。

損益計算書関係
※１. その他の経常費用には、　
  取引先支援のための債権放棄による損失  ������３８,０００百万円
  債権売却損失引当金繰入額  ������������２２,５５６百万円
  （株）共同債権買取機構へ不動産担保付債権
  を売却したことにかかわる損失  ����������１５,８９９百万円
を含んでおります 。

リース取引関係
　１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引

　　�リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相
　　　当額
  �����������������������動　産   　　合　計
　　　 取得価額相当額  ���������１９,９５７百万円   １９,９５７百万円
　　　　減価償却累計額相当額  ������４,８３１百万円   ４,８３１百万円
　　　　期末残高相当額  ���������１５,１２５百万円   １５,１２５百万円

　　�未経過リース料  ������　　１年内 　　　　　 １年超　　　　　合　計
   期末残高相当額  ����３,８８５百万円　１１,３５２百万円　 １５,２３７百万円

　　�当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
   支払リース料  �������������������３,７６６百万円
   減価償却費相当額  �����������������３,５５６百万円
   支払利息相当額  �������������������１７８百万円

　　�減価償却費相当額の算定方法
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております 。

　　�利息相当額の算定方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、
　　　各期への配分方法については、利息法によっております。　　　　　　　

　２. オペレーティング・リース取引
  ������������������１年内 　　　　１年超 　　　　　 合　計
　　�未経過リース料　  ������７１５百万円 　１,９２４百万円 　２,６４０百万円
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税効果会計関係
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
 貸倒引当金損金算入限度超過額  ����������２０４,１８７百万円
 株式等償却否認  ������������������２６,９６７百万円
 債権売却損失引当金  ���������������� ２５,５６３百万円
 その他  ����������������������２６,３８２百万円
繰延税金資産合計  �����������������２８３,１０１百万円
繰延税金負債
 海外投資等損失準備金  ������������� △　　　３百万円
繰延税金資産の純額  ���������������� ２８３,０９７百万円

　２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異
があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

　　法定実効税率  �����������������������４１.８%
   （調整）
   税率変更による影響額  ������������������１６.９%
   永久差異による影響額  �������������������０.６%
   住民税均等割額  ���������������������０.４%
   その他  �������������������������１.６%
　　税効果会計適用後の法人税等の負担率  ������������６１.３%

　３.「東京都における銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条
例」（平成１２年４月１日東京都条例第１４５号）が平成１２年３月３０日に可決・
成立し、東京都に係る事業税の課税標準が同４月１日以降開始する事業年度
より従来の所得から業務粗利益に変更されることにより、当該事業税は税効
果会計の計算に含められる税金でなくなることから、繰延税金資産及び繰延
税金負債の計算に使用する法定実効税率を、当期より前期の４１.８６％から
３９.９１％に変更しております 。この変更により、繰延税金資産は１３,８３２百万円
減少し、当期に計上された法人税等調整額は同額増加しております 。また、再
評価に係る繰延税金負債は４,２６４百万円減少し、再評価差額金は同額増加し
ております 。

　４.「大阪府における銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条
例」（平成１２年６月９日大阪府条例第１３１号）が平成１２年６月９日に公布さ
れ、平成１３年４月１日以後開始する事業年度より施行されることにより、繰延
税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、当期の
３９.９１％から３９.５２％に変更されます 。
この変更により、繰延税金資産及び「再評価に係る繰延税金負債」を、当期末
における一時差異等を基礎として再計算した場合、それぞれ２,７６６百万円の
減少及び８５２百万円の減少となります 。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
なお、実際の影響額は、翌期末における一時差異等を基礎として計算される
ため、上記の金額とは異なることになります 。

１株当たり情報
１株当たり純資産額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  �３４８.７６円
１株当たり当期純利益 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 ９.４５ 円
潜在株式調整後１株当たり当期純利益   �������������８.７３ 円

　（注）１.１株当たり純資産額は、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発 行
価額」を控除した金額を、期末の発行済普通株式数で除しております 。

２.１株当たり当期純利益は、当期純利益から当期優先株式配当金総額を
控除した金額を、期中平均発行済普通株式数で除しております 。
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損益の状況

（単位：百万円）●部門別損益の内訳

１２年３月期１１年３月期１０ 年３月期

３５８,３０６３３６,０７０３３１,１７１資金運用収支

国
内
業
務
部
門

４６７,３８２４８４,７８８４９８,８３３資金運用収益
１０９,０７６１４８,７１７１６７,６６１資金調達費用
２８,５４６２８,５９５３２,３７４役務取引等収支
５４,６７０５１,３８４５１,９９０役務取引等収益
２６,１２３２２,７８８１９,６１５役務取引等費用
１,５０７１,５４８７８８特定取引収支
１,５１０１,５６０６０９特定取引収益
３１２△　　１７８特定取引費用

△　　４,１５２１０,１７４６,９５１その他業務収支　
１９,４３０３９,３６１１７,８６３その他業務収益
２３,５８３２９,１８７１０,９１１その他業務費用
３８４,２０８３７６,３８８３７１,２８５業務粗利益
１.６５１.６４１.６４業務粗利益率（％）
１４,３９８１９,６１４２１,５２０資金運用収支

国
際
業
務
部
門

１１３,１５０１６８,６２２２４２,５３０資金運用収益
９８,７５２１４９,００８２２１,０１０資金調達費用
２,０４３２,４４９２,８２８役務取引等収支
４,１０７４,７１４６,１１６役務取引等収益
２,０６４２,２６４３,２８７役務取引等費用
２７６２０２△　　３１２特定取引収支
２７６２０２４１特定取引収益
――３５４特定取引費用

６,９２０１０,９７７１１,６９８その他業務収支
６,９２０１１,５２５１２,４５４その他業務収益
０５４７７５６その他業務費用

２３,６３９３３,２４３３５,７３４業務粗利益
０.９４０.８４０.６０業務粗利益率（％）

３７２,７０４３５５,６８４３５２,６９２資金運用収支

合　
　
　
　

計

９９１３,８９９８,１０２資金運用収益
５７９,５４１６４９,５１１７３３,２６１ 　
９９１３,８９９８,１０２資金調達費用

２０６,８３７２９３,８２６３８０,５６８ 　
３０,５９０３１,０４４３５,２０２役務取引等収支
５８,７７８５６,０９８５８,１０６役務取引等収益
２８,１８７２５,０５３２２,９０３役務取引等費用
１,７８４１,７５１４７５特定取引収支
１,７８７１,７６３６５１特定取引収益
３１２１７６特定取引費用

２,７６８２１,１５２１８,６４９その他業務収支
２６,３５１５０,８８６３０,３１７その他業務収益
２３,５８３２９,７３４１１,６６８その他業務費用
４０７,８４７４０９,６３２４０７,０２０業務粗利益
１.６０１.５６１.４９業務粗利益率（％）
１,６００７３,２１０△　　１１,５９０一般貸倒引当金繰入額
２５０,８３９２５２,５３９　２６２,２０８経費（除く臨時経費）
１５５,４０８８３,８８３　　１５６,４０１業務純益

△　　６７,３１７△　４９１,３８３△　３４６,２４３臨時損益
　　８８,０９１△　４０７,５００△　１８９,８４１経常利益（△は経常損失）

 （注） 　１. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引であります 。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含
　　　  めております 。　
　　　 ２. 資金調達費用は金銭の信託運用見合費用 （１０年３月期１,８４０百万円、１１年３月期１,２９７百万円、１２年３月期８４９百万円） を控除 して表示し ております 。　
　　　３. 資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります 。　
　　
　　 

業務粗利益
資金運用勘定平均残高×１００４. 業務粗利益率＝

損益の状況
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 （単位：百万円、 ％）●資金運用 ･調達勘定平均残高、利息、利回 り

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
利回り 利息 平均残高 利回り 利息 平均残高 利回り 利息 平均残高 

２.００
（９９１） 

４６７,３８２
（３４２,７０１） 
２３,２８４,２８７２.１１

（３,８９９） 
４８４,７８８

（７２１,０１７） 
２２,８８４,４６５２.２０

（８,１０２） 
４９８,８３３

（１,２７２,８１７） 
２２,５９１,７３２

　
資金運用勘定　　　

国
内
業
務
部
門

２.１４３９９,８７７１８,６２１,６７４２.２５４１２,２８０１８,２６６,７６８２.３５４１２,７１６１７,４９３,１７２うち貸出金
１.３２５１,１４９３,８５４,２７８１.５６５７,０６９３,６５６,２８７１.７７６２,９３８３,５３９,０９９有価証券
０.１５２８７１８２,７６６０.７０６２４８８,８３６０.７３６７６９１,９６９コールローン
０.０３７０２００,４０６０.４９１３２,７４７０.７２２１３,０１３買入手形
０.４０３２９８２,４５５０.６１９１７１４８,８０９０.６８９４８１３７,９２０預け金

０.４７１０９,０７６２２,７８１,０３４０.６６１４８,７１７２２,２７５,１３３０.７６１６７,６６１２１,９１３,７３２
　
資金調達勘定

０.２１４１,２４１１８,７５９,８７００.３８６６,３７２１７,４３４,３８３０.４７８１,０５１１７,１９４,９２５うち預金
０.１４２,５４４１,７４８,０７４０.６０９,９８３１,６６３,３８８０.６３１０,０６４１,５８０,７９３譲渡性預金
０.１５２,０９１１,３３８,７５６０.５６１２,７２９２,２５９,２３３０.５９１４,８９９２,４８５,９１９コールマネー
０.０８１０１２,３５７０.５７１０２１７,７７２０.５５３０８５５,２０１売渡手形
０.２０４７７２３０,１０９０.５７２５３４３,９１２―――コマーシャル・ペーパー
２.５９１９,５６８７５２,８２３２.９５１９,６２０６６２,９６１３.０３１８,９４１６２３,１１２借用金

４.５２１１３,１５０２,５０１,３１６４.２９１６８,６２２３,９２９,５２２４.０８２４２,５３０５,９３３,０４８
　
資金運用勘定

国
際
業
務
部
門

２.６４５１,１８０１,９３７,０４６２.９５９１,６４０３,１０３,４４４２.９７１１８,１０２３,９７１,６６９うち貸出金
３.０５４,１６８１３６,５８７３.１９５,４８２１７１,８３８４.０５１２,５６３３１０,０４９有価証券
５.１１２７９５,４５５５.４２９７１１７,９０７６.１６４,８４８７８,６３３コールローン
―――――――――買入手形

３.７２１２,０８１３２４,７３７５.１６２５,５５３４９４,９０７４.７３６７,２１４１,４２０,０１４預け金

３.９２
（９９１） 
９８,７５２

（３４２,７０１） 
２,５１８,０８０３.７５

（３,８９９） 
１４９,００８

（７２１,０１７） 
３,９６６,３４１３.７２

（８,１０２ ） 
２２１,０１０

（１,２７２,８１７） 
５,９３４,２８３

　
資金調達勘定

１.８５３２,７４８１,７６５,０４７３.００８３,２０８２,７７３,４１５３.４４１３８,８１９４,０３１,１９８うち預金
５.８６１,２２８２０,９３９６.３９２,３１２３６,１４９５.９１１３,１７５２２２,７１６譲渡性預金
５.５９３８８６,９３９５.７４２,１９１３８,１１６５.８７２,９１２４９,５９０コールマネー
―――――――――売渡手形
―――――――――コマーシャル・ペーパー

２.８１１０,６３１３７７,６７９３.１４１２,３８６３９３,８９８３.８３１３,５４７３５３,４１７借用金

２.２７５７９,５４１２５,４４２,９０２２.４８６４９,５１１２６,０９２,９７０２.６９７３３,２６１２７,２５１,９６３
　
資金運用勘定

合　
　
　
　

計

２.１９４５１,０５８２０,５５８,７２０２.３５５０３,９２０２１,３７０,２１２２.４７５３０,８１８２１,４６４,８４２うち貸出金
１.３８５５,３１８３,９９０,８６５１.６３６２,５５２３,８２８,１２６１.９６７５,５０２３,８４９,１４８有価証券
０.３０５６６１８８,２２２１.４９１,５９５１０６,７４４３.２３５,５２４１７０,６０３コールローン
０.０３７０２００,４０６０.４９１３２,７４７０.７２２１３,０１３買入手形
３.０４１２,４１０４０７,１９２４.１１２６,４７１６４３,７１６４.３７６８,１６３１,５５７,９３４預け金

０.８２２０６,８３７２４,９５６,４１３１.１５２９３,８２６２５,５２０,４５８１.４３３８０,５６８２６,５７５,１９８
　
資金調達勘定

０.３６７３,９９０２０,５２４,９１８０.７４１４９,５８１２０,２０７,７９８１.０３２１９,８７１２１,２２６,１２４うち預金
０.２１３,７７２１,７６９,０１４０.７２１２,２９６１,６９９,５３７１.２８２３,２３９１,８０３,５１０譲渡性預金
０.１８２,４７９１,３４５,６９６０.６４１４,９２１２,２９７,３４９０.７０１７,８１１２,５３５,５０９コールマネー
０.０８１０１２,３５７０.５７１０２１７,７７２０.５５３０８５５,２０１売渡手形
０.２０４７７２３０,１０９０.５７２５３４３,９１２―――コマーシャル・ペーパー
２.６７３０,１９９１,１３０,５０２３.０２３２,００７１,０５６,８５９３.３２３２,４８９９７６,５２９借用金

（注）１. 国内業務部門の資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（１０年３月期２０５,２０３百万円、１１年３月期２０７ ,６９９百万円、１２年３月期２３８,３７７百万円）を 、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額
の平均残高 （   １０年３月期２４０,３６９百万円、 １１年３月期１９４,２２８百万円、１２年３月期１７７,４１３百万円）及び 利息 （  １０年３月期１,８３９百万円、１１年３月期１,２９６百万円、１２年３月期８４９百万円）を 、
それぞれ控除 し て表示 し ております 。　
国際業務部門の資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（１０年３月期５,７９８百万円、１１年３月期４,４８６百万円、１２年３月期３,９１９百万円）を 、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均
残高（１０年３月期４１百万円、１１年３月期３４百万円、１２年３月期１５百万円）及び利息（１０年３月期１百万円、 １１年３月期１百万円、１２年３月期０百万円）  を、それぞれ控除 し て表示 し てお り ます 。
合計欄の資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（１０年３月期２１１,００１百万円、１１年３月期２１２,１８６百万円、１２年３月期２４２,２９６百万円）を、 資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均
残高（ １０年３月期２４０,４１１百万円、１１年３月期１９４,２６３百万円、１２年３月期１５百万円） 及 び利息 （１０年３ 月 期１,８４０百万円、１１年３月期１,２９７百万円、１２年３月期０百万円）を 、それぞれ控除
 して表示 し てお り ま す 。  

　　２.   （　）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であり、合計欄では相殺して記載されております 。　
　　３. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は 、 月次カレント方式 （前月末 TT 仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式） によ り算出 し てお り ま す 。 　
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●利鞘�������������������������������������������������������（単位：％）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期

２.００２.１１２.２０資金運用利回り国
内
業
務
部
門

１.４９１.７０１.８５資金調達原価
０.５１０.４１０.３５総資金利鞘
４.５２４.２９４.０８資金運用利回り国

際
業
務
部
門

４.６９４.２９４.１２資金調達原価
△０.１７△０.０１△０.０３総資金利鞘
２.２７２.４８２.６９資金運用利回り合　

計
１.８３２.１３２.４１資金調達原価
０.４４０.３５０.２７総資金利鞘

●受取 ･支払利息の分析��������������������������������������������� （単位：百万円）

１２ 年 ３ 月期１１ 年 ３ 月期１０ 年 ３ 月期
純増減利率による増減残高による増減純増減利率による増減残高による増減純増減利率による増減残高による増減

△１７,４０５△２５,８７３８,４６８△１４,０４４△２０,５０８６,４６３△１６,１８７△２６,７５２１０,５６４受取利息

国
内
業
務
部
門

△１２,４０２△２０,４０９８,００６△４３５△１８,６８４１８,２４９△１２,８２６△２５,６６３１２,８３６うち貸出金
△５,９１９△９,００８３,０８８△５,８６９△７,９５３２,０８３△ １,３０８△ ９,８７５８,５６６有価証券
△３３７△９９６６５９△５１△２８△２３４９６８４４１２コールローン
―――△８△６△１２１―２１買入手形

△５８７△１７９△４０８△３１△１０６７４△  ４１７６△１１８預け金
△３９,６４１△４３,０１５３,３７４△１８,９４３△２１,７０８２,７６４△１５,２０１△１８,７７８３,５７７支払利息
△２５,１３０△３０,１６７５,０３６△１４,６７８△１５,８０６１,１２７△２０,８５３△２１,４１０５５７うち預金
△７,４３９△７,９４７５０８△８０△６０６５２５３,８４２１,２８６２,５５６譲渡性預金
△１０,６３８△５,４５６△５,１８２△２,１６９△８１１△１,３５７１,２５４１,８７７△６２３コールマネー
△９２△６１△３１△２０６３△２０９△ ７４１２８△７６９売渡手形
２２４△８４８１,０７２２５３―２５３―――コマーシャル・ペーパー
△５２△２,７１１２,６５９６７９△５３１１,２１０△ １,５４２△ ２,５７０１,０２７借用金

△５５,４７１５,８１２△６１,２８４△７３,９０８７,９７５△８１,８８４△１３,２５３△ １,３２２△１１,９３１受取利息

国
際
業
務
部
門

△４０,４６０△６,０２８△３４,４３２△２６,４６２△６４９△２５,８１２△ ６,５２８△ １,９２８△ ４,６００うち貸出金
△１,３１４△１９０△１,１２４△７,０８１△１,４８０△５,６００△ ５,６０３△ ４,２６２△ １,３４０有価証券
△６９１△１６△６７５△３,８７７△１３３△３,７４４△ ２７２１４１△４１４コールローン
―――――――――買入手形

△１３,４７２△４,６８６△８,７８５△４１,６６１２,１２４△４３,７８５５,９６０１０,２１２△ ４,２５１預け金
△５０,２５６４,１４０△５４,３９６△７２,００１１,２８４△７３,２８６△ ８,０１１１,５４５△ ９,５５６支払利息
△５０,４５９△２０,２０８△３０,２５１△５５,６１１△１２,３０６△４３,３０５８,０７０６,１２９ １,９４０うち預金
△１,０８４△１１１△９７２△１０,８６２１７２△１１,０３５３,２８２△  ２７ ３,３０９譲渡性預金
△１,８０３△１０△１,７９２△ ７２０△４６△ ６７３△ ７６４５６△８２０コールマネー

―――――――――売渡手形
―――――――――コマーシャル・ペーパー

△１,７５５△１,２４５△５０９△１,１６１△２,７１２１,５５１１,３８９△ １,４３７２,８２６借用金
△６９,９６９△５３,７８９△１６,１８０△８３,７５０△５２,５７３△３１,１７６△２５,１０５△４１,８８２１６,７７６受取利息合

計 △８６,９８９△８０,４９７△６,４９２△８６,７４２△７１,６３８△１５,１０３△１８,８７６△２７,９２１９,０４５支払利息

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分につい ては、利率による増減要因に含めて表示し ております 。 

●利益率������������������������������������������������������（単位：％）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期

０.３５――総資産経常利益率
６.４７――資本経常利益率
０.１２――総資産当期純利益率
２.３１――資本当期純利益率

 （注）  １. 総資産経常 （当期純） 利益率＝ 

　　 ２. 資本経常 （当期純） 利益率＝ 

　

× １００
経常（当期純）利益

総資産 （除く支払承諾見返） 平均残高

× １００
経常（当期純）利益

資本勘定平均残高
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●役務取引の状況 ������������������������������������������������ （単位：百万円）

１２ 年 ３ 月期１１ 年 ３ 月期１０ 年 ３ 月期

５４,６７０５１,３８４５１,９９０役務取引等収益

国
内
業
務
部
門

１４,３３４１３,７０４１３,０５６うち預金 ･ 貸出業務
２３,２０２２２,９０４２３,１６７為替業務
４,１４４３,４５１３,２３２証券関連業務
３,９０９３,７５８４,２７０代理業務
２,４５９２,５７３２,６０５保護預り ･ 貸金庫業務
６８４５８１５６３保証業務

２６,１２３２２,７８８１９,６１５役務取引等費用
４,２５５４,１８０４,２１１うち為替業務
４,１０７４,７１４６,１１６役務取引等収益

国
際
業
務
部
門

２６４４３６７１２うち預金 ･ 貸出業務
２,７０９２,９０７３,５４６為替業務
１１１５１１証券関連業務
６６９５８代理業務
―――保護預り ･ 貸金庫業務

１,０１５１,２１０１,５６４保証業務
２,０６４２,２６４３,２８７役務取引等費用
７３６８７９１,１１０うち為替業務

５８,７７８５６,０９８５８,１０６役務取引等収益

合　
　

計

１４,５９８１４,１４０１３,７６９うち預金 ･ 貸出業務
２５,９１２２５,８１２２６,７１４為替業務
４,１５５３,４６７３,２４３証券関連業務
３,９７６３,７６８４,３２９代理業務
２,４５９２,５７３２,６０５保護預り ･ 貸金庫業務
１,７００１,７９１２,１２７保証業務
２８,１８７２５,０５３２２,９０３役務取引等費用
４,９９２５,０６０５,３２１うち為替業務

●特定取引の状況 ������������������������������������������������ （単位：百万円）

１２ 年 ３ 月期１１ 年 ３ 月期１０ 年 ３ 月期

１,５１１１,５６０６０９特定取引収益

国
内
業
務
部
門

４１７１９４２４４うち商品有価証券収益
―――特定取引有価証券収益
２９２１５１―金融派生商品収益
８０１１,２１４３６５その他の特定取引収益
３１２△１７８特定取引費用
―――うち商品有価証券費用
３１２―特定取引有価証券費用
――△１７８金融派生商品費用
―――その他の特定取引費用
２７６２０２４１特定取引収益

国
際
業
務
部
門

４１△３７４１うち商品有価証券収益
―――特定取引有価証券収益
２３４２４０―金融派生商品収益
―――その他の特定取引収益
△０―３５４特定取引費用
―――うち商品有価証券費用
△０――特定取引有価証券費用
――３５４金融派生商品費用
―――その他の特定取引費用

１,７８７１,７６３６５１特定取引収益

合　
　

計

４５８１５７２８５うち商品有価証券収益
―――特定取引有価証券収益
５２７３９１―金融派生商品収益
８０１１,２１４３６５その他の特定取引収益
３１２１７６特定取引費用
―――うち商品有価証券費用
３１２―特定取引有価証券費用
――１７６金融派生商品費用
―――その他の特定取引費用

（注）内訳科目はそれぞれの収益と費用で相殺し、収益が上回った場合には収益欄に、費用が上回った場合には費用欄に、上回った純額を計 上し ております 。
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●その他業務利益の内訳 ���������������������������������������������  （単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期

△４,１６０１０,２６０６,９０６国債等債券関係損益国
内
業
務
部
門

７△８７４４その他
△４,１５２１０,１７４６,９５１計
４,４７７８,０４１７,１６６外国為替売買益国

際
業
務
部
門

２,４４３２,９３７４,５３２国債等債券関係損益
―――その他

６,９２０１０,９７８１１,６９８計
２,７６８２１,１５２１８,６４９合計

 （注）商品有価証券売買益は、１０年３月期より特定取引利益として計上しております 。

●営業経費の内訳 ������������������������������������������������  （単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期

９１,４４８９５,１２６１１８,１１５給料・手当
５,２８５７,８６０５,９１７退職金
３,２８２３,０５６３,０４７退職給与引当金繰入
２２,０９８２４,１２９９７７福利厚生費
２２,３１１１９,１５９２０,７９３減価償却費
２４,８３３２４,０９４２３,５８２土地建物機械賃借料
５９３５２９５３９営繕費
４,７３５４,５７８４,６８５消耗品費
３,５４７３,７１１３,７９２給水光熱費
８２０１,２０６１,４１１旅費
５,８７２５,９６７５,８５７通信費
３,２９０３,６１９３,１２５広告宣伝費
１４,９６７１５,４１２１５,６６０租税公課
６０,４２３６０,６７７６２,０４８その他
２６３,５１１２６９,１３０２６９,５５５合計

 （注）本表はP . ９２の ｢ 損益計算書 ｣ 中の経常費用中の ｢ 営業経費 ｣ の内訳を示し たもので 、P . ９６の ｢ 部門別損益の内訳 ｣ 中の ｢ 経費 ｣ との差額は臨時的な費用とし て ｢ 部門別損益の内訳 ｣ 中の ｢ 臨時損
益 ｣ に含まれ ております 。　 

●定期預金の残存期間別残高������������������������������������������� （単位：百万円）

合計３年以上２年以上
３年未満

１年以上
２年未満

６カ月以上
１年未満

３カ月以上
６カ月未満３カ月未満

１３,３３０,９０３２１９,１８０１,００７,６９５１,０３２,８００２,６６２,９２９２,３７７,３２７６,０３０,９６９定期預金　

年
３
月
期

１０
１０,９４３,５９１２１９,１８０１,００７,０７８１,０２７,３４９２,６１１,１１１１,９２３,０４５４,１５５,８２５うち固定自由金利定期預金

３,３１３―６１７１,１９６９３６２０５３５８変動自由金利定期預金

２,３８３,９９９――４,２５５５０,８８２４５４,０７７１,８７４,７８６その他

１２,７０６,６２４３８５,１５５５８１,０３３１,２３１,５９３２,７７６,１７１２,１６０,２３８５,５７２,４３２定期預金　

年
３
月
期

１１
１１,２７１,８３５３８５,１５５５８０,５７２１,２２５,６５５２,７３６,４３７２,０５４,３６３４,２８９,６５１うち固定自由金利定期預金

３,２３７―４６１６２７１,５２４２０７４１７変動自由金利定期預金

１,４３１,５５２――５,３１１３８,２１０１０５,６６８１,２８２,３６４その他

１２,１２４,８６７５４１,２４８７７２,３３９９００,２７７２,９６９,５５３２,３１４,２７０４,６２７,１７７定期預金　

年
３
月
期

１２
１０,９４２,９６５５４１,２４８７７１,４８２８９９,７０５２,９２１,１００２,１２８,３９３３,６８１,０３４うち固定自由金利定期預金

２,８４５―８５６５７２７６６２６５３８４変動自由金利定期預金

１,１７９,０５６―――４７,６８６１８５,６１１９４５,７５８その他

（注）積立定期預金を含んでおりません。

●財形貯蓄残高������������������������������������������������� （単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期

２１８,７９３２２３,２１５２２５,８８６財形貯蓄残高

営業の状況（預金）
（「預金の科目別平均残高」を除く表は、３月末日現在の計数です 。）
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 （単位：百万円、 ％）●預金の科目別平均残高・期末残高

１２年３月期 １１年３月期１０年３月期１２年３月期 １１年３月期１０年３月期
期末残高期末残高平均残高平均残高

（３９.３）７,３１６,１３８６,４１０,４６７（　３５.５）６,１５４,２４９（  ３５.３）（３７.６）７,０５２,６５９５,９１４,１６３（　３３.９）５,４６３,３６７（　３１.８）流動性預金

国
内
業
務
部
門

（３３.８）６,２９０,４５０５,５４６,６２６（　３０.７）５,２１２,４１６（  ２９.９）（３３.５）６,２８３,９９４５,２０１,０８９（　２９.８）４,７４２,５６９（　２７.６）うち有利息預金
（５８.８）１０,９５５,２１７１１,２８６,３５７（　６２.５）１０,９６０,７０２（  ６２.８）（６１.８）１１,５９３,６７６１１,４０４,８８５（　６５.４）１１,６２２,０６０（　６７.６）定期性預金
（５８.７）１０,９４２,９６５１１,２７１,８３５（　６２.４）１０,９４３,５９１（  ６２.８）（６１.７）１１,５８０,２１８１１,３８８,９４５（  ６５.３）１１,６０２,９２３（  ６７.５）うち固定自由金利定期預金
（�０.０）２,８４５３,２３７（    ０.０）３,３１３（    ０.０）（�０.０）３,０７３３,３９８（　０.０）３,４６４（　０.０） 　 変動自由金利定期預金 
（�１.９）３５６,９０５３７０,４１６（    ２.０）３２４,３６１（    １.９）（�０.６）１１３,５３５１１５,３３４（　０.７）１０９,４９７（　０.６）その他
（１００.０）１８,６２８,２６０１８,０６７,２４０（１００.０）１７,４３９,３１３（１００.０）（１００.０）１８,７５９,８７０１７,４３４,３８３（１００.０）１７,１９４,９２５（１００.０）小計

１,９６０,４６０１,３９４,９４０１,６６１,６００１,７４８,０７４１,６６３,３８８１,５８０,７９３譲渡性預金
２０,５８８,７２０１９,４６２,１８０１９,１００,９１３２０,５０７,９４５１９,０９７,７７１１８,７７５,７１９計

（�２.１）３１,２７３３０,０４９（　　１.６）３７,７３７（    １.３）（�１.４）２４,７４３２９,１９５（　１.１）３１,６３９（　０.８）流動性預金

国
際
業
務
部
門

（�１.３）１９,０５９１６,９１１（　　０.９）２１,０７１（    ０.７）（�０.８）１４,９２０１８,２２３（　０.７）１９,６６８（　０.５）うち有利息預金
（７７.１）１,１７０,４８７１,４２１,２９０（　７６.９）２,３７１,５０１（  ７９.２）（７８.７）１,３８８,９０６２,１１０,５９７（　７６.１）３,４２５,３１５（　８５.０）定期性預金
（２０.８）３１６,２４１３９８,０２７（　２１.５）５８５,５０２（  １９.５）（１９.９）３５１,３９７６３３,６２２（ 　２２.８）５７４,２４３（ 　１４.２）その他
（１００.０）１,５１８,００２１,８４９,３６８（１００.０）２,９９４,７４０（１００.０）（１００.０）１,７６５,０４７２,７７３,４１５（１００.０）４,０３１,１９８（１００.０）小計

２６,６３１２４,４０４７３,９３５２０,９３９３６,１４９２２２,７１６譲渡性預金
１,５４４,６３３１,８７３,７７２３,０６８,６７５１,７８５,９８７２,８０９,５６４４,２５３,９１５計

（３６.５）７,３４７,４１１６,４４０,５１６（  ３２.３）６,１９１,９８６（  ３０.３）（３４.５）７,０７７,４０２５,９４３,３５８（　 ２９.４）５,４９５,００７（　 ２５.９）流動性預金　　

合　
　

計

（３１.３）６,３０９,５１０５,５６３,５３７（  ２７.９）５,２３３,４８８（  ２５.６）（３０.７）６,２９８,９１５５,２１９,３１３（　 ２５.８）４,７６２,２３８（　 ２２.４）うち有利息預金
（６０.２）１２,１２５,７０４１２,７０７,６４８（  ６３.８）１３,３３２,２０３（  ６５.３）（６３.２）１２,９８２,５８２１３,５１５,４８２（　６６.９）１５,０４７,３７５（　７０.９）定期性預金
（５４.３）１０,９４２,９６５１１,２７１,８３５（  ５６.６）１０,９４３,５９１（　５３.６）（５６.４）１１,５８０,２１８１１,３８８,９４５（　５６.４）１１,６０２,９２３（　５４.７）うち固定自由金利定期預金  
（�０.０）２,８４５３,２３７（　０.０）３,３１３（　０.０）（�０.０）３,０７３３,３９８（　０.０）３,４６４（　０.０） 　 変動自由金利定期預金
（�３.３）６７３,１４６７６８,４４４（　３.９）９０９,８６３（　４.４）（�２.３）４６４,９３３７４８,９５７（　３.７）６８３,７４１（　３.２）その他
（１００.０）２０,１４６,２６３１９,９１６,６０９（１００.０）２０,４３４,０５３（１００.０）（１００.０）２０,５２４,９１８２０,２０７,７９８（１００.０）２１,２２６,１２４（１００.０）小計

１,９８７,０９１１,４１９,３４４１,７３５,５３５１,７６９,０１４１,６９９,５３７１,８０３,５１０譲渡性預金
２２,１３３,３５４２１,３３５,９５３２２,１６９,５８９２２,２９３,９３２２１,９０７,３３６２３,０２９,６３４総合計

 （注）１. （　）内は構成比であります 。　
　 　 ２. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
   　  ３. 定期性預金＝定期預金＋定期積金
　　　 固定自由金利定期預金：預入時に満期日迄の利率が確定する自由金利定期預金
　　　 変動自由金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期預金
   　  ４. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は月次カレント方式により算出し ております 。

１２年３月期 １１年３月期１０年３月期

１２,０４３,７５４（　６４.７）１１,６６１,２７３（　６４.５）１１,３０９,４４０（　６４.９）個　人
５,２１０,７７２（　２８.０）４,９６３,４５４（　２７.５）４,９３７,６３９（　２８.３）法　人
１,３７３,７３４（　　７.３）１,４４２,５１３（　８.０）１,１９２,２３４（　６.８）その他
１８,６２８,２６０（１００.０）１８,０６７,２４０（１００.０）１７,４３９,３１３（１００.０）合計

（注）１.（　）内は構成比であ ります 。　
　　２. 国内業務部門の残高であ り、譲渡性預金は含ん でお りません。

●預金者別残高 （単位：百万円、 ％）

１２年３月期 １１年３月期１０年３月期

３,４５６３,４３９３,４４４個　人
１１６１２１１２３法　人
３,５７２３,５６０３,５６７合計

 （注）公金 ･ 金融機関は除きま す 。　

（単位：万口）●預金口座数

１１２年３月期１１年３月期１０年３月期

１,６５３１,６１９１,５９３給与振込指定口座数
４７０４５６４４７年金受取指定口座数

（注） 年金受取指定口座数は、国民年金、厚生年金、新国民厚生年金の受取指定 口座数（共済
年金の受取指定口座数を除く）。

●給与振込及び年金受取指定口座数 （単位：千件）

●１店舗当たりの預金

１２年３月期 １１年３月期１０年３月期

６５,２４２５９,８３１５６,７７０預金　　国内店
７４,２９２１０７,７０１１７７,４８１　　　　海外店

（注）１. 預金額には譲渡性預金を含ん でおります 。　
　　２. 店舗数には出張所を含ん でおりません。

（単位：百万円）

●従業員１人当たりの預金 （単位：百万円）

１２年３月期 １１年３月期１０年３月期

２,０４３１,８１４１,８１７預金　　国内店
１,６２６２,９５７４,６５０　　　　海外店

 （注） １. 預金額には譲渡性預金を含ん でおります 。　
　　２. 従業員数は期中平均人員を使用し ております 。 なお、 国内店の従業員数には本部人員

を含んでおります 。　
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営業の状況（貸出）
（「貸出金の科目別平均残高」を除く表は、３月末日現在の計数です 。）

１２年３月期１１ 年 ３ 月期１０ 年 ３ 月期
２５４,３８５２３２,００２２３８,８０４有価証券
５３１,７３６４９４,４２４５１８,４３７債権

３１―８商品
４,１４９,７８３４,１７８,３０７４,５１３,５１７不動産
２１,９４９３８,６７６６６,８２９その他

４,９５７,８８５４,９４３,４１０５,３３７,５９６計
１０,３４４,３０８１０,０５１,４１０９,７８５,４４２保証
５,２４５,２３０５,８４８,６８７５,８４３,３０８信用
２０,５４７,４２５

（１,４８８）
２０,８４３,５０９

（１,６８７） 
２０,９６６,３４７

（１,３２１） 
合計
（うち劣後特約付貸出金）

●貸出金の科目別平均残高・期末残高

１２年３月期１１ 年 ３ 月期１０ 年 ３ 月期１２年３月期１１ 年 ３ 月期１０ 年 ３ 月期
期末残高期末残高平均残高平均残高
２,３２８,００６２,３３９,０５８２,４００,９０７２,４５２,９７５２,５１８,４１１２,４３８,７１９手形貸付国

内
業
務
部
門

１３,４９３,８７０１３,０８２,０８４１２,０９６,１９１１３,１９２,３１２１２,５９６,５５２１１,８３４,９１９証書貸付
３,０９６,０８９２,３９７,９９１２,６０３,７９１２,５９２,４７６２,６８３,４１５２,６４２,２３６当座貸越
４３０,４９３４１５,０８８５０６,２６０３８３,９０９４６８,３８９５７７,２９７割引手形

１９,３４８,４６０１８,２３４,２２３１７,６０７,１５１１８,６２１,６７４１８,２６６,７６８１７,４９３,１７２計
１２１,３３１１６７,４４３２１６,１２８１３６,４５５２１２,０６０２７７,７８６手形貸付国

際
業
務
部
門

１,０７６,７００２,４４０,７７８３,１４０,９１１１,８００,０４１２,８８９,４５７３,６８６,１２１証書貸付
９３２１,０６４２,１５５５４９１,９２６７,７６１当座貸越
――――――割引手形

１,１９８,９６５２,６０９,２８６３,３５９,１９５１,９３７,０４６３,１０３,４４４３,９７１,６６９計
２,４４９,３３７２,５０６,５０２２,６１７,０３６２,５８９,４３１２,７３０,４７１２,７１６,５０６手形貸付

合
　
計

１４,５７０,５７１１５,５２２,８６２１５,２３７,１０２１４,９９２,３５４１５,４８６,００９１５,５２１,０４１証書貸付
３,０９７,０２２２,３９９,０５５２,６０５,９４７２,５９３,０２５２,６８５,３４１２,６４９,９９７当座貸越
４３０,４９３４１５,０８８５０６,２６０３８３,９０９４６８,３８９５７７,２９７割引手形

２０,５４７,４２５２０,８４３,５０９２０,９６６,３４７２０,５５８,７２０２１,３７０,２１２２１,４６４,８４２総合計
（注）国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております 。

 （単位：百万円）

合計期間の定め
のないもの７年超５年超

７年以下
３年超
５年以下

１年超
３年以下１年以下

２０,９６６,３４７２,６０５,９４７７,３９０,２４３７４７,９２４１,７１９,９９９２,２４７,１７２６,２５５,０６０貸出金
　

年
３
月
期

１０

―１,９６７,１０６５,４４０,１６４４８６,８２７９２８,８１８１,３１５,２１４―うち変動金利
―６３８,８４１１,９５０,０７８２６１,０９６７９１,１８１９３１,９５７―固定金利

２０,８４３,５０９２,３９９,０５５７,８２７,７６９７５４,０９４２,１２２,７３４２,０２５,８１９５,７１４,０３５貸出金
　

年
３
月
期

１１

―１,８３５,６８０５,３０３,５０７４３２,７６３１,３０９,８８０１,２１７,７７５―うち変動金利
―５６３,３７４２,５２４,２６２３２１,３３１８１２,８５４８０８,０４３―固定金利

２０,５４７,４２５３,０９７,０２２８,０２７,６９４８００,６１９２,１６５,５７８１,７８４,６４９４,６７１,８６０貸出金
　

年
３
月
期

１２

―１,７１８,６０６５,０４０,６１８４２０,３４２１,３２３,８１１９２５,７９７―うち変動金利
―１,３７８,４１６２,９８７,０７６３８０,２７６８４１,７６６８５８,８５２―固定金利

（注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をし ておりません。

●貸出金の残存期間別残高

●貸出金の担保別内訳

（単位：百万円）●支払承諾の残高内訳

１２年３月期１１ 年 ３ 月期１０ 年 ３ 月期
１８９２３３３１８手形引受　口数
９０９２,０９０２,５５３金額
４,５９９４,２２０５,３１０信 用 状　口数
３１,１５４３２,１９０４３,３８３金額
８１,４６５８７,３３８９５,１５２保　　証　口数

１,２２９,９９７１,３４１,２６８１,４１６,４３９金額
８６,２５３９１,７９１１００,７８０合計　　　口数

１,２６２,０６１１,３７５,５５０１,４６２,３７６金額

●支払承諾見返の担保別内訳（単位：口、百万円）

 （単位：百万円）

 （単位：百万円）

１２年３月期１１ 年 ３ 月期１０ 年 ３ 月期
２,１６０２,５３８４,７４７有価証券
５１２,９３３５４６,１６３５９４,２０７債権

――９０２商品
３４,９０３４５,４２３７１,７３０不動産
１,１１５２,７６３４,２５５その他
５５１,１１２５９６,８８８６７５,８４２計
６７,６５５８０,３９２１１２,７１８保証
６４３,２９３６９８,２６９６７３,８１４信用
１,２６２,０６１１,３７５,５５０１,４６２,３７６合計
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１２年３月期１１年３月期１０年３月期

１９,４４１,０２１（１００.００）１８,３７３,２２４（１００.００）１７,７７２,９９３（１００.００）国内店分
２,６１０,０１１（１３.４３）２,３２８,２１９（　１２.６７）２,２５３,９９２（　１２.６８）うち製造業
１７,２７４（　０.０９）１９,５５２（　０.１１）２０,５０６（　０.１２）農業
１,７４１（　０.０１）１,３７０（　０.０１）１,４８２（　０.０１）林業
２,１３１（　０.０１）３,４１８（　０.０２）３,７０６（　０.０２）漁業
２５,７３０（　０.１３）２６,９９９（　０.１５）３７,０９７（　０.２１）鉱業

１,１１８,２４５（　５.７５）１,０５７,５２２（　５.７６）１,０９５,１１７（　６.１６）建設業
９３,１２４（　０.４８）６６,３７２（　０.３６）４１,９８７（　０.２４）電気・ガス・熱供給・水道業
５２８,８５０（　２.７２）４７５,９７４（　２.５９）４４２,９７３（　２.４９）運輸・通信業
２,７６１,４６０（１４.２０）２,６４８,１６６（　１４.４１）２,６７４,７３３（　１５.０５）卸売・小売業、飲食店
１,０３９,５９２（　５.３５）８２６,７８６（　４.５０）８７２,６８２（　４.９１）金融・保険業
２,１８６,４７５（１１.２５）２,１３０,９３７（　１１.６０）２,０９７,２３２（　１１.８０）不動産業
１,８６０,３２６（　９.５７）１,７２７,３８１（　９.４０）１,９３９,８６４（　１０.９１）サービス業
４２８,９７６（　２.２１）４６２,０８５（　２.５１）３８４,９７５（　２.１７）地方公共団体
６,７６７,０８６（３４.８１）６,５９８,４３５（　３５.９１）５,９０６,６４２（　３３.２３）その他
１,１０６,４０４（１００.００）２,４７０,２８４（１００.００）３,１９３,３５３（１００.００）海外店分及び特別国際金融取引勘定分
１８,３９９（　１.６６）２２,６９８（　０.９２）２８,８４９（　０.９０）うち政府等
９７,３４６（　８.８０）３０９,８２０（　１２.５４）３７６,９９７（　１１.８１）金融機関
９０３,４９４（８１.６６）２,０４７,７６４（　８２.９０）２,６１４,３２５（　８１.８７）商工業
８７,１６４（　７.８８）９０,０００（　３.６４）１７３,１７９（　５.４２）その他

２０,５４７,４２５　 　 　 　　　　　２０,８４３,５０９　 　 　 　　　　　２０,９６６,３４７ 　 　　 　 　　　　合計
（注）（　）内は構成比であります。

●貸出金の業種別内訳  （単位：百万円、 ％）

●中小企業等に対する貸出金 （単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
１４,９６７,７６９１３,７４７,９７５１３,６０４,３９７中 小企業等に対す る貸出金

７６.９９％７４.８２％７６.５４％総 貸 出金に占める割合
（注）１. 海外店分及び特別国際金融取引勘定分を含んでおりません。
　　２. 中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、 サービス業は５千万

円） 以下の会社又は常用す る従業員が３００ 人 （ただし、卸売業は１００人、小売業は５０人、
サービス業は１００人）以下の会社及び個人であります 。　

　　　なお、平成１１年１２月３日に「中小企業基本法等の一部を改正する法律（平成１１年法
律第１４６号）」が公布・施行され、「中小企業」の範囲が拡大されたことに伴い、１２年３月
期の金額等は改正後の中小企業の範囲により記載しております 。この変更により１２年３
月期の「中小企業等貸出残高」及び「中小企業等貸出先件数」は、改正前の中小企業の
範囲によった場合に比べ、それぞれ６００,１７０百万円、１,４５９先増加しております 。

●代理貸付の内訳 （単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
９,９８６１４,９２４２１,５９７中小企業金融公庫
８９７７８９７３４国民金融公庫
２,２１０２,１８４２,６１１環境衛生金融公庫

３,４５８,９７１３,７０３,６９０３,７７７,７６９住宅金融公庫
５,３０１３,２８９１,９９８農林漁業金融公庫
５６１,１４３５９６,４８２６４３,４４７年金福祉事業団
２,６５２２,６１６３,０１４社会福祉・医療事業団
１,２２２１,３０１１,４８５雇用促進事業団
６８――日本政策投資銀行

１０,８４６１１,３６４１１,８１１環境事業団
３３０３２１３３２労働福祉事業団
２,８４５２,５３３２,４３６中小企業事業団
２７３９２４勤労者退職金共済機構

４,０５６,５０３４,３３９,５３８４,４６７,２６３合計
（注）勤労者退職金共済機構は、中小企業退職金共済事業団と建設業・清酒製造業・林業退

職金共済組合が統合し、名称変更したものであります。

●貸出金の使途別内訳 （単位：百万円、％）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期

９,８４７,６６２（４７.９）９,５８３,６５２（　 ４６.０）８,５８５,１７４（    ４０.９） 設備資金
１０,６９９,７６３（５２.１）１１,２５９,８５６（　 ５４.０）１２,３８１,１７２（    ５９.１） 運転資金
２０,５４７,４２５（１００.０）２０,８４３,５０９（１００.０）２０,９６６,３４７（１００.０） 合計

（注）（　）内は構成比であります 。　

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
国内業務部門

預
貸
率

９３.９７９３.６９９２.１７期末
９０.８０９５.６４９３.１６期中平均

国際業務部門
７７.６２１３９.２５１０９.４６期末
１０８.４５１１０.４５９３.３６期中平均

合計
９２.８３９７.６９９４.５７期末
９２.２１９７.５４９３.２０期中平均

（注）預金には、譲渡性預金を含んでおります 。　

●預貸率 （単位：％）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
５８,３２０５４,２６０４８,３２５住宅ローン

２,６９５２,９３６３,２４１消費者ローン

６１,０１５５７,１９６ ５１,５６７合計

●住宅 ･消費者ローン残高 （単位：億円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
２７３,８３４２７５,６１６２８６,８８１件数

３７,５７７３６,３０８３６,８８２金額
（注） 手形貸付方式によるもの、 及び年金併せ貸し方式によるものは含まれておりません。

●住宅金融公庫代理貸付の取り扱い （単位：件、億円）
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●貸出先数 ��������������������� （単位：先）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
７８５,１４９７９６,３８９８０６,９４６貸出先数
７８２,９０８７９２,６８８８０３,０２０うち中小企業等

（注）当座貸越分を含み、 オフショアを除く国内店分であります 。

●１店舗当たりの貸出金 ������������� （単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
５９,０９４５４,８４９５０,３６１貸出金　国内店
１１２,８３３２０５,７４４２６５,７３３　　　海外店

（注）店舗数には出張所を含ん でおりません。

●従業員１人当たりの貸出金 ����������� （単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
１,８５０１,６６３１,６１２貸出金　国内店
２,６８９５,６４９６,９６２　　　海外店

 （注）従業員数は期中平均人員を使用し ております 。 なお、 国内店の従業員数には本部人員を
含んでおります 。　

●特定海外債権残高 ��������������� （単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
インドネシア  ２２,６６３インドネシア  ２２,７９４ブラジル �� １０７
ブラジル �� ８４ブラジル �� ９６ポーランド � ２７
ブ ルガリア � １４その他４ カ国 �� ６３ブ ルガリア � ２０
ア ルゼンチン  ９ア ルゼンチン � １４
ア ルジェリア  ５その他１カ国 � ６

２２,７７７２２,９５４１７６合計
０.０７％ ����� ０.０８％資産の総額に対する割 合 　  ０.００％

（注） 日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号に規定 する特定海外債権引当勘
定を計上している国の外国政府等の債権残高を掲げております 。

●リスク管理債権���������������� （単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
６８４,４５１７５９,０７５６２２,６４９破綻先債権・ 延滞債権
８４,９２０５０,５８７９８,３２１３カ月以上延滞債権

８８,２６２１１０,４３２２７３,６４７貸出条件緩和債権

８５７,６３５９２０,０９６９９４,６１７リスク管理債権合計
（注）リスク管理債権の各々の定義はP .５２をご参照ください。

●貸出金償却額�����������������（単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
６５,６６２１４３,４７０４３,３０３償却額

●貸倒引当金の内訳���������������（単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
１２７,７００１２６,１００５２,８９０一般貸倒引当金
２６６,７２８２８２,７４５６１３,６４７個別貸倒引当金

４,３５１４,３５０２１特定海外債権引当勘定
増減額

１,６００７３,２１０△１１,３１８一般貸倒引当金

△１６,０１７△３３０,９０２２２２,１９３個別貸倒引当金

１４,３２８△２,３８３特定海外債権引当勘定

●海外向け融資額の内訳���������������������������������������������（単位：億円、%）

１２年３月末１１年９月末１１年３月末
３４０３７３３９６インドネシア
４９２５８６７３６タイ
２８１２９９３４５シンガポール
３１１３５９５６８中国
２８４４８８６０９韓国
５１１５３７７３３香港
３８２３８２４１１その他
２,６０１３,０２４３,７９８アジア向け計
―――ロシア　
６６１６３７８２８その他
６６１６３７８２８欧州向け計
１１２１７７２５９中南米　
２,１３２２,３４８２,９９２その他
２,２４４２,５２５３,２５１米州向け計
３４５４７９４６２その他
５,８５１６,６６５８,３３９海外向け債権合計
１,６５１２,０４８２,６１３うち非日系
４,２００４,６１７５,７２６日系

引当率引当額リスク管理債権額
６９.４１１１１６０海外向け合計
７８.６１１０１４０うちアジア向け
―――中南米向け
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１２年３月期１１ 年 ３ 月期１０ 年 ３ 月期１２年３月期１１ 年 ３ 月期１０ 年 ３ 月期
期末残高期末残高平均残高平均残高
７３３,６５０（２０.９）９８４,６４８（２５.８）７７６,１４９（２１.１）１,０７０,６８０（２７.８）７５２,９９５（２０.６）６３８,０６８（１８.０）国債

国
内
業
務
部
門

２６６,１８７（　７.６）１７２,１６５（　４.５）２４４,２１１（　６.６）２２０,１４０（　５.７）２２５,８１４（　６.２）２２３,２０３（　６.３）地方債
３５８,５１５（１０.２）３５０,４３２（　９.２）４００,０１７（１０.８）３５３,１３０（　９.１）３７５,６２３（１０.３）４３３,３３１（１２.３）社債
２,０９２,２４７（５９.７）２,２６１,３８２（５９.４）２,２５３,２４１（６１.２）２,１６１,４０８（５６.１）２,２６５,７７７（６１.９）２,２３３,５２４（６３.１）株式
５６,５７８（　１.６）４１,０４８（　１.１）１０,４０４（　０.３）４８,９１８（　１.３）３６,０７６（　１.０）１０,９７１（　０.３）その他

―（ 　―）―（　―）―（　―）―（ 　―）―（　―）―（　―）うち外国債券
―（ 　―）―（　―）―（　―）―（ 　―）―（　―）―（　―）外国株式

５６,５７８（　１.６）４１,０４８（　１.１）１０,４０４（　０.３）４８,９１８（　１.３）３６,０７６（　１.０）１０,９７１（　０.３）その他
３,５０７,１７８（１００.０）３,８０９,６７６（１００.０）３,６８４,０２５（１００.０）３,８５４,２７８（１００.０）３,６５６,２８７（１００.０）３,５３９,０９９（１００.０）計

―（ 　―）―（　―）―（　―）―（ 　―）―（　―）―（　―）国債

国
際
業
務
部
門

―（ 　―）―（　―）―（　―）―（ 　―）―（　―）―（　―）地方債
―（ 　―）―（　―）―（　―）―（ 　―）―（　―）―（　―）社債
―（ 　―）―（　―）―（　―）―（ 　―）―（　―）―（　―）株式

１１２,７３４（１００.０）１４１,２１７（１００.０）２０３,４１９（１００.０）１３６,５８７（１００.０）１７１,８３８（１００.０）３１０,０４９（１００.０）その他
１０９,４５４（９７.１）１０７,２２８（７５.９）１６８,５５５（８２.９）１１８,８８２（８７.０）１３７,０５１（７９.８）２７４,８４５（８８.６）うち外国債券
３,２８０（　２.９）３３,９８８（２４.１）３４,８６３（１７.１）１７,７０４（１３.０）３４,７８７（２０.２）３５,２０３（１１.４）外国株式
―（ 　―）―（　―）―（　―）―（ 　―）―（　―）―（　―）その他

１１２,７３４（１００.０）１４１,２１７（１００.０）２０３,４１９（１００.０）１３６,５８７（１００.０）１７１,８３８（１００.０）３１０,０４９（１００.０）計
７３３,６５０（２０.３）９８４,６４８（２４.９）７７６,１４９（２０.０）１,０７０,６８０（２６.８）７５２,９９５（１９.７）６３８,０６８（１６.６）国債

合　

計

２６６,１８７（　７.３）１７２,１６５（　４.４）２４４,２１１（　６.３）２２０,１４０（　５.５）２２５,８１４（　５.９）２２３,２０３（　５.８）地方債
３５８,５１５（　９.９）３５０,４３２（　８.９）４００,０１７（１０.３）３５３,１３０（　８.９）３７５,６２３（　９.８）４３３,３３１（１１.３）社債
２,０９２,２４７（５７.８）２,２６１,３８２（５７.２）２,２５３,２４１（５７.９）２,１６１,４０８（５４.２）２,２６５,７７７（５９.２）２,２３３,５２４（５８.０）株式
１６９,３１２（　４.７）１８２,２６５（　４.６）２１３,８２４（　５.５）１８５,５０５（　４.６）２０７,９１５（　５.４）３２１,０２０（　８.３）その他
１０９,４６９（　３.０）１０７,２２８（　２.７）１６８,５５５（　４.３）１１８,８８２（　３.０）１３７,０５１（　３.６）２７４,８４５（　７.１）うち外国債券
３,２８０（　０.１）３３,９８８（　０.９）３４,８６３（　０.９）１７,７０４（　０.４）３４,７８７（　０.９）３５,２０３（　０.９）外国株式
５６,５６３（　１.６）４１,０４８（　１.０）１０,４０４（　０.３）４８,９１８（　１.２）３６,０７６（　０.９）１０,９７１（　０.３）その他

３,６１９,９１２（１００.０）３,９５０,８９４（１００.０）３,８８７,４４４（１００.０）３,９９０,８６５（１００.０）３,８２８,１２６（１００.０）３,８４９,１４８（１００.０）総合計
（注）１.（　）内は構成比であります 。　
　　２. 自己株式は、｢ 株式 ｣に含め て記載し ております 。　
　　３. 貸付有価証券は、有価証券の種類ごとに区分して記載しております 。　
　　４. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カ レン ト方式に より算出し ております 。　

営業の状況（証券）
（「有価証券 の 平均残高」を除く表は、 ３月末日現在の計数です 。）

合計期間の定め
のないもの１０ 年超７年超

１０ 年以下
５年超
７年以下

３年超
５年以下

１年超
３年以下１年以下

７７６,１４９――５４６,６０９６３,２５０１３３,２１４３１,３１３１,７６１国債

　

年
３
月
期

１０

２４４,２１１――１５１,６１４１８,６９９４２,５７９２２,０４２９,２７６地方債
４００,０１７――３８,３１７３６,５５５８７,７４０１８２,５９８５４,８０５社債
２,２５３,２４１２,２５３,２４１――――――株式
２１３,８２４３９,５２０―２,０２８１２,８００１８,０１９５２,７１４８８,７４０その他
１６８,５５５――６１６１２,３８３１８,０１９５１,８５１８５,６８４うち外国債券
３４,８６３３４,８６３――――――外国株式
１０,４００４,６５７―１,４１２４１７―８６３３,０５６その他

――――――――貸付有価証券
９８４,６４８――１４５,０６６２７１,３６８４０３,２４４１６０,９５３４,０１６国債

　

年
３
月
期

１１

１７２,１６５――８１,３７３２５,２７４２２,１３３３２,３５８１１,０２６地方債
３５０,４３２――４,７４１４９,４７６８２,２９３１４１,１４２７２,７７７社債
２,２６１,３８２２,２６１,３８２――――――株式
１８２,２６５４２,１７２――４,１０１１１,１６８４４,９２３７９,９０１その他
１０７,２２８―――２,２３８１１,１６７１４,７７１７９,０５１うち外国債券
３３,９８８３３,９８８――――――外国株式
４１,０４９８,１８４――１,８６３１３０,１５２８５０その他

――――――――貸付有価証券
７３３,６５０――６２,６３０―３０８,９２２３２１,７６８４０,３２８国債

　

年
３
月
期

１２

２６６,１８７――６５,０２１６４,９４５８３,２２４４１,６７３１１,３２２地方債
３５８,５１５――９,０８１３９,１９１１０４,０４４１０２,６４７１０３,５５０社債
２,０９２,２４７２,０９２,２４７――――――株式
１６９,３１２２５,２８９―２,４５０１,４０４５２,３１２４１,６００４６,２５５その他
１０９,４６９―――１６７５１,７００１１,４５４４６,１４６うち外国債券
３,２８０３,２８０――――――外国株式
５６,５６３２２,００９―２,４５０１,２３６６１１３０,１４５１０９その他

――――――――貸付有価証券
（注）自己株式は、「株式」に含めて記載し ております 。　

●有価証券の残存期間別残高  （単位：百万円）

●有価証券の平均残高・期末残高  （単位：百万円、％）
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●公共債ディーリング実績 ��������������������������������������������� （単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
２１,９００,９６４１７,０６７,５５０２８,０６２,２７８商品国債

１――商品地方債
―――商品政府保証債
―――貸付商品債券

２１,９００,９６５１７,０６７,５５０２８,０６２,２７８合計
７,２８２７,２４８９,２１７平均残高

●預証率 ���������������������� （単位：％）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
国内業務部門

預
証
率

１７.０３１９.５７１９.２８期末
１８.７９１９.１４１８.８４期中平均

国際業務部門
７.２９７.５３６.６２期末
７.６４６.１１７.２８期中平均

合計
１６.３５１８.５１１７.５３期末
１７.９０１７.４７１６.７１期中平均

（注）預金には、譲渡性預金を含んでおります 。　

●公共債及び証券投資信託の窓口販売額������（単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
３９,０６２２８,７３２３０,２６６国債

―――地方債
―２４０２４０政府保証債

３９,０６２２８,９７２３０,５０６合計
２４１,５３４１６,７７３―証券投資信託

（注）証券投資信託の窓口販売は、平成１０年１２月１日から実施しております。

●公社債受託残高 ���������������� （単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
１１３,５９１１１５,３１２１３０,１９１当 行 単 独 及び 当 行 代 表 受 託の

受
託
業
務

担
保
附
社
債

５５,５９１７８,５１５１４８,９０７他 行 代 表 共 同 受 託
１６９,１８２１９３,８２７２７９,０９８合計

●国内コマーシャル ･ペーパー発行取扱実績 ���� （単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
１,６０４,４６１１,１２６,４６１６９０,３２０発行取扱実績

●公共債引受額�����������������（単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
１６２,２８７１５２,０３４１２０,１９５国債

２２５,４７９９１,７２３４４,９３０地方債

４０,４２０４６,４００５８,９２７政府保証債
４２８,１８６２９０,１５７２２４,０５２合計

営業の状況（ その他）

●内国為替取扱高 �������������� （単位：千口、百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
各地へ向けた分

送
金
為
替

９１,２７７８８,２７１８５,８１９口数

１３５,７４７,０４６１４８,８５１,３９１１５２,０９５,２０５金額
各地より受けた分

９５,３３９９２,５６１９０,３０９口数

１４２,５７５,１４４１５５,２７０,８７３１５６,４３２,０７７金額
各地へ向けた分

代
金
取
立

２,２２０２,４１３２,６７１口数
４,５４８,９３０４,９４５,６２８５,５６４,９００金額

各地より受けた分
１,２３６１,３７４１,５４９口数

２,５２８,７０８２,８８３,９３３３,４０３,０９６金額

●外国為替取扱高 ��������������� （単位：百万米ドル）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
７５,４３２１１２,３４９１３１,０３４売渡為替仕 向 為 替
３,１９２３,４９８４,８０３買入為替

６５,５３０１０７,９９５１２９,０２４支払為替被仕向為替
３,０７５３,３８０４,７２９取立為替

１４７,２３０２２７,２２４２６９,５９２合計

（注）取扱高は 海外店分 を含ん でおります 。 　

●外貨建資産残高���������������（単位：百万米ドル）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
３,１８１２,１８２３,０１８国内店

１３,０４９２４,４１６２９,７０４海外店
１６,２３０２６,５９８３２,７２２合計

●来店客数��������������������（単位：千人）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
５４９６０２６０５来店客数

（注）期末月、月中平均来店客数。

●保護預り及び貸金庫口数��������������（単位：口）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
２５,７２４３０,４２５３０,５９８開封預り

１３,４４１１４,１７１１５,２３４封かん預り

１２４,０３６１２７,９９２１３３,７８３貸金庫
１６３,２０１１７２,５８８１７９,６１５合計
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●資本金���������������������������������������������������� （単位：百万円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期９年３月期８年３月期

―――――公募増資増加の内訳
―７２,４４１―――第三者割当増資
６９――７８３５５転換社債の転換
――５０,０００――優先株式
―２００,０００―――第２種優先株式
６９２７２,４４１５０,０００７８３５５計

６０５,３５６６０５,２８７３３２,８４５２８２,８４５２８２,０６２資本金

資本 ･株式の状況

●発行済株式数(普通株式）���������������������������������������������（単位：千株）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期９年３月期８年３月期

―――――公募増資増加の内訳
―３０９,５７９―――第三者割当増資
―――――無償新株式発行
８７――１,１８２７０転換社債の転換

１１,３７９１７３,１９０―――優先株式の転換
１１,４６６４８２,７６９―１,１８２７０計

２,８１７,３５４２,８０５,８８７２,３２３,１１８２,３２３,１１８２,３２１,９３６発行済株式数

●無償新株発行の実績����������������������������������������������������

備　考発行割合発行株式数発行年月日

１：０.０５３２,０００千株昭和 ５１ 年  ４   月 １ 日協和
１：０.０５４２,０００千株昭和 ５６ 年 １ ０ 月 １ 日

券面超過額の資本組入分からの無償交付１：０.０５６２,１９１千株平成  ２  年 ５ 月 ２１ 日
１：０.０５３０,０００千株昭和 ５ ７ 年 ４ 月   １  日埼玉

券面超過額の資本組入分からの無償交付１：０.０５４５,６２６千株平成元年 ５ 月 １９ 日

●公募増資の実績������������������������������������������������������

調達総額（資本組入額）発行価格発行株式数発行年月日

９,０６０,０００千円（６０４円）１,２０７円１５,０００,０００株昭和 ６３ 年 ７ 月 ２９ 日協和
２７,７２０,０００千円（７９２円）１,５８３円３５,０００,０００株平成元年 １２月 ２０ 日

９,９００,０００千円（８２５円）１,６５０円１２,０００,０００株昭和 ６２ 年 ５ 月 ７日埼玉
２４,３３０,０００千円（８１１円）１,６２２円３０,０００,０００株平成元 年 ２ 月 ２１ 日
３２,４４０,０００千円（８１１円）１,６２２円４０,０００,０００株平成２年 ２ 月 ２１ 日

●第三者割当増資の実績���������������������������������������������������

調達総額（資本組入額）発行価格発行株式数発行年月日

７２,４４１,４８６千円（２３４ 円）４６８円３０９,５７９,０００株平成 １１ 年 ３ 月 ２５ 日

●転換社債発行の実績����������������������������������������������������

転換価格１２年３月３１日現在
残高（転換率）

満期
（西暦）

利率種類発行年月日

１,３１４.４０ 円 ―（９３.５０ ％ ）２００２年１.７５％米ドル建昭和 ６２ 年 ８ 月 ２４ 日協和
１,６２０.４０ 円―（８５.２０％ ）２００２年１.７５％米ドル建昭和 ６２ 年 ５ 月 ６ 日埼玉

（注）平成 １１ 年 １２ 月 ２０ 日に ２ 銘柄（旧協和 ６,５００千米 ドル、 旧埼玉１４,８００千米 ドル）とも全額繰上償還済であります 。
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●株式の所有者別状況
　①普通株式 ��������������������������������  �������������������������������� （平成１２年３月末現在）

単位未満
株式の状況計個人

その他
　外国法人等
（うち個人）その他の法人証券会社金融機関政府及び

地方公共団体
５９,５９５４９,０４１ ４８４（　　９）９,８０４５８２００８株 主 数 （人）

１４,３５８,５５１株２,８０２,９９６２３９,５９３４０３,３２８（ ８５）１,１６７,１５９２６,１９７９６４,１１７２,６０２所 有 株 式 数 （単位）
１００.００８.５５１４.３９（０.００）４１.６４０.９３３４.４００.０９割　　合（％）

（注）１. １単位の株式数は１,０００株です 。 
　　２. 自己株式３１,１３３株は「個人その他」に３１単位、「単位未満株式の状況」に１３３株含まれております。なお、自己株式３１,１３３株は株主名簿上の株式数であり、期末 日現在の実質的な所有株式

数は、１７,１３３株であります 。
　　 ３ . 証券保管振替機構名義の株式１０６,９０４株は「その他の法人」に１０６単位、「単位未満株式の状況」に９０４株含まれております 。

　②第１回優先株式 ������������������������������  ������������������������������ （平成１２年３月末現在）

単位未満
株式の状況計個人

その他
　外国法人等
（うち個人）その他の法人証券会社金融機関政府及び

地方公共団体
１―１（ ―）――――株 主 数 （人）

―３,９１０―３,９１０（ ―）――――所 有 株 式 数 （単位）
１００.００―１００.００（ ―）――――割　　合（％）

（注） １単位の株式数は１,０００株です 。 

●株価及び株式売買高������������������������������������������������（単位：円）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期９年３月期８年３月期
最近５ カ年（年度別）

９６４７０３１,０６０１,３５０１,４２０最高株価
４３６３００４０５７２７８８０最低

��������������������������������������������������������������

５ 月４ 月３ 月２ 月１２年１月１１年 １２月最近６ カ月（月間 ）
５７９６２０６５６５９８６７０７９２最高株価
４７６５００４５８４３６５５３６３０最低

５２,６６５６５,１５５１０５,２８５７７,７７８５９,２８５５２,６０２株式売買高（千株）
（注）株価及び株式売買高は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります 。

発行済株式総数に対する所有株式数の割合自己株式等所有者の氏名または名称
自己株式等

０.００ ％１７,０００株株式会社あさひ銀行
 （注）１.  「 単位未満株式数」には、当行所有の自己株式１３３株が含まれております。
２. 証券保管振替機構名義の株式 １０６,９０４株は 「議決権のある株式数」 の 「その他」に １０６,０００株、「単位未満株式数」に９０４株含まれております 。 　

　　３.このほか 、株主名簿上 は当行名義とな っ ていますが 、 実質的に所有し ていない株式が １４,０００株あります 。 なお 、 当該株式は「 議決権のある株式数」 の「その他」に含まれております 。　

●議決権の状況�����������������������������������������������（平成１２年３月末現在）

単位未満株式数
議決権のある株式数

議決権のない株式　 発行済株式総数
その他自己株式等

１４,３５８,５５１株２,８０２,９７９,０００株１７,０００株３２３,９１０,０００株３,１４１,２６４,５５１株

●上場証券取引所名
　①普通株式 ����������  ���������� （平成１２年３月末現在）

ロンドン証券取引所東京証券取引所（市場第一部）

スイス証券取引所大阪証券取引所（市場第一部）

　②第１回優先株式、第１回第２種優先株式および第２回第２種優先株式
当株式は証券取引所に上場され ておりません。 また店頭売買有
価証券として証券業協会に登録もされ ておりません。

●発行済株式の内容�������������（平成１２年３月末現在）

発行数種　類
記名 ･無記名の別及び
額面 ･無額面の別

２,８１７,３５４,５５１ 株普通株式記名式額面株式
（券面額 ５０ 円）

３,９１０,０００株第 １ 回優先株式記名式無額面株式
２４０,０００,０００ 株第 １ 回第２種優先株式
８０,０００,０００ 株第 ２ 回第２種優先株式

３,１４１,２６４,５５１ 株発行済株式総数
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 　③第１回第２種優先株式 ����������������������������  ���������������������������� （平成１２年３月末現在）

単位未満
株式の状況計個人

その他
　外国法人等
（うち個人）その他の法人証券会社金融機関政府及び

地方公共団体

１――（ ―）――１―株 主 数 （人）
―２４０,０００― ―（ ―）――２４０,０００―所 有 株 式 数 （単位）

１００.００―― （ ―）――１００.００―割　　合（％）
（注） １単位の株式数は１,０００株です 。 

　④第２回第２種優先株式 ����������������������������  ���������������������������� （平成１２年３月末現在）

単位未満
株式の状況計個人

その他
　外国法人等
（うち個人）その他の法人証券会社金融機関政府及び

地方公共団体

１――（ ―）――１―株 主 数 （人）
―８０,０００― ―（ ―）――８０,０００―所 有 株 式 数 （単位）

１００.００―― （ ―）――１００.００―割　　合（％）
（注） １単位の株式数は１,０００株です 。 

●株式の所有数別状況
　①普通株式 ��������������������������������  �������������������������������� （平成１２年３月末現在）

単位未満
株式の状況計１ 単位

以上
５ 単位
以上

　１０ 単位
以上

５０ 単位
以上

１００ 単位
以上

５００ 単位
以上

１,０００ 単位
以上

５９,５９５４０,１６２８,９７１８,３２２７２３８０８２３６３７３株 主 数 （人）
１００.００６７.３９１５.０５１３.９６１.２１１.３６０.４００.６３割　　合（％）

１４,３５８,５５１ 株２,８０２,９９６６９,０８７５５,７３８１４０,３６７４８,１０２１６９,２５０１６８,６３３２,１５１,８１９所 有 株 式 数 （単位）
１００.００２.４６１.９９５.０１１.７２６.０３６.０２７６.７７割　　合（％）

（注）１. １単位の株式数は１,０００株です 。
　　２. 証券保管振替機構名義の株式１０６,９０４株は「１００単位以上」に１０６単位、「単位未満株式の状況」に９０４株含まれております 。 

　②第１回優先株式 ������������������������������  ������������������������������ （平成１２年３月末現在）

単位未満
株式の状況計１ 単位

以上
５ 単位
以上

　１０ 単位
以上

５０ 単位
以上

１００ 単位
以上

５００ 単位
以上

１,０００ 単位
以上

１――――――１株 主 数 （人）
１００.００――――――１００.００割　　合（％）

―３,９１０――――――３,９１０所 有 株 式 数 （単位）
１００.００――――――１００.００割　　合（％）

（注） １単位の株式数は１,０００株です 。

　③第１回第２種優先株式 ����������������������������  ���������������������������� （平成１２年３月末現在）

単位未満
株式の状況計１ 単位

以上
５ 単位
以上

　１０ 単位
以上

５０ 単位
以上

１００ 単位
以上

５００ 単位
以上

１,０００ 単位
以上

１――――――１株 主 数 （人）
１００.００――――――１００.００割　　合（％）

―２４０,０００――――――２４０,０００所 有 株 式 数 （単位）
１００.００――――――１００.００割　　合（％）

（注） １単位の株式数は１,０００株です 。

　④第２回第２種優先株式 ����������������������������  ���������������������������� （平成１２年３月末現在）

単位未満
株式の状況計１ 単位

以上
５ 単位
以上

　１０ 単位
以上

５０ 単位
以上

１００ 単位
以上

５００ 単位
以上

１,０００ 単位
以上

１――――――１株 主 数 （人）
１００.００――――――１００.００割　　合（％）

―８０,０００――――――８０,０００所 有 株 式 数 （単位）
１００.００――――――１００.００割　　合（％）

（注） １単位の株式数は１,０００株です 。



●大株主
 　①普通株式 ���������������� （平成１２年３月末現在）

持株比率
（％）

所有株式数
（千株）

株主名

４.１１１１５,７９４第一生命保険相互会社
３.１２８７,９９１千代田生命保険相互会社

２.８０７９,０３９安田生命保険相互会社

２.１１５９,４８９朝日生命保険相互会社

１.８０５０,７３５住友信託銀行株式会社（信託口）

１.７９５０,６０４日本生命保険相互会社

１.７３４８,８６５ザ チェースマンハッタン バンク
エヌエイ ロンドン
（常任代理人　株式会社富士銀行）

１.５４４３,５６９三洋電機株式会社

１.３６３８,５４５松下電器産業株式会社

１.２５３５,２９３株式会社東海銀行

１.１６３２,７００ステート ストリート バンク
アンド トラスト カンパニー
（常任代理人　株式会社富士銀行）

１.１３３２,０９６第百生命保険相互会社

０.９９２７,９０５東洋信託銀行株式会社（信託勘定 A 口）

０.９７２７,４３７日本火災海上保険株式会社

０.９５２６,８３６大東京火災海上保険株式会社

０.８９２５,２４７鹿島建設株式会社

０.８７２４,７３２日動火災海上保険株式会社

０.８６２４,２７３日新火災海上保険株式会社

０.８６２４,２３０エーザイ株式会社

０.８５２４,１１４三菱信託銀行株式会社（信託口）
３１.２１８７９,５０２合計

（注）上記の信託銀行所有株式数のうち、当該銀行の信託業務に係る株式数は、次のとおり
です。

　　１. 住友信託銀行株式会社（信託口）　　　　５０,７３５千株
　　２. 東洋信託銀行株式会社（信託勘定 A 口）　２７,９０５千株
　　３. 三菱信託銀行株式会社（信託口）　　　　２４,１１４千株

●大株主
　②第１回優先株式 ������������� （平成１２年３月末現在）

持株比率
（％）

所有株式数
（千株）

株主名

１００.００３,９１０エ イビー・インターナショナル・ケ イマン・トラスト 
アクテ ィング スルー イッツ トラステ ィク ィーンズ
ゲ イト・バンク・アンド・トラスト・カンパニー・
リミテッド
 （常任代理人　株式会社あさひ銀行）
●大株主
　③第１回第２種優先株式 ���������� （平成１２年３月末現在）

持株比率
（％）

所有株式数
（千株）

株主名

１００.００２４０,０００株式会社整理回収機構
●大株主
　④第２回第２種優先株式 ���������� （平成１２年３月末現在）

持株比率
（％）

所有株式数
（千株）

株主名

１００.００８０,０００株式会社整理回収機構

●従業員の状況

参考：就業人員ベース在籍人員ベース
１２年３月期１２年３月期１１年３月期１０年３月期

―８,５３５８,８２２９,１２５男性従業員数
 　　（人） ―３,６１３３,７７２３,５６３女性

１０,４４８１２,１４８１２,５９４１２,６８８計
―４１ 歳５月４０ 歳 １０ 月４０ 歳７月男性平均年齢
―３０ 歳１月２９ 歳５月２９ 歳 １０ 月女性

３６ 歳１月３８ 歳１月３７ 歳５月３７ 歳７月計
―１９ 年２月１８ 年７月１８ 年４月男性平均勤続年数
―９ 年９月９年２月９ 年９月女性

１４ 年４月１６ 年５月１５ 年９月１５ 年 １１ 月計
５３０千５３７千５４４千男性平均給与月額

 　　　　（円） 平均年間給与２４２千２３８千２４７千女性
７,１５１千４４４千４４８千４６０千計

　　　　　２,４３５　　　　　 ２,２０２　　　　　 ２,１６９
（人）

嘱託、臨時雇員及び
海外の現地採用者数

（注） １. 平均給与月額は、 ３月の時間外手当を含む平均給与月額であり、 賞与を除くものです 。 
　　２. 従業員の定年は、満６０歳に達したときとしております 。 

従業員の状況

●新規入行者数�������������������（単位：人）

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
１２０１９５２５９男性新規採用者数
３７１８５２４２３女性
４９１１,０４７６８２合計

（注） 嘱託は含んでおりません。
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●収益動向及び計画（単体ベース） ������������������������������������������ （単位：億円）

１２ 年 ３ 月期
実績

１２年３月期
計画

１１年９月期
実績

１１年３月期
実績

 ２８３,５６７ ２８７,２０７ ２８４,９０９ ２９１,１４６総資産

規　
　

模

 ２０５,５８７ ２１０,８１５ ２０６,３５０ ２１３,７０２貸出金※ １

 ３９,９０８ ３７,０８１ ４０,１４２ ３８,２８１有価証券

３,４７２ １,６０３ ２,３４８ １,７２３特定取引資産

２,８３０ ３,１１６ ３,１８９３,３４１繰延税金資産〈末残〉

 ２６９,９５４ ２７４,８７２ ２７１,２４６ ２８１,０３１総負債

 ２２２,９３９ ２２３,４３１ ２２３,１９９ ２１９,０７３預金・NCD※ ２

一一一一債券

４７５０４０２６特定取引負債

８７２８７３９２８９４６繰延税金負債〈末残〉

 １３,９０４ １２,３７５ １３,８３７ １３,７２４資本勘定計

 ６,０５３ ６,０５２ ６,０５２ ６,０５２資本金

 ５,０９４ ５,０９３ ５,０９４ ５,０９４資本準備金

７１１７１９６９０６７６利益準備金

 ７２９５１１７１０５８７剰余金

 ４,０７８ ３,８９５２,０４９ ４,０９６業務粗利益※ ３

収　
　
　

益

 ３,７２７ ３,５３０ １,８９１ ３,５５６資金利益

３０５２７５１５５３１０役務取引等利益

１７２９１１１７特定取引利益

２７６１△８２１１その他業務利益

 １,５５４ １,２９５ ８２２８３９業務純益※ ４

（１,５７０）  （１,２９５） （△７９７） （１,５７１） （一般貸倒引当金繰入前）

△１７△２５△３０１３１国債等債券関係損（△）益

 ２,５０８ ２,６００ １,２５２ ２,５２５経費

 １,０８７ １,１２５ ５４９ １,１２８人件費

 １,２７０ １,３３０ ６２７ １,２４４物件費

６５６０２７６１,４３５貸出金償却

５００７００３０１,４１４個別貸倒引当金繰入額（債権償却特別勘定繰入額）

 １,５２８０２７５１,０４６株式等関係損（△）益

９６５０１６０１１８株式等償却

８８０４５５３５７△４,０７５経常利益※ ５

２００３５５特別利益

６６０３５３０特別損失

２１１８２４２４法人税、住民税及び事業税

４７９―１３４△１,５７３法人税等調整額

３１５２７３１８３△２,２００税引後当期利益※ ６

△４４△１７△２２△１２７リストラによる経費削減額（前年同期比）

 △１８△１４７△８１２６営業基盤の強化による粗利益増加額（前年同期比）

５９９７６３―５８７配当可能利益　 �������� （億円）
配　

当

２１８２１０１０９１５４配当金 ������������ （億円）

１２.００１２.００６.００１２.００配当率 ������������� （％）

６３.５５７６.９２５３―配当性向 ������������ （％）

２.２７２.４１２.３１２.４９資金運用利回り（A） ������� （％）

経　

営　

指　

標

２.１９２.３２２.１９２.３６貸出金利回り（B） ������� （％）

１.３８１.５５１.５１１.６３有価証券利回り �������� （％）

１.８３２.１３１.８４２.１４資金調達原価（C） �������� （％）

０.３５０.７１０.３５０.７４預金利回り（含むNCD）（D） ��� （％）

１.１２１.１６１.１１１.１５経費率（E） ���������� （％）

０.４８０.５００.４９０.５１人件費率 ���������� （％）

０.５６０.５９０.５５０.５７物件費率 ���������� （％）

０.４４０.２８０.４６０.３５総資金利鞘（A）－（C） ������ （％）

０.７２０.４３０.７２０.４７預貸金利鞘（B）－（D）－（E） ���� （％）

７.５０７.０６０.７６７.５７非金利収入比率 ��������� （％）

１１.２５１０.４９１１.８９７.８９ROE（業務純益／資本勘定） ���� （％）

０.５４０.４５０.５７０.２９ROA（業務純益／総資産） ����� （％）

（注）１. 資産、負債は平残、資本勘定は末残。
　　２. 規模、収益ともに億円未満切り捨て 、利回り等は小数点２位未満切り捨て。
　　３. 非金利収入比率＝役務取引等利益／業務粗利益
　　４.  ROE ＝業務純益／〔（前期末資本勘定＋当期末資本勘定）／２〕

「経営の健全化のための計画」の履行状況



112

デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

収益動向及び計画

※１. 〔貸出金〕　平成１１年３月末（２１３,７０２億円）比　△８,１１５億円
海外貸出及び国内貸出金の不良債権処理等による減少によるものです 。

※２. 〔預金・NCD〕　平成１１年３月末（２１９,０７３億円）比　＋３,８６６億円の内訳

※３. 〔業務粗利益〕　平成１１年３月期（４,０９６億円）比　△１８億円の内訳

※４. 〔業務純益〕　平成１１年３月期（８３９億円）比　＋７１５億円の内訳

※５. 〔経常利益〕　平成１１年３月期（△　４,０７５億円）比　＋４,９５５億円の内訳

　　　（注）不良債権処理額は、平成１１年３月期５,７６０億円から平成１２年３月

　　　 期２,０２７億円に減少。

※６. 〔当期利益〕　平成１１年３月期（△　２,２００億円）比　＋２,５１５億円の内訳

平成１１年３月期実績との差異要因

＋１３,２５５億円国内預金

△１０,０８４億円海外預金

＋６９５億円NCD

＋１７１億円資金利益

△１４８億円国債等債券損益

△　４１億円その他

△　１８億円業務粗利益

＋７１６億円一般貸倒引当金

＋１７億円経費

＋７１５億円業務純益

＋３,７３３億円不良債権処理額（注）

＋４８２億円株式等関係損益

＋２５億円その他

＋４,９５５億円経常利益

△   ３８８億円特別損益

△２,０５２億円法人税等調整額

＋３億円法人税等
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●収益動向（連結ベース） ���������������������������������������������� （単位：億円）

１３ 年 ３ 月期
見込み

１２年３月期
実績

１１年９月期
実績

１１年３月期
実績

 ２８９,５００ ２８７,８８１ ２８９,０４０ ２９２,９６１総資産

規　
　

模

 ２１０,４００ ２０５,８１７ ２０５,７８４ ２０８,０６６貸出金

 ３３,５００ ３６,３９１ ３８,５６２ ３９,１４０有価証券

４,４００ ４,３８９ ３,５６１２,８３０特定取引資産

２,８００ ３,０３６ ３,３９９３,３６１繰延税金資産

 ２７５,５００ ２７３,９１４ ２７５,１１９ ２７９,１５９総負債

 ２１３,５００ ２１８,９７５ ２１７,６０９ ２１２,１０８預金・NCD

３,７００一一一債券

４００４０３３０３３４３特定取引負債

８００８７２９２８９４６繰延税金負債

 １４,０００ １３,８８１ １３,８１９ １３,７０３資本勘定計

 ６,０５５ ６,０５３ ６,０５２ ６,０５２資本金

 ５,０９５ ５,０９４ ５,０９４ ５,０９４資本準備金

１,５４０ １,４１８１,３８３１,２４１連結剰余金

９,０００１１,６０２４,１８９ ９,５０４経常収益

収　
　
　

益

５,９００ ５,８９１２,９７４ ６,５５７資金運用収益

９７０８６４４０２７５２役務取引等収益

３０１７１１３６特定取引収益

３００２４２１５１４８５その他業務収益

１,８００４,５８６６４９ １,６７３その他経常収益

８,５００１０,６６２３,８５８ １３,６２５経常費用

１,９００ ２,０８４ １,０５１ ２,９６０資金調達費用

 ２２０ ２１１ ９６１８９役務取引等費用

００００特定取引費用

 ２５０ ２３８１７６２９９その他業務費用

 ２,７３０ ２,７５４ １,３７６ ２,８１７営業経費

 ３,４００ ５,３７３ １,１５７ ７,３５８その他経常費用

 １,０００６８０２８５ １,５７０貸出金償却

０ ３２１２９９ ２,２５４貸倒引当金繰入額

０ １１７１４ ７３９一般貸倒引当金純繰入額

― １９８２８０ １,４７２個別貸倒引当金純繰入額

５００９４０３３１△４,１２０経常利益

０４１３６９特別利益

０１６０４０３２特別損失

５００７８５２９２△３,７８２税金等調整前当期純利益

２００１８０１７５３５法人税、住民税及び事業税

０２９４△５１ △１,２４７法人税等調整額

０４１３０少数株主損失

３００３１４１７０△２,５４０当期純利益



114

デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

（単位：億円）●自己資本比率の推移 （国際統一基準）

１２年３月期１２年３月期１１年３月期１０年３月期
実績計画実績実績
６,０５３６,０５２６,０５２３,３２８資本金

４,０１４４,０５２３,９８５２,８２８うち普通株式

２,０３９２,０００２,０６７５００うち優先株式（非累積型）

００００優先出資証券

５,０９４５,０９３５,０９４２,３６９資本準備金

１,３０９１,２３０１,１７１３,８６１剰余金

４０９９０その他

１２,４６１１２,３７５１２,４１７９,５６０Tier Ⅰ計

（△　３,０３６ ）（△　３,１１６）（△　３,３６１）（△　２,０９２）（うち税効果相当額）

００００優先株式（累積型）

００００優先出資証券

２,１０８２,１２２２,１２２２,１３４永久劣後債

２,９９０２,９９０２,９９０２,１９０永久劣後ローン

００００有価証券含み益

９８４９３９１,０１７１,１９４土地再評価益

１,４５２１,３１６１,３０７５３５貸倒引当金

００００その他

７,５３４７,３６７７,４３６６,０５３Upper Tier Ⅱ計

１,５９８１,５９８１,５９８１,５９８期限付劣後債

１,３００１,３００２,０１８２,７３６期限付劣後ロ－ン

００００その他

２,８９８２,８９８３,６１６４,３３４Lower Tier Ⅱ計

１０,４３２１０,２６５１１,０５３１０,３８７Tier Ⅱ計

００００Tier Ⅲ

２２,８８４２２,６４０２３,４７２１９,１２１自己資本合計

１９３,９２０２０１,９７７１９７,２３６２０３,６９８リスク ・ アセット

１８２,２４６１８８,９５５１８５,３４５１９１,３０８オンバランス項目　※ １

１１,３６９１１,７２２１１,２１６１１,５９０オフバランス項目

３０４１,３００６７６７９９その他（注）

１１.８０１１.２０１１.９０９.３８自己資本比率 （%）

６.４２６.１２６.２９４.６９Tier Ⅰ比率 （%）

１１.９７―１２.０１―単体自己資本比率（参考）

原価法原価法原価法原価法上場株式の評価方法
（注）マーケット・リスク相当額を８％で除して得た額。
　　

※ 1 . オフバランス項目の差異
平成１１年３月期（１８３,３４５億円）比　△３,０９９億円
不良債権処理（△約３,４００億円）、投資株式圧縮（△約１,７００億円）、海外資産圧縮（△２,８００億円）等の影響によります 。

平成１１年３月期実績との差異要因
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　（単位：億円）●資金繰り状況（単体ベース）

１２年３月期１１年９月期１１年３月期
実績実績実績

１８９,２２４１９９,３０４１８３,２８７コア調達（A）
１７５,７０９１７４,４４１１６７,２１６コア預金

０００信託勘定借

０００金融債

２５３,０５２２６１,４２０２５５,１０６コア運用（B）

２００,８１８２００,６２５２０３,３８０貸出

３７,７３８３８,５０７３９,０８７投資有価証券等

△　 ６３,８２７△　 ６２,１１６△　 ７１,８１９コア運調尻（A）－（B）

１０,１１５１０,４８６１０,８１３自己資本・現金等

５５,５７９５３,６７３６２,６５２市場性調達（C）

９,５３１１３,５５０１０,６３１大口定期（注）

１９,６０５１４,３１９１３,９４９NCD

１,８６６２,０４３１,６４６市場性運用（D）

５３,７１３５１,６３０６１,００６市場性運調尻（C）－（D）

３,１５８２,４６２７,４６４インターバンクO/Nポジション
（注）１０億円以上のものを記載 しております 。

 【注】
○ 国内／海外の全円貨建て資金の状況（公的資金導入後、貸出金償却後）

【管理定義】
「コア調達」…………………コア預金、借入金（含む劣後）、債券貸付担保金、外国為替、円転等
「コア運用」 …………………貸出、投資有価証券等、預け金（除くディーリング）、動産不動産、外国為替、円投等
「コア預金」 …………………大口定期１０億円以上を除く円貨実質預金
「投資有価証券等」…………金銭の信託を含む
「市場性調達」………………大口定期１０億円以上、NCD（含む営業店取り扱い分）、金融機関預金、売渡手形、CP 等
「市場性運用」………………預け金、コールローン、買入手形／CP、商品有価証券等
「自己資本／現金等」………資本、引当金、期中損益、再評価差額金、本支店未達、未払費用、前受収益等
　　　　　　　　　………現金、動産不動産（再評価分）、特定取引資産（評価益相当）、未収収益等

　

　（単位：百万ドル）●外貨資金運用調達状況（単体ベース） ����������� 　

１２年３月期
実績

１１年９月期
実績

１１年３月期
実績

９,５３１８,９４６１０,９２５外貨運用計

５３１７１６１,０４２うち外貨建て有価証券

４,１３０４,７０６５,３０６外貨建て貸出

３０６３１２３４１イン パクトローン （注）

２,４４３１,１７２９６５イン ターバンク運用

９,５８９８,８９９１０,８６４外貨調達計

３,７８８２,５１２４,５３５うちインターバンク調達

２,０００２,９０４３,５３５円投

１,７７３１,６４０１,１１３顧客性預金
（注）ユーロ円イン パクトローンは除いております 。



116

デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

（単位：億円）●部門別純収益動向（単体ベース）

１３年３月期
見込み

１２年３月期
実績

１２年３月期
計画

１１年９月期
実績

１１年３月期
実績

１,２９９１,３７８１,３２２７９３１,４２３商業銀行部門 （国内）（注1）

３,２６０３,２８２３,１５５１,６６０３,１４５資金収益（スプレ ッド収益）

２７２２６０２５０１３８２７０手数料

８７５０４１２０５６外為関連収益

０２９２０１２２５その他

３,６１９３,６２１３,４６６１,８３０３,４９６粗利益

２,３２０２,２４３２,１４４１,０３７２,０７３経費

△　　　　３２３△ 　　１６１△　　　３３商業銀行部門（海外）

４９７０４７２８３９資金収益・債券損益等

７９１１５１１手数料

５５６４４その他

６１８６６４３６５４粗利益

６４６３８０３５８７経費

８△　　　１９４８５３９市場部門（内外ディーリング拠点）※１

４１１４５７１２５８国内

７６３３１２２２海外

４８２０９０２４８０粗利益

４０３９４２１９４１経費

４８１４８０３８３２３０６２０ALM部門（円貨）

４２６３５７３８７１８４３９０ALM（含む投資債券資金収益）

△　　　３２△　　　４３△　　 ６０△　４５１０５投資債券５勘定尻

７４１１０４８６５１２０円貨資金ディーリング

２５６８２１３２１７その他

４９３４９２３９６２３６６３２粗利益

１２１２１３６１２経費

△　　２８５△　　２９２△　　４４２△　２３２△　　４７８経営管理部門

△　　　５１△　　１３６△　　１０２△　７２△　　１３４資金収益（スプレッド収益）

０△　　　５△　　　１９△　５△　　　３２その他

△　　　５１△　　１４１△　　１２１△　７７△　　１６６粗利益

２３４１５１３２１１５５３１２経費 （管理本部経費等）

４,１７０４,０７８３,８９５２,０４９４,０９６業務粗利益

２,６７０２,５０８２,６００１,２５２２,５２５経費等

０１６０△　２５７３２貸倒引当金繰入

１,５００１,５５４１,２９５８２２８３８合計（業務純益）
（注）１.ユーロ円イン パクトローンは国内部門に計上 し ております 。 
　　２. 平成１１年度下半期より、新原価計算システムを導入 し ております 。 

※ 1 . 市場部門の差異
平成１２年３月期　△１９億円
経営健全化計画比　△６７億円
主としてドル相場が当初想定していたレンジより狭い動きとなり、為替トレーディング収益が低調であったこと、また米ドル金利上昇の影響を受け、外貨バンキング
の期待収益が上がらなかったことにより計画未達成となりました。

平成１２年３月期見込みとの差異要因
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●リストラ計画（単体ベース）

１２年３月末
実績（連結）

１２年３月末
実績（単体）

１２年３月末
計画

１１年９月末
実績

１１年３月末
実績

３７３７３７３９役員数　　　　　　　　　 　　　   （人）役
職
員
数

１４,７９６１２,１４８１２,４００１２,６４２１２,５９４従業員数（在籍人員ベース）（注１）※１  （人）

１３,７７７９,９４４１０,０００１０,５０１１０,３５１従業員数（実働人員ベ一ス）（注２）※２   （人）

３２８３３２３３１３３５国内本支店（注３）         （店）海
外
拠
点
数

国    
内  
店  
舗 
・

９１０１２１２海外支店（注４）※３        （店）
４５６８（参考）海外現地法人 ※４　　　　   （社）

（注）１. 事務職員、庶務職員合算。在籍出向者を含ん でおります 。 嘱託、パート、派遣社員は除いております 。
　　２. 在籍人員ベースのうち、出向者を除いております 。
　　３. 出張所、代理店を除いております 。また、被振込専用支店（振込集中第一支店）は支店数に含まれておりません。
　　４. 出張所、駐在員事務所を除いております 。

１２年３月期
実績（連結）

１２年３月期
実績

１２年３月期
計画

１１年９月期
実績

１１年３月期
実績

１,１７０１,０８７１,１２５５４９１,１２８人件費             （億円）人
件
費

７７０６４３６５７３２２６８３うち給与・報酬　 　     （億円）
４４４４４５４３６４４８平均給与月額          （千円）
７５９７６０３８０８１３役員報酬・賞与（注１）　 　 　  （百万円）役

員
報
酬
・
賞
与 

７５９７６０３８０８０３うち役員報酬  　　　　  　 　   （百万円）
０００１０役員賞与　  　　　　  　   （百万円）

２１２１２１２１平均役員（常勤）報酬・賞与  （百万円）

２５４９２５６０平均役員退職慰労金（注２）※５　 （百万円）

１,４２６１,２７０１,３３０６２７１,２４４物件費      　　 　  （億円）物
件
費

１,０４７９２１９４６４６１９２２経常的費用 
  

３７９３４９３８４１６６３２２システム関連費用（注３） 

６１.５６６.７６１.１６１.６経費率（注４）          （%）
（注）１. 人件費及び利益金処分によるものの合算。使用人兼務の場合、使用人部分を含んでおります 。
　　２. 平均役員退職慰労金の１０年度以降の計画の前提条件は、役員在職期間５年の常務取締役を平均モデルとして算出。年金部分は含んでおりません。
　　３.システム関連費用には、システム投資と同様に、利便性向上や商品 ・ サービス提供力の強化に資する一部経費（チャネル革新、提携 ・ アウトソーシング等）の増加を含んでおります 。また、連結
　　　計数は、概算値です 。
　　４. 経費率＝経費／業務粗利益

（単位：億円）●部門別純収益動向（連結ベース）

１３年３月期
見込み

１２年３月期
実績

１１年９月期
実績

１１年３月期
実績

１,２９９１,４２６７８７１,３７０商業銀行部門 （国内）

１,２９９１,３７６７９３１,４２３銀行本体業務純益

０４８△　　６△　　５３関連会社純益

△　　３１２△　　２△　　３５商業銀行部門（海外）

△　　３２３１△　　３３銀行本体業務純益

０△　　１１△　　３△　　　２関連会社純益

８△　　３２△　　１１４９市場部門（内外ディーリング拠点）

８△　　１９５３９銀行本体業務純益

０△　　１３△　　１６１０関連会社純益

４８１４８０２３０６２０ALM部門（円貨）

４８１　４８０２３０６２０銀行本体業務純益

△１,２８５△　　９４６△　６７３△６,１２４経営管理部門

△　２８５△　　２５６△　２３２△　　４７８銀行本体業務純益

０△　　　１６２５△　　７３２一般貸倒引当金繰入

△１,０００△ 　　２,０２７△　６０７△５,７８８不良債権処理額（含む、海外民間向等債権売却損）

０１,５２８２７５１,０４６株式 ３ 勘定尻

０△　　１７５△　１３４△　　１７２その他臨時損益

５００９４０３３１△４,１２０合計（経常利益）
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（単体ベース）

リストラ計画
※１. 従業員数（在籍ベース）の差異

平成１１年３月期（１２,５９４人）比　△４４６人
経営健全化計画比　△２５２人

※２. 従業員数（実働ベース）の差異
平成１１年３月期（１０,３５１人）比　△４０７ 人
経営健全化計画比　△５６人

※３. 海外支店の差異
平成１１年３月期（１２支店）比　△３支店。
平成１１年度中にシカゴ、ケイマン、ロスアンゼルス支店を廃止し、ニューヨーク支店への統合手続きを完了しました。

※４. 海外現地法人の差異
平成１１年３月期（８拠点）比　△４拠点。
平成１１年度中にオランダ、ロンドン、スイス、ドイツを清算しました。

※５. 平均役員退職慰労金の差異
平成１１年３月期（６０百万）比　△３５百万円
経営健全化計画比　△２４百万円
６月退任役員は、モデルより在任期間 の短い役員が多かったため、計画達成となりました。

平成１２年３月期見込みとの差異要因

●貸出金の推移（実績、単体ベース）

１２年３月末１１年９月末
実績
（B）

１１年３月末
実績
（A）

末平比率
（注２）

実績
（Ｄ ）

計画
（C）

１００.３%１９９,６２３２０４,９７９１９９,３２５２００,２２９インパクトローン含むベース※１
国内貸出

１００.８%１９３,４８４１８４,２３７１８６,９４８１８２,３４２インパクトローン除くベース
１００.４%７５,２７０７７,１９９７５,４３８７５,３６７インパクトローン含むベース※２中小企業向け貸出

（注１） １００.５%７３,４０４７０,５８０７１,８６８７０,０７２インパクトローン除くベース
１０３.６%１５,９４３１３,８４３１５,５４４１４,９０６うち保証協会保証付貸出
１０１.０%７０,０４１７１,７７１６８,４９６６６,９８０個人向け※３
１０１.４%５８,３２０５８,９５１５６,３０３５４,２６０うち住宅ローン※４
９９.４%５４,３１２５６,００９５５,３９１５７,８８２その他
９６.８%５,８５１７,７５８６,６６５８,２０６海外貸出（注４）
１００.２%２０５,４７４２１２,７３７２０５,９９０２０８,４３５合　計

（単位：億円）

●貸出金の推移（実勢ベース）〈下表の増減要因を除く〉

１２年３月末１１年９月末
実績

（B）＋（E）＋（F）

１１年３月末
実績

（A）＋（E）
実績

（D）＋（E）＋（H）
計画

（注３）
２１０,８６２２１２,５３７２０８,７９５２０９,０２０インパクトローン含むベース※５

国内貸出
２０３,８８５１９１,７９５１９５,５８２１９０,４４９インパクトローン除くベース
８４,４９０８２,５２５８２,９６２８１,６６７インパクトローン含むベース中小企業向け貸出

（注１） ８２,１４１７５,９０６７８,９０９７６,００５インパクトローン除くベース
（注１）中小企業とは、資本金１億円（ただし、卸売業は３０百万円、小売業、飲食業、サービス業は１０百万円）以下の会社または常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業、飲食業、
　　　サービス業は５０人）以下の会社を指す 。
（注２）末平比率は月末 /月中平均残高。
（注３）平成１１年３月に承認された健全化計画より引用。
（注４）当該期末レートで換算。

（単位：億円）

（不良債権処理に係る残高増減）

１２年３月期
実績
（H）

１２年３月期
計画
（G）

１１年９月期
実績
（F）

１１年３月期
実績
（E）

１９０（　１５１）  ７００（　５６０）１０８（　　９６）３５５（　２７５）貸出金償却
０（　　０）０（　　０）０（　　０）０（　　０）CCPC向け債権売却額

△　９７３（　　５２）０（　　０）△　７３９（　　０）　△　３２１（　　０）債権流動化 (注１）
６１３（　５２１）０（　　０）３１９（　２５４）３,５４８（２,６７１）会計上の変更（注２）
０（　　０）０（　　０）０（　　０）０（　　０）協定銀行等への資産売却額（注３）

２,６１８（２,１９６）６００（　６００）９９１（　８７４）５,２０９（３,３５４）その他不良債権処理関連
２,４４８（２,９２０）１,３００（１,１６０）６７９（１,２２４）８,７９１（６,３００）計

（注１）一般債権流動化のほか、債権の証券化を含む。
（注２）会計方法の変更により資産から控除される間接償却部分等。
（注３）金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第５３条で定められた協定銀行等への債権売却額。

（単位：億円（　）内はうち中小企業向け）
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※３、４.〔個人向け貸出〕 　１２ 年３月末　７０,０４１億円（うち住宅ローン５８,３２０億円）
　　経営健全化計画比　　△　１,７３０億円

個人向け貸出金は、住宅ローン残高が前年度比　４,０５９億円増加したもの
の、需要の一巡による肩代わり案件の減少や競争の激化等により、当初見込
みを下回りました。

※５．〔国内貸出（インパクトローン含む）実勢ベース〕  １２年３月末　２１０,８６２億円
　 経営健全化計画比　 △　１,６７５億円

※１.〔国内貸出（インパクトローン含む）〕　　１２年３月末　１９９,６２３億円
　　経営健全化計画比　　△　５,３５６億円
　　（内訳）
　　

※２.〔中小企業貸出（インパクトローン含む）〕　　１２年３月末　７５,２７０億円
　　経営健全化計画比　　△　１,９２９億円
 　（内訳）

平成１２年３月期見込みとの差異要因

△　１,９２９億円
（うち　１２年３月度中の不良債権処理等に係る要因　△　２,９２０億円）

中小企業向け

△　１,７３０億円
（うち　１２年３月度中の不良債権処理等に係る要因　△　３７３億円）

個人向け

△　１,６９７億円その他

　＋　１,９６５億円実勢ベース
　△　３,８９４億円不良債権処理等に係る特殊要因
（△　２,１３４億円）（１１年３月期度見込比）　（注）
（△　１,７６０億円）（１２年３月期計画比）

※（注）平成１１年３月に承認された健全化計画より引用。

＋　１,９６５億円中小企業向け
△　３,６４０億円個人向け及びその他

●貸出金の推移（計画、単体ベース）

１３年３月末
計画
（B）

１２年３月末
実績
（A）

２０３,１７３１９９,６２３インパクトローン含むベース
国内貸出

１９７,０３４１９３,４８４インパクトローン除くベース
８６,８０８８７,９０８インパクトローン含むベース中小企業向け貸出

（注１） ８５,２７１８５,８７１インパクトローン除くベース
１７,１３３１７,１３３うち保証協会保証付貸出
６７,９８０６３,３８０個人向け貸出（事業用資金を除く）
６２,９２０５８,３２０うち住宅ローン
４８,３８５４８,３３５その他
５,８００５,８５１海外貸出（注２）
２０８,９７３２０５,４７４合　計

（単位：億円）

●貸出金の推移（実勢ベース）〈下表の増減要因を除く〉

１３年３月末
計画

（B）＋（C）

１２年３月末
実績
（A）

２０４,９７３１９９,６２３インパクトローン含むベース
国内貸出

１９８,８３４１９３,４８４インパクトローン除くベース
８８,４０８８７,９０８インパクトローン含むベース中小企業向け貸出

（注１） ８６,８７１８５,８７１インパクトローン除くベース
（注１）中小企業向け貸出とは、資本金又は出資金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、飲食業、サービス業は５０百万円）以下の法人または常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小
　　　売業、飲食業、サービス業は５０人）以下の法人向け貸出（個人に対する事業用資金を含む）を指す。
（注２）当該期の期末レートで換算。

（単位：億円）

（不良債権処理等に係る残高増減）

１２年度中
計画
（C）

１００（　１００）貸出金償却
０（　　０）CCPC向け債権売却額
　０（　　０）債権流動化 (注１）
０（　　０）会計上の変更（注２）
０（　　０）協定銀行等への資産売却額（注３）

１,７００（１,５００）その他不良債権処理関連
１,８００（１,６００）計

（注１）一般債権流動化のほか、債権の証券化を含む。
（注２）会計方法の変更により資産から控除される間接償却部分等。
（注３）金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第５３条で定められた協定銀行等への
　　　債権売却額。

（単位：億円（　）内はうち中小企業向け）
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●金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律 第３条第２項の措置後の財務内容

保全部分を除いた分の引当方針及び具体的な目標計数
１２年３月末１２年３月末１１年９月末１１年３月末
実績（連結）実績（単体）実績実績

● 債権額から担保の処分可能見込み額及び保証等による回収
　が可能と認められる額を減算し、残額を引き当てます 。２,１４２１,８６８１,５１２１,６９９

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権①

● 金融再生委員会の「資本増強に当たっての償却・引当につい
　ての考え方」に則った引当を行います 。
● 自己査定における「破綻懸念先」のⅢ分類とされた債権額に
７０％を乗じた金額を予想損失額とし、個別債権毎に個別貸
倒引当金として計上いたします 。　

５,５６０５,０３７４,６４８５,５３４危険債権②

● 金融再生委員会の「資本増強に当たっての償却・引当につい
　ての考え方」に則った引当を行います 。
● 担保・保証で保全されていない要管理債権の１５％を貸倒
　引当金として計上いたします 。　

１,８４２１,７３２２,１２４２,０６７要管理債権③

● 金融再生委員会の「資本増強に当たっての償却・引当につい
　ての考え方」に則った引当を行います 。　２１６,００７２１０,６７６２１１,９７４２１４,６９０正常債権

９,５４４８,６３６８,２８３９,３００①＋②＋③

　（単位：億円）

（単位：億円）●引当金の状況

１２年３月末
実績（連結）

１２年３月末１１年９月末
実績

１１年３月末
実績 実績（単体）

１,４５２１,２７７１,２３６１,２６１一般貸倒引当金　　　　
３,０９１２,６６７２,５５８２,８２７個別貸倒引当金　
４３４３４３４３特定海外債権引当勘定

４,５８７３,９８７３,８３７４,１３１貸倒引当金計
６４０６４０７３５７７７債権売却損失引当金
６６６６１３２―特定債務者支援引当金　

５,２９４４,６９４４,７０６４,９０９小計
――――特別留保金
――――債権償却準備金
００００小計

５,２９４４,６９４４,７０６４,９０９合計

●リスク管理債権情報（注１）

（注）単位未満四捨五入 で表示し ております 。
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●金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律 第３条第２項の措置後の財務内容

●引当金の状況

（単位：億円、 %）●リスク管理債権情報（注１）

１２年３月末
実績（連結）

１２年３月末
実績（単体）

１１年９月末
実績

１１年３月末
実績

７６５７３４８２８９６８破綻先債権額（A）
２,０７８１,９７４２,０２１１,９２５会計上の変更により減少した額（注２）
６,４７５６,１１０５,２５７６,６２３延滞債権額（B）
２,４６８２,２４５１,８７３１,６６３会計上の変更により減少した額（注２）

８８８８４９１,０９６５０６３カ月以上延滞債権額（C）

９５４８８３１,０２８１,１０４貸出条件緩和債権額（D）
３０５３０３３９０４６８金利減免債権
６３０５７２６３７６３６金利支払猶予債権
００００経営支援先に対する債権
１９７００元本返済猶予債権
００００その他

９,０８１８,５７６８,２０９９,２０１合計（E）＝（A）＋（B）＋（C）＋（D）
４.４４.２４.０４.４比率　（E）／総貸出

（注）１. 全銀協の「有価証券報告書における「リスク管理債権情報」の開示につい て」（平成１０年３月２４日付、平 １０調々第４３号）の定義に従うものとし、貸出条件緩和債権について複数の項目に該 
　　　当するものについては最も適当と判断した項目に計上 し ております 。

２. 会計方法の変更により資産から控除される間接償却部分。
３. 貸出金の未収利息は、従来、原則として税務基準により計上 し ておりましたが、平成１１年３月期より資産の自己査定に基づく計上基準による ことといた しま した。
４. 子会社についても会計方法の変更により間接償却を実施したものとして計上 し ております 。

（単位：億円）●不良債権処理状況（単体ベース）

１３年３月期１２年３月期１２年３月期１１年９月期１１年３月期
実績 見込み実績見込み実績

１,０００２,０２７１,０００６０７５,７６０不良債権処理損失額（A）※１
８００６５６６７０２７７１,４３５貸出金償却
０５００３０３０１,４１４個別貸倒引当金繰入額
２００１５８３４３４３０７CCPC向け債権売却損
―――――協定銀行等への資産売却損（注）
０３８０――１,７０７債権放棄
０３５８８２９５その他債権売却損
０２９７２５８２５８６０２その他
０１６０△　２５７３２一般貸倒引当金繰入額（Ｂ）

１,０００２,０４３１,０００５８２６,４９２合計（Ａ）＋（Ｂ）
（注）金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第５３条で定められた協定銀行等への債権売却損。
　

（単位：億円）●不良債権処理状況（連結ベース）

１２年３月期
実績

１１年９月期
実績

１１年３月期
実績

２,１３１８６７５,９６０不良債権処理損失額（A）
６８１２８５１,５７０貸出金償却
８５９２８１１,４７２個別貸倒引当金繰入額
１５９３４３０７CCPC向け債権売却損
―――協定銀行等への資産売却損（注）
――１,７０７債権放棄
１３５８３００その他債権売却損
２９７２５８６０３その他
１１８１４７３９一般貸倒引当金繰入額（Ｂ）
２,２４９８８１６,６９９合計（Ａ）＋（Ｂ）

（注）金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第５３条で定められた協定銀行等への債権売却損。

※平成１２年３月期の不良債権処理損失額は地価下落による担保価額の目減りや最終処理促進による損失等により、期初業績予想比１,３２７億円増の２,０２７億円となりま
 した。

差異１２年３月期実績業績予想（期初）

１,３２７億円２,０２７億円７００億円不良債権処理損失額
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（単位：億円）●不良債権償却原資（連結ベース）

１２年３月期
実績

１１年９月期
実績

１１年３月期
実績

１,５７０７９７１,５７１業務純益（一般貸倒引当金繰入前）（注）
△　１７△　３０１３１国債等債券関係損益
１,６１０２９５ １,０４７株式等損益
△　１５７△　４０３２１不動産処分損益

００２,１８６内部留保利益
００１,５７４その他

３,０２３１,０５２６,６９９合計
（注）業務純益の連結欄には便宜上単体の業務純益を記載しております 。

（単位：件、 億円）●当期中の倒産先（単体ベース）　

金額件数倒産１年前の行内格付
２１Ａ・ａ

１１４Ｂ・ｂ

１７７Ｃ・ｃ

１８５５３Ｄ・ｄ

１２０３４Ｅ・ｅ

２４７４７Ｆ・ｆ

３４１２Ｇ

２２Ｈ

２９９未付与

６４８１６９合計

（注）小口（与信額５０百万円未満）は除く。

（単位：億円）●不良債権償却原資（単体ベース）

１３年３月期
見込み

１２年３月期
実績

１２年３月期
見込み

１１年９月期
実績

１１年３月期
実績

１,５００１,５７０１,５００７９７１,５７１業務純益（一般貸倒引当金繰入前）
△　２６△　１７△　３０△　３０１３１国債等債券関係損益

０１,５２９２７５２７５１,０４６株式等損益
０△　６５△　３５△　３５３２３不動産処分損益
００００１,９７８内部留保利益
００００１,５７４その他

１,５００３,０３４１,７４０１,０３７６,４９２合計
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（単位：億円）●含み損益総括表（単体ベース）

１２年３月末
評価損益

評価損益時価
貸借対照表

評価損評価益価額
６０２６,１０７５,５０４３５,１９２２９,６８８有価証券

１７１１７９９８,９６７８,８６８債券

５８３５,９１３５,３２９２５,６０６２０,２７６株式

１７６７４６１８５４３その他

―――２,１００２,１００金銭の信託

――２,１８６３,１３８９５１再評価差額金（注１）

――△　５３８――不動産含み損益（注１）

１,２４９１,０２３△　２２６２,６９３―その他資産の含み損益（注２）

（単位：億円）●含み損益総括表（単体ベース）

１１年３月末
評価損益

評価損益時価
貸借対照表

評価損評価益価額
２,３０３３,５０２１,１９８３５,３４７３４,１４８有価証券

１２７５２７３１２,００９１１,７３５債券

２,２９７３,１３１８３３２２,４１６２１,５８２株式

４９６９１９２１８３０その他

―００８３０８３０金銭の信託

――２,２６１３,２１９９５８再評価差額金（注１）

――△　２８２――不動産含み損益（注１）

１,６４５１,２２９△　４１５５,０８９―その他資産の含み損益（注２）

（単位：億円）●含み損益総括表（連結ベース）

１１年３月末
評価損益

評価損益時価
貸借対照表

評価損評価益価額
２,３２９３,５５２１,２２２３５,６７２３４,４５０有価証券

１２７９２７７１２,１７２１１,８９４債券

２,３２１３,１７６８５５２２,５６４２１,７０９株式

６９６８９９３５８４６その他

―００８３３８３３金銭の信託

――２,２６１３,２１９９５８再評価差額金（注１）

――△　２９７――不動産含み損益（注１）

１,６４５１,２２９△　４１５５,０８９―その他資産の含み損益（注２）

（単位：億円）●含み損益総括表（連結ベース）

１２年３月末
評価損益

評価損益時価
貸借対照表

評価損評価益価額
６２６６,１７１５,５４５３５,４７３２９,９２８有価証券

１７１２１１０３９,０５７８,９５３債券

６０５５,９７２５,３６６２５,７８３２０,４１６株式

２７６７４６３２５５８その他

―――２,１００２,１００金銭の信託

――２,１８６３,１３８９５１再評価差額金（注１）

――△　６３１――不動産含み損益（注１）

１,２４９１,０２３△　２２６２,６９３―その他資産の含み損益（注２）

（注１）「土地の再評価に関する法律」に基づき事業用の土地の再評価を実施した再評価差額金を記入。
　　　 なお、便宜上、貸借対照表価額欄には従前の簿価、評価損益欄には再評価に係る繰延税金負債を含めて記入。
（注２）デリバティブ取引、債務保証等の偶発債務に係る損益を含む。本項目の取扱いについては、主務省令で定める基準による。
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　（単位：億円）●オフバランス取引総括表（単体ベース）

信用リスク相当額（与信相当額）契約金額・想定元本
１２年３月末１１年９月末１１年３月末１２年３月末１１年９月末１１年３月末

１４２１７５２５,２０１３５,６６４２５,９０５金融先物取引
１,８７７２,１３８２,１６５１６４,６４５１５９,１２０１３４,５９０金利スワップ
４４８５１５１３５３,３４８４,３３３２,５５９通貨スワップ
４１０４８４１,０９９１５,３８０１２,３４７２５,６３６先物外国為替取引
０００２５０００金利オプションの買い
７２５３６２７７８８９１,９７１通貨オプションの買い
３３４４４９６,２５９６,７４７６,４４２その他の金融派生商品

△１,０４７△1,１００△１,４３５───一括ネッティング契約による与信相当額削除効果

１,７４３２,１０９２,２２４２１５,３６２２１９,０９９１９７,１０３合計
（注）BIS自己資本比率基準ベー スに取引所取引、原契約２週間以内の取引を加えたもの。

　（単位：億円）●信用力別構成（単体ベース）（１２年３月末時点）

合計その他（注）
格付BB/Ba以下に
相当する信用力を
有する取引先

格付BBB/Baa 以上に
相当する信用力を
有する取引先

３,０１１４４１８８２,７７９信用リスク相当額（与信相当額）
３０２１信用コスト
３５１１８１６信用リスク量

（注）個人取引（外貨定期）、格付がない先に対するインパクトローン関連取引等。
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当行 の あ ゆ み

株式会社武州銀行、株式会社第八十五銀行、株式会社忍商業銀行および株式会社飯能銀行の埼玉県下 ４ 銀
行が合併 し、株式会社埼玉銀行とし て 設立され、その後埼玉県内の貯蓄銀行 ３ 行を吸収合併

昭和１８年７月

株式会社不動貯金銀行、株式会社安田貯蓄銀行、株式会社大阪貯蓄銀行、株式会社日本貯蓄銀行、株式会社
東京貯蓄銀行、株式会社内国貯金銀行、株式会社日本相互貯蓄銀行、株式会社摂津貯蓄銀行および株式会
社第一相互貯蓄銀行の ９ 貯蓄銀行の合併により株式会社日本貯蓄銀行設立

昭和２０年５月

株式会社日本貯蓄銀行、普通銀行に転換す るとともに 、商号を株式会社協和銀行と 変更昭和２３年７月

株式会社協和銀行と株式会社埼玉銀行が合併契約書 に調印（合併期日 平成 ３ 年 ４ 月１日）１１月平成２年

株式会社協和銀行と株式会社埼玉銀行が対等合併 し、株式会社協和埼玉銀行となる平成３年４月

ドイツ 協和埼玉銀行開業５月

第１次長期経営計画 「ニューリテール１」 スター ト１０月

機構改正 人事第一部と人事第二部の統合、リ テ ー ル企画部 などの設置平成４年５月

「株式会社あさひ銀行」に商号変更９月

統合オンラインシ ス テ ム全店移行完了平成５年３月

機構改正 本部制を原則廃止、融資第一～三部、業務企画部などの設置６月

第 ２ 次長期経営計画「ニューリテール ２」スター ト平成６年４月

証券子会社「あさひ証券株式会社」設立６月

機構改正 法人企画部、金融エンジニアリング部 など の設置６月

機構改正 海外業務部内 にアジア室の設置平成７年１月

機構改正 業革推進部、経営管理部内に市場 リスク 管理室 などの設置１０月

機構改正 証券部内に証券管理室の設置１１月

信託子会社「あさひ信託銀行株式会社」設立平成８年３月

機構改正 金融基礎研究所、市場業務管理室、住宅金融業務センタ－の設置６月

第 ３ 次長期経営計画「あさひクォ リ テ ィ 」スター ト平成９年４月

機構改正 ALM 部、市場企画部 などの設置４月

機構改正 支店部、融資企画部 などの設置６月

第１回優先株式１,０００億円を発行８月

機構改正　I R 室、コンプライアンス統括部などの設置４月平成１０年

第三者割当増資による普通株式１,４４８億円を発行
第１回第２種優先株式３,０００億円、第２回第２種優先株式１,０００億円を発行

平成１１年３月

第４次長期経営計画「リテール・イノベーション・プラン」スタート４月

機構改正 法人事業部門、個人事業部門などの設置６月

あさひ証券株式会社の清算結了７月

執行役員制度導入
機構改正　事業開発部、e-ビジネス部、リテールマーケティング室などの設置

６月平成１２年
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●取締役（※印は執行役員を兼務）������������� ������������� ������������� （平成１２年６月 ２８ 日現在）

略歴および現職氏名役名

昭和３４年４月入行　６３年６月取締役　平成２年６月常務取締役　４年６月専務取締役　６年６月副頭取　
９年６月取締役会長田 中　 正取締役会長

昭和３４年４月入行　６１年６月取締役　平成元年１１月常務取締役　３年６月専務取締役　６年６月副頭取　９年６月頭取伊 藤 龍 郎頭取

昭和４０年４月入行　平成５年６月取締役　８年５月常務取締役　１０年６月専務取締役　１２年６月副頭取村 松 兼 伍副頭取※

昭和４１年４月入行　平成６年６月常勤監査役　８年６月取締役　９年６月常務取締役　１０年６月専務取締役　
１２年６月副頭取 埼玉担当窪 田 和 孝副頭取※

昭和４１年４月入行　平成６年６月取締役　９年６月常務取締役　１２年６月専務取締役 融資管理部門総括担当栗 原 雅 信専務取締役※

昭和４２年４月入行　平成７年６月取締役　９年６月常務取締役　１２年６月専務取締役 企画部担当兼事業開発部担当小 出 尋 常専務取締役※

昭和４１年４月入行　　平成７年６月取締役　　１０年６月常務取締役　１２年６月専務取締役 営業統括部門担当（地域担当）杉 田 勝 彦専務取締役※

昭和４３年４月入行　　平成８年６月取締役　　１０年６月常務取締役　１２年６月専務取締役 企画部担当兼リスク統括部担当梁 瀬 行 雄専務取締役※

昭和４３年４月入行　　平成８年６月取締役　　１０年６月常務取締役　１２年６月専務取締役 営業統括部門総括担当小 城 修 一専務取締役※

昭和４３年４月入行　　平成８年６月取締役　　１０年６月常務取締役　　１２年６月専務取締役 営業統括部門担当（地域担当）岩 城 勝 良専務取締役※

●監査役

略歴および現職氏名役名

昭和４３年４月入行　　平成９年６月常勤監査役角 谷 勝 彦常勤監査役

昭和３９年４月入行　　平成１１年６月常勤監査役橋 本 博 久常勤監査役

昭和４５年６月入行　　平成１２年６月常勤監査役水 谷 康 志常勤監査役

昭和４５年４月入行　　平成１２年６月常勤監査役依 田 英 男常勤監査役

昭和５４年４月検事総長　　５６年７月検事総長退官　　５６年９月弁護士登録　　平成６年６月あさひ銀行監査役辻　 � 辰三郎監査役

平成元年１２月高松高等裁判所長官　　３年７月高松高等裁判所長官定年退官　　４年７月公害等調整委員会委員長
９年６月公害等調整委員会顧問　　１２年６月あさひ銀行監査役西 山 俊 彦監査役

（注）監査役のうち、 辻辰三郎および西山俊彦は「株式会社の監査等に関す る商法の特例に関す る法律」第１８条第１項に定める要件を満 たす監査役（いわゆる社外監査役）です 。

執行役員制度の導入
当行では、経営の意思決定・監督機能（ガバナンス）と、業務執行機能（マネジメント）の分離を狙いとして、執行役員制度を導入いたしました。
これにより、取締役と執行役員の役割分担、権限・責任を明確にし、取締役会の機能強化と業務執行の効率化・迅速化を図ってまいります 。

役員経歴



127

デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

●執行役員�

略歴�および�現職�氏名�役名�

昭和�４�３�年�４�月入行　�　�平成�９�年�６�月取締役　�１�１�年�６�月常務取締役　�１�２�年�６�月常務執行役員�個人事業部門総括担当�大�倉�喜�一�郎�常務執行役員�

昭和�４�４�年�４�月入行　�　�平成�１�０�年�６�月取締役　�１�２�年�１�月常務取締役　�１�２�年�６�月常務執行役員�事務�・�システム部門総括担当�利�根�忠�常務執行役員�

昭和�４�４�年�４�月入行　�　�平成�９�年�６�月取締役　�１�２�年�６�月常務執行役員�業務監査部門総括担当�新�井�参�治�常務執行役員�

昭和�４�４�年�４�月入行　�　�平成�１�０�年�６�月取締役　�１�２�年�６�月常務執行役員�法人事業部門総括担当�滝�本�晴�海�常務執行役員�

昭和�４�５�年�４�月入行　�　�平成�１�０�年�６�月取締役　�１�２�年�６�月常務執行役員�大阪営業部長兼大阪営業部営業第一部長�堀�内�伸�恭�常務執行役員�

昭和�４�５�年�４�月入行　�　�平成�１�０�年�６�月取締役　�１�２�年�６�月常務執行役員�本店営業部長�尾�後�貫�達�也�常務執行役員�

昭和�４�５�年�４�月入行　�　�平成�１�０�年�６�月取締役　�１�２�年�６�月常務執行役員�営業統括部門担当�（地域担当）�相�川　� 博�常務執行役員�

昭和�４�４�年�４�月入行　�　�平成�１�１�年�６�月取締役�
１�２�年�６�月常務執行役員�融資管理部門担当�（融資第四部担当兼�リ�テール融資部担当）�梅�田�明�彦�常務執行役員�

昭和�４�５�年�４�月入行　�　�平成�１�０�年�６�月取締役　�１�２�年�６�月執行役員�関連事業部担当�尾�方�良�文�執行役員�

昭和�４�５�年�４�月入行　�　�平成�１�１�年�６�月取締役�
１�２�年�６�月執行役員�法人事業部門担当�（法人事業第二部担当）�兼法人事業第一部長�北�村�年�弘�執行役員�

昭和�４�５�年�４�月入行　�　�平成�１�１�年�６�月取締役　�１�２�年�６�月執行役員�融資管理部門担当�（融資第二部担当兼融資第三部担当）�大�澤�眞�輔�執行役員�

昭和�４�６�年�７�月入行　�　�平成�１�１�年�６�月取締役�
１�２�年�６�月執行役員�金融基礎研究所担当兼営業統括部門担当�（e - �ビ�ジネス�部担当兼商品開発部担当）�物�江　� 理�執行役員�

昭和�４�６�年�４�月入行　�　�平成�１�１�年�６�月取締役�
１�２�年�６�月執行役員�個人事業部門担当�（個人事業第二部担当）�兼個人事業第一部長�松�島　� 博�執行役員�

昭和�４�６�年�４�月入行　平成�１�２�年�６�月執行役員�融資第一部長�大�貫�利�喜�執行役員�

昭和�４�６�年�４�月入行　平成�１�２�年�６�月執行役員�営業統括部門担当�（地域担当）�　�山�口�仁�司�執行役員�

昭和�４�６�年�４�月入行　平成�１�２�年�６�月執行役員�営業統括部門担当�（地域担当）�　�佐�藤�邦�雄�執行役員�

昭和�４�７�年�５�月入行　平成�１�２�年�６�月執行役員�企画部長　�久�保�哲�男�執行役員�

昭和�４�７�年�４�月入行　平成�１�２�年�６�月執行役員�市場�・�国際部門総括担当　�横�大�路�啓�司�執行役員�

昭和�４�７�年�４�月入行　平成�１�２�年�６�月執行役員�営業統括部門担当�（チ�ャ�ネル革新部担当）�兼支店統括部長　�松�村�正�之�執行役員�

昭和�４�７�年�４�月入行　平成�１�２�年�６�月執行役員�営業統括部門担当�（地域担当）�　�佐�野�友�昭�執行役員�

昭和�４�７�年�４�月入行　平成�１�２�年�６�月執行役員�ALM �部担当�森�田　� 徹�執行役員�

昭和�４�７�年�４�月入行　平成�１�２�年�６�月執行役員�業革推進部担当兼人事部担当　�川�田�憲�治�執行役員�



128

デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

組織図

投

融

資

会

議

取

締

役

会

株

主

総

会

監

査

役

会

監

査

役

監

査

役

会

事

務

局

秘

書

室

企

画

部
シ

ス

テ

ム

企

画

室

広

報

室

I

R

室

埼

玉

企

画

室

業

革

推

進

部

関

連

事

業

部

人

事

部
研

修

所

人

材

開

発

室

A

L

M

部

リ

ス

ク

統

括

部
市
場
リ
ス
ク
管
理
室

金

融

基

礎

研

究

所

支

店

統

括

部
お
客
さ
ま
サ
ー
ビ
ス
室

チ

ャ

ネ

ル

革

新

部

e

｜

ビ

ジ

ネ

ス

部

商

品

開

発

部
リ
テ
ー
ル
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
室

法

人

事

業

第

一

部
証

券

業

務

室

法

人

事

業

第

二

部

業

務

渉

外

部
さ
い
た
ま
新
都
心
推
進
室

東

京

業

務

渉

外

部

経

営

会

議

営 業 統 括 部 門 法 人 事 業 部 門

お　客　さ　ま

事

業

開

発

部



129

デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

（平成１２年６月２８日現在）
（７部門・３２部・１室・１研究所）

個

人

事

業

第

一

部

個

人

事

業

第

二

部

ロ

ー

ン

事

業

部
プ
ラ
イ
ベ
ー
ト
バ
ン
キ
ン
グ
室

ダ
イ
レ
ク
ト
バ
ン
キ
ン
グ
セ
ン
タ
ー

住
宅
金
融
業
務
セ
ン
タ
ー

市

場

企

画

部

国

際

業

務

部

市

場

営

業

部
市

場

業

務

管

理

室

海
外
駐
在
員
事
務
所

シ

ス

テ

ム

部
シ
ス
テ
ム
運
用
セ
ン
タ
ー

融

資

企

画

部
事

業

調

査

室

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
統
括
部
与

信

監

査

室

検

査

部
米

州

監

査

室

融

資

第

一

部

融

資

第

二

部

融

資

第

三

部

融

資

第

四

部

リ

テ

ー

ル

融

資

部
国

際

融

資

室

ク
レ
ジ
ッ
ト
セ
ン
タ
ー

事

務

部

管

財

部
事

務

セ

ン

タ

ー

外

国

為

替

業

務

室

個 人 事 業 部 門 市場・国際部門 事務・システム部門 融 資 管 理 部 門 業務監査部門



130

デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

■千代田区�

本店営業部◎�
千代田区大手�町�１�-�１�-�２�
０�３�（�３�２�８�７�）�２�１�１�１�

振込集中第一支店�
本社ビル内�

丸ノ�内支店◎�
千代田区丸の�内�１�-�５�-�１�
０�３�（�３�２�１�３�）�３�４�５�１�

有楽町出張�所�＊�
千代田区有楽�町�１�-�１�０�-�１�
０�３�（�３�２�１�３�）�３�４�５�１�

市�ヶ�谷支店◎�
千代田区九段�南�４�-�８�-�２�６�
０�３�（�３�２�６�２�）�７�６�１�１�

九段支店◎�
千代田区九段�南�１�-�５�-�６�
０�３�（�３�２�６�１�）�１�１�８�５�

飯田橋駅東口出張�所�＊�
千代田区飯田�橋�４�--1�-�１�０�
０�３�（�３�２�６�１�）�１�１�８�５�

お茶の水出張所�＊�
千代田区神田駿河�台�２�-�１�
０�３�（�３�２�５�１�）�７�２�３�１�

秋葉原支店◎�
千代田区神田和泉�町�１�-�２�７�７�
０�３�（�３�８�６�６�）�１�１�７�１�

秋葉原駅東口出張所�
千代田区神田佐久間�町�２�-�１�９�
０�３�（�３�８�５�１�）�７�１�２�１�

外神田出張�所�＊�
千代田区外神�田�６�-�５�-�１�２�
０�３�（�３�８�３�１�）�１�１�６�１�

神田支店◎�
千代田区神田須田�町�１�-�１�-�４�
０�３�（�３�２�５�１�）�７�２�３�１�

神田駅西口出張�所�＊�
千代田区内神�田�３�-�７�-�６�
０�３�（�３�２�５�１�）�７�２�３�１�

千代田区麹�町�３�-�３�
０�３�（�３�２�３�０�）�９�６�３�０�

岩本町出張�所�＊�
千代田区岩本�町�３�-�３�-�１�２�
０�３�（�３�８�６�６�）�１�１�７�１�

■中央区�

東京中央支店◎�
中央区京�橋�１�-�３�-�１�
０�３�（�３�２�７�６�）�６�６�１�１�

京橋出張�所�＊�
中央区京�橋�３�-�１�-�３�
０�３�（�３�２�７�６�）�６�６�１�１�

築地出張�所�＊�
中央区築地�３�-�５�-�１�０�
０�３�（�３�２�７�６�）�６�６�１�１�

銀座支店◎�
中央区銀�座�６�-�１�０�-�１�
０�３�（�３�５�７�１�）�３�１�０�１�

日�本橋支店◎�
中央�区日�本橋室�町�３�-�２�-�１�５�
０�３�（�３�２�７�９�）�４�４�１�１�

日�本橋室町出張�所�＊�
中央�区日�本橋室�町�１�-�２�-�６�
０�３�（�３�２�７�９�）�４�４�１�１�

茅場町支店◎�
中央�区日�本橋茅場�町�１�-�２�-�１�４�
０�３�（�３�６�６�６�）�０�４�５�５�

水天宮出張所�＊�
中央�区日�本橋蛎殻�町�１�-�３�９�-�５�
０�３�（�３�６�６�６�）�０�４�５�５�

新富町支店◎�
中央区新�富�２�-�１�４�-�４�
０�３�（�３�５�５�５�）�６�３�３�１�

月�島支店◎�
中央区�月�島�２�-�１�４�-�１�２�
０�３�（�３�５�３�６�）�５�１�１�１�

■港区�

芝支店◎�
港区芝大�門�１�-�１�４�-�６�
０�３�（�３�４�３�１�）�１�１�２�１�

三田支店◎�
港区�芝�５�-�３�４�-�２�
０�３�（�３�４�５�２�）�１�７�１�１�

魚籃坂出張�所�＊�
港区高�輪�１�-�４�-�１�３�
０�３�（�３�４�５�２�）�１�７�１�１�

麻布支店◎�
港区麻布十�番�１�-�１�１�-�８�
０�３�（�３�５�８�４�）�０�９�６�１�

東京専売病院出張�所�＊�
港区三�田�１�-�４�-�３�
０�３�（�３�５�８�４�）�０�９�６�１�

済生会中央病院出張�所�＊�
港区三�田�１�-�４�-�１�７�
０�３�（�３�５�８�４�）�０�９�６�１�

水産経済新聞�社�ビル�
（�六本木六丁目�）�出張所�＊�
港区六本�木�６�-�８�-�１�９�
０�３�（�３�５�８�４�）�０�９�６�１�

新橋支店◎�
港区新�橋�１�-�１�６�-�４�
０�３�（�３�５�９�５�）�２�１�１�１�

赤坂支店◎�
港区赤�坂�２�-�３�-�６�
０�３�（�３�５�８�２�）�３�２�７�１�

青山支店◎�
港区南青�山�２�-�１�１�-�１�７�
０�３�（�３�４�０�３�）�２�１�３�１�

表参道出張所�＊�
港区南青�山�３�-�１�０�-�４�３�
０�３�（�３�４�０�３�）�２�１�３�１�

神谷町支店◎�
港区�虎�ノ�門�５�-�１�２�-�１�
０�３�（�３�４�３�２�）�５�３�０�１�

品川駅前出張�所�＊�
港区高�輪�３�-�２�３�-�１�８�
０�３�（�３�４�９�２�）�３�９�５�７�

■新宿区�

新都心営業部◎�
新宿区西新�宿�６�-�１�２�-�１�
０�３�（�５�３�２�３�）�３�３�５�１�

日�本電子専門学校出張�所�＊�
新宿区百人�町�１�-�２�５�-�４�
０�３�（�５�３�２�３�）�３�３�５�１�

新宿西口支店◎�
新宿区西新�宿�１�-�１�０�-�１�
０�３�（�３�３�４�２�）�８�３�６�１�

新宿支店◎�
新宿区新�宿�３�-�２�-�１�
０�３�（�３�３�５�６�）�３�２�３�１�

新宿駅新南口出張�所�＊�
新宿区新�宿�４�-�１�-�４�
０�３�（�３�３�５�６�）�３�２�３�１�

新宿御苑前出張所�＊�
新宿区新�宿�１�-�１�０�-�４�
０�３�（�３�３�５�６�）�３�２�３�１�

新宿中央支店◎�
新宿区新�宿�３�-�２�３�-�７�
０�３�（�３�３�５�２�）�３�１�５�１�

大久保出張所�＊�
新宿区大久�保�２�-�６�-�１�５�
０�３�（�３�３�５�６�）�３�２�３�１�

新大久保駅前出張�所�＊�
新宿区百人�町�２�-�２�-�２�
０�３�（�３�３�５�６�）�３�２�３�１�

抜弁天出張�所�＊�
新宿区新�宿�７�-�２�-�１�
０�３�（�３�３�５�６�）�３�２�３�１�

早稲田支店◎�
新宿区西早稲�田�１�-�１�６�-�４�
０�３�（�３�２�０�３�）�０�１�３�１�

早大正門前出張�所�＊�
新宿区早稲田鶴巻�町�５�１�６�-�４�
０�３�（�３�２�０�３�）�０�１�３�１�

若松町出張所＊�
新宿区若松�町�３�３�-�８�
０�３�（�３�２�６�９�）�０�１�６�１�

神楽坂支店◎�
新宿区神楽�坂�６�-�７�０�
０�３�（�３�２�６�９�）�０�１�６�１�

市�ヶ�谷見附出張所�＊�
新宿区市谷田�町�１�-�１�１�-�２�
０�３�（�３�２�６�２�）�７�６�１�１�

飯田橋駅前出張�所�＊�
新宿区神楽�坂�１�-�１�２�-�１�
０�３�（�３�２�６�９�）�０�１�６�１�

四谷支店◎�
新宿区四�谷�３�-�１�２�
０�３�（�５�３�７�９�）�１�１�９�１�

橋出張�所�＊�
新宿区住吉�町�１�-�１�４�
０�３�（�５�３�７�９�）�１�１�９�１�

西新宿四丁�目�出張�所�＊�
新宿区西新�宿�４�-�５�-�８�
０�３�（�３�３�４�２�）�８�３�６�１�

北新宿出張�所�＊�
新宿区西新�宿�７�-�５�-�１�１�
０�３�（�３�３�５�２�）�３�１�５�１�

東京�オペ�ラ�シテ�ィ�出張�所�＊�
新宿区西新�宿�３�-�２�０�-�２�
０�３�（�３�３�７�７�）�２�２�４�１�

■文京区�

白山支店◎�
文京区本駒�込�１�-�３�-�２�
０�３�（�３�９�４�１�）�８�１�７�１�

本郷支店◎�
文京区本�郷�２�-�２�７�-�２�０�
０�３�（�３�８�１�２�）�１�２�５�１�

本郷三丁�目�出張�所�＊�
文京区本�郷�３�-�１�９�-�５�
０�３�（�３�８�１�２�）�１�２�５�１�

東大赤門前出張�所�＊�
文京区本�郷�５�-�２�４�-�７�
０�３�（�３�８�１�２�）�１�２�５�１�

東京大学本郷構内出張�所�＊�
文京区本�郷�７�-�３�-�１�
０�３�（�３�８�１�２�）�１�２�５�１�

茗荷谷支店◎�
文京区小石�川�５�-�５�-�５�
０�３�（�３�９�４�４�）�２�１�３�１�

茗荷谷駅前出張�所�＊�
文京区大�塚�１�-�１�-�１�５�
０�３�（�３�９�４�４�）�２�１�３�１�

千川�通�り�出張�所�＊�
文京区小石�川�５�-�３�４�-�１�１�
０�３�（�３�９�４�４�）�２�１�３�１�

小石川四丁�目�出張�所�＊�
文京区小石�川�４�-�２�０�-�３�-�１�０�２�
０�３�（�３�９�４�４�）�２�１�３�１�

小日�向出張�所�＊�
文京区�小日向�２�-�９�-�２�４�
０�３�（�３�９�４�４�）�２�１�３�１�

■台東区�

鳥越出張�所�＊�
台東区台�東�１�-�１�-�１�１�
０�３�（�３�８�６�６�）�１�１�７�１�

浅草支店◎�
台東区駒�形�１�-�４�-�１�８�
０�３�（�３�８�４�４�）�４�１�８�１�

雷門出張�所�＊�
台東区雷�門�２�-�１�８�-�５�
０�３�（�３�８�４�４�）�４�１�８�１�

元浅草出張所�＊�
台東区元浅�草�１�-�１�-�１�
０�３�（�３�８�４�４�）�４�１�８�１�

浅草橋支店◎�
台東区柳�橋�１�-�４�-�５�
０�３�（�３�８�５�１�）�３�２�０�１�

上野支店◎�
台東区上�野�４�-�１�０�-�４�
０�３�（�３�８�３�１�）�１�１�６�１�

鴬谷支店◎�
台東区下�谷�２�-�４�-�５�
０�３�（�３�８�７�３�）�３�１�１�６�

■墨田区�

本所支店◎�
墨田区�緑�１�-�１�６�-�１�
０�３�（�３�６�３�４�）�１�１�９�１�

■江東区�

亀戸支店◎�
江東区亀�戸�２�-�２�７�-�８�
０�３�（�３�６�８�３�）�５�５�１�１�

サン�ス�ト�リ�ー�ト亀戸出張�所�＊�
江東区亀�戸�６�-�３�１�-�１�
０�３�（�３�６�８�３�）�５�５�１�１�

東陽町出張所★�

豊洲出張所�＊�
江東区豊�洲�３�-�３�-�３�
０�３�（�３�５�３�６�）�５�１�１�１�

ヴ�ィ�ーナ�ス�フ�ォ�ー�ト出張�所�＊�
江東区青�梅�１�
０�３�（�３�５�３�６�）�５�１�１�１�

■品川区�

目黒駅前支店◎�
品川区上大�崎�３�-�２�-�１�
０�３�（�３�４�４�３�）�６�６�５�１�

小山支店★�

五反田支店◎�
品川区西五反�田�１�-�２�３�-�９�
０�３�（�３�４�９�２�）�３�９�５�７�

東五反田出張�所�＊�
品川区東五反�田�２�-�４�-�５�
０�３�（�３�４�９�２�）�３�９�５�７�

ゲー�トシ�テ�ィ�大崎出張�所�＊�
品川区大�崎�１�-�１�１�-�１�
０�３�（�３�４�９�２�）�３�９�５�７�

大井町支店◎�
品川区大�井�４�-�２�９�-�３�５�
０�３�（�３�７�７�２�）�６�１�３�６�

大井町駅前出張�所�＊�
品川区大�井�１�-�２�-�１�６�
０�３�（�３�７�７�２�）�６�１�３�６�

滝王子�通�り�出張�所�＊�
品川区大�井�５�-�１�４�-�３�３�
０�３�（�３�７�７�２�）�６�１�３�６�

南大井出張�所�＊�
品川区南大�井�５�-�９�-�１�１�
０�３�（�３�７�７�２�）�６�１�３�６�

■目黒区�

中目黒支店◎�
目�黒区�上目黒�３�-�２�-�３�
０�３�（�３�７�１�３�）�２�１�１�１�

学芸大学駅前支店◎�
目�黒区鷹�番�３�-�３�-�２�０�
０�３�（�３�７�１�２�）�３�１�３�１�

大鳥出張所�＊�
目黒区目黒�２�-�１�０�-�１�２�
０�３�（�３�４�４�３�）�６�６�５�１�

■大田区�

大森支店◎�
大田区大森�北�１�-�３�０�-�３�
０�３�（�３�７�６�３�）�３�３�１�１�

蒲田支店◎�
大田区西蒲�田�５�-�２�７�-�１�０�
０�３�（�３�７�３�１�）�０�１�０�１�

■世田谷区�

豪徳寺支店◎�
世田谷区豪徳�寺�１�-�２�４�-�８�
０�３�（�３�４�２�０�）�６�１�５�１�

梅丘出張�所�＊�
世田谷区梅�丘�１�-�２�４�-�１�１�
０�３�（�３�４�２�０�）�６�１�５�１�

祖師谷支店◎�
世田谷区祖師�谷�３�-�１�-�２�１�
０�３�（�３�４�８�２�）�３�１�２�１�

成城学園駅前出張�所�＊�
世田谷区成�城�２�-�３�４�-�１�３�
０�３�（�３�４�８�２�）�３�１�２�１�

等々力支店◎�
世田谷区等々�力�３�-�１�２�-�５�
０�３�（�３�７�０�２�）�０�１�８�１�

三軒茶屋特別出張所�
世田谷区三軒茶�屋�２�-�１�３�-�１�４�
０�３�（�３�４�２�１�）�８�１�３�１�

駒沢�通�り�下馬出張�所�＊�
世田谷区下�馬�６�-�１�８�-�９�
０�３�（�３�７�１�２�）�３�１�３�１�

■渋谷区�

渋谷支店◎�
渋谷区渋�谷�２�-�２�０�-�１�１�
０�３�（�３�４�９�８�）�３�２�１�１�

原宿支店◎�
渋谷区神宮�前�１�-�１�４�-�２�９�
０�３�（�３�４�０�４�）�０�２�２�１�

初台支店◎�
渋谷区初�台�１�-�４�９�-�２�
０�３�（�３�３�７�７�）�２�２�４�１�

恵比寿支店◎�
渋谷区�東�３�-�９�-�１�９�
０�３�（�３�４�０�９�）�９�３�４�１�

代官山出張�所�＊�
渋谷区猿楽�町�２�４�-�５�
０�３�（�３�４�０�９�）�９�３�４�１�

代々木駅前出張�所�＊�
渋谷区代々�木�１�-�３�８�-�４�
０�３�（�５�３�２�３�）�３�３�５�１�

東京都�

国内�ネ�ッ�ト�ワ�ー�ク�（平成�１�２�年�３�月�末現�在�：�本支�店�３�２�９�、�出張所�･�特別出張�所�３�０�、�代理�店�２�、�店舗外現金自動設�備�５�９�８�、�合計�９�５�９�拠点�)�

◎　外為店�
△　外貨両替店�

(注）�１�. �振込集中第一支店を除く支�店�、�営業�部�は�す�べ�て�住宅金融公庫業�務�を�取�り�扱�っ�て�お�り�ま�す�。�
２�.�＊�印�は�店舗外現�金�自�動設�備で�す�。�
３�. �企業�内な�ど�に�設置�し�て�い�る�店舗外現�金�自�動設�備�に�つ�い�て�は掲載�し�て�いな�い場�合�も�あ�り�ま�す�。�
４�. �★印は平�成�１�２�年�４�月�以降統廃合済みの拠点で�す�。�
５�. �外貨両替店�である�成田空港出張所は上�記�（�）�内の合計に含�め�てお�り�ま�せん�。�

町支店◎�
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■中野区�

中野支店◎�
中野区中�野�２�-�３�０�-�４�
０�３�（�３�３�８�１�）�７�２�６�６�

■杉並区�

高円寺支店◎�
杉並区高円寺�北�２�-�１�１�-�７�
０�３�（�３�３�３�７�）�１�１�４�１�

南阿佐谷支店◎�
杉並区成田�東�１�-�３�２�-�１�３�
０�３�（�３�３�１�３�）�３�２�２�５�

荻窪支店◎�
杉並区天�沼�３�-�５�-�４�
０�３�（�３�３�９�１�）�２�２�８�１�

東京衛生病院出張�所�＊�
杉並区天�沼�３�-�１�７�-�３�
０�３�（�３�３�９�１�）�２�２�８�１�

西荻窪駅前出張�所�＊�
杉並区西荻�北�２�-�３�-�９�
０�３�（�３�３�９�１�）�２�２�８�１�

■豊島区�

池袋支店◎�
豊島区南池�袋�１�-�２�１�-�５�
０�３�（�３�９�８�７�）�３�１�１�１�

池袋副都心出張所�＊�
豊島区東池�袋�１�-�９�-�３�
０�３�（�３�９�８�７�）�３�１�１�１�

池袋西口支店◎�
豊島区池�袋�２�-�１�４�-�２�
０�３�（�５�３�９�６�）�３�１�１�１�

東武ホ�ー�プセ�ン�タ�ー出張�所�＊�
豊島区西池�袋�１�-�１�-�３�０�
０�３�（�５�３�９�６�）�３�１�１�１�

豊島区南大�塚�２�-�４�１�-�３�
０�３�（�３�９�４�１�）�１�１�９�５�

目�白支店◎�
豊島�区目�白�３�-�１�３�-�９�
０�３�（�３�９�５�３�）�１�２�７�１�

■北区�

王子支店◎�
北区王�子�１�-�９�-�１�
０�３�（�３�９�１�１�）�０�１�３�１�

尾久駅前出張�所�＊�
北区昭和�町�２�-�７�-�１�
０�３�（�３�９�１�１�）�０�１�３�１�

東十条支店◎�
北区東十�条�４�-�５�-�１�７�
０�３�（�３�９�１�２�）�１�２�０�１�

東十条駅南口出張�所�＊�
北区東十�条�２�-�５�-�４�
０�３�（�３�９�１�２�）�１�２�０�１�

■板橋区�

板橋支店◎�
板橋区板�橋�３�-�１�-�４�
０�３�（�３�９�６�２�）�１�１�３�１�

板橋区役所前出張�所�＊�
板橋区板�橋�３�-�１�１�-�１�
０�３�（�３�９�６�２�）�１�１�３�１�

常盤台支店◎�
板橋区常盤�台�２�-�６�-�６�
０�３�（�３�９�６�０�）�６�１�０�１�

上板橋出張所�＊�
板橋区上板�橋�１�-�１�９�-�１�０�
０�３�（�３�９�６�０�）�６�１�０�１�

東武�ス�ト�ア前野町店出張�所�＊�
板橋区前野�町�６�-�３�-�１�
０�３�（�３�９�６�０�）�６�１�０�１�

成増支店◎�
板橋区成�増�２�-�２�１�-�６�
０�３�（�３�９�３�０�）�３�１�８�１�

■練馬区�

練馬支店◎�
練馬区豊玉�北�６�-�１�-�１�０�
０�３�（�３�９�９�１�）�１�１�３�６�

練馬中村橋支店◎�
練馬区中村�北�４�-�３�-�１�１�
０�３�（�３�９�９�９�）�７�１�１�１�

石神井支店◎�
練馬区石神井�町�３�-�２�５�-�１�５�
０�３�（�３�９�９�６�）�０�６�４�１�

大泉学園駅前出張�所�＊�
練馬区東大�泉�１�-�２�９�-�７�
０�３�（�３�９�９�６�）�０�６�４�１�

大泉土支田出張�所�＊�
練馬区大泉�町�２�-�２�６�-�１�
０�３�（�３�９�９�６�）�０�６�４�１�

■荒川区�

三河島支店◎�
荒川区�西日暮里�１�-�５�-�２�
０�３�（�３�８�９�１�）�５�１�６�１�

尾久支店◎�
荒川区東尾�久�４�-�１�-�１�０�
０�３�（�３�８�９�３�）�５�２�５�２�

南千住出張所�＊�
荒川区南千�住�７�-�１�６�-�３�
０�３�（�３�８�８�２�）�５�１�１�１�

ア�ク�ロ�シテ�ィ�出張�所�＊�
荒川区南千�住�６�-�３�７�-�６�
０�３�（�３�８�８�２�）�５�１�１�１�

■足立区�

千住支店◎�
足立区千�住�２�-�５�５�
０�３�（�３�８�８�２�）�５�１�１�１�

西新井支店◎�
足立区梅�島�２�-�３�-�１�２�
０�３�（�３�８�８�７�）�７�８�１�１�

足立出張所�＊�
足立区梅�田�６�-�５�-�１�３�
０�３�（�３�８�８�７�）�７�８�１�１�

竹ノ�塚支店◎�
足立区竹の�塚�１�-�３�９�-�１�４�-�１�０�２�
０�３�（�３�８�８�４�）�０�６�１�１�

竹ノ�塚駅西口出張�所�＊�
足立区伊興町前�沼�１�３�８�７�-�２�
０�３�（�３�８�８�４�）�０�６�１�１�

竹の塚五丁�目�出張�所�＊�
足立区竹の�塚�５�-�７�-�３�
０�３�（�３�８�８�４�）�０�６�１�１�

花畑支店◎�
足立区花�畑�５�-�１�２�-�２�４�
０�３�（�３�８�８�４�）�１�３�１�１�

団地中央出張�所�＊�
足立区花�畑�４�-�３�９�-�１�３�
０�３�（�３�８�８�４�）�１�３�１�１�

■�飾区�

金町支店◎�
葛飾区金�町�２�-�２�９�-�１�０�
０�３�（�３�６�０�７�）�３�１�０�１�

青戸支店◎�
葛飾区青�戸�３�-�３�２�-�１�６�
０�３�（�３�６�０�２�）�５�１�４�１�

サ�ンロ�ー�ド出張�所�＊�
葛飾区青�戸�３�-�３�３�-�１�
０�３�（�３�６�０�２�）�５�１�４�１�

東京慈恵会医科大学附属青戸病院出張�所�＊�
葛飾区青�戸�６�-�４�１�-�２�
０�３�（�３�６�０�２�）�５�１�４�１�

堀切支店◎�
葛飾区堀�切�４�-�９�-�５�
０�３�（�３�６�９�７�）�２�１�９�１�

堀切一番街出張�所�＊�
葛飾区堀�切�４�-�８�-�１�１�
０�３�（�３�６�９�７�）�２�１�９�１�

■江戸川区�

小岩支店◎�
江戸川区南小�岩�６�-�３�１�-�１�２�
０�３�（�３�６�５�７�）�１�１�３�１�

小松川支店◎�
江戸川区松�江�１�-�８�-�４�
０�３�（�３�６�５�１�）�０�１�５�１�

篠崎出張�所�★�

平井出張�所�＊�
江戸川区平�井�２�-�２�５�-�１�５�
０�３�（�３�６�８�３�）�５�５�１�１�

■�２�３�区以外�

吉祥寺支店◎�
武蔵野市吉祥寺本�町�１�-�８�-�１�０�
０�４�２�２�（�２�２�）�３�６�０�１�

八幡町出張�所�＊�
武蔵野市八幡�町�３�-�５�-�９�
０�４�２�２�（�２�２�）�３�６�０�１�

三鷹支店◎�
三鷹市下連�雀�３�-�３�３�-�５�
０�４�２�２�（�４�７�）�２�１�１�１�

三鷹台出張�所�＊�
三鷹市牟�礼�３�-�１�１�-�１�
０�４�２�２�（�２�２�）�３�６�０�１�

田無支店◎�
田無市本�町�４�-�１�-�２�
０�４�２�４�（�６�１�）�１�４�１�１�

田無駅南口出張�所�＊�
田無市南�町�４�-�１�-�４�
０�４�２�４�（�６�１�）�１�４�１�１�

ひば�り�ヶ�丘支店◎�
田無市谷戸�町�３�-�２�７�-�２�０�
０�４�２�４�（�２�２�）�５�１�１�１�

ひば�り�ヶ�丘駅北口出張�所�＊�
保谷市ひ�ば�り�が丘�北�３�-�３�-�１�４�
０�４�２�４�（�２�２�）�５�１�１�１�

東久留米支店◎�
東久留米市本�町�１�-�４�-�１�
０�４�２�４�（�７�１�）�３�２�０�１�

東久留米団地出張�所�★�

東久留米駅東口出張�所�＊�
東久留米市東本�町�１�-�８�
０�４�２�４�（�７�１�）�３�２�０�１�

イ�トー�ヨ�ーカ�ドー東久留米店出張�所�＊�
東久留米市本�町�３�-�８�-�１�
０�４�２�４�（�７�１�）�３�２�０�１�

久留米支店◎�
東久留米市滝�山�４�-�１�-�２�６�
０�４�２�４�（�７�１�）�７�６�１�１�

清瀬支店◎�
清瀬市元�町�１�-�２�-�１�１�
０�４�２�４�（�９�１�）�３�５�１�５�

清瀬市役所出張�所�＊�
清瀬市中�里�５�-�８�４�２�
０�４�２�４�（�９�１�）�３�５�１�５�

いなげや秋津駅前店出張�所�＊�
清瀬市野�塩�１�-�３�３�７�-�１�
０�４�２�４�（�９�１�）�３�５�１�５�

東村山支店◎�
東村山市野口�町�１�-�３�-�１�
０�４�２�（�３�９�３�）�１�１�０�１�

東村山市役所出張�所�＊�
東村山市本�町�１�-�２�-�３�
０�４�２�（�３�９�３�）�１�１�０�１�

本町出張�所�＊�
東村山市本�町�２�-�２�０�-�９�３�
０�４�２�（�３�９�３�）�１�１�０�１�

新秋津駅前出張�所�＊�
東村山市秋津�町�５�-�１�３�-�９�
０�４�２�（�３�９�３�）�１�１�０�１�

多摩緑成会病院出張�所�＊�
小平市小川西�町�２�-�３�５�-�１�
０�４�２�（�３�９�３�）�１�１�０�１�

久米川支店◎�
東村山市栄�町�２�-�８�-�２�０�
０�４�２�（�３�９�３�）�２�１�１�１�

東京電力出張�所�＊�
東村山市美住�町�２�-�１�０�-�３�８�
０�４�２�（�３�９�３�）�２�１�１�１�

美住町出張�所�＊�
東村山市美住�町�１�-�７�-�４�
０�４�２�（�３�９�３�）�２�１�１�１�

久米川�ボウ�ル出張�所�＊�
東村山市恩多�町�３�-�４�５�-�５�
０�４�２�（�３�９�３�）�２�１�１�１�

ブ�リ�ヂス�ト�ン小平生活協同組合出張�所�＊�
小平市小川東�町�２�０�８�７�-�１�
０�４�２�（�３�９�３�）�２�１�１�１�

小平支店◎�
小平市学園東�町�１�-�３�-�１�３�
０�４�２�（�３�４�１�）�２�５�１�１�

小平駅前出張�所�＊�
小平市美園�町�１�-�３�３�-�１�
０�４�２�（�３�４�１�）�２�５�１�１�

小平市役所出張�所�＊�
小平市小川�町�２�-�１�３�３�３�
０�４�２�（�３�４�１�）�２�５�１�１�

新小平駅前出張�所�＊�
小平市小川�町�２�-�１�９�５�９�-�３�
０�４�２�（�３�４�１�）�２�５�１�１�

公立昭和病院出張�所�＊�
小平市天神�町�２�-�４�５�０�
０�４�２�（�３�４�１�）�２�５�１�１�

小平東出張�所�＊�
小平市喜平�町�３�-�２�-�３�２�
０�４�２�（�３�４�１�）�２�５�１�１�

イ�トー�ヨ�ーカ�ドー恋ケ窪店出張�所�＊�
国分寺市東恋ケ�窪�５�-�６�-�３�
０�４�２�（�３�４�１�）�２�５�１�１�

調布支店◎�
調布市小島�町�１�-�１�０�-�２�
０�４�２�４�（�８�６�）�５�１�５�１�

調布駅南口出張�所�＊�
調布市小島�町�２�-�４�６�-�８�
０�４�２�４�（�８�６�）�５�１�５�１�

東府中支店◎�
府中市若松�町�１�-�３�-�４�
０�４�２�（�３�６�３�）�６�１�１�１�

東府中駅南口出張�所�＊�
府中市清水が�丘�１�-�９�-�３�
０�４�２�（�３�６�３�）�６�１�１�１�

府中中河原支店◎�
府中市住吉�町�４�ー�１�０�-�１�１�
０�４�２�（�３�６�６�）�３�１�２�１�

府中北出張所�＊�
府中市栄�町�２�-�２�２�-�２�
０�４�２�（�３�６�３�）�６�１�１�１�

立川支店◎�
立川市柴崎�町�３�-�１�０�-�１�
０�４�２�（�５�２�２�）�４�１�６�１�

立川北口出張所�＊�
立川市曙�町�２�-�１�７�-�６�
０�４�２�（�５�２�２�）�４�１�６�１�

立川駅南口サ�ザン1階出張�所�＊�
立川市柴崎�町�３�-�２�-�１�
０�４�２�（�５�２�２�）�４�１�６�１�

立川駅南口グ�ラ�ンデ�ュ�オ�６�階出張�所�＊�
立川市柴崎�町�３�-�２�-�１�
０�４�２�（�５�２�２�）�４�１�６�１�

けやき台支店�★�

八王子支店◎�
八王子市横山�町�１�９�-�１�
０�４�２�６�（�４�２�）�０�２�１�１�

セ�ブン�イ�レ�ブ�ン大和田出張�所�＊�
八王子市大和田�町�５�-�１�３�-�８�
０�４�２�６�（�４�２�）�０�２�１�１�

豊田出張�所�＊�
日�野市豊�田�３�-�４�２�-�１�１�
０�４�２�６�（�４�２�）�０�２�１�１�

中町ユ�ー�ロー�ド出張�所�＊�
八王子市中�町�９�-�１�０�
０�４�２�６�（�４�２�）�０�２�１�１�

コ�ー�プと�う�き�ょ�う�狭間店出張�所�＊�
八王子市狭間�町�１�４�５�２�-�５�
０�４�２�６�（�４�２�）�０�２�１�１�

八王子狭間出張�所�
八王子市狭間�町�１�４�６�２�-�１�
０�４�２�６�（�６�２�）�８�６�１�１�

昭島支店◎�
昭島市昭和�町�５�-�４�-�１�５�
０�４�２�（�５�４�５�）�１�２�３�４�

イ�トー�ヨ�ーカ�ドー昭島店出張�所�＊�
昭島市松原�町�１�-�１�-�１�
０�４�２�（�５�４�５�）�１�２�３�４�

東大和支店◎�
東大和市中�央�３�-�８�５�３�-�２�
０�４�２�（�５�６�５�）�５�３�１�１�

ア�イ�ワール�ド東大和店出張�所�＊�
東大和市仲�原�４�-�１�-�５�
０�４�２�（�５�６�５�）�５�３�１�１�

東大和市駅前出張�所�＊�
東大和市南�街�５�-�９�３�-�１�５�
０�４�２�（�５�６�５�）�５�３�１�１�

東大和市役所出張�所�＊�
東大和市中�央�３�-�９�３�０�
０�４�２�（�５�６�５�）�５�３�１�１�

村山支店◎�
武蔵村山市本�町�４�-�８�-�３�
０�４�２�（�５�６�１�）�１�２�１�１�

武蔵村山市役所出張�所�＊�
武蔵村山市本�町�１�-�１�-�１�
０�４�２�（�５�６�１�）�１�２�１�１�

福生支店◎�
福生市福�生�１�０�４�８�
０�４�２�（�５�５�１�）�１�０�２�１�

拝島駅前出張�所�＊�
昭島市松原�町�４�-�１�４�-�６�
０�４�２�（�５�５�１�）�１�０�２�１�

福生市役所出張�所�＊�
福生市本�町�５�
０�４�２�（�５�５�１�）�１�０�２�１�

西友福生店出張�所�＊�
福生市福�生�１�０�０�８�
０�４�２�（�５�５�１�）�１�０�２�１�

羽村支店◎�
羽村市�五�ノ�神�４�-�１�３�-�１�０�
０�４�２�（�５�７�９�）�０�８�８�１�

小作駅前出張�所�＊�
羽村市小作�台�１�-�２�-�１�５�
０�４�２�（�５�７�９�）�０�８�８�１�

河辺支店◎�
青梅市河辺�町�１�０�-�２�-�９�
０�４�２�８�（�２�４�）�２�４�０�１�

河辺駅南口出張�所�＊�
青梅市河辺�町�５�-�９�-�２�
０�４�２�８�（�２�４�）�２�４�０�１�

東青梅支店◎�
青梅市東青�梅�２�-�１�７�-�４�
０�４�２�８�（�２�２�）�２�１�２�１�

東青梅駅北口出張�所�＊�
青梅市東青�梅�２�-�１�４�-�２�１�
０�４�２�８�（�２�２�）�２�１�２�１�

大�支店◎�
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青梅市役所出張所＊
青梅市東青梅１-１１-１
０４２８（２２）２１２１

バリュー新町店出張所＊
青梅市新町２-３４-１
０４２８（２２）２１２１

奥多摩特別出張所
西多摩郡奥多摩町氷川１４２１
０４２８（８３）２５１５

青梅支店◎
青梅市仲町２９５
０４２８（２２）１１０１

あきる野支店◎
あきる野市秋川２-１８-３
０４２（５５８）２６１１

あきる野市役所出張所＊
あきる野市二宮３５０
０４２（５５８）２６１１

あきる野とうきゅう出張所＊
あきる野市秋川１-１７-１
０４２（５５８）２６１１

公立阿伎留病院出張所＊
あきる野市引田７８
０４２（５５８）２６１１

五日市支店◎
あきる野市五日市８４０-１
０４２（５９６）１３１１

日の出町役場出張所＊
西多摩郡日の出町大字平井２７８０
０４２（５９６）１３１１

武蔵五日市駅前出張所＊
あきる野市館谷２６６-９
０４２（５９６）１３１１

狛江出張所＊
狛江市西野川１-１７-３４
０３（３４８２）３１２１

町田支店◎
町田市中町１-２-１
０４２（７２０）７２１１

本町田出張所＊
町田市本町田３４８６
０４２（７２０）７２１１

成瀬支店◎
町田市南成瀬１-１-１
０４２（７２８）５２１１

いなげや成瀬台店出張所＊
町田市成瀬台２-３-１
０４２（７２８）５２１１

成瀬駅南口出張所＊
町田市成瀬が丘２-２３-９
０４２（７２８）５２１１

いなげや町田相原駅前店出張所＊
町田市相原町１２３２
０４２（７７２）７３４５

■県南（中央）地区

浦和営業部◎
浦和市常盤７-４-１
０４８（８２４）２４１１

浦和市役所前出張所＊
浦和市仲町４-３-１３
０４８（８２４）２４１１

浦和地方庁舎出張所＊
浦和市北浦和５-６-５
０４８（８２４）２４１１

浦和市立病院出張所＊
浦和市三室２４６０
０４８（８２４）２４１１

浦和中央支店◎
浦和市高砂２-９-１５
０４８（８２９）２１１１

浦和駅前出張所＊
浦和市高砂１-１２-１
０４８（８２９）２１１１

浦和流通センター出張所★

中浦和駅前出張所＊
浦和市関１-１７９-６
０４８（８２９）２１１１

東浦和支店◎
浦和市大字大間木１４１２
０４８（８７５）７８１１

県庁支店◎
浦和市高砂３-１５-１
０４８（８２２）３３２１

浦和東口支店◎
浦和市東高砂町１１-２１
０４８（８８２）１１０１

南浦和支店◎
浦和市南浦和２-３６-１５
０４８（８８５）３１１１

南浦和駅西口出張所＊
浦和市南本町１-１３２９-２
０４８（８８５）３１１１

西浦和支店◎
浦和市田島６-１-２０
０４８（８６１）２７５５

武蔵浦和支店◎
浦和市沼影１-１０-１
０４８（８６１）２２３１

根岸出張所＊
浦和市根岸５-２４-３
０４８（８６１）２２３１

北浦和西口支店◎
浦和市北浦和４-５-５
０４８（８３２）１５０１

南与野駅前出張所＊
与野市鈴谷２-６２８-２
０４８（８３２）１５０１

ダイクマ浦和店前出張所＊
浦和市栄和５-７２９-１
０４８（８３２）１５０１

北浦和支店◎
浦和市北浦和１-１-５
０４８（８８６）３１１１

いなげや三室店出張所＊
浦和市大字三室１２２０-２
０４８（８８６）３１１１

与野支店◎
与野市下落合１０３９
０４８（８３１）９１１１

与野駅西口出張所＊
浦和市上木崎１-９-１５
０４８（８３１）９１１１

与野市役所出張所＊
与野市下落合５-７-１０
０４８（８３１）９１１１

与野本町駅前出張所＊
与野市本町東２-２-７
０４８（８３１）９１１１

西友与野店出張所＊
与野市下落合８４５
０４８（８３１）９１１１

北与野出張所
与野市上落合２-３-９
０４８（８５５）４７２１

上木崎出張所＊
浦和市上木崎４-２-２１
０４８（８３１）９１１１

大宮支店◎
大宮市大門町３-７２
０４８（６４１）３３６１

大宮市役所出張所＊
大宮市大門町３-１
０４８（６４１）３３６１

自治医大大宮医療センター出張所＊
大宮市天沼１-８４７
０４８（６４１）３３６１

大宮北出張所＊
大宮市宮町４-１２３
０４８（６４１）３３６１

埼玉精神神経センター出張所＊
与野市本町東６-１１-１
０４８（６４１）３３６１

東武ストア大宮公園店出張所＊
大宮市寿能町１-１７７-５
０４８（６４１）３３６１

大宮駅ビル出張所
大宮市錦町６３０
０４８（６４５）４４１１

大宮西支店◎
大宮市桜木町２-３１５
０４８（６４１）６６４１

三橋出張所＊
大宮市三橋６-１０９６-４
０４８（６４１）６６４１

大宮赤十字病院出張所＊
与野市上落合９０３
０４８（６４１）６６４１

ソニックシティ出張所△
大宮市桜木町１-７-５
０４８（６４７）３３７１

さいたま新都心支店◎
大宮市吉敷町４-４３
０４８（６０１）３４０１

さいたま新都心合同庁舎１号館出張所
与野市大字上落合２-１１
０４８（６０１）３４０１

土呂支店◎
大宮市土呂町１-１９-５
０４８（６５２）１５５１

東大宮支店◎
大宮市東大宮４-１６-２
０４８（６６７）１２１１

東大宮駅東口出張所＊
大宮市東大宮５-１-１
０４８（６６７）１２１１

いなげや上尾沼南駅前店出張所＊
上尾市大字原市２２５４
０４８（６６７）１２１１

深作出張所＊
大宮市深作３-４３-１１
０４８（６６７）１２１１

宮原支店◎
大宮市宮原町２-１７-２
０４８（６６５）５２４１

宮原西口出張所＊
大宮市宮原町３-５２９-２
０４８（６６５）５２４１

大宮総合食品卸売市場出張所＊
大宮市吉野町２-２２４-１
０４８（６６５）５２４１

日進支店◎
大宮市日進町２-８５４-１
０４８（６６４）４０４０

日進駅前出張所＊
大宮市日進町２-１１１２-１
０４８（６６４）４０４０

指扇支店◎
大宮市プラザ４３-１
０４８（６２２）５３１１

指扇駅前出張所＊
大宮市大字土屋５９４-１
０４８（６２２）５３１１

七里支店◎
大宮市風渡野６１０-４
０４８（６８５）１１１１

大和田支店◎
大宮市大和田町１-１６３４-２
０４８（６８７）７３１１

川口支店◎
川口市栄町３-７-１
０４８（２５３）３１１１

川口市役所出張所＊
川口市青木２-１-１
０４８（２５３）３１１１

川口市立医療センター出張所＊
川口市大字西新井宿１８０
０４８（２５３）３１１１

済生会川口総合病院出張所＊
川口市西川口５-１２-１
０４８（２５３）３１１１

川口駅東口出張所＊
川口市栄町３-５-１
０４８（２５３）３１１１

川口駅西口支店◎
川口市川口３-２-２
０４８（２５９）００７１

西川口支店◎
川口市並木２-５-１
０４８（２５９）６４１１

西川口駅東口出張所＊
川口市並木２-１-６
０４８（２５９）６４１１

川口南平支店◎
川口市領家１-１１-６
０４８（２２４）３１３３

鳩ヶ谷支店◎
鳩ヶ谷市本町１-１５-１９
０４８（２８１）００３１

鳩ヶ谷市役所出張所＊
鳩ヶ谷市三ツ和１-１４-３
０４８（２８１）００３１

鳩ヶ谷本町出張所＊
鳩ヶ谷市本町１-３-１５
０４８（２８１）００３１

グリーンシティ出張所＊
川口市大字根岸字外谷田３１８０-１
０４８（２８１）００３１

蕨支店◎
蕨市中央３-１８-３
０４８（４３１）３８０１

蕨駅西口出張所＊
蕨市中央１-２４-３
０４８（４３１）３８０１

蕨市役所出張所＊
蕨市中央５-１４-１５
０４８（４３１）３８０１

蕨東支店◎
蕨市塚越１-１-１７
０４８（４４２）３８６６

戸田支店◎
戸田市本町１-４-１
０４８（４４１）５２５１

戸田市役所出張所＊
戸田市上戸田１-１８-１
０４８（４４１）５２５１

ジャスコ北戸田ショッピングセンター出張所＊
戸田市美女木東１-３-１
０４８（４４１）５２５１

戸田中央総合病院出張所＊
戸田市本町１-１９-３
０４８（４４１）５２５１

戸田駅前支店◎
戸田市新曽４２２-１
０４８（４４５）４４８１

戸田駅西口出張所＊
戸田市大字新曽４２０-１
０４８（４４５）４４８１

北戸田駅前出張所＊
戸田市大字新曽２１８９-１
０４８（４４５）４４８１

和光支店◎
和光市本町２-１
０４８（４６１）５６９１

和光市駅北口出張所＊
和光市新倉１-４１４８-３
０４８（４６１）５６９１

和光市役所出張所＊
和光市広沢１-５
０４８（４６１）５６９１

和光とうきゅう出張所＊
和光市本町３１-６
０４８（４６１）５６９１

イトーヨーカドー和光店出張所＊
和光市丸山台１-９-３
０４８（４６１）５６９１

朝霞支店◎
朝霞市本町１-９-３
０４８（４６４）２１１１

東武東上線朝霞駅北口出張所＊
朝霞市仲町２-１-２
０４８（４６４）２１１１

北朝霞駅前出張所＊
朝霞市浜崎１-１-２８
０４８（４６４）２１１１

朝霞市役所出張所＊
朝霞市本町１-１-１
０４８（４６４）２１１１

西友･マルエツ朝霞店出張所＊
朝霞市本町１-１２-１０
０４８（４６４）２１１１

志木支店◎
志木市本町５-１７-３
０４８（４７１）３５５１

中宗岡四丁目出張所＊
志木市中宗岡４-１８０５-６
０４８（４７１）３５５１

志木市役所出張所＊
志木市中宗岡１-１-１
０４８（４７１）３５５１

柳瀬川駅前出張所＊
志木市館２-６-１１
０４８（４７１）３５５１

新座支店◎
新座市東北２-３６-２７
０４８（４７２）５１５１

新座市役所出張所＊
新座市野火止１-１-１
０４８（４７２）５１５１

新座駅前出張所＊
新座市野火止５-２-１２
０４８（４７２）５１５１

立教大学武蔵野新座キャンパス出張所＊
新座市北野１-２-２６
０４８（４７２）５１５１

野火止出張所＊
新座市野火止４-１-２２
０４８（４７２）５１５１

ライフ新座店出張所＊
新座市栗原４-１２-２５
０４２４（２２）５１１１

上尾支店◎
上尾市仲町１-６-８
０４８（７７１）６３１１

上尾駅東口出張所＊
上尾市宮本町４-１
０４８（７７１）６３１１

上尾市役所出張所＊
上尾市本町３-１-１
０４８（７７１）６３１１

アリコベール上尾出張所＊
上尾市宮本町１-１
０４８（７７１）６３１１

上尾西口支店◎
上尾市谷津２-１-５０-４
０４８（７７２）１１１１

上尾中央総合病院出張所＊
上尾市柏座１-１０-１０
０４８（７７２）１１１１

埼玉県
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柏座出張所＊
上尾市柏座３-５５９-１
０４８（７７２）１１１１

北上尾駅西口出張所＊
上尾市中妻１-８-４
０４８（７７２）１１１１

西上尾特別出張所
上尾市大字小敷谷８４５-１
０４８（７２５）１１１１

桶川支店◎
桶川市東１-１-１８
０４８（７７３）１４８１

桶川西口出張所
桶川市若宮１-４-５６
０４８（７８７）６６８６

桶川市役所出張所＊
桶川市泉１-３-２８
０４８（７７３）１４８１

おけがわマイン出張所＊
桶川市若宮１-５-２
０４８（７７３）１４８１

北本支店◎
北本市北本１-３２
０４８（５９１）３１３１

リリヴ北本出張所＊
北本市本宿５-８７-１
０４８（５９１）３１３１

北本市役所出張所＊
北本市本町１-１１１
０４８（５９１）３１３１

ヨークマート北本店出張所＊
北本市大字下石戸下２２１-１
０４８（５９１）３１３１

北本西口出張所
北本市中央２-５８
０４８（５９１）７５１１

中央通出張所＊
北本市中央２-５８
０４８（５９１）７５１１

田支店◎
蓮田市本町４-１
０４８（７６８）２１１１

しまむら 田店出張所＊
蓮田市関山２-３７４２-２
０４８（７６８）２１１１

田市役所出張所＊
蓮田市大字黒浜２７９９-１
０４８（７６８）２１１１

田スカイランス出張所＊
蓮田市東５-３８８５-７
０４８（７６８）２１１１

埼玉県立小児医療センター出張所＊
岩槻市大字馬込２１００
０４８（７６８）２１１１

伊奈支店◎
北足立郡伊奈町本町１-１１０
０４８（７２２）４４１１

伊奈町役場出張所＊
北足立郡伊奈町大字小室９４９３
０４８（７２２）４４１１

県立がんセンター出張所＊
北足立郡伊奈町小室８１８
０４８（７７１）６３１１

白岡支店◎
南埼玉郡白岡町大字小久喜１１１２-１
０４８０（９２）１２３４

白岡町役場出張所＊
南埼玉郡白岡町大字千駄野４３２
０４８０（９２）１２３４

新白岡駅東口出張所＊
南埼玉郡白岡町大字野牛１１０７-４
０４８０（９２）１２３４

■県東部地区

草加支店◎
草加市高砂２-２１-１１
０４８９（２２）３３０１

草加市役所出張所＊
草加市高砂１-１-１
０４８９（２２）３３０１

草加駅西口出張所＊
草加市氷川町１００３
０４８９（２２）３３０１

ダイアパレス草加Ⅱ（花栗町一丁目）出張所＊
草加市花栗町１-６-５
０４８９（２２）３３０１

谷塚駅西口出張所＊
草加市谷塚町５８４-２
０４８９（２２）３３０１

松原支店◎
草加市松原１-１-６
０４８９（４２）５１４１

栄町出張所＊
草加市栄町３-８２２-１
０４８９（４２）５１４１

独協通り出張所＊
草加市松原３-１７５１-２
０４８９（４２）５１４１

イトーヨーカドー新田店出張所＊
草加市旭町６-１５-３０
０４８９（４２）５１４１

八潮支店◎
八潮市鶴ヶ曽根１３７７-２
０４８９（９５）８１０１

八潮市役所出張所＊
八潮市中央１-２-１
０４８９（９５）８１０１

三郷支店◎
三郷市三郷１-４-４
０４８９（５３）５１１１

三郷駅北口出張所＊
三郷市早稲田２-２-６
０４８９（５３）５１１１

三郷市役所出張所＊
三郷市花和田６４８-１
０４８９（５３）５１１１

三郷サティ出張所＊
三郷市三郷１-３-１
０４８９（５３）５１１１

みさと団地出張所
三郷市彦成３-７-１５
０４８９（５７）４１３２

吉川支店◎
吉川市保１-２-１５
０４８９（８２）１１１１

吉川市役所出張所＊
吉川市吉川２-１-１
０４８９（８２）１１１１

吉川北出張所＊
吉川市吉川団地１-７
０４８９（８２）１１１１

ライフ吉川店出張所＊
吉川市栄町１４９９-３
０４８９（８２）１１１１

越谷支店◎
越谷市越ヶ谷２-４-２８
０４８９（６２）５１１１

越谷駅西口出張所＊
越谷市赤山町６-３５４-１
０４８９（６２）５１１１

越谷市役所出張所＊
越谷市越ケ谷４-２-１
０４８９（６２）５１１１

越谷市中央市民会館出張所＊
越谷市越ケ谷４-１-１
０４８９（６２）５１１１

越谷市立病院出張所＊
越谷市東越谷１０-４７-１
０４８９（６２）５１１１

東越谷（ビッグエー東越谷店）出張所＊
越谷市東越谷３-７-８
０４８９（６２）５１１１

ヨークマート越谷赤山店出張所＊
越谷市赤山町５-８-３９
０４８９（６２）５１１１

ファイン越谷出張所＊
越谷市弥生町４-４４
０４８９（６２）５１１１

蒲生支店◎
越谷市蒲生旭町１３-１
０４８９（８９）２１５１

蒲生駅東口出張所＊
越谷市蒲生寿町１７-１
０４８９（８９）２１５１

南越谷支店◎
越谷市南越谷１-１７-２
０４８９（８５）９２１１

新越谷駅西口出張所＊
越谷市南越谷４-５-１０
０４８９（８５）９２１１

サンシティ出張所＊
越谷市南越谷１-２８７６-１
０４８９（８５）９２１１

北越谷支店◎
越谷市大沢３-８-５
０４８９（７５）５１１１

北越谷西（ライフストア北越谷店前）出張所＊
越谷市北越谷３-１-４
０４８９（７５）５１１１

ポレール北越谷出張所＊
越谷市大沢１１９８-１
０４８９（７５）５１１１

せんげん台支店◎
越谷市千間台西１-５-１７
０４８９（７６）５１１１

イトーヨーカドーせんげん台店出張所＊
越谷市大字上間久里７０７
０４８９（７６）５１１１

大袋駅前出張所＊
越谷市大字袋山２０４５-１
０４８９（７６）５１１１

松伏出張所
北葛飾郡松伏町大字松伏２２６８-２
０４８９（９２）２１１１

松伏町役場出張所＊
北葛飾郡松伏町大字松伏２４２４
０４８９（６２）５１１１

春日部支店◎
春日部市粕壁２-８-８
０４８（７５２）３１１１

春日部市役所出張所＊
春日部市中央６-２
０４８（７５２）３１１１

春日部駅東口出張所＊
春日部市大字粕壁４４３０-１
０４８（７５２）３１１１

ロビンソン春日部店出張所＊
春日部市柏壁東２-１８-１
０４８（７５２）３１１１

一ノ割駅前出張所＊
春日部市一ノ割１-４１-４
０４８（７５２）３１１１

春日部西口支店◎
春日部市中央１-５１-１
０４８（７３６）２１１１

イトーヨーカドー春日部店出張所＊
春日部市中央１-１３-１
０４８（７３６）２１１１

ポレール春日部出張所＊
春日部市谷原３-８-１
０４８（７３６）２１１１

武里支店◎
春日部市大字大枝８９
０４８（７３５）５１２１

タジマショッピングセンター武里店出張所＊
春日部市大場１０５９
０４８（７３５）５１２１

庄和支店◎
北葛飾郡庄和町大字米島１１９８-３
０４８（７４６）５５５１

庄和町役場出張所＊
北葛飾郡庄和町大字金崎８３９-１
０４８（７４６）５５５１

ヨークマート南桜井店出張所＊
北葛飾郡庄和町新宿新田西之宮３２４-１０
０４８（７４６）５５５１

ヤオコー南桜井店出張所＊
北葛飾郡庄和町大字大衾４９６-１４
０４８（７４６）５５５１

岩槻支店◎
岩槻市本町３-１１-１６
０４８（７５７）２１１１

岩槻市役所出張所＊
岩槻市本町６-１-１
０４８（７５７）２１１１

岩槻駅前ワッツ出張所＊
岩槻市本町３-１-１
０４８（７５７）２１１１

東武ストア岩槻店出張所＊
岩槻市岩槻本町１-１-１
０４８（７５７）２１１１

岩槻西町出張所＊
岩槻市西町２-５-４５
０４８（７５７）２１１１

東岩槻支店◎
岩槻市東岩槻１-６-１
０４８（７９４）４５７１

東武豊春駅出張所＊
春日部市上蛭田１３９
０４８（７９４）４５７１

杉戸支店◎
北葛飾郡杉戸町杉戸２-１２-２６
０４８０（３４）１２２１

杉戸高野台駅前出張所＊
北葛飾郡杉戸町高野台西１-１０
０４８０（３４）１２２１

杉戸町役場出張所＊
北葛飾郡杉戸町清地２-９-２９
０４８０（３４）１２２１

東武動物公園駅出張所＊
南埼玉郡宮代町百間２-３-２４
０４８０（３４）１２２１

宮代支店◎
南埼玉郡宮代町中央３-８-１８
０４８０（３４）７７１１

宮代町役場前出張所＊
南埼玉郡宮代町中央３-８１６-１
０４８０（３４）７７１１

幸手支店◎
幸手市中３-３-４
０４８０（４２）１２２１

幸手市役所出張所＊
幸手市東４-６-８
０４８０（４２）１２２１

東武ストア幸手店出張所＊
幸手市中１-２-１
０４８０（４２）１２２１

幸手工業団地出張所＊
幸手市木立１７８０
０４８０（４２）１２２１

久喜支店◎
久喜市中央２-１０-２５
０４８０（２１）２２１１

久喜市役所出張所＊
久喜市下早見８５-３
０４８０（２１）２２１１

久喜駅東口出張所＊
久喜市東１-１-１
０４８０（２１）２２１１

久喜駅西口駅前出張所＊
久喜市中央１-４１３-２
０４８０（２１）２２１１

イトーヨーカドー久喜店出張所＊
久喜市中央４-９-１１
０４８０（２１）２２１１

久喜工業団地出張所＊
久喜市河原井町１９
０４８０（２１）２２１１

菖蒲支店◎
南埼玉郡菖蒲町大字菖蒲１７９-１
０４８０（８５）２２１１

菖蒲町役場出張所＊
南埼玉郡菖蒲町大字新堀３８
０４８０（８５）２２１１

鷲宮支店◎
北葛飾郡鷲宮町中央２-１-２７
０４８０（５８）８１１１

鷲宮町役場出張所＊
北葛飾郡鷲宮町鷲宮６-１-１
０４８０（５８）８１１１

東鷲宮出張所
北葛飾郡鷲宮町桜田３-１-７
０４８０（５８）４６１１

栗橋支店◎
北葛飾郡栗橋町東２-２-１
０４８０（５２）１２２１

栗橋町役場出張所＊
北葛飾郡栗橋町大字間鎌２５１-１
０４８０（５２）１２２１

北川辺町役場出張所＊
北埼玉郡北川辺町大字麦倉１４８１-１
０４８０（５２）１２２１

済生会栗橋病院出張所＊
北葛飾郡栗橋町大字小右衛門７１４-６
０４８０（５２）１２２１

大利根出張所
北埼玉郡大利根町大字北下新井９３２
０４８０（７２）６００１

加須支店◎
加須市中央１-１２-３４
０４８０（６１）１２０１

東武加須駅出張所＊
加須市中央１-１-１５
０４８０（６１）１２０１

花崎駅前出張所＊
加須市花崎２４３-２
０４８０（６１）１２０１

加須市役所出張所＊
加須市大字下三俣２９０
０４８０（６１）１２０１

東武ストア加須店出張所＊
加須市中央１-１-１５
０４８０（６１）１２０１

イトーヨーカドー加須店前出張所＊
加須市大門町４０９-１
０４８０（６１）１２０１

羽生支店◎
羽生市中央３-２-１７
０４８（５６１）３１１１

羽生市役所出張所＊
羽生市東６-１５
０４８（５６１）３１１１

羽生駅前出張所＊
羽生市南１-２-３
０４８（５６１）３１１１

騎西支店◎
北埼玉郡騎西町大字騎西１２５４-１
０４８０（７３）１２０１

川里村役場出張所＊
北埼玉郡川里村大字広田３１４１-１
０４８０（７３）１２０１
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川越支店◎
川越市幸町４-１
０４９２（２２）２２５１

川越市役所出張所＊
川越市元町１-３-１
０４９２（２２）２２５１

川越駅東口出張所＊
川越市脇田町４-９
０４９２（２２）２２５１

埼玉医科大学総合医療センター出張所＊
川越市鴨田辻道町１９８１
０４９２（２２）２２５１

川越バンテアン出張所＊
川越市問屋町１-８
０４９２（２２）２２５１

丸広百貨店川越店出張所＊
川越市新富町２-６-１
０４９２（２２）２２５１

川越南支店◎
川越市脇田本町１６-１４
０４９２（４２）２１２１

川越駅西口出張所＊
川越市脇田本町１-５
０４９２（４２）２１２１

本川越支店◎
川越市新富町１-２０-２
０４９２（２２）３７７０

霞ヶ関支店◎
川越市霞ヶ関北２-１-４
０４９２（３１）２００１

三 霞ヶ関店出張所＊
川越市霞ヶ関東１-１-１２
０４９２（３１）２００１

新河岸支店◎
川越市大字砂９１７-１
０４９２（４１）２１１１

上福岡支店◎
上福岡市上福岡５-３-１９
０４９２（６１）２２５１

上福岡市役所出張所＊
上福岡市福岡１-１-１
０４９２（６１）２２５１

アウトレットモールリズム出張所＊
入間郡大井町大字苗間２２６-１
０４９２（６１）２２５１

イトーヨーカドー上福岡東店出張所＊
上福岡市大原２-１-３０
０４９２（６１）２２５１

イトーヨーカドー上福岡西店出張所＊
入間郡大井町亀久保鶴ヶ舞２-２-１７
０４９２（６１）２２５１

上福岡東口支店★

南古谷駅前出張所＊
川越市大字並木２４１-１
０４９２（６１）２２５１

大井支店◎
入間郡大井町大字亀久保１２３９-６９
０４９２（６６）３７１１

ふじみ野支店◎
富士見市大字勝瀬３４８４
０４９２（６３）８８８１

鶴瀬支店◎
富士見市大字鶴馬２６０２-３
０４９２（５１）２３５１

富士見市役所出張所＊
富士見市大字鶴馬１８００-１
０４９２（５１）２３５１

東武東上線鶴瀬駅前出張所＊
富士見市鶴瀬東１-１１-１
０４９２（５１）２３５１

三芳町役場出張所＊
入間郡三芳町大字藤久保１１００-１
０４９２（５１）２３５１

関沢出張所＊
富士見市関沢２-３４２９-３
０４９２（５１）２３５１

みずほ台支店◎
富士見市東みずほ台１-１-５
０４９２（５３）１３１１

西みずほ台出張所＊
富士見市西みずほ台３-３-１５
０４９２（５３）１３１１

所沢支店◎
所沢市御幸町１-１６
０４２（９２２）２１４１

西所沢駅前出張所＊
所沢市西所沢１-１２-４
０４２（９２２）２１４１

所沢市役所出張所＊
所沢市並木１-１-１
０４２（９２２）２１４１

東所沢駅前出張所＊
所沢市東所沢和田２-２-７
０４２（９２２）２１４１

所沢駅前出張所＊
所沢市日吉町１３-２
０４２（９２２）２１４１

北所沢出張所
所沢市並木３-１
０４２（９９５）２１５１

所沢東口支店◎
所沢市くすのき台１-１０-８
０４２（９９６）１１５１

新所沢支店◎
所沢市緑町１-４-１１
０４２（９２２）１２２１

新所沢駅東口出張所＊
所沢市松葉町１９５４-１６７
０４２（９２２）１２２１

小手指支店◎
所沢市小手指町３-１７
０４２（９４９）５１７１

武蔵藤沢支店◎
入間市大字下藤沢１２８-２４
０４２（９６４）２１１１

ヨークマート入間店出張所＊
入間市下藤沢１３１７
０４２（９６４）２１１１

狭山ヶ丘駅前出張所＊
所沢市狭山ケ丘１-２９９６
０４２（９６４）２１１１

入間支店◎
入間市向陽台１-１６０-１２
０４２（９６４）２１２１

仏子駅前出張所＊
入間市仏子９５４
０４２（９６４）２１２１

入間市役所出張所＊
入間市豊岡１-１６-１
０４２（９６４）２１２１

丸広百貨店入間店出張所＊
入間市豊岡１-６-１２
０４２（９６４）２１２１

入間リバーパーク出張所＊
入間市春日町１-１２-１
０４２（９６４）２１２１

入間市駅前出張所＊
入間市河原町１５０７
０４２（９６４）２１２１

サイオス出張所＊
入間市豊岡２-１-１
０４２（９６４）２１２１

狭山支店◎
狭山市入間川１-５-１７
０４２（９５３）２１２１

狭山市駅東口ステーションビル出張所＊
狭山市 園４-５５
０４２（９５３）２１２１

狭山市役所出張所＊
狭山市入間川１-２３-５
０４２（９５３）２１２１

石心会狭山病院出張所＊
狭山市鵜ノ木１-３３
０４２（９５３）２１２１

西友狭山市駅前店出張所＊
狭山市入間川１-１８-１
０４２（９５３）２１２１

ヤオコー狭山店出張所＊
狭山市上広瀬１２-２
０４２（９５３）２１２１

狭山一番街出張所
狭山市入間川３-２１-１１
０４２（９５５）８４０１

柏原出張所＊
狭山市柏原３１６１-１０６
０４２（９５３）２１２１

狭山みかりば出張所＊
狭山市入間川３１４２-１
０４２（９５３）２１２１

新狭山支店◎
狭山市新狭山３-１１-１
０４２（９５４）３３４１

新狭山駅北口出張所＊
狭山市新狭山３-１２-１
０４２（９５４）３３４１

南大塚駅北口出張所＊
川越市南台３-１４
０４２（９５４）３３４１

入曽支店◎
狭山市水野５２５-１
０４２（９５７）１１０１

入曽駅前出張所＊
狭山市大字南入曽５８５-６
０４２（９５７）１１０１

笹井代理店
狭山市大字笹井字向田３３５-４
０４２（９５２）７１１１

東松山支店◎
東松山市箭弓町３-４-３
０４９３（２４）１２１１

マルエツ東松山店出張所＊
東松山市松本町２-１-６０
０４９３（２４）１２１１

東松山市役所出張所＊
東松山市松葉町１-１-５８
０４９３（２４）１２１１

東松山駅前出張所＊
東松山市箭弓町１-１１-５
０４９３（２４）１２１１

イトーヨーカドー東松山店出張所＊
東松山市箭弓町１-１５-１３
０４９３（２４）１２１１

西友東松山店出張所＊
東松山市小松原町１１-２
０４９３（２４）１２１１

東松山市立市民病院出張所＊
東松山市大字松山２３９２
０４９３（２４）１２１１

高坂駅西口出張所＊
東松山市元宿１-１１-７
０４９３（２４）１２１１

川島町役場出張所＊
比企郡川島町大字白井沼３８６
０４９３（２４）１２１１

吉見町役場出張所＊
比企郡吉見町大字下細谷４１１
０４９３（２４）１２１１

滑川町役場出張所＊
比企郡滑川町大字福田７５０-１
０４９３（２４）１２１１

森林公園駅南口出張所＊
比企郡滑川町大字羽尾３９６５-１
０４９３（２４）１２１１

玉川村役場出張所＊
比企郡玉川村大字玉川２４９０
０４９３（２４）１２１１

坂戸支店◎
坂戸市日の出町１-２６
０４９２（８３）２１２１

薬師町出張所＊
坂戸市薬師町２８-１３
０４９２（８３）２１２１

鳩山ニュータウン出張所＊
比企郡鳩山町松ヶ丘１-２-４
０４９２（８３）２１２１

坂戸市役所出張所＊
坂戸市千代田１-１-１
０４９２（８３）２１２１

イトーヨーカドー坂戸店出張所＊
坂戸市日の出町５-３０
０４９２（８３）２１２１

明海大学病院出張所＊
坂戸市けやき台１-１
０４９２（８３）２１２１

いなげや鶴ヶ島店出張所＊
鶴ヶ島市大字脚折１３７-５
０４９２（８３）２１２１

坂戸にっさいショッピングセンター出張所＊
坂戸市大字堀込１５２-１
０４９２（８３）２１２１

東坂戸代理店
坂戸市東坂戸２-５
０４９２（８３）５４１１

北坂戸出張所＊
坂戸市溝端町１
０４９２（８３）２１２１

東武ストア北坂戸店出張所＊
坂戸市末広町２
０４９２（８３）２１２１

鶴ヶ島支店◎
鶴ヶ島市上広谷１８-１０
０４９２（８５）１１８１

鶴ヶ島駅西口出張所＊
鶴ヶ島市大字鶴ヶ丘６５-１
０４９２（８５）１１８１

若葉駅前出張所＊
鶴ヶ島市富士見１-１-１
０４９２（８５）１１８１

鶴ヶ島市役所出張所＊
鶴ヶ島市大字三木１６-１
０４９２（８５）１１８１

東武東上線若葉駅出張所＊
坂戸市関間４-１３-１
０４９２（８５）１１８１

飯能支店◎
飯能市八幡町３-６
０４２９（７２）３１１１

飯能駅前出張所＊
飯能市中町９-３
０４２９（７２）３１１１

飯能駅南口出張所＊
飯能市南町１-２４
０４２９（７２）３１１１

飯能駅北口出張所＊
飯能市仲町１１-２２
０４２９（７２）３１１１

高麗出張所＊
日高市武蔵台１-２３-１４
０４２９（７２）３１１１

飯能市役所出張所＊
飯能市双柳１-１
０４２９（７２）３１１１

サビア飯能出張所＊
飯能市南町９-２３
０４２９（７２）３１１１

バリュープライス岩沢店出張所＊
飯能市岩沢１７６
０４２９（７２）３１１１

名栗村役場出張所＊
入間郡名栗村大字上名栗３１４６-５
０４２９（７２）３１１１

日高支店◎
日高市大字高萩６１４-２
０４２９（８５）１０１１

日高市役所出張所＊
日高市大字南平沢１０２０
０４２９（８５）１０１１

ヤオコー高麗川店出張所＊
日高市大字鹿山３０８-１
０４２９（８５）１０１１

毛呂山支店◎
入間郡毛呂山町大字長瀬２３０８-１
０４９２（９４）７６１１

いなげや毛呂店出張所＊
入間郡毛呂山町大字岩井１４９８-２
０４９２（９４）７６１１

武州長瀬駅前出張所＊
入間郡毛呂山町大字長瀬８８８-６
０４９２（９４）７６１１

越生支店◎
入間郡越生町大字越生７９８
０４９２（９２）３５５５

埼玉医科大学附属病院出張所＊
入間郡毛呂山町毛呂本郷３８
０４９２（９２）３５５５

鳩山町役場出張所＊
比企郡鳩山町大字大豆戸１８４-１６
０４９２（９２）３５５５

都幾川村役場出張所＊
比企郡都幾川村大字桃木３２
０４９２（９２）３５５５

嵐山支店◎
比企郡嵐山町大字菅谷１３４
０４９３（６２）２４２４

小川支店◎
比企郡小川町大字大塚１１７３-６
０４９３（７２）２２１１

ヤオコーみどりが丘店出張所＊
比企郡小川町みどりが丘２-８-１
０４９３（７２）２２１１

小川赤十字病院出張所＊
比企郡小川町大字小川１５２５
０４９３（７２）２２１１

■県北部地区

鴻巣支店◎
鴻巣市本町３-１-２８
０４８（５４１）１４１１

鴻巣市役所出張所＊
鴻巣市中央１-１
０４８（５４１）１４１１

鴻巣駅西口出張所＊
鴻巣市栄町２-１２
０４８（５４１）１４１１

長崎屋北鴻巣店出張所＊
鴻巣市箕田３１１１-１
０４８（５４１）１４１１

北鴻巣出張所
鴻巣市赤見台１-１２-１８
０４８（５９６）６１１１

吹上支店◎
北足立郡吹上町本町１-４-２
０４８（５４８）０８１１

吹上町役場出張所＊
北足立郡吹上町富士見１-１-１
０４８（５４８）０８１１

行田支店◎
行田市行田５-１６
０４８（５５６）１１３１

JR行田駅前出張所＊
行田市壱里山町１８-８
０４８（５５６）１１３１

�
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行田市役所出張所＊
行田市本丸２-５
０４８（５５６）１１３１

熊谷支店◎
熊谷市本町１-１０１
０４８（５２１）１５１１

原島出張所＊
熊谷市大字原島１２０１-１
０４８（５２１）１５１１

熊谷駅南口出張所＊
熊谷市桜木町１-１-１
０４８（５２１）１５１１

熊谷市役所出張所＊
熊谷市宮町２-４７-１
０４８（５２１）１５１１

熊谷駅ビル出張所＊
熊谷市筑波２-１１５
０４８（５２１）１５１１

江南町役場出張所＊
大里郡江南町中央１-１-１
０４８（５２１）１５１１

県立循環器・
呼吸器病センター出張所＊
大里郡江南町大字板井１６９６
０４８（５２１）１５１１

八木橋百貨店出張所＊
熊谷市仲町７４
０４８（５２１）１５１１

いなげや大里江南店出張所＊
大里郡江南町大字押切字山神２４５２-１０
０４８（５２１）１５１１

川本町役場出張所＊
大里郡川本町大字田中１９７
０４８（５２１）１５１１

熊谷西出張所＊
熊谷市石原３-２４３
０４８（５２１）１５１１

熊谷流通センター出張所＊
熊谷市問屋町２-４-１８
０４８（５２１）１５１１

大里村役場出張所＊
大里郡大里村大字中曽根６５０-１
０４８（５２１）１５１１

熊谷駅前支店◎
熊谷市筑波２-４８-１
０４８（５２１）４３５１

籠原支店◎
熊谷市大字新堀７８０-１
０４８（５３３）４４１１

マミーマート籠原店出張所＊
熊谷市大字新堀新田５２３-４
０４８（５３３）４４１１

深谷支店◎
深谷市西島町２-１９-６
０４８（５７１）４１１１

深谷市役所出張所＊
深谷市仲町１１-１
０４８（５７１）４１１１

深谷赤十字病院出張所＊
深谷市上柴町西５-８-１
０４８（５７１）４１１１

深谷上柴ショッピングセンター出張所＊
深谷市上柴町西４-２-１４
０４８（５７１）４１１１

ダイアパレス上野台出張所＊
深谷市大字上野台２３５２
０４８（５７１）４１１１

妻沼支店◎
大里郡妻沼町大字妻沼１４５１
０４８（５８８）１２２１

妻沼町役場出張所＊
大里郡妻沼町大字弥藤吾２４５０
０４８（５８８）１２２１

イール妻沼出張所＊
大里郡妻沼町大字弥藤吾１１２０-１
０４８（５８８）１２２１

岡部支店◎
大里郡岡部町大字岡２６２７-１
０４８（５８５）２５１１

岡部町役場出張所＊
大里郡岡部町大字岡２３８１-１
０４８（５８５）２５１１

本庄支店◎
本庄市中央１-６-２５
０４９５（２２）２１２１

本庄市役所出張所＊
本庄市本庄３-５-３
０４９５（２２）２１２１

本庄駅南口出張所＊
本庄市駅南１-２-１７
０４９５（２２）２１２１

美里町役場出張所＊
児玉郡美里町大字木部３２３-１
０４９５（２２）２１２１

ベルク本庄店出張所＊
本庄市本庄２-３-６
０４９５（２２）２１２１

上里支店◎
児玉郡上里町大字神保原町５２２-４
０４９５（３３）３３１１

児玉支店◎
児玉郡児玉町大字児玉１６-４
０４９５（７２）１２２１

児玉町役場出張所＊
児玉郡児玉町大字八幡山３６８
０４９５（７２）１２２１

神川町役場出張所＊
児玉郡神川町大字植竹９０９
０４９５（７２）１２２１

寄居支店◎
大里郡寄居町大字寄居９８９-１
０４８（５８１）１７７１

花園町役場出張所＊
大里郡花園町大字小前田２３４５
０４８（５８１）１７７１

寄居町役場出張所＊
大里郡寄居町大字寄居１１８０-１
０４８（５８１）１７７１

秩父支店◎
秩父市本町４-６
０４９４（２２）３８５０

横瀬町役場出張所＊
秩父郡横瀬町大字横瀬４５４５
０４９４（２２）３８５０

秩父市役所出張所＊
秩父市熊木町８-１５
０４９４（２２）３８５０

矢尾百貨店出張所＊
秩父市上町１-５
０４９４（２２）３８５０

地場産業振興センター
（秩父鉄道秩父駅）出張所＊
秩父市宮側町１-７
０４９４（２２）３８５０

公園橋モール出張所＊
秩父市中村町４-３-２４
０４９４（２２）３８５０

皆野支店◎
秩父郡皆野町大字皆野１４０７
０４９４（６２）２１２１

長 町役場出張所＊
秩父郡長瀞町大字本野上１０３５-１
０４９４（６２）２１２１

小鹿野支店◎
秩父郡小鹿野町大字小鹿野３６０-１
０４９４（７５）１２５５

■横浜市

横浜支店◎
横浜市中区常盤町４-５４
０４５（６６１）１１１１

横浜本町出張所＊
横浜市中区本町２-１０
０４５（６６１）１１１１

日本大通出張所＊
横浜市中区日本大通１７
０４５（６６１）１１１１

横浜西口支店◎
横浜市西区北幸１-１１-７
０４５（３２３）６５１１

セブンイレブン横浜西谷店出張所＊
横浜市保土ｹ谷区西谷町１０９９-１
０４５（３２３）６５１１

子安支店◎
横浜市神奈川区七島町１２７-１１
０４５（４２１）１３０１

大口通商店街出張所＊
横浜市神奈川区大口通３５-７
０４５（４２１）１３０１

ユニー大口駅前出張所＊
横浜市神奈川区神之木町２-６
０４５（４２１）１３０１

子安駅前出張所＊
横浜市神奈川区子安通１-５-６
０４５（４２１）１３０１

鶴見支店◎
横浜市鶴見区鶴見中央４-２７-１
０４５（５０３）２２１１

鶴見駅西口出張所＊
横浜市鶴見区豊岡町１４-２７
０４５（５０３）２２１１

イトーヨーカドー鶴見店出張所＊
横浜市鶴見区鶴見中央３-１５-３０
０４５（５０３）２２１１

磯子支店◎
横浜市磯子区中浜町１４-１６
０４５（７５１）３１４１

根岸駅前出張所＊
横浜市磯子区西町１３-２１
０４５（７５１）３１４１

横浜赤十字病院（根岸町）出張所＊
横浜市中区根岸町２-８５
０４５（７５１）３１４１

弘明寺支店◎
横浜市南区通町２-３５
０４５（７３１）５７４１

井土ヶ谷出張所
横浜市南区井土ヶ谷中町１６１-６
０４５（７１６）１２３１

上大岡支店◎
横浜市港南区上大岡西１-１４-７
０４５（８４２）３６４１

最戸出張所＊
横浜市港南区最戸１-７９-１
０４５（８４２）３６４１

金沢文庫支店◎
横浜市金沢区泥亀２-１３-１
０４５（７０１）１３３１

金沢文庫駅前出張所＊
横浜市金沢区谷津町３８４
０４５（７０１）１３３１

戸部支店◎
横浜市西区浜松町１-１８
０４５（２３１）３１３１

保土ヶ谷支店◎
横浜市保土ヶ谷区岩井町１１
０４２（３３３）１３６５

保土ヶ谷駅東口出張所＊
横浜市保土ケ谷区岩井町５４
０４５（３３３）１３６５

和田町出張所
横浜市保土ヶ谷区星川３-８-１
０４５（３３５）６６６１

三ツ境支店◎
横浜市瀬谷区三ツ境１０５-１
０４５（３６２）５１１１

いなげや瀬谷店出張所＊
横浜市瀬谷区南台１-４４-１３
０４５（３６２）５１１１

長崎屋二俣川店出張所＊
横浜市旭区二俣川１-４３-２８
０４５（３６２）５１１１

イトーヨーカドー希望ヶ丘店出張所＊
横浜市旭区中希望が丘１７７-１
０４５（３６２）５１１１

万騎が原出張所＊
横浜市旭区柏町１２７
０４５（３６２）５１１１

妙蓮寺支店◎
横浜市港北区菊名１-７-２３
０４５（４３３）１２２１

綱島支店◎
横浜市港北区綱島西１-７-４
０４５（５４１）５４１１

いなげや横浜綱島店出張所＊
横浜市港北区綱島西４-１２-１８
０４５（５４１）５４１１

かながわ生協綱島店出張所＊
横浜市港北区綱島西５-５４８-２
０４５（５４１）５４１１

よつや新吉田町出張所＊
横浜市港北区新吉田町３８２０-３
０４５（５４１）５４１１

菊名駅前出張所＊
横浜市港北区菊名６-１-４
０４５（５４１）５４１１

日吉出張所＊
横浜市港北区箕輪町２-３-７-１０４
０４５（５４１）５４１１

大倉山駅前出張所＊
横浜市港北区太尾町字市ノ坪２６５-３
０４５（５４１）５４１１

新横浜支店◎
横浜市港北区新横浜３-８-１２
０４５（４７５）２５６１

仲町台駅前出張所＊
横浜市都筑区仲町台１-７-１２
０４５（９４５）１５５１

港北ニュータウン支店◎
横浜市都筑区茅ヶ崎中央３-１
０４５（９４５）１５５１

港北ニュータウン北支店◎
横浜市都筑区中川中央１-１-３
０４５（９１３）７７１１

たまプラーザ支店◎
横浜市青葉区美しが丘１-９-１７
０４５（９０１）７３１１

たまプラーザ駅南口出張所＊
横浜市青葉区新石川３-１５-２
０４５（９０１）７３１１

中川駅前出張所＊
横浜市都筑区中川１-１１-２５
０４５（９４５）１５５１

中山支店◎
横浜市緑区中山町３０６-１
０４５（９３５）２１２１

こどもの国駅前出張所＊
横浜市青葉区奈良町１１７８
０４２（７２８）５２１１

いずみ中央出張所＊
横浜市泉区和泉町３５１１-９
０４６６（４３）１２３１

本郷台駅前出張所＊
横浜市栄区小菅ケ谷１-４-７
０４６７（４６）２１１１

■横浜市以外

川崎支店◎
川崎市川崎区砂子２-５-１１
０４４（２４５）２１１１

貝塚一丁目出張所＊
川崎市川崎区貝塚１-１３-１
０４４（２４５）２１１１

かながわサイエンスパーク出張所＊
川崎市高津区坂戸３-２-１
０４４（２４５）２１１１

新百合ヶ丘支店◎
川崎市麻生区上麻生１-５-１
０４４（９５４）５１１１

あさひ銀新百合ヶ丘ビル出張所＊
川崎市麻生区上麻生１-５-１
０４４（９５４）５１１１

横須賀支店◎
横須賀市若松町３-１４-８
０４６８（２３）１６００

ダイクマ横須賀店出張所＊
横須賀市三春町４-５
０４６８（２３）１６００

神奈川歯科大学附属病院出張所＊
横須賀市稲岡町８２
０４６８（２３）１６００

汐入駅前出張所＊
横須賀市本町３-２７
０４６８（２３）１６００

堀ノ内駅前出張所＊
横須賀市三春町３-４６
０４６８（２３）１６００

佐原出張所＊
横須賀市佐原１-７-３
０４６８（２３）１６００

北久里浜出張所＊
横須賀市根岸町２-２０３-５
０４６８（２３）１６００

久里浜支店◎
横須賀市久里浜４-６-１２
０４６８（３５）５１１１

湘南ハイランド出張所＊
横須賀市ハイランド１-５６-１
０４６８（３５）５１１１

三浦支店◎
三浦市栄町２-２
０４６８（８２）３２２１

大船支店◎
鎌倉市大船１-２３-１
０４６７（４６）２１１１

湘南鎌倉病院出張所＊
鎌倉市山崎１２０２-１
０４６７（４６）２１１１

湘南深沢出張所＊
鎌倉市常盤１８
０４６７（４６）２１１１

観音前出張所＊
鎌倉市岡本１-１-２
０４６７（４６）２１１１

西鎌倉出張所
鎌倉市西鎌倉１-１-５
０４６７（３１）０１２３

藤沢支店◎
藤沢市藤沢５５５
０４６６（２３）３１１１

藤沢駅南口出張所＊
藤沢市南藤沢２０-１０
０４６６（２３）３１１１

神奈川県
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長後支店◎
藤沢市下土棚５１０-１３
０４６６（４３）１２３１

上土棚出張所＊
綾瀬市上土棚南１-１５３９-１
０４６６（４３）１２３１

長後駅東口出張所＊
藤沢市下土棚４６７-１２
０４６６（４３）１２３１

綾瀬市役所出張所＊
綾瀬市早川５５０
０４６６（４３）１２３１

鶴間支店◎
大和市西鶴間１-３-５
０４６（２７４）５１５１

西鶴間三丁目出張所＊
大和市西鶴間３-３０８１-１
０４６（２７４）５１５１

鶴間二丁目出張所＊
大和市鶴間２-１３-２７
０４６（２７４）５１５１

南林間東口出張所＊
大和市林間１-５-８
０４６（２７４）５１５１

古淵出張所
相模原市古淵２-１７-３
０４２（７５０）８６１１

相模大野支店◎
相模原市相模大野３-２-１４
０４２（７４４）６３１１

橋本支店◎
相模原市橋本３-３０-３
０４２（７７２）７３４５

橋本駅南口出張所＊
相模原市橋本２-２-１
０４２（７７２）７３４５

コピオ城山出張所＊
津久井郡城山町原宿３-１０-１
０４２（７７２）７３４５

いなげや相模原下九沢店出張所＊
相模原市下九沢１７７９-１
０４２（７７２）７３４５

海老名支店◎
海老名市中央１-４-１
０４６（２３３）６５１１

座間駅前出張所＊
座間市入谷５-１８５８-１
０４６（２３３）６５１１

海老名サティー出張所＊
海老名市中央２-４-１
０４６（２３３）６５１１

かしわ台出張所＊
海老名市柏ケ谷字長ヲサ７０６-３
０４６（２３３）６５１１

伊勢原支店◎
伊勢原市伊勢原１-３-６
０４６３（９２）１５１１

伊勢原工業団地出張所＊
伊勢原市鈴川３２
０４６３（９２）１５１１

小田原支店◎
小田原市栄町２-９-１
０４６５（２２）１３２１

千葉支店◎
千葉市中央区中央１-１-３
０４３（２２５）１１３３

千葉そごう出張所＊
千葉市中央区新町１０００
０４３（２２５）１１３３

稲毛支店◎
千葉市稲毛区小仲台２-５-７
０４３（２５２）１１３１

小仲台出張所＊
千葉市稲毛区小仲台７-１-８
０４３（２５２）１１３１

成田空港出張所△
新東京国際空港第１旅客ターミナルビル
０４７６（３３）００９１

津田沼支店◎
習志野市津田沼１-２-１
０４７（４７５）２１５１

北習志野支店◎
船橋市習志野台２-４９-１
０４７（４６５）７３１１

西習志野出張所＊
船橋市習志野台１-３４-２５
０４７（４６５）７３１１

ヨークマート習志野台店出張所＊
船橋市習志野台３-６-１
０４７（４６５）７３１１

ちばコープ松が丘店出張所＊
船橋市松が丘４-２４-１
０４７（４６５）７３１１

高根木戸出張所＊
船橋市高根台６-４７-１１
０４７（４６５）７３１１

市川支店◎
市川市八幡２-６-１３
０４７（３３４）０１８５

浦安支店◎
浦安市北栄１-１６-１
０４７（３５３）５５１１

富士見出張所＊
浦安市富士見１-１９５４
０４７（３５３）５５１１

北小金支店◎
松戸市小金４９-３
０４７（３４２）１１７１

柏駅西口出張所＊
柏市旭町１-２-１
０４７（３４２）１１７１

茂原支店◎
茂原市千代田町１-４-１
０４７５（２３）６２１１

新松戸駅前出張所＊
松戸市新松戸１-４３２
０４７（３４２）１１７１

アスモ出張所＊
茂原市高師１７３５
０４７５（２３）６２１１

土浦支店◎
土浦市大和町１-１
０２９８（２２）６７２１

つくば出張所★

宇都宮支店◎
宇都宮市大通り１-３-１５
０２８（６２２）５２８１

宇都宮駅東口出張所＊
宇都宮市東宿郷１-４-１
０２８（６２２）５２８１

鹿沼支店★

栃木支店◎
栃木市境町１０-５
０２８２（２２）３２６６

足利支店◎
足利市通１-２６７３-１
０２８４（４１）８１３１

今井病院出張所＊
足利市田中町１００
０２８４（４１）８１３１

前橋支店◎
前橋市本町１-２-１６
０２７（２３１）６２４１

札幌支店◎
札幌市中央区北一条西４-１-２
０１１（２２１）５１５１

仙台支店◎
仙台市青葉区一番町２-４-１
０２２（２６２）１１６１

甲府支店◎
甲府市丸の内２-３０-１
０５５２（２２）５１５５

松本支店◎
松本市中央２-５-６
０２６３（３２）３４５６

（学）松本歯科大学出張所＊
塩尻市広丘郷原１７８０
０２６３（３２）３４５６

長岡支店◎
長岡市大手通２-４-１０
０２５８（３６）４０９０

浜松支店◎
浜松市田町２２４-３１
０５３（４５３）０１５６

聖隷三方原病院出張所＊
浜松市三方原町３４５３
０５３（４５３）０１５６

グランドホテル浜松出張所＊
浜松市東伊場１-３-１
０５３（４５３）０１５６

富士支店◎
富士市中央町３-１２-６
０５４５（５２）４４００

■名古屋市

名古屋支店◎
名古屋市中区錦２-１５-２２
０５２（２０１）８５１１

赤門通支店◎
名古屋市中区大須３-３０-１７
０５２（２４１）４１０１

今池支店◎
名古屋市千種区今池５-１-５
０５２（７３２）５３１１

新栄町出張所＊
名古屋市東区葵１-２１-４
０５２（７３２）５３１１

名古屋駅前支店◎
名古屋市中村区名駅南１-２４-３０
０５２（５４１）２２６６

桜通出張所＊
名古屋市中村区名駅４-２-２８
０５２（５４１）２２６６

浄心出張所＊
名古屋市西区上名古屋２-２２-３
０５２（５４１）２２６６

大曽根支店◎
名古屋市北区東大曽根町上２-８９６-２
０５２（９８１）７５７１

滝子支店◎
名古屋市昭和区滝子町２７-２２
０５２（８８１）７１１１

堀田出張所＊
名古屋市瑞穂区惣作町１-４２-１
０５２（８８１）７１１１

熱田支店◎
名古屋市熱田区伝馬１-３-１４
０５２（６７１）０１７６

笠寺支店◎
名古屋市南区笠寺町字西之門６９-２
０５２（８１１）４１７１

下一色支店◎
名古屋市中川区下之一色町字北起４９-１
０５２（３０１）８１２１

南陽町出張所＊
名古屋市港区小賀須４-６１９
０５２（３０１）８１２１

■名古屋市以外

津島支店◎
津島市天王通り２-１８
０５６７（２６）３１９１

一宮支店◎
一宮市本町３-１１-１０
０５８６（７２）７１１１

犬山支店◎
犬山市大字犬山字東古券３３１-１
０５６８（６１）０９１０

犬山キャスタ出張所＊
犬山市天神町１-１
０５６８（６１）０９１０

春日井支店◎
春日井市鳥居松町５-８１
０５６８（８４）２５１１

岡崎支店◎
岡崎市康生通西２-１
０５６４（２１）３１５１

■大阪市

大阪営業部◎
大阪市中央区伏見町３-１-６
０６（６２３１）２５３１

御堂筋出張所＊
大阪市中央区淡路町３-５-１３
０６（６２３１）２５３１

船場支店◎
大阪市中央区本町２-１-６
０６（６２６１）９３７１

玉造支店◎
大阪市中央区玉造１-７-４
０６（６７６２）５０７１

大阪ビジネスパーク出張所＊
大阪市中央区城見２-１-６１
０６（６７６２）５０７１

大阪京橋出張所＊
大阪市都島区東野田町２-９-７
０６（６７６２）５０７１

桃谷駅前出張所＊
大阪市天王寺区烏ケ辻１-１-１１
０６（６７６２）５０７１

心斎橋支店◎
大阪市中央区南船場３-５-１１
０６（６２５１）７７８１

難波支店◎
大阪市中央区難波４-４-４
０６（６６３３）６５０１

大国町出張所＊
大阪市浪速区戎本町１-７-１７
０６（６６３２）５６０１

大阪恵美須支店◎
大阪市浪速区恵美須西１-２-１
０６（６６３２）５６０１

京町堀支店◎
大阪市西区京町堀１-６-５
０６（６４４３）４９８１

福島支店◎
大阪市福島区福島３-１４-２１
０６（６４５１）１８３１

なにわ筋出張所＊
大阪市福島区福島７-１４-１６
０６（６４５１）１８３１

西野田支店◎
大阪市福島区玉川４-１１-１５
０６（６４４３）８７０１

市岡支店◎
大阪市港区市岡１-１-２
０６（６５７２）７６６１

堂島支店◎
大阪市北区堂島１-１-２５
０６（６３４４）８１６１

大淀南出張所＊
大阪市北区大淀南１-４-１５
０６（６３４４）８１６１

天六支店◎
大阪市北区天神橋６-６-４
０６（６３５８）３０３１

鴫野支店◎
大阪市城東区鴫野東３-４-１８
０６（６９６１）６０６１

百済出張所＊
大阪市東住吉区桑津１-２０-７
０６（６７６２）５０７１

田辺支店◎
大阪市東住吉区南田辺１-９-３８
０６（６６２２）２１７１

天下茶屋支店◎
大阪市西成区天下茶屋３-１９-４
０６（６６５２）０６２４

住吉支店◎
大阪市住吉区長峡町２-７
０６（６６７３）１２３１

玉出出張所＊
大阪市西成区玉出中２-１-２８
０６（６６７３）１２３１

我孫子道出張所
大阪市住吉区清水丘２-２９-８
０６（６６７３）１３０１

オリオノ商店街出張所＊
大阪市住吉区遠里小野４-８-１８
０６（６６７３）１２３１

安立商店街出張所＊
大阪市住之江区安立３-７-６
０６（６６７３）１２３１

■大阪市以外

豊中服部支店◎
豊中市服部本町１-７-１
０６（６８６２）３０３１

箕面支店◎
箕面市箕面６-４-３３
０７２７（２２）７５０１

高槻富田支店◎
高槻市富田町１-６-１１
０７２６（９３）６７１１

守口支店◎
守口市春日町１３-３２
０６（６９９７）０７７７

大阪府

愛知県

静岡県

新潟県

長野県

山梨県

宮城県

北海道

群馬県

栃木県

茨城県

千葉県
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守口市駅前出張所＊
守口市河原町１０-１５
０６（６９９７）０７７７

小阪支店◎
東大阪市小阪本町１-４-３
０６（６７２２）２１２１

長瀬支店◎
東大阪市菱屋西１-１８-２
０６（６７２３）３０３１

河内千代田支店◎
河内長野市楠町東１５８７-４
０７２１（５４）１２０１

近畿大学医学部附属病院出張所＊
大阪狭山市大野東３７７-２
０７２１（５４）１２０１

堺支店◎
堺市大町東１-１-３
０７２２（３８）１５４１

近畿大学医学部堺病院出張所＊
堺市原山台２-７-１
０７２１（５４）１２０１

泉大津支店◎
泉大津市田中町３-７
０７２５（３２）３９６１

京都支店◎
京都市中京区烏丸通四条上ル筝町６９１
０７５（２２１）３１６１

龍谷大学出張所＊
京都市伏見区深草塚本町６７
０７５（２２１）３１６１

千本支店◎
京都市中京区聚楽廻東町３-３
０７５（８４１）５３２５

下立売出張所＊
京都市上京区下立売通堀川西入西橋詰町２９１-１
０７５（８４１）５３２５

西陣出張所
京都市北区紫野北舟岡町２４
０７５（４３１）０１２３

紫野出張所＊
京都市北区紫野西御所田町６４
０７５（８４１）５３２５

下鴨出張所＊
京都市左京区下鴨西本町３２
０７５（２２１）３１６１

園出張所
京都市東山区四条通
大和大路西入中之町２１６
０７５（５６１）６１４１

東山出張所
京都市東山区本町６-１-２
０７５（５４１）７１６１

神戸支店◎
神戸市中央区三宮町１-２-１
０７８（３９３）５２６０

元町出張所＊
神戸市中央区元町通１-１１-１９
０７８（３９３）５２６０

垂水支店◎
神戸市垂水区天ノ下町１-１-１０５
０７８（７０６）５６７１

須磨出張所＊
神戸市須磨区須磨浦通４-５-１６
０７８（７０６）５６７１

加古川支店◎
加古川市加古川町篠原町９-５
０７９４（２４）３１０１

姫路支店◎
姫路市駅前町３２８
０７９２（２３）３７４１

西宮支店◎
西宮市甲風園１-８-１４
０７９８（６４）０５００

尼崎支店◎
尼崎市昭和通７-２３４
０６（６４１３）０５２１

伊丹支店◎
伊丹市西台１-４-５
０７２７（７２）８２６５

第一ホテル前出張所＊
伊丹市中央６-６
０７２７（７２）８２６５

奈良支店◎
奈良市上三条町２３-１
０７４２（２６）０２４１

橿原支店◎
橿原市内膳町５-２-２９
０７４４（２２）３５０１

八木町出張所＊
橿原市八木町１-８-１５
０７４４（２２）３５０１

彦根支店◎
彦根市中央町６-１８
０７４９（２２）２１２１

ブリヂストン彦根生活協同組合出張所＊
彦根市高宮町２１１
０７４９（２２）２１２１

松下電工前（岡町）出張所＊
彦根市岡町３３
０７４９（２２）２１２１

津支店◎
津市東丸之内２０-１２
０５９（２２６）５１０６

和歌山支店◎
和歌山市本町１-４０
０７３４（３３）２２１１

高知支店◎
高知市堺町２-２８
０８８８（７２）０１９１

福岡支店◎
福岡市中央区天神２-８-３０
０９２（７４１）２８３１

北九州支店◎
北九州市小倉北区魚町２-５-６
０９３（５２１）４６８１

八幡出張所＊
北九州市八幡西区黒崎１-９-１８
０９３（５２１）４６８１

長崎支店◎
長崎市銅座町４-１
０９５（８２２）０１２７

ご相談窓口
あさひ

個人資産相談センター

秋葉原個人資産相談センター
千代田区神田和泉町１-２７７
あさひ銀秋葉原ビル５F
０３（３８６６）１１９６

吉祥寺個人資産相談センター
武蔵野市吉祥寺本町１-８-１０
あさひ銀行吉祥寺支店６F
０４２２（２２）５１１１

新宿中央個人資産相談センター
新宿区新宿３-２３-７
あさひ銀行新宿中央支店４F
０３（３３５１）０６４１

立川個人資産相談センター
立川市柴崎町３-１０-１
あさひ銀行立川支店２F
０４２（５２８）１６４１

常盤台個人資産相談センター
板橋区常盤台２-６-６
あさひ銀行常盤台支店３F
０３（５３９２）６７４５

中目黒個人資産相談センター
目黒区上目黒３-２-３
あさひ銀行中目黒ビル４F
０３（５７２１）１４１１

東青梅個人資産相談センター
青梅市東青梅２-１７-４
あさひ銀行東青梅支店２F
０４２８（２２）２３０４

東村山個人資産相談センター
東村山市野口町１-３-１
あさひ銀行東村山支店２F
０４２（３９６）０９４１

茗荷谷個人資産相談センター
文京区小石川５-５-５
あさひ銀行茗荷谷支店２F
０３（３９４５）２３２１

青戸個人資産相談デスク
葛飾区青戸３-３２-１６
あさひ銀行青戸支店２F
０３（５６８０）５１３１

本店個人資産相談デスク
千代田区大手町１-１-２
あさひ銀行本店９F個人事業第二部内
０３（５２２３）３７２７

上尾個人資産相談センター
上尾市谷津２-１-５０-４
あさひ銀行上尾西口支店２F
０４８（７７２）９９２６

浦和個人資産相談センター
浦和市高砂２-９-１５
あさひ銀行浦和中央支店２F
０４８（８２４）９０８７

大宮個人資産相談センター
大宮市大門町３-７２
あさひ銀行大宮支店３F
０４８（６４３）７５７１

春日部個人資産相談センター
春日部市中央１-５１-１
あさひ銀行春日部西口支店５F
０４８（７３３）３１９５

上福岡個人資産相談センター
上福岡市上福岡５-３-１９
あさひ銀行上福岡支店２F
０４９２（６１）７２０１

川口個人資産相談センター
川口市川口３-２-２
あさひ銀行川口駅西口支店１F
０４８（２５９）２７８１

久喜個人資産相談センター
久喜市中央２-１０-２５
あさひ銀行久喜支店３F
０４８０（２１）８６１１

熊谷個人資産相談センター
熊谷市本町１-１０１
あさひ銀行熊谷支店２F
０４８（５２５）１１９５

所沢個人資産相談センター
所沢市御幸町１-１６
あさひ銀行所沢支店２F
０４２（９３９）２９８１

本川越個人資産相談センター
川越市新富町１-２０-２
あさひ銀行本川越支店２F
０４９２（２６）５３１１

南越谷個人資産相談センター
越谷市南越谷１-１７-２
あさひ銀行南越谷支店２F
０４８９（８８）８６１１

ー

大船個人資産相談センター
鎌倉市大船１-２３-１
あさひ銀行大船支店２F
０４６７（４７）０８７１

綱島個人資産相談センター
横浜市港北区綱島西１-７-４
あさひ銀行綱島支店２F
０４５（５３１）６５８１

横浜西口個人資産相談センター
横浜市西区北幸１-１１-７
あさひ銀行横浜西口支店６F
０４５（３２４）１０１１

ー

千葉個人資産相談センター
千葉市稲毛区小仲台２-５-７
あさひ銀行稲毛支店２F
０４３（２５２）５９７１

名古屋個人資産相談センター
名古屋市中区錦２-１５-２２
あさひ銀名古屋ビル５F
０５２（２１１）６６２１

大阪個人資産相談センター
大阪市中央区伏見町３-１-６
あさひ銀大阪ビル５F
０６（６２０８）１９９１

京都個人資産相談デスク
京都市中京区烏丸通四条上ル筝町６９１
あさひ銀行京都支店２F
０７５（２１２）７７７３

西宮個人資産相談センター
西宮市甲風園１-８-１４
あさひ銀行西宮支店１F
０７９８（６３）１２６１

兵庫県

京都府

大阪府

愛知県

千葉県

神奈川県

埼玉県

東京都

長崎県

福岡県

高知県

和歌山県

三重県

滋賀県

奈良県

兵庫県

京都府



138

デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

あさひ
住宅ローンセンター

本店住宅ローンセンター
千代田区大手町１-１-２
あさひ銀行本店内２F
０３（５２２３）５４６５

東京中央住宅ローンセンター
中央区京橋１-３-１
あさひ銀行東京中央支店内２F
０３（３２７６）６８６１

新宿西口住宅ローンセンター
新宿区西新宿１-１０-１
あさひ銀行新宿西口支店内B２
０３（３３４８）２０５１

新宿中央住宅ローンセンター
新宿区新宿３-２３-７
あさひ銀行新宿中央支店内４F
０３（３３５１）０７８１

上野住宅ローンセンター
台東区上野４-１０-４
あさひ銀行上野支店内３F
０３（３８３７）７６５１

五反田住宅ローンセンター
品川区西五反田１-２３-９
あさひ銀行五反田支店内４F
０３（３７７９）２６３１

中目黒住宅ローンセンター
目黒区上目黒３-２-３
あさひ銀行中目黒支店内６F
０３（３７１３）２３０１

蒲田住宅ローンセンター
大田区西蒲田５-２７-１０
あさひ銀行蒲田支店内９F
０３（３７３１）８４５１

三軒茶屋住宅ローンセンター
世田谷区三軒茶屋２-１３-１４
あさひ銀行三軒茶屋特別出張所内６F
０３（３４１８）１１９１

祖師谷住宅ローンセンター
世田谷区祖師谷３-１-２１
あさひ銀行祖師谷支店内１F
０３（３７８９）５９２１

等々力住宅ローンセンター
世田谷区等々力３-１２-５
あさひ銀行等々力支店内２F
０３（３７０２）８００１

渋谷住宅ローンセンター
渋谷区渋谷２-２０-１１
あさひ銀行渋谷支店内１０F
０３（３４０７）２７８３

中野住宅ローンセンター
中野区中野２-３０-４
あさひ銀行中野支店内２F
０３（３３８１）７６４１

荻窪住宅ローンセンター
杉並区天沼３-５-４
あさひ銀行荻窪支店内３F
０３（３３９３）２７６１

池袋東口住宅ローンセンター
豊島区東池袋１-９-３
あさひ銀行池袋副都心出張所となり
０３（３９７１）０４３５

池袋西口住宅ローンセンター
豊島区池袋２-１４-２
あさひ銀行池袋西口支店内３F
０３（５９５２）７５０１

成増住宅ローンセンター
板橋区成増２-２１-６
あさひ銀行成増支店内３F
０３（５３８３）２７７１

石神井住宅ローンセンター
練馬区石神井町３-２５-１５
あさひ銀行石神井支店内２F
０３（３９９７）１９７２

千住住宅ローンセンター
足立区千住２-５４
あさひ銀行千住支店となり須川ビル内４F
０３（３８７０）８３９１

竹ノ塚住宅ローンセンター
足立区竹の塚１-４０-１５
あさひ銀行竹ノ塚支店向かい庄栄ビル内５F
０３（５２４２）０４１１

西 西住宅ローンセンター
江戸川区西葛西３-１６-１２
あさひ銀行西葛西駅北口出張所
第２大生ビル内３F
０３（３８７８）６０８１

吉祥寺住宅ローンセンター
武蔵野市吉祥寺本町１-８-１０
あさひ銀行吉祥寺支店内４F
０４２２（２３）３５５１

田無住宅ローンセンター
田無市本町４-１-２
あさひ銀行田無支店内１F
０４２４（６６）１８８１

ひばりヶ丘住宅ローンセンター
田無市谷戸町３-２７-２０
あさひ銀行ひばりヶ丘支店内３F
０４２４（２５）５５１１

久米川住宅ローンセンター
東村山市栄町２-８-２０
あさひ銀行久米川支店内２F
０４２（３９８）５６８１

小平住宅ローンセンター
小平市学園東町１-３-１３
あさひ銀行小平支店内２F
０４２（３４１）２４４１

調布住宅ローンセンター
調布市小島町１-１２-６
０４２４（８６）７５１１

東府中住宅ローンセンター
府中市若松町１-３-４
あさひ銀行東府中支店内２F
０４２（３６４）１１９５

立川住宅ローンセンター
立川市柴崎町３-１０-１
あさひ銀行立川支店内２F
０４２（５２２）９１２１

八王子住宅ローンセンター
八王子市横山町１９-１
あさひ銀行八王子支店内３F
０４２６（４２）２２８１

昭島住宅ローンセンター
昭島市昭和町５-４-１５
あさひ銀行昭島支店内２F
０４２（５４４）９７２１

河辺住宅ローンセンター
青梅市河辺町１０-２-９
あさひ銀行河辺支店内２F
０４２８（２１）６４９１

町田住宅ローンセンター
町田市中町１-２-２
あさひ銀行町田支店となり森町ビル内３F
０４２（７２１）６７５１

南浦和住宅ローンセンター
浦和市南浦和２-３６-１５
あさひ銀行南浦和支店内３F
０４８（８８５）４８０１

浦和住宅展示場ローン相談コーナー
浦和市前池１-１６
浦和住宅展示場内
０４８（８８７）１５４６
※土・日のみ営業

武蔵浦和住宅ローンセンター
浦和市沼影１-１０-１
あさひ銀行武蔵浦和支店内２F
０４８（８６１）０９３１

与野住宅ローンセンター
与野市下落合１０３９
あさひ銀行与野支店内２F
０４８（８３２）９９４５

大宮住宅ローンセンター
大宮市大門町３-７２
あさひ銀行大宮支店内３F
０４８（６４８）４４８２

大宮西住宅ローンセンター
大宮市桜木町２-３１５
あさひ銀行大宮西支店内３F
０４８（６４８）９２７０

川口住宅ローンセンター
川口市栄町３-７-１
あさひ銀行川口支店内２F
０４８（２５９）１４１１

川口駅東口住宅ローンセンター
川口市栄町３-５-１
川口そごう１F
０４８（２５１）５４９２

蕨東住宅ローンセンター
蕨市塚越１-１-１７
あさひ銀行蕨東支店内２F
０４８（４４２）５５４１

新座住宅ローンセンター
新座市東北２-３６-２７
あさひ銀行新座支店内２F
０４８（４７２）３３３５

上尾西口住宅ローンセンター
上尾市谷津２-１-５０-４
あさひ銀行上尾西口支店内３F
０４８（７７６）１７００

草加住宅ローンセンター
草加市高砂２-２１-１１
あさひ銀行草加支店内２F
０４８９（２２）４５６１

三郷住宅ローンセンター
三郷市三郷１-４-４
あさひ銀行三郷支店内３F
０４８９（５３）１４６３

南越谷住宅ローンセンター
越谷市南越谷１-１７-２
あさひ銀行南越谷支店内２F
０４８９（８８）８８３１

せんげん台住宅ローンセンター
越谷市千間台西１-５-１７
あさひ銀行せんげん台支店内２F
０４８９（７８）９７１７

春日部西口住宅ローンセンター
春日部市中央１-５１-１
あさひ銀行春日部西口支店内２F
０４８（７３８）３３１５

岩槻住宅ローンセンター
岩槻市本町３-１１-１６
あさひ銀行岩槻支店内２F
０４８（７５８）１８３１

久喜住宅ローンセンター
久喜市中央２-１０-２５
あさひ銀行久喜支店内３F
０４８０（２４）３０５１

川越住宅ローンセンター
川越市新富町１-２０-２
あさひ銀行本川越支店内２F
０４９２（２３）８８７１

鶴瀬住宅ローンセンター
富士見市鶴馬２６０２-３
あさひ銀行鶴瀬支店内１F
０４９２（５５）２４３１

所沢住宅ローンセンター
所沢市御幸町１-１６
（所沢スカイライズタワー）
あさひ銀行所沢支店内３F
０４２（９３９）２４１１

入間住宅ローンセンター
入間市向陽台１-１６０-１２
あさひ銀行入間支店内２F
０４２（９６６）３５５１

狭山住宅ローンセンター
狭山市入間川１-５-１７
あさひ銀行狭山支店内３F
０４２（９５５）８８８１

東松山住宅ローンセンター
東松山市箭弓町３-４-３
あさひ銀行東松山支店内３F
０４９３（２５）４１８１

坂戸住宅ローンセンター
坂戸市日の出町１-２６
あさひ銀行坂戸支店内２F
０４９２（８１）９１４１

飯能住宅ローンセンター
飯能市八幡町３-６
あさひ銀行飯能支店内２F
０４２９（７４）６３８１

行田住宅ローンセンター
行田市行田５-１６
あさひ銀行行田支店内２F
０４８（５５５）３９１１

熊谷駅前住宅ローンセンター
熊谷市筑波２-４８-１
あさひ銀行熊谷駅前支店内３F
０４８（５２７）５４３１

横浜住宅ローンセンター
横浜市中区常盤町４-５４
あさひ銀行横浜支店内３F
０４５（６６１）１１２１

横浜西口住宅ローンセンター
横浜市西区北幸１-１１-７
あさひ銀行横浜西口支店内２F
０４５（３２２）８２７１

鶴見住宅ローンセンター
横浜市鶴見区鶴見中央４-２７-１
あさひ銀行鶴見支店内３F
０４５（５０６）４５３１

上大岡住宅ローンセンター
横浜市港南区上大岡西１-１４-７
あさひ銀行上大岡支店内２F
０４５（８４８）３６０１

東戸塚住宅ローンセンター
横浜市戸塚区品濃町５４８-１２
NS-２ビル３F
０４５（８２７）１７３１

三ツ境住宅ローンセンター
横浜市瀬谷区三ツ境１０５-１
あさひ銀行三ツ境支店内１F
０４５（３６２）５４６１

綱島住宅ローンセンター
横浜市港北区綱島西１-７-４
あさひ銀行綱島支店内２F
０４５（５４３）７３０３

新横浜住宅ローンセンター
横浜市港北区新横浜３-８-１２
あさひ銀行新横浜支店内３F
０４５（４７５）２９８１

たまプラーザ住宅ローンセンター
横浜市青葉区美しが丘１-９-１７
あさひ銀行たまプラーザ支店内２F
０４５（９０４）０９９１

新百合ヶ丘住宅ローンセンター
川崎市麻生区上麻生１-５-１
あさひ銀行新百合ヶ丘支店内２F
０４４（９５４）５２９１

横須賀住宅ローンセンター
横須賀市若松町３-１４-８
あさひ銀行横須賀支店内３F
０４６８（２２）７９７７

大船住宅ローンセンター
鎌倉市大船１-２３-１
あさひ銀行大船支店内２F
０４６７（４７）１９０６

藤沢住宅ローンセンター
藤沢市藤沢５５５
あさひ銀行藤沢支店内２F
０４６６（２７）８７０７

鶴間住宅ローンセンター
大和市西鶴間１-３-５
あさひ銀行鶴間支店内２F
０４６（２７４）９７５１

相模大野住宅ローンセンター
相模原市相模大野３-２-１４
あさひ銀行相模大野支店内２F
０４２（７４０）９０４１

橋本住宅ローンセンター
相模原市橋本３-３０-３
あさひ銀行橋本支店内１F
０４２（７７９）０１７７

海老名住宅ローンセンター
海老名市中央１-４-１
あさひ銀行海老名支店内２F
０４６（２３４）４８７１

津田沼住宅ローンセンター
習志野市津田沼１-２-１
あさひ銀行津田沼支店内３F
０４７（４７８）０１９１

市川住宅ローンセンター
市川市八幡２-６-１３
あさひ銀行市川市店内２F
０４７（３３２）１３４１

柏住宅ローンセンター
柏市旭町１-２-１
あさひ銀行柏駅西口出張所となり
０４７１（４１）９８７１

名古屋住宅ローンセンター
名古屋市中区錦２-１５-２２
あさひ銀行名古屋支店内１F
０５２（２０１）８５８８

大阪住宅ローンセンター
大阪市中央区伏見町３-１-６
あさひ銀行大阪営業部内１F
０６（６２２２）３６６６

難波住宅ローンセンター
大阪市中央区難波４-４-４
あさひ銀行難波支店内２F
０６（６６４９）８０３０

住吉住宅ローンセンター
大阪市住吉区長峡町２-７
あさひ銀行住吉支店内２F
０６（６６７４）０２８１

豊中服部住宅ローンセンター
豊中市服部本町１-７-１
あさひ銀行豊中服部支店内２F
０６（６８６２）３９６１

守口住宅ローンセンター
守口市春日町１３-３２
あさひ銀行守口支店内２F
０６（６９９３）６４８８

東大阪住宅ローンセンター
東大阪市小阪本町１-４-３
あさひ銀行小阪支店内２F
０６（６７２２）９５３６

神戸住宅ローンセンター
神戸市中央区三宮町１-２-１
あさひ銀行神戸支店内２F
０７８（３３１）０９１３

伊丹住宅ローンセンター
伊丹市西台１-４-５
あさひ銀行伊丹支店内２F
０７２７（７２）３５３１

橿原住宅ローンセンター
橿原市内膳町５-２-２９
あさひ銀行橿原支店内２F
０７４４（２９）８４９１

奈良県

兵庫県

大阪府

愛知県

千葉県

神奈川県

埼玉県

東京都
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（平成１２年３ 月 末 現在）●国内拠点数一覧

拠点数
店舗外A TM

拠点数
代理店有人出張所本支店

構成比 （％）合計構成比 （％）小計
１８.７
９.４

１７９
９０

９６
５９

 ２３.０
８.６

８３
３１

０
０

４
３

７９
２８

　２３区内
　多摩

首都圏

２８.１２６９１５５３１.６１１４０７１０７東京都計
４４.５
１０.８
１.９

４２７
１０４
１８

２９９
６８
１０

３５.５
１０.０
２.２

１２８
３６
８

２
０
０

１４
４
０

１１２
３２
８

埼玉県
神奈川県
千葉県

８５.３８１８５３２７９.２２８６２２５２５９首都圏計
５.９
１.１
１.１

５７
１１
１１

３１
６
４

７.２
１.４
１.９

２６
５
７

０
０
０

１
３
０

２５
２
７

大阪府
京都府
兵庫県

近畿圏

８.２７９４１１０.５３８０４３４近畿圏計
２.１２０６３.９１４００１４愛知県
４.４４２１９６.４２３０１２２その他地区

１００.０９５９５９８１００.０３６１２３０３２９合計

国内拠点（本支店、出張所・特別出張所、代理店、店舗外ATM、合計９５９拠点）

海外拠点（海外支店９、駐在員事務所８、出張所１、現地法人２） （平成１２年３月末現在）

●海外拠点の地域別内訳

１２年３月期１１年３月期１０年３月期
７
１
７
３

７
１
１１
３

７
１
１１
３

支　　店
出　張　所
駐在員事務所
現地法人

アジア ･ パシフィック

１
１
４

１
１
４

１
１
４

支　　店
駐在員事務所
現地法人

欧州

１
２
２

４
１
２

４
２
２

支　　店
駐在員事務所
現地法人

米州

９
１
１０
９

１２
１
１３
９

１２
１
１４
９

支　　店
出　張　所
駐在員事務所
現地法人

合計

年　月
メキシコ駐在員事務所廃止

青島駐在員事務所廃止
福州駐在員事務所廃止
ホーチミン駐在員事務所廃止
ヤンゴン駐在員事務所廃止

ロスアンゼルス支店廃止
ロスアンゼルス駐在員事務所開設
シカゴ支店廃止
ケイマン支店廃止
スイスあさひ銀行解散
フランフルト駐在員事務所廃止
ボンベイ駐在員事務所廃止

平成１０年 ６月

平成１１年 ６月

平成１１年７月
平成１１年 ９月

平成１２年２月
平成１１年 ３月

平成１１年 ５月
平成１１年 ６月

●海外拠点の動き （平成１２年６月末現在）

　　　　　　ロンドン支店�
�

北京駐在員事務所�

ソウル支店�

�
香港支店�

�
�

バンコック駐在員事務所�
�

�

�

マニラ駐在員事務所�

上海支店�
�

台北駐在員事務所�
�

 　グアム支店�
�

ジャカルタ駐在員事務所�
ラブアン支店�

ラブアン支店クアラルンプール出張所�
クアラルンプール駐在員事務所�

シンガポール支店�
�

ロスアンゼルス駐在員事務所�
�

 　�
あさひファイナンス（ケイマン）�

ニューヨーク支店�

サンパウロ駐在員事務所�

米 州�

アジア・パシフィック�

欧 州�

 　　　　シドニー支店�
�

加州あさひ銀行�

�

※廃止・清算手続中の拠点は記載しておりません。

●海外拠点の地域別内訳
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預入金額期間特色 預金名

1円以上出し入れ自由小切手 ･手形をご利用いただくための口座です 。サインひとつで、気軽にご利用でき
るパーソナルチェック（個人専用）もあります 。 

当座預金

1円以上出し入れ自由国内全店で出し入れが自由にでき 、 公共料金の自動引き落としや年金 、給与のお受
取口座としてご利用できます 。キャッシュカードも併せてご利用ください。

普通預金

（あさひツーウェイカード）
個人の方を対象とした、普通預金のキャッシュカードとあさひカード㈱のクレジット
カードが１枚になったカードです 。デビットカード機能もついており、たいへん便利です 。
クレジットカードのブランドはVISA、UC、JCBからお選びいただけます 。

1円以上出し入れ自由『あさひ貯蓄預金スーパー』は１カ月複利で 残高１０万円以上から、残高がふえればふ
えるほど自動的に７段階の金利を適用する預金です 。　
国内全店で随時出し入れが自由にでき、キャッシュカードでのご利用も可能です 。 
普通預金と貯蓄預金との間で自動的に預け替えを行う『くらしのスウィングサービス』
も併せてご利用ください。

貯蓄預金

５万円以上１週間以上まとまった資金の運用に便利です 。 お引き出しの２日前までにご通知ください。通知預金

１円以上引き出しは、 納税時納税資金を準備することを目的とした預金です 。 利息は、 原則非課税となります 。納税準備預金

１円以上

　スーパー定期 ３００
　は３００万円以上

１カ月～５年市場金利を反映した 、 安全で有利な定期預金です 。 個人のお客さまについては、 期間 ３ 
年以上 ５ 年以下の場合は、半年複利で運用し 、据置期間１年経過後は一部解約のできる
『自由さプラス』、 期間１年以上お預入金額３００万円以上の場合は、利息を分割し て受
け取ることができ る『お利息 Q（ク イ ックリー）』がご利用できます 。

自由金利型定期預金（M型）
　スーパー定期 
　スーパー定期 ３００

定 
期 
預 
金

１,０００万円以上１カ月～５年１,０００万円以上のまとまった資金の運用に適し た、確定利回り定期預金です 。個人の
お客さまについては、期間１年以上 ５ 年以下の場合は、利息を分割し て受け取ること
ができる『お利息 Q （クイックリー） 』がご利用できます 。 

自由金利型
定期預金

１００円以上
３００万円未満

最長３年預入日から１年経過後であれば、 １カ月以上前の連絡により、希望日に解約す ること
ができます 。個人のお客さま専用の定期預金です 。　

期日指定
定期預金

１円以上
１,０００万円未満

最長５年預入日から６カ月経過すれば、いつでもお引き出しでき、預入期間に応じて最長５年ま
で金利が６段階にわたってステップアップする個人のお客さま専用の定期預金です 。　

満期選択型
定期預金

１円以上１年、２年、３年預入期間の途中で 、市場金利の動向に合わせて ６カ月 ごとに金利を変更する定期預金です 。 変動金利定期預金

一般型・目標型：
１００円以上
受取指定型：
１円以上
自動振替は

  １回５,０００円以上

一般型・受取指定型：
期間設定の必要はあり
ません。
目標型：６カ月～２０年

口座から自動振替もご利用でき、毎月計画的にまとまった資金を無理なく、着実にた
めることができます 。 
お預け入れされた積立を１年ごとに払い戻し、定期預金を作成のうえ、定期口座に
入金する「受取指定型」 、満期日を定めず積立を継続する「一般型」 、満期日を定め
て積立する「目標型」があります 。　　

積立式定期預金

毎月１００円以上お勤め先の財形制度をご利用し、給与やボーナスから一定額を天引方式で積み立て
る預金で 、 積立の目的に合わせて３種類からお選びいただけます 。

財形預金

３年以上積立の目的を特に定めず 、何にでもお使いいただける財形預金です 。運用する定期
預金の種類により「期日指定コース」と「５年定期コース」の２コースがあります 。　

一般財形預金

５年以上住宅の新築・リフォームなどを目的とする財形預金で、財形年金預金と合わせて５５０
万円までの利息が非課税となります 。運用する定期預金の種類により「期日指定コー
ス」と「５年定期コース」の２コースがあります 。　

財形住宅預金

老後の年金受け取りを目的とする財形預金で、財形住宅預金と合わせて５５０万円ま
での利息が非課税となります。

財形年金預金

種類により異なります 。　米ドル、ドイツマルク 、スイスフランなど 、主要外国通貨による預金を取り扱っ ていま
す 。 金利は預入時期、通貨、期間などにより異なります 。　

外貨預金

１通貨単位以上出し入れ自由外貨で随時出し入れできます 。　当座・普通

１００通貨単位以上お預かり日に設定満期日以後にお引き出しできます 。　　　一般

１０万米ドル相当額以上お預入前に為替予約を締結。大口資金運用に適します 。　　　先物為替予約付

１００米ドル以上１カ月、３カ月、６カ月、
１年

個人の方を対象とした外貨定期預金商品で、お預入金額に応じて、優遇金利が適用さ
れます 。

　　　金利優遇型
　　　　　　　　　米ドル定期預金
　　　　　　　　　「アイドル」

）（

 （平成１２年６月末現在）●主な預金
預入金額期間特色商品名

『あさひリテール口座』は 、家計簿がわりにご利用できる『 くらしの通帳』（普通預金と貯蓄預金をセット）と 、大切な資産をしっかり
蓄え、有利に運用する『ゆとりの通帳』（定期預金と積立式定期預金をセット）の２冊からなる個人のお客さま向けの新しいタイプ
の口座です 。 ２冊をセットでご利用になれば総合口座としてもご利用できたいへん便利です 。 また『ゆとりの通帳』には国債など公
共債をセットできるタ イプもあります 。　

あさひリテー ル口座 

普通預金に、定期預金および国債など公共債を担保とする当座貸越機能を組み込んだ総合口座は、「ためる」「使う」「借りる」の３
つの機能をもった便利な口座です 。　

総合口座

１００円以上

　スーパー定期 ３００
　 は３００万円以上

スーパー定期
スーパー定期 ３００
１カ月 、３カ月 、６カ月 、
１年、２年、３年、４年、５年

定　
期　
預　
金　
担　
保

貸越限度額は以下のとおりです 。 
●定期預金担保 …………………………………………………………………… 預金合計の９０％

 （最高２００万円）
●国債など公共債担保  （最高２００万円）
　　長期国債、中期国債、政府保証債、地方債  ……………………………  額面の８０％
　　割引国債 …………………………………………………………………  額面の６０％

※定期預金担保と国債など公共債担保を合わせて最高で４００万円までお借り入れがで
　きます 。　

１,０００万円以上自由金利型定期預金
１カ月、３カ月、６カ月、
１年、２年、３年、４年、５年

１００円以上
１,０００万円未満

満期選択型定期預金　　最長５年
（据置期間６カ月）

１００円以上変動金利定期預金
１年、２年、３年

１００円以上
３００万円未満

期日指定定期預金
最長３年
（据置期間１年）

積立式定期預金「一般型」にお預け
入れの定期預金　

種類により異なります 。国債など公共債担保

�
�
�

（ ） （ ）

（ ）

定　

期

商品・サービスのご案内
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（平成１２年６月末現在）●投資信託（２４商品）
商品概要商品名運用会社

好利回りの公社債を中心に運用し、安定した収益の確保を
めざします 。

あさひ東京MMF（マネー・マネージメント・ファンド）あさひ東京投信

主に米国の高格付けの多種多様な債券を中心に分散投資
し、安定した収益の確保をめざします 。

あさひ東京・米国短期債オープン

日経平均株価に連動する投資成果をめざします 。あさひ東京・日経２２５オープン

日本の「トップワン企業」「オンリーワン企業」等の株式に
投資し、TOPIXを上回る運用成果をめざします 。

あさひ東京・アクティブジャパン

国内株式を主要投資対象とし、「バリュー（割安株）」と「グ
ロース（成長株）」の２つの観点から銘柄を選定し、中長期
的に安定したパフォーマンスの獲得をめざします 。

あさひ東京・バリュー&グロース

内外の公社債および短期金融資産を中心に運用し、安定
した収益の確保をめざします 。

S-FUND
〔愛称：マネーシャトル〕

東海投信投資顧問

世界の高格付け債券に分散投資し、 収益の向上とリスクの
低減を追求します 。

宝島グローバル・ボンド
（あさひ ／ゴールドマン・サックス・グローバル・ボンド・ファンド）

ゴールドマン・サックス投信

高格付けの米ドル建て短期金融商品に投資し、 元本と流
動性を確保しつつ、 米ドルベースの最大限の収益の獲得
をめざします 。

ゴールドマン・サックス・米ドルMMF

インターネット利用が拡大すると収益の伸びが見込まれる
企業を中心に投資するファンド。主に米国の株式に投資。

netWINゴールドマン・サックス・インターネット戦略ファンド

主に日本およびその他のアジア・オセアニア諸国のテク
ノロジー関連企業の株式に投資するファンド。

techWINゴールドマン・サックス・テクノロジー戦略ファンド

長期的な成長をめざして運用し、 徹底した企業調査に基
づいた銘柄の選定に力を入れています 。

フィデリティ・バランス・ファンド
フィデリティ・USハイ・イールド・ファンド
フィデリティ・日本成長株・ファンド
フィデリティ・日本小型株・ファンド
フィデリティ・グローバル・ファンド
フィデリティ・欧州株・ファンド
フィデリティ・米国優良株・ファンド
フィデリティ・ジャパン・アグレッシブ・グロース
フィデリティ・セレクト・ファンド（テクノロジー）
フィデリティ・アジア株・ファンド

フィデリティ投信

内外の公社債を中心に運用し、 安定した運用の確保をめ
ざします 。

チャンス日興アセットマネジメント

日本の株式を主要投資対象とし、 中長期的な視点から
TOPIXを上回る投資成果の獲得をめざします 。

日興アクティブバリュー

日本の上場株式および店頭登録株式のなかから、 「環境問
題への対応に優れ、 成長が期待できる企業」等の株式に投
資を行い、TOPIXを上回る収益獲得を目標とします 。

日興エコファンド

日本の株式を主要投資対象とし、 TOPIXを長期的に上回
ることをめざして運用を行います 。

DL日本株式オープン
〔愛称：技あり一本（るいとう）〕

第一ライフ投信投資顧問
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 （平成 １２年 ４ 月 ３ 日現在）●主な個人向けローン
担保年利率融資期間融資金額特色ローン名

不動産変動　２.３７５％
固定　４.３８０％

変動金利
１年～３５年 
固定金利 
１年～２５年 

変動金利
５,０００万円以内
固定金利
３,０００万円以内

住宅、マンション 、宅地などの購入、住宅の建て替え ・増改築
などにご利用できます 。変動金利の場合 、お客さまの生活設
計に合わせ、ご返済方法は次の２通りから選べ ます 。　
①住宅ローン方式 
　金利の見直しを年２回行いますが、 ご返済額は５年間一定
　の方式。
②ご返済安定プラン
　金利の見直しを年２回行いますが、 ご返済額は最長２０年間
　一定の方式。
変動金利型には 、親子二世代にわたっ てご返済のできる親子
二世代型もあります 。　　

あさひ住宅ローン

不動産特約期間
   ３年　 ２.１５０％
   ５年　 ２.７００％
１０年　 ３.５００％

３年～３５年５,０００万円以内住宅・マンション・宅地などの購入、住宅の建て替え・増改築
などにご利用できます 。 固定金利特約期間は３年、５年、１０年
の３種類から選べ ます 。　
固定金利特約期間後は再度特約期間を選べ ます 。 また、変動
金利とすることもできます 。

あさひ固定金利特約付
住宅ローン

不動産住宅資金
変動　 ２.３７５％
消費性資金
変動　 ２.３７５％

住宅資金 
１年～３５年 
消費性資金 
１年～１０年 

５,０００万円以内お住まいを担保に極度額を設定し 、住宅用資金、くらしの資金
にご活用できます 。　

あさひ住宅活用ローン

不動産変動　 ２.３７５％
特約期間
   ３ 年　２.１５０％
   ５ 年　 ２.７００％
１０ 年　 ３.５００％

１年～３２年
ただし、現在お
借入住宅ロー
ンの残存期間
の範囲内

５,０００万円以内現在お借入中の住宅ローンのお借り換え資金とし て 、担保と
なるご自宅の現在の査定額に最大１,０００万円を上乗せした金
額を上限にご利用できます 。

あさひ借換えローン

不動産変動　 ２.３７５％
特約期間
   ３ 年    ２.１５０％
   ５ 年　 ２.７００％
１０ 年　 ３.５００％

１年～３５年５,０００万円以内あさひ住宅ローン、あさひ固定金利特約付住宅ローン、あさ
ひ借換えローンなど住宅関連のローンに所得補償保険を付
保した住宅ローンです 。　
ケ ガ や 病気で就業不能となった場合、保険金が支払われます
ので「 万 一の 際の備え」になります 。 

所得補償保険付住宅
ローン

不動産変動　 ２.３７５％
特約期間
   ３ 年　２.１５０％
   ５ 年　 ２.７００％
１０年　３.５００％

１年～３５年不動産会社と
の提携内容に
よって異なり
ます 。

ご自宅の買い替えをされる方で、 現在のご自宅売却可能額
がお借入中の住宅ローン残高を下回っている方に、新たにご
購入されるご自宅の査定額に、 最大１,０００万円上乗せした金
額を上限にご利用できます 。 現在、 不動産会社との提携ロー
ンとしてのお取り扱いに限らせていただいています 。

あさひ住みかえローン

不動産
無担保

有担保
変動　 ２.３７５％
特約期間
   ３ 年　２.１５０％
   ５ 年　２.７００％
１０年　３.５００％
無担保
変動　 ４.３７５％
固定　 ６.３８０％

有担保
１年～３５年
無担保
１年～１０年

有担保
５,０００万円以内
無担保
５００万円以内

ご自宅のリフォーム資金にご利用できます 。当行とのお取引
状況や、バリアフリー対応のリフォーム工事にご利用される
方には最大０.３％の金利優遇制度があります 。

あさひ
リフォームローン

不動産変動　 ２.３７５％
特約期間
   ３ 年　 ２.１５０％
   ５ 年　 ２.７００％
１０年　 ３.５００％

１年～３５年５,０００万円以内ご自宅の建て替えをされる方で、 現在お借り入れの住宅ロー
ン残高と建て替えされるお借入金額の合計が、 ご自宅の査
定額を上回る方に、ご自宅の査定額から現在お借入中の住宅
ローン残高を差し引いた金額に最大１,０００万円を上乗せした
金額を上限にご利用できます 。

あさひ建てかえローン

不動産
有価証券
無担保 

有担保
変動　 ２.３７５％
無担保
変動　 ８.０７５％

１年～１０年有担保
３,０００万円以内
無担保
３００万円以内

結婚、家具、旅行・レジャー、リフォーム、ゴルフ会員権購入など
のライフステージに合わせた 、 さまざまな資金にご利用でき
ます 。

あさひくらしのローン

不動産
有価証券
無担保 

有担保
変動　 ３.０％
無担保
変動　 ８.１２５％
 １０ 万円型は別
途３％の保証料
が必要 

有担保
５００万円以内
無担保
１００万円以内
   １０万円型
   ３０万円型
   ５０万円型
  １００万円型

いざという時のお借り入れや自動融資によるお支払いのバッ
クアップにご利用できます 。  お取引状況により金利優遇サー
ビスの適用、ご融資限度額のアップもあります 。

あさひカードローン

不動産※
変動  　 ２.３７５％

１年～３０年３億円以内アパート・賃貸マンションなど賃貸住宅の取得、新築、増改築、
補修資金にご利用できます 。 

あさひアパート・
マンションローン

不動産特約期間
　３年　 ※２.２０％
　５年　 ※２.７０％
 １０年　 ※３.５０％

３年～３０年３億円以内アパート・賃貸マンションなど賃貸住宅の取得、新築、増改築、
補修資金にご利用できます 。  
固定金利特約期間は３年、５年、１０年の３種類から選べます 。
固定金利特約期間後は再度特約期間を選べます 。 また、 変動
金利とすることもできます 。 

あさひ固定金利特約付
アパート・マンション
ローン

不動産変動※１.８７５％
特約期間
　３年　 ※１.９０％
　５年　 ※２.４０％
 １０年　 ※３.２０％

１年～３０年
ただし、市区町
村等地方自治
体との賃貸借
契約期間内

３億円以内「痴呆性高齢者グループホーム」を新築・増改築され、市区町
村等地方自治体へ一括賃貸される方がご利用できます 。　

あさひグループホーム
ローン

不動産
有価証券
無担保 

有担保
変動　 ２.３７５％
無担保
変動　３.８７５％
固定　 ６.１７５％

有担保 
１年～１０年
無担保
変動１年～９年
固定１年～５年

有担保
３,０００万円以内
無担保
３００万円以内

入学金、授業料など教育資金の支払いにご利用できます 。　
最長４年間の元金据置期間が設定できます 。 無担保変動金利
型は 、お取引状況により最大０.２％の金利優遇サービスがあり
ます 。　

あさひ教育ローン
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 （平成１２年６月末現在）●中小企業向けローン
担保・保証など返済方法年利率融資期間融資金額使いみちローン名

①信用保証協会の保証
②有担保
　 ● 預金
　 ● 有価証券
　 ● 不動産
③無担保

①期日一括返済 
　２年もの
②分割返済
　２、３、５、７、１０年もの

スワップレー ト ＋  ス プレ ッ ド
（利鞘）

２、３、５、７、１０年１,０００万円以上 
１億円未満

取扱単位 １００万円

事業資金国内円長期
固定金利貸出金
セーフテ ィプラン
（固定型）

①信用保証協会の保証
②有担保
　 ● 預金
　 ● 有価証券
　 ● 不動産
③無担保

①期日一括返済 
　２年もの
②分割返済
　３、５年もの

３カ月TIBOR（＊）
  ＋  キャ ップ料  ＋  スプ レッ ド

（＊東京銀行間取引金利）

２、３、５年１,０００万円以上 

取扱単位 １００万円

事業資金上限金利付
国内円貨貸出金
セーフテ ィプラン
（上限型）

信用保証協会の保証
（不動産、有価証券）

①定例返済 
　毎月所定の日に残高に応
　じた一定額を 、自動支払い
　により返済
②随時返済

当行所定の長期変動貸出
基準金利 （１年超３年以内）
＋０.７％

原則として２年
  再審査により
自動更新

無担保 
５００万円以内

有担保
１,０００万円以内

事業資金あさひ事業 
カードローン※
　信用保証協会
　 保証付

預金
有価証券
不動産 

定例返済
　毎月所定の日に残高に応
　じた一定額を 、自動支払い
　により返済

当行所定の長期変動貸出
基準金利 （１年超３年以内）
＋０.９％

１年 
再審査により
自動更新

２,０００万円以内 事業資金あさひ事業 
カードローン※
（一般）

（注）※ただし、 原則とし て『あさひリテールパック 』とし てお取り扱いします 。 

〔 〕

〔 〕

（ ） （ ）

（ ）

担保年利率融資期間融資金額特色ローン名

不動産
有価証券
無担保 

有担保
変動　 ２.３７５％
無担保
固定　 ７.８７５％

有担保 
１年～１０年 
無担保 
１年～５年

有担保 
1,０００万円以内
無担保
３００万円以内

自動車購入資金にご利用できます 。　 あさひマイカーローン

有担保固定　２.１７５％６カ月以内公的融資貸出
予定額以内

住宅金融公庫など、公的住宅融資の借り入れを受けるまでの
つなぎ融資にご利用できます 。

あさひ公的融資
つなぎローン

無担保固定　１４.０％
別途 ３ ％の
保証料が必要

１０万円バンクPOSの決済資金の支払いにご利用できます 。あさひPOSローン

（注） ※団体信用生命保険付保の場合、適用金利は表記の金利より０.３％高くなります 。 
　　１. 消費者ローンのご利用にあたっては、資金使途に応じた商品をお選びいただき、無理のない返済にご留意ください。 
　　２. 変動金利でのお借り入れの場合、４月１日および１０月１日現在の当行所定の長期変動貸出基準金利（新長期プライムレート）を基準として、年２回見
　　　直しを行います 。また、長期変動貸出基準金利に連動して金利の見直しを行う商品もあります 。

（平成１２年６月末現在）●主な資金証券業務
取扱金融商品業務の内容

国債、地方債（公募）、政府保証債新発債の引受引受業務

国債、地方債（公募）、政府保証債窓口販売募集の取扱業務

社債管理の受託受託業務

地方債募集の受託

CD、CPCD発行、CP引受、CD・CP現先取引などCD ・ CP に関す る業務

中期国債先物、長期国債先物、超長期国債先物、
長期国債先物オプション

債券先物取引などにかかわる委託注文の取次債券先物など 取次業務

日本円短期金利先物
日本円短期金利先物オプション

金融先物取引などにかかわる委託注文の取次金融先物取引など取次業務

国債、地方債、政府保証債、国債先物、国債先物オプション、
為替、円・外貨資金、金融先物、通貨・金利オプションなど

債券現物取引、債券先物取引、選択権付債券売買取引、債券先
物オプション取引、為替取引、資金取引、金融先物取引など

デ ィー リング業務など

●債券の種類
取扱単位利回り期間特色種類
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 （平成１２年６月末現在）●外国為替
内容サービス名

米ドル、英ポンド、スイスフラン、ドイツマルクなど主要通貨でご利用できます 。 利率はお預け 入れの時期、期間、通貨の種類な
どにより異なります。なお、為替差益・差損の発生、先物為替予約の締結など、円預金と異なる点があります 。 

外貨預金

外
国
為
替
サ
ー
ビ
ス

主要通貨にてお取り扱いしています。海外旅行や出張の際、安心してご利用できます 。 一部店舗では外貨宅配サービスのみの
取り扱いとなります 。

旅行小切手 
　トラベラーズ
　チェック両

替
主要外国通貨にてお取り扱いをしています 。 一部店舗では外貨宅配サービスのみの取り扱いとなります 。外貨現金

　
　　　
　経常的な送金については、 便利で
　簡単な海外送金サービスがご利用
　できます 。 

外貨の銀行小切手を作成して 、お客さまから受取人へ直接郵送していただく方法です 。 送金小切手   
 [ D ／ D]

海
外
送
金

海外の受取人の取引銀行へ郵便で送金します 。 普通送金      
[M ／ T ]

海外の受取人の取引銀行へ電信で送金します 。 電信送金　     
 [ T ／   T ]

海外からの送金の受け取りに当行のお取引口座をご指定いただくことにより 、ご利用できます 。 送金受取

パソコンで海外送金のお手続きが行えるサービスです 。 国内外貨建送金もご利用できます 。海外送金EB

信用状のご通知、輸出手形・小切手の取立、 買取などをお取り扱いし ています 。 輸出輸
出
入
取
引貿

易
・
金
融
サ
ー
ビ
ス

信用状の発行、輸入ユーザンスなどをお取り扱いし ています 。 輸入

資金使途にとくに制限のない外貨によるご融資です 。 外貨貸付
（インパクトローン）

輸出入決済などの先物為替予約のお取り扱いを行っています 。 先物為替予約

スワップ・オプションなどを使用して、お客さまのニーズにオーダーメードでお応えします 。 新しい金融商品

お客さまのパソコンで面倒な貿易書類の作成や期日・残高管理、コスト採算管理が簡単に行え、輸入信用状開設や海外送金など
の手続きができる外為EBサービスです 。

あさひ
トレードブレイン

ご希望により、主要通貨の外国為替市況情報をファクシミリを通じてご連絡しています 。 外為ファクシミリ
サービス

情
報
・
相
談
サ
ー
ビ
ス

外国為替相場の最新情報をお伝えします 。 お気軽にご利用ください。
電話　東京 （０３）３２１４‐１８２１  　大阪 （０６）６２２９‐１８３１

外為テレホン
サービス

お客さまのパソコンで外貨預金の残高や入出金明細が照会できます 。外貨預金残高入出金
明細照会サービス

海外投資・海外事業に必要な資金のご融資、プラント輸出などにかかわる各種金融および情報提供サービスを行っ ています 。
　

海外投資・
現地金融国

際
金
融
サ
ー
ビ
ス

海外主要資本市場での外債発行にかかわる各種業務・情報サービスを提供し ています 。外債発行支援

国内外の投資家の株式・債券投資などにかかわる証券保管業務をお取り扱いしています 。　証券保管業務
（カストデ ィー・サービス）

当行・海外拠点とお取引先海外現地法人との取引照会および送金依頼・輸入信用状の発行などの資金管理サービスを 提供す
る海外版EBサービスです。　　

あさひグローバルCMS
（資金管理サービス）

�
�
�

 ) (
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  （平成１２年６月末現在）
内容サービス名

お客さまのコンピュータと当行のコンピュータを通信回線で結び、お取引データなどを送受信します 。　コンピュータ伝送サービス

メ
デ
ィ
ア
商
品

お客さまのパソコンと当行のコンピュータを通信回線で結び、お取引データなどを送受信します 。　
全銀協の新しい通信手順に対応し、さらにご利用しやすくなっています 。　

パソコンサービス /
あさひPCピコ

磁気カードを利用したセキュリテ ィ強化型のEB専用機で 、総合振込、給与振込、リアルタイムの振込・振替や照会
などにご利用になれます 。　

ピコⅢ・スーパーピコⅢ
（EB専用端末機）

お客さまのパソコン、コンピュータと複数の取引銀行のコンピュータを通信回線で結び、一括してお取引データ
などを送受信します 。　

共同CMS

ファクシミリを利用して 、 お取引データなどの連絡やご照会にお答えします 。　
OCR形式の振込依頼書を使ってファクシミリから総合振込、給与振込のデータを送信いただきます 。 　

ファクシミリサービス
（連絡・照会）
（データ伝送）

銀行取引機能 ICカードを搭載した簡易端末機で 、 ANSERを利用したリアルタイ ムの振込・振替や残高照会など
の機能がご利用になれます 。　

テレライン・EB Kids

お客さまの電話機と当行のコンピュータを接続し て 、 振込入金の連絡・照会や当行本支店間のリアルタイ ムの資
金移動を行うサービスです 。　

テレホンサービス
（連絡・照会）
（振込・振替）

小売業のお客さまの店舗に端末を設置して 、 キャッシュカードでお買物ができるようにするキャッシュレス時代
のサービスです 。　

バンクPOSサービス

ご自宅のパソコンから残高照会や振込ができるホームバンキングサービスです 。あさひパーソナルバンク

パソコン・EB専用機・多機能電話機などを利用し てお客さまの支社・営業所口座の資金管理と本社口座への資
金集中を簡単に行います 。　

マルチバンク資金集中サービス
（マネー特急便）
（マネー特急便Jr）
（マネー特急便ミニ）

機　

能　

商　

品

提携金融機関網を利用して、各種会費・売掛金などの代金を相手方の口座から自動振替で回収します 。　あさひネット
（回収代行サービス）

売掛金の自動消し込みを簡単に行うパソコンサービスのオプションソフトです 。　売掛金消し込みサービス
 『消込パック』

小規模の事業所にも設置できるよう、小型化した現金自動支払機です 。　企業内CD 
『シンプル』

振込による売上金の回収や会費などの回収が多いお客さまに、専用振込カードを一括発行します 。 顧客コード付
きで振込データを受け取れ、 入金消し込み作業が大幅に省力化できます 。　

あさひクイック振込カード

キャッシュカードの裏面を写真付社員証としてご利用でき、出退勤管理システムなどにも応用できます 。 あさひスーパー IDカード

お客さまのパソコンと当行のコンピュータを通信回線で結び、 社員の皆さまへの経費支払い・精算をデータ伝
送で行います。

社内キャッシュレスサービス

給与計算機能とパソコンサービスの給与振込機能を一体化したパッケージソフトで、給与計算を自動処理すると
ともに、給与振込データの送信まで可能にした商品です 。 

給与振込自動計算サービス
（給太郎）

住民税納付をデータ伝送で受け付け、 納付書の作成、納付を当行が代行します 。 住民税納入サービス

売掛金管理を容易にするために、当行のコンピュータで振込入金データに売掛先コードを自動的に付加します 。 売掛金自動管理サービス

公共料金など自動引き落とし予定額を事前にお知らせします 。 パソコンで部門別、科目別に自動仕分けを行い、公
共料金の管理を効率化します 。

公共料金事前通知サービス

パソコンサービス・コンピュータ伝送サービスを利用し て海外への送金依頼を受け付けます 。 海外送金サービス

取立手形の受託明細や残高明細、期日別残高などを連絡し、受取手形の管理事務をお手伝いします 。 取立手形自動管理サービス

給与・賞与を、あらかじめ登録された２つの口座に自動的に振り分けて振り込みます 。 給振２口座サービス

社内預金の原資を銀行預金に移し替えることなく、 支払・計算事務を当行と当行関連会社のあさひ銀総合システ
ムが代行します 。 

社内預金システム

手形支払いに替え、支払期日に仕入先の指定口座へ仕入代金を振込入金します。また、仕入先が希望すれば売掛
債権を担保にした融資が可能です 。 

一括支払システム

集金ご担当者ごとに入金専用カード・通帳を発行し、 A TMにより直接会社の口座へ入金します 。 営業所の現金整
理がなくなり効率化が実現できます 。 

クイック入金サービス

お客さまのパソコンで面倒な貿易書類の作成や期日・残高管理、コスト採算管理が簡単に行え、輸入信用状開設や
海外送金などの手続きができる外為EBサービスです 。

あさひ
トレードブレイン

本社のパソコンにより、当行海外拠点にある本社口座あるいは海外現法の口座を照会したり、当行海外拠点に対
して送金の依頼が可能なEBサービスです 。 海外現法独自でもご利用いただけます 。

あさひグローバルCMS

振込入金専用支店に開設した振込専用口座を利用し、振込依頼人を口座番号で特定することにより、振込による
売掛金回収が多いお客さまの入金消込業務をお手伝いするサービスです 。

消込革命

●エレクトロニック・バンキング
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●主な資金証券業務
取扱金融商品業務の内容

（平成１２年６月末現在）●債券の種類
取扱単位利回り期間特色種類

５万円単位

銘柄により
異なります 。

２０年・３０年

マル優、マル特が使えます 。　
（保護預かりにすることが必要です ）

期間２０年および３０年の確定利付債券です 。超長期国債

国　

債

６年・１０年 期間６年および１０年の確定利付債券です 。長期利付国債

２年・４年・５年期間２～５年の確定利付債券です 。　中期利付国債

５年税金は一律１８％の源泉分離課税のみです 。　割引国債

１千万円単位
 

３カ 月、６カ月
１年

税金は一律１８％の源泉徴収課税のみです 。 
（お取り扱いは上場会社、またはそれに準ずる法人に限ります ） 

割引短期国債

６０日程度税金は一律１８％の源泉徴収課税のみです 。　
（お取り扱いは上場会社、またはそれに準ずる法人に限ります ） 

政府短期証券

政府保証債
１０万円単位

地方債
１万円単位

１０年
５年（地方債のみ）

 期間１０年および５年（地方債のみ）の確定利付債券です 。 マル優が使えます 。
なお、 公募地方債はマル優のほかマル特もご利用できます 。　

政府保証債
地方債

（注）マル優、マル特のご利用は、満６５歳以上の方など 、 少額貯蓄非課税制度および少額公債非課税制度のご利用資格がある個人の方に限られます 。　
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 （平成１２年６月末現在）●主なサービスと手数料
手数料内容サービス名

お取引内容をポイントに換算し、そのポイント数・お取引項目によるステージごとにさまざまな特典をご提供します。ポイントバンク

１契約月額３１５円（ポイントバンクによる無料優遇もあります 。）ご自宅やお勤め先の電話を使って、残高 ・ 入出金明細
のご照会、お振込 ・ 振替などの資金移動、商品のご案
内、各種情報提供 ・ 相談を受けられるサービスです 。

テレフォンバンキング
サービス

提携金融機関
のカードを
ご利用の場合

三和銀行・東海銀行
のカードを
ご利用の場合

当行のカードを
ご利用の場合

カード１枚でATMなどの自動機による現金のご入金、
お引き出し、お振込をご利用できます 。 なお、土曜日、
日曜日および祝日は現金のお引き出しとお振込の予
約がご利用できます 。　
※郵便貯金のカードをご利用の場合は、郵便貯金所定  
 の手数料がかかります 。
　

キャッシュサービス

平　日　　８：００～    ８：４５　２１０円
平　日　　８：４５～ １８：００　１０５円
平　日 １８：００～２１ ：００　２１０円
土　曜　　９：００～ １４：００　１０５円
土　 曜 １４：００～ １７：００　２１０円
日曜・祝日　 　 ９：００～ １７：００　２１０円

平　日　　８：００～    ８：４５　１０５円
平　日　　８：４５～ １８：００　　 無料
平　日 １８：００～２１ ：００　１０５円
土　曜　　９：００～ １４：００　　 無料
土　 曜 １４：００～ １７：００　１０５円
日曜・祝日　 　 ９：００～ １７：００　１０５円

平　日　　７：００～    ８：４５　１０５円
平　日　　８：４５～ １８：００　　 無料
平　日 １８：００～２３ ：００　１０５円
土　曜　　７：００～　９：００　１０５円
土　 曜　　９：００～ １４：００　　 無料
土　 曜 １４：００～ １９：００　１０５円
日曜・祝日　 　 ７：００～ １９：００　１０５円

キャッシュカードを利用して、買物代金等の決済が行える新しいキャッシュレス決済サービス。手続きは一切必要なく利用手数
料も不要、詳細はお取引店にご照会ください。

デビッドカード
サービス

毎月の給料やボーナス、年金、配当金などをお客さまご指定の口座で自動的にお受け取りできます 。　自動受取サービス

電気・電話・ガス ・水道・NHK受信料などの公共料金、保険料、公団家賃、各種税金、クレジットカードの利用代金、ローンの返済金
などをお客さまご指定の口座より自動的にお支払いします 。　

自動支払いサービス

１カ月の普通預金の入出金の合計額とその収支を自動的に計算して記帳します 。くらしの自動計算
サービス

預け替え　１回当たり　１０５円普通預金から貯蓄預金へ、 貯蓄預金から普通預金へ、 
ご都合に合わせて自動的に預け替えします 。

くらしのスウィング
サービス

１口座・月額　　　　　　１３１円 毎月の普通預金・貯蓄預金口座のお取引内容を郵送で
お知らせします 。

くらしのお知らせ
サービス

お客さまのご指示に従い、お受取人の預金口座に資金
を直接入金します 。 　

振込

送金１件につき　 　　　　１０５円
（別途振込手数料がかかります 。）

毎月の決まったお支払いのために、月々一定金額を自
動的に送金（振込）します 。　

自動送金
サービス

３１５円当行本支店あてお客さまに代わり手形や小切手などの取り立てを行
い、取立代金についてはお客さまのご指定の口座に入
金します 。　

代金取立

４２０円他　行　あ　て

８４０円至　急　扱　い

入金専用 カード発行手数料 　　　 　　　　　　 １枚につき　１,０５０円
入金専用通帳発行手数料　　　　 　　　　　　　　　　　 １冊につき　　３１５円
入金専用カードまたは入金専用通帳    
による入金　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 １回につき　　２１０円

集金担当者ごとの入金専用通帳 ・ 入金専用カードでA
 TMなどの自動機により、直接会社の口座（当座預金）
へ入金します 。　

クイック入金サービス

 

貸金庫は大きさにより料金が異なります 。  
詳細はお取引店にご照会ください。　

株券・預金証書・権利証などの重要書類、宝石・貴金属
などの貴重品を安全に保管します 。　

貸金庫

発行手数料　　　　　　  　　   　　　　　　　　 １枚につき　５２５円多額の現金を持ち運ぶ不便さ ・ 危険性を避けるため、 
銀行支払いの小切手を発行します 。　

自己宛小切手

売買手数料       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６,３００円
（バー１個当たりのご購入・ご売却とも）

１００g、５００g、１kgバーをお取り扱いしています。　 
（お取り扱いのできない営業店もあります 。）

金地金金
の
店
頭
売
買

重量により料金が異なります。
詳細はお取引店にご照会ください。

金のご購入と同時に保護預かりと し、 預かり証書を発行し
ます 。　

金証書

（注）上記金額は１件当たりの消費税・地方消費税込手数料です 。　
　

３万円以上１万円以上
３万円未満１万円未満

無料無料カードあさひ銀行
同一支店あて

自
動（
Ａ
Ｔ
Ｍ
）

ご
利
用
の
場
合

３１５円１０５円現　金

２１０円１０５円カードあさひ銀行・
三和銀行・
東海銀行
本支店あて ３１５円１０５円現　金

４２０円２１０円電信扱
カード他行あて

（あさひ銀行・
三和銀行・東海
銀行以外の銀行）

４２０円２１０円文書扱

６３０円４２０円電信扱
現　金

６３０円４２０円文書扱

４２０円２１０円あさひ銀行同一支店あて
窓　

口

ご
利
用
の
場
合

５２５円３１５円あさひ銀行本支店あて

８４０円６３０円電信扱他行あて
（三和銀行・東海銀行を含む） ８４０円６３０円文書扱

無料無料あさひ銀行同一支店あてテ
レ
フ
ォ
ン

バ
ン
キ
ン
グ

ご
利
用
の
場
合

２１０円１０５円あさひ銀行本支店あて

４２０円２１０円電信扱他行あて（三和銀行・東海銀行を含む）

無料無料あさひ銀行同一支店あてイ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

・
バ
ン
キ
ン
グ

ご
利
用
の
場
合

２１０円１０５円あさひ銀行・東海銀行本支店あて

４２０円２１０円電信扱他行あて（三和銀行を含む）

無料無料無料あさひ銀行同一支店あてＥ
Ｂ
・
Ｆ
Ｄ
／
Ｍ
Ｔ

ご
利
用
の
場
合

２１０円１０５円１０５円あさひ銀行本支店あて

６３０円４２０円３１５円電信扱他行あて
（三和銀行・東海銀行を含む） ５２５円３１５円２１０円文書扱

無料無料無料あさひ銀行同一支店あて自
動
送
金
サ
ー
ビ
ス

ご
利
用
の
場
合

４２０円２１０円１０５円あさひ銀行本支店あて

７３５円５２５円４２０円電信扱他行あて
（三和銀行・東海銀行を含む） ６３０円４２０円３１５円文書扱



148

デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル

第１９条の２

組織 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････１２８

大株主一覧･･･････････････････････････････････････････････････････････････１１０

役員一覧･･････････････････････････････････････････････････････････････････１２６

店舗一覧･･････････････････････････････････････････････････････････････････１３０

業務の案内･････････････････････････････････････････････････････････････････５４

商品・サービスの案内････････････････････････････････････････････････１４０

営業の概況･････････････････････････････････････････････････････････････････４２

主要な経営指標の推移････････････････････････････････････････････････４２

資本金及び発行済株式総数 ･･･････････････････････････････････････１０７

純資産額････････････････････････････････････････････････････････････････････４２

単体自己資本比率･･･････････････････････････････････････････････････････８３

従業員数･･････････････････････････････････････････････････････････････････１１０

業務粗利益及び業務粗利益率･･････････････････････････････････････９６

部門別損益の内訳･･･････････････････････････････････････････････････････９６

資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高等････････････････････９７

受取利息及び支払利息の増減･･････････････････････････････････････９８

利益率･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････９８

預金科目別残高････････････････････････････････････････････････････････１０１

固定金利定期預金、変動自由金利定期預金、
その他区分ごとの定期預金の残存期間別残高･････････････１００

貸出金残高･･･････････････････････････････････････････････････････････････１０２

固定金利、変動金利の区分ごとの

貸出金残存期間別残高･･････････････････････････････････････････････１０２

貸出金担保別内訳･････････････････････････････････････････････････････１０２

支払承諾見返額････････････････････････････････････････････････････････１０２

貸出金使途別内訳･････････････････････････････････････････････････････１０３

貸出金業種別内訳･････････････････････････････････････････････････････１０３
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